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１、開催年月日時刻及び場所 

 令和８年６月１５日 

自  午前１１時５３分 

至  午前１１時５８分 

於  委 員 会 室 ２ 
 
 

２、出席委員の氏名 

中村 俊介 委員長（分科会長） 

饗庭 敦子 副委員長（副会長） 

堀江ひとみ 委 員 

川崎 祥司  〃   

前田 哲也  〃   

中島 浩介  〃   

ごうまなみ  〃   

松本 洋介  〃   

千住 良治  〃   

清川 久義  〃   

大倉 聡  〃   

まきやま大和  〃   
  
 

３、欠席委員の氏名  

な  し  
 
 

４、委員外出席議員の氏名 

な  し  

 
 

５、県側出席者の氏名 

な  し  
 

 

６、審査の経過次のとおり 
 

― 午前１１時５３分 開会 ― 
 

【中村(俊)委員長】ただいまから、文教厚生委

員会を開会いたします。 

これより議事に入ります。 

まず、会議録署名委員を慣例によりまして、

私から指名させていただきます。 

 会議録署名委員は、川崎委員、松本委員のご

両人にお願いいたします。 

 本日の委員会は、令和８年６月定例会におけ

る本委員会の審査内容等を決定するための委員

間討議であります。 

 審査の方法についてお諮りいたします。 

審査の方法は、委員会を協議会に切り替えて

行いたいと思いますが、ご異議ございませんか。 

〔 異議なし 〕 

ご異議ないようでございますので、そのよう

に進めることにいたします。 

 それでは、ただ今から、委員会を協議会に切

り替えます。 

しばらく休憩いたします。 
 

― 午前１１時５４分 休憩 ― 

― 午前１１時５８分 再開 ― 
 

【中村(俊)委員長】 委員会を再開いたします。 

 それでは、本日協議いたしました委員会の審

査内容については、原案のとおり決定されまし

たので、この後、理事者へ正式に通知すること

といたします。 

 ほかにご意見はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

 ほかにないようですので、これをもちまして

本日の文教厚生委員会を終了いたします。 

お疲れ様でした。 
 

― 午前１１時５８分 散会 ― 
 

 



 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

第 １ 日 目 
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１、開催年月日時刻及び場所 

  令和８年６月２９日 

自  午前 ９時５９分 

至  午前１１時５７分 

於  委 員 会 室 ２ 
 
 

２、出席委員の氏名 

中村 俊介 委員長（分科会長） 

饗󠄀庭 敦子 副委員長（副会長） 

堀江ひとみ 委 員 

川崎 祥司  〃   

前田 哲也  〃   

中島 浩介  〃   

ごうまなみ  〃   

松本 洋介  〃   

千住 良治  〃   

清川 久義  〃   

大倉  聡  〃   

まきやま大和  〃   

 
 

３、欠席委員の氏名 

な  し  
 
 

４、委員外出席議員の氏名 

な  し  
 
 

５、県側出席者の氏名 
 

早稲田智仁 総 務 部 長 

松島 勝久 学 事 振 興 課 長 

 
 

６、審査事件の件名 

○予算決算委員会（文教厚生分科会） 

第70号議案 

 令和8年度長崎県一般会計補正予算（第2号）

（関係分） 

第84号議案 

 令和8年度長崎県一般会計補正予算（第3号）

（関係分） 

報告第2号 

 令和7年度長崎県一般会計補正予算(第11号)

（関係分） 

報告第3号 

 令和7年度長崎県母子父子寡婦福祉資金特別

会計補正予算(第1号) 

報告第13号 

 令和7年度長崎県国民健康保険特別会計補正

予算(第2号) 

報告第16号 

 令和8年度長崎県一般会計補正予算(第1号) 
 

 

７、付託事件の件名 

○文教厚生委員会 

 (1)議 案 

第73号議案 

 職員の勤務時間、休暇等に関する条例及び

市町村立学校県費負担教職員の勤務時間、

休暇等に関する条例の一部を改正する条例

（関係分） 

第75号議案 

 長崎県認定こども園の認定要件に関する条 

例等の一部を改正する条例 

 (2)請 願 

  な し 

 (3)陳 情 

・要望書 

・離島地域における夜間の急患搬送体制の確
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保に関する要望書 

・要望書（松浦市） 

・令和９年度 県の施策等に関する重点要望

事項（佐世保市） 

・高等学校における平和教育及び校外学習の

政治的中立性と安全確保を求める陳情 

・国政・県政に対する要望書（長崎県町村

会） 

 

８、審査の経過は次のとおり 
 

― 午前 ９時５９分 開会 ― 
 

【中村(俊)委員長】 ただいまから文教厚生委員

会及び予算決算委員会文教厚生分科会を開会い

たします。 

 それでは、これより議事に入ります。 

 今回、本委員会に付託されました案件は、第

73号議案「職員の勤務時間、休暇等に関する条

例及び市町村立学校県費負担教職員の勤務時間、

休暇等に関する条例の一部を改正する条例」の

うち関係部分ほか1件でございます。そのほか、

陳情6件の送付を受けております。 

 なお、予算議案及び予算に係る報告議案につ

きましては、予算決算委員会に付託されました

予算議案及び予算に係る報告議案の関係部分を

文教厚生分科会において審査することとなって

おりますので、本分科会として審査いたします

案件は、第70号議案「令和8年度長崎県一般会計

補正予算（第2号）」のうち関係部分ほか5件で

あります。 

 次に、審査方法についてお諮りいたします。 

 審査は従来どおり、分科会審査、委員会審査

の順に行うこととし、部局ごとにサイドブック

スに掲載しております審査順序のとおり行いた

いと存じますが、ご異議ございませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

【中村(俊)委員長】 ご異議ないようですので、

そのように進めることといたします。 

 なお、議案外の質問につきましては、各部局

の審査における委員1回当たりの質問時間は、理

事者の答弁を含め20分を限度とし、一巡した後、

審査時間が残っている場合に限って、再度の質

問ができることといたしますので、よろしくお

願いいたします。 

 これより、総務部関係の審査を行います。 

 まず、分科会による審査を行います。 

【中村(俊)分科会長】 予算議案及び予算に係る

報告議案を議題といたします。 

 総務部長より、予算議案及び予算に係る報告

議案の説明を求めます。 

【早稲田総務部長】 おはようございます。 

 総務部関係の議案について、ご説明いたしま

す。 

 総務部の予算決算委員会文教厚生分科会関係

議案説明資料及び同説明資料の追加1をお開き

ください。 

 今回ご審議をお願いいたしておりますのは、

第70号議案「令和8年度長崎県一般会計補正予算

（第2号）」のうち関係部分、第84号議案「令和

8年度長崎県一般会計補正予算（第3号）」のう

ち関係部分、報告第2号「令和7年度長崎県一般

会計補正予算（第11号）」のうち関係部分であ

ります。 

 はじめに、予算決算委員会文教厚生分科会関

係議案説明資料の2ページをお開きください。 

 第70号議案「令和8年度長崎県一般会計補正予

算（第2号）」のうち、関係部分についてご説明

いたします。 

 令和8年度当初予算は、予算編成時期と知事選

挙の関係から、重要な政策的経費を除いた骨格
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予算として編成しておりましたので、今回の補

正において、具体的な諸施策にかかる予算を計

上しております。 

 歳入予算は5億4,758万9,000円の増、歳出予算

は29億3,117万5,000円の増を計上いたしており

ます。 

 この歳出予算の内容について、ご説明いたし

ます。 

 本県教育の振興に私立学校は大きく寄与して

おりますが、少子化による生徒数の大幅な減少

により、私立学校を取り巻く環境は一段と厳し

さを増しております。 

 こうした状況において、県としましては、私

学振興の観点から学校法人に対する経常的経費

に対する支援の充実を図り、魅力ある私立学校

づくりを支援してまいりたいと考えております。 

 国の支援制度である就学支援金や奨学給付金

については、令和8年度から大幅に制度拡充され、

家庭の教育費負担が軽減されたことから、県に

おいては、私立学校における入学金や校納金等

の経済的負担の軽減を図ることとしております。 

 具体的には、県内私立高校入学金に対する支

援及び生活保護世帯等の授業料軽減支援を拡充

し、家庭環境にかかわらず自らの希望に応じた

教育を受けることができるよう支援を行ってま

いります。 

 これらの支援に要する経費として、高等学校

私立学校助成費24億7,193万8,000円の増、中学

校私立学校助成費3億1,044万3,000円の増、小学

校私立学校助成費1億4,879万4,000円の増を計

上いたしております。 

 予算決算委員会文教厚生分科会関係議案説明

資料追加1の2ページをお開きください。 

 次に、第84号議案「令和8年度長崎県一般会計

補正予算（第3号）」のうち関係部分についてご

説明いたします。 

 今回の補正予算は、国の重点支援地方交付金

等を活用した物価高騰対策について、必要な予

算を追加しようとするものであります。 

 歳出予算は219万7,000円の増を計上いたして

おります。この歳出予算の内容について、ご説

明いたします。 

 エネルギー等の物価高騰の影響を受けている

私立小・中学校、高等学校及び専修学校に対し

て、電気・ガス料金にかかる高騰分の一部を支

援する経費として、私立学校助成費219万7,000

円の増を計上いたしております。 

 続いて、予算決算委員会文教厚生分科会関係

議案説明資料にお戻りいただき、3ページをお開

きください。 

 最後に、報告第2号「令和7年度長崎県一般会

計補正予算（第11号）」のうち、関係部分につ

いてご説明いたします。 

 先の3月定例県議会の予算決算委員会におい

て、専決処分により措置することをあらかじめ

ご了承いただいておりました、令和7年度予算の

補正を、令和8年3月31日付けで専決処分させて

いただいたもので、関係部分についてその概要

をご報告いたします。 

 これらは、年間執行額が確定したことなどに

伴うものであり、歳入予算は6,476万8,000円の

減、歳出予算は2億79万9,000円の減を計上いた

しております。 

 この歳出予算の補正の主なものは、運営費交

付金の減、高等学校私立学校助成費の減であり

ます。 

 以上をもちまして、総務部関係の説明を終わ

ります。よろしくご審議を賜りますようお願い

申し上げます。 

【中村(俊)分科会長】 次に、学事振興課長より
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補足説明を求めます。 

【松島学事振興課長】 おはようございます。 

 私のほうから、第70号議案「令和8年度長崎県

一般会計補正予算（第2号）」のうち、学事振興

課関係の補正予算について、補足してご説明い

たします。 

 令和8年6月定例県議会文教厚生分科会学事振

興課補足説明資料1をご覧ください。 

 今回、私立学校助成費で主に4事業分、合計29

億3,117万5,000円を計上しており、その内訳は

表に記載のとおりでございます。 

 まず、「(1)長崎県私立学校教育振興費補助金」

については、令和8年度当初予算において、骨格

予算として令和7年度当初予算額の2分の1相当

額を計上しておりました。今回、肉付けとして

令和8年度所要額について高等学校、中学校、小

学校のそれぞれ差額分の合計25億9,466万4,000

円を計上するものです。 

 次に、「(2)長崎県私立高等学校入学金支援事

業費補助金」については、新規事業でございま

す。 

 国の支援制度である就学支援金や奨学給付金

については、令和8年度から大幅に制度拡充され、

家庭の教育費負担が軽減されたところです。 

 県においては、私立学校における入学金にか

かる経済的負担の軽減を図り、自らの希望に応

じた教育を受けることができるよう、昨年度ま

で授業料負担軽減に活用していた地方交付税財

源を活用し、本県の独自支援として、私立高校

入学金に対する支援を行いたいと考えておりま

す。 

県内の私立高校入学時に必要となる入学金に

ついて、3万円を上限にあらかじめ減免を行うも

ので、令和9年度入学生からの実施を予定してお

り、その経費として1億2,303万円を計上するも

のです。 

 次に、「(3)長崎県私立学校授業料軽減補助金」

については、これまでも就学支援金の県単独の

上乗せ補助として実施していたものであり、令

和8年度当初予算編成時において、就学支援金制

度にかかる国の令和8年度予算案が国会審議中

であったため、これまでの支援制度を継続する

とした場合の予算額として71万1,000円を令和8

年度当初予算に計上をさせていただいておりま

した。 

その後、国会において予算案や関係法改正が

議決され、4月以降、保護者等の授業料負担軽減

が図られているところですが、生活保護世帯及

び施設入所者には授業料の自己負担が生じない

よう、令和8年度における県内授業料の最高額を

上限として支援を行うこととし、授業料軽減補

助の所要額について、当初予算額との差額分の

128万5,000円を計上するものです。 

 次に、「(4)長崎県私立高等学校等就学支援金」

については、令和8年度当初予算において、年間

所要見込額50億2,808万3,000円を計上しており

ましたが、積算にあたり生徒数が一部正しく反

映できておりませんでした。 

そのため、改めて新年度の生徒数を基に積算

したところ、年間所要額52億4,027万9,000円が

見込まれることから、当初予算額との差額分の

2億1,219万6,000円を計上するものです。 

 続きまして、第84号議案「令和8年度長崎県一

般会計補正予算（第3号）」のうち、学事振興課

関係の補正予算について補足してご説明いたし

ます。令和8年6月定例県議会文教厚生分科会学

事振興課補足説明資料2をご覧ください。 

 物価高騰の影響を受けている私立学校の負担

軽減を図るため、エネルギー価格、とりわけ学

校施設への影響が大きい電気代とガス代の高騰
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分への一部支援を行うものです。 

対象施設は、私立の高等学校、中学校、小学

校及び専修学校で、全67施設、規模別に12区分

の単価に応じて所要額合計219万7,000円を見込

んでおります。 

 なお、単価の根拠につきましては、国におい

て電気・ガス代の支援対象期間が電力使用量の

増加する7月から9月の3か月間と示されている

ことと、県の補助率4分の1を踏まえまして、今

回の経済対策補正における学校施設等の物価高

騰の影響に対する県の支援は、全庁的に年間影

響額の16分の1で統一しております。 

 以上をもちまして、補足説明を終わります。

よろしくご審議を賜りますようお願いいたしま

す。 

【中村(俊)分科会長】 以上で説明が終わりまし

たので、これより予算議案及び予算に係る報告

議案に対する質疑を行います。 

 質疑はありませんか。 

【堀江委員】まず70号議案について、質問しま

す。 

 今回、私立学校授業料軽減補助金等、いろい

ろされていますけれども、自己負担なく、自ら

の希望に応じた教育を受けることができるよう

にということなのですが、今まで、現在どのよ

うな自己負担が生じていて、それから軽減補助

金によってどう軽減されるのか、学事振興課の

資料として、何て言いますか、可視化した資料

と言いますか、4段階とか3段階でどこにどう補

助して、負担軽減になりますというのが今まで

出されていたと思うのですが、3月の学習会の資

料は、まだ国会前、国会の論議の最中でしたの

で、あれはちょっと参考になりませんので、そ

ういう資料というのはないのか、最初に質問し

ます。 

【中村(俊)分科会長】 休憩いたします。 
 

― 午前１０時１４分 休憩 ― 

― 午前１０時１５分 再開 ― 
 

【中村(俊)分科会長】 分科会を再開いたします。 

【松島学事振興課長】 先ほど堀江委員から質問

のありました件について、お答えいたします。 

 お手元に配付させていただきました資料をご

覧ください。全日制を例にイメージ図を作って

おりますけれども、左側が昨年度で、右側が今

回の補正予算後という形です。 

 まず、令和7年度の左側をご覧いただきたいの

ですけれども、この太線のところが国の支援に

なります。横軸が世帯の所得、縦軸が国と県の

支援額という見方になりますけれども、真ん中

にある590万円を境にして、国の支援が590万未

満の世帯については最大月額で3万3,000円、590

万円を超えますと9,900円ということで、2階建

ての支援になっておりました。 

 ただし、その2階建ての差額、3万3,000円と

9,900円に2万3,100円の差がございまして、非常

に大きな差であるという議論がございまして、

そこの階段を若干緩和する形で、黄色に塗って

おります県単独補助として、590万から720万円

の世帯については月額上限として6,600円、また 

生活保護世帯、施設入所児童については5,300円

ということで、令和7年度県と国と合わせて4段

階の支援とさせていただいたところです。 

 今回、国の制度が大幅に拡充になりまして、

国の支給上限が月額3万8,100円ということで、

昨年度までは、国と県を合わせた支給上限が3万

8,300円でしたので、ほぼ変わらないぐらいの額

を所得制限なく国のほうから就学支援金として

いただいているという状況になっております。 

 そういった中、生活保護世帯と施設入所児童
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につきましては、関係部署の支援制度の仕組み

も確認いたしましたけれども、自己負担分への

支援がなされていないといったようなところも

ありましたので、ここの部分については、やは

り家庭の経済環境によらず、自らが望む教育を

受けられる環境の実現に向けて支援が必要では

なかろうかといったところで、今回、県単独の

追加支援という形で計上させていただいており

ます。 

 実際、今年度の県内の全日制高校の授業料最

高額を見ますと、4万3,900円という実態がござ

いますので、授業料の自己負担は最大で5,800円

ということになっております。ただし、生活保

護世帯と施設入所児童の方につきましては、自

己負担がないような形で、そこを県単独の補助

で埋めるということで、授業料の軽減補助制度

を行っていきたいというふうに考えております。 

【堀江委員】 可視化する資料、よく分かります。

ありがとうございました。 

 そこで、この生活保護、あるいは児童施設の

子どもたちに対する補助ですけれども、県内の

授業料が全てこうではなくて、私学によって授

業料は当然違ってくるので、例えば校数で言う

と、どれぐらいの学校でこの県単独を活用でき

るというか、利用する形になるのかと、ここの

ところ、ちょっと説明してもらっていいですか。 

【松島学事振興課長】 今現在の授業料といたし

まして、最高額4万3,900円で、国の支給上限額

3万8,100円を超える学校が私立の全日制高校22

校中、6校ございます。そこに在学されている方

については、この県単独の支援を活用いただけ

るという設計になっております。 

【堀江委員】 説明ありがとうございました。よ

く分かりました。 

 家庭環境にかかわらず、自らの希望に応じた

教育を受けることができるようにということで

の授業料軽減の拡充というのは、よく理解をい

たしました。 

 もう一つ、今回新たに新規の事業となります

入学金の支援事業、これは令和9年度、来年度の

入学生から実施をするのですけれども、予算と

して、この6月議会に計上されたというのは何か

根拠があるのですか。 

【松島学事振興課長】 今回の入学支援によりま

して、金銭的負担が大きくなる入学前のタイミ

ングで、家庭の負担軽減を図りたいというふう

に考えております。 

 具体的には、学校が入学金を徴収する際に、

あらかじめ減額をしていただいて、その減額分

について、県から学校へ補助を行う形を想定し

ております。 

 今現在、各私立学校におきましては、既に来

年度の生徒募集に向けて動いておりまして、学

校説明会やオープンスクールの開催が既に始ま

っているところでございます。 

 そういった中、入学金支援にかかる学校への

制度の説明、それと生徒・保護者への周知期間

がやはり必要ですので、このタイミングで計上

させていただいて、来年春の入学生の負担軽減

を図っていきたいというふうに考えております。 

【堀江委員】 最後にします。 

 84号議案なのですけれども、発信します。今

回、物価高騰の影響を受けての私立の小学校、

中学校、高等学校、各種の学校というのは理解

いたしますが、昨年も同じ時期に、この物価高

騰対策の補助をしているのですけど、昨年と違

いますよね。今回は16分の1、あるいは12区分な

のですけど、昨年は県の支援を8分の1で統一す

るとか、11区分にするということでしたので、

変わっているのですけど、これは何か理由があ
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りますか。説明をお願いします。 

【松島学事振興課長】 まず、区分のお話から先

にさせていただきますと、この物価高騰対策に

つきましては、生徒の実員数に応じまして、規

模別に学校区分を設けまして支援をしておりま

した。昨年度までは、生徒数の実数が最大で

1,320ということで、昨年で言うところの11区分

の中で収まっていたのですけれども、今年の入

学生を見たときに、1,320名を超える学校がござ

いましたので、その学校にも対応できるような

形でもう1区分増やした12区分ということで対

応したいというふうに考えております。 

 あと、補助率の、昨年8分の1といったところ

が、今回16分の1となった理由は、というご質問

でございますけれども、令和7年度における私立

学校の電気・ガス等の支援に当たりましては、

国において支援期間3か月間ということで示さ

れておりましたけれども、その際の県の補助率

を全庁的に2分の1としておりまして、2分の1か

ける、月数でいくと年間の4分の1ということで、

8分の1ということで統一をさせていただいてお

りました。 

 今回、支援期間の3か月間というのは変わらな

いのですけれども、電気・ガスにおいては国か

ら電気会社ですとか、ガス会社等への支援単価

が2倍になっているといったようなところで、一

定その上昇率も抑えられているのではないかと

いったような状況もございまして、補助率につ

いては昨年度の2分の1ではなく、今回は4分の1

という形で変更いたしましたので、4分の1かけ

る期間率の4分の1ということで、16分の1という

ことで統一をさせていただいているところであ

ります。 

【中村(俊)分科会長】 よろしいですか。 

 ほかにございませんか。 

【松本委員】、私も私立学校の入学金の支援事

業費について、質問をいたします。 

 今年度からですね、私学の授業料が無償化と、

国の方針でということで、私も受験生の娘を抱

えている中で、保護者内でもかなり大きなイン

パクトがあります。さらに今回、入学金も補助

が出るということで、これは保護者にとっては

非常にありがたい話なのだと思うのですが、そ

もそも今回入学金を補助しようとした要因とな

る、公立と私学の入学金の格差というのがどれ

ぐらいあったのか、お尋ねをいたします。 

【松島学事振興課長】 県内の私立高校の入学金

について、平均をいたしますと約12万円という

状況になっております。 

 一方で、全日制の公立高等学校の場合は、県

の条例にて入学手数料5,550円と定められてお

り、入学金だけで見ますと、公私間で10万円以

上の差がある状況でございます。 

【松本委員】 分かりました。 

 これだけ大きな差があるということで、全額

ではないけど3万円を上限にということで理解

いたしました。 

 今回の1億2,303万円ですが、この積算根拠は

何人に対して支援を想定しているのか、お尋ね

をいたします。 

【松島学事振興課長】 今回の支援の対象ですけ

れども、今年入学された県内の私立高校の入学

者をベースといたしまして、1年生の生徒数

4,101人を基に算出をしております。 

【松本委員】 今年の私立高校の1年生の現在の

生徒数が4,101人ということですよね。ただ、来

年入学する人数というのは、これから受験され

るから分からないと思うのですけど、そこの部

分はもう足り得るというふうに想定しているの

でしょうか。 
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【松島学事振興課長】 今回設定をしております

1人当たり3万円というのは、あくまで上限額と

いった中で、実際には学校独自の減免措置後の

入学金を基に支援を行いますので、全員に対し

て満額支給にならない可能性もあります。また、

令和9年3月の県内の中学卒業生数が、令和8年3

月と比較して減少する見込みということでござ

いますので、私立高等学校の定員数に対する実

員数等を勘案しますと、現時点で予算の範囲内

で収まるのではないかというふうに見込んでお

ります。 

【松本委員】 1つ、その3万円を上限にというこ

とは、全員が3万円ということではないという、

何か上限があるのでしょうか。 

【松島学事振興課長】 あくまで上限額が3万円

ということで、これは保護者側の負担、実際、

私立学校によりましては、いろいろな減免の措

置が行われております。例えば入学金12万円で

も、減免後、実際に保護者さんに求める入学金

として2万円ということでありましたら、そこは

県の補助としても2万円という形で措置をさせ

ていただきたいというふうに考えておりますの

で、全てが全て上限3万円補助かどうかというの

は、来年の春を待ってみないと分からないとい

ったようなところがございます。 

【松本委員】 最後にします。補助率10分の10と

いうことで、これは国の交付税措置だと思うの

ですけれども、今回から新たに新規で県独自で

やるということで、やはり気になるのは、1回き

りで終わっても困りますので、授業料のほうは

国が措置しますけれども、県独自で入学金支援

をしたと、それが来年、再来年もずっと続く担

保というか、そういったものが本当に大丈夫な

のかということを確認したいのですけれども、

この交付税措置の財源というか、今後担保はし

っかりとできるのでしょうか。お尋ねいたしま

す。 

【松島学事振興課長】 今回の財源につきまして

は、先ほど委員からお話ございましたけれども、

普通交付税措置がなされる分ということでござ

います。 

 一方で、先ほど、説明をさせていただきまし

た県単独の授業料軽減、これにつきましては、

今年度からの国の支援が非常に厚く拡充されま

したので、その分の財源を新規事業に振り向け

る財源として確保できる見込みだということで

ございまして、その財源を活用して、県の独自

支援として、今回、入学金支援を立ち上げたと

いうことでございます。 

【中村(俊)分科会長】 ほかにございませんか。 

【千住委員】 失礼します。説明ありがとうござ

いました。 

 私も入学金の件なのですけど、先ほど各学校

によって、減免があると、特待生等があるとい

うことで、上限3万円ということだったのですが、

例えば入学金を全額減免しますよといったとこ

ろに行くと、そこにはこの県の費用は入らない

ということでしょうか。ちょっと1つ確認させて

ください。 

【松島学事振興課長】 今回の入学支援金につき

ましては、あくまでも保護者負担の軽減を図り

たいということが目的でございますので、保護

者負担がない場合につきましては、県の支援も

ないというような形で考えております。 

【千住委員】 はい、ありがとうございました。

はい、それは分かりました。 

 先ほど上限3万円ということだったのですが、

その3万円とした根拠と言いますか、何でこの3

万円という数字が出てきたのかというのを、ち

ょっとお尋ねします。 
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【松島学事振興課長】 今回の支援に当たりまし

ては、入学支援金の上限額、これ高いほうにこ

したことはないといったようなことはございま

すけれども、一方で、やはり財源の問題もござ

います。 

 そういった中で、私どもとしては国の就学支

援金の制度拡充されましたけれども、その制度

拡充と併せて、今までなかった地方負担という

ことで、4分の1が地方負担と、4分の3が国の負

担、そういう制度設計になっておりましたので、

その制度設計を参考にしながら、地方負担4分の

1というところで設計をさせていただいたとこ

ろでございます。 

【千住委員】 はい、ありがとうございました。 

 平均12万円の4分の1で3万円にしたというこ

とですね。財源の問題もあると思うのですが、

ありがとうございます。 

 続いて、拡充の内容として、生活保護世帯及

び施設入所児童の授業料の無償化の拡充という

ことで、先ほど、3万8,100円を超えているとこ

ろが6校というお話がありました。 

 実際、私立学校、今年が、4,100人入学という

話があり、全体でいくとかなりの数いるのです

が、私学全体で、生活保護世帯、あるいは施設

に入所されている方の総数、今どれぐらい在籍

されているのか、また今後その対象になる生徒

さん、今年でいけば、どれぐらいおられるのか、

参考までに教えていただきたいと思います。 

【中村(俊)分科会長】 休憩いたします。 
 

― 午前１０時３４分 休憩 ― 

― 午前１０時３５分 再開 ― 
 

【中村(俊)分科会長】 分科会を再開いたします。 

【松島学事振興課長】 先ほど質問にございまし

た生活保護世帯等の数なのですけれども、一応、

今回補正予算を計上するに当たりまして、想定

している人数といたしましては、81人分を想定

しております。内訳といたしましては、生活保

護世帯69名、施設入所者12名、合わせて81名分

の計上を考えているところでございます。 

【千住委員】 総数は後ほどで構いません。 

 すると、この今回積算で81名ということなの

ですけれども、その超えている6校での生徒の割

合でいくと、どれぐらいの割合で積算をされた

のでしょうか。 

【中村(俊)分科会長】 休憩いたします。 
 

― 午前１０時３６分 休憩 ― 

― 午前１０時３６分 再開 ― 
 

【中村(俊)分科会長】 分科会を再開いたします。 

 先ほどの千住委員の質問に対しては、後ほど

お答えをいただきたいと思います。 

【川崎委員】 おはようございます。お尋ねいた

します。 

 私も長崎県私立高等学校入学金支援事業費補

助金1億2,303万円について、お尋ねいたします。 

 今、質疑も大分ありましたので、大体理解を

いたしました。全員が対象であるということと、

3万円上限については、様々、学校での減免措置

があるので、差がありますよということであり

ましたが、一応確認ですが、所得制限という考

え方はないのでしょうか。 

【松島学事振興課長】 繰り返しにはなりますけ

れども、家庭環境によらず、自らが望む教育を

受けられる環境の実現という方向性を見据えま

して、今回、所得制限については考えておりま

せん。 

【川崎委員】 ありがとうございました。 

 先ほど、ありがたいことにこの資料をご提示

いただいておりまして、今年度から、いわゆる
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授業料等支援の就学支援金には所得制限はなく、

全員が対象ということですから、いわゆる調査

という意味で、世帯の所得の調査はやはり行う

のですか。 

【松島学事振興課長】 今回その就学支援金とい

うところでいきますと、このあくまで生活保護

世帯、施設入所児童だけに所得の調査をかける

ことになるというふうに考えております。 

【川崎委員】 そうですよね。誰が対象なのかと

いうことであれば、一定の調査は必要というこ

とですよね。分かりました。確認でございまし

た。 

 この入学金の支払いのタイミングなのですが、

古い話、我々の時代は、公立の発表の前に、納

めないといけないと、入学金は入学する権利を

得るための権利金という理解をしているわけで

ありますが、そうすると、公立に、結果的に行

くというときには、それが戻ってこないという

のが、当時の我々の制度であったと思います。 

 今はどういった状況になっているのか、お尋

ねをいたします。 

【松島学事振興課長】 今回の制度設計を見据え

まして、各私立学校に問合せをいたしましたと

ころ、ほとんどの学校において、入学金の納付

時期が公立学校の合格発表の後という状況がご

ざいますので、そういったところから考えると、

私立学校に入学金を払う方は、もう私立学校に

入る方という状況だと思っておりますので、一

旦、そういう状況を踏まえまして、あくまで公

立学校の合格発表の後の私学の入学金の入金時

期ということで、確認をしております。 

【川崎委員】 そこは大分、もうありがたい制度

改革をしていただいたなと思っています。やは

り、一部は払わないといけないということであ

りましたが、それは恐らく第一志望でしょうか

ら、そこはもうほぼほぼそういった負担はない

というようなところで理解をいたしました。 

 ちょっと細かい話ですけど、この補助をいた

だいて入学金を納めた後、入学したけれども、

短期で退学をするというケースもゼロではない

と思いますが、そういった場合については、こ

れは学校側への支援なので、学校側が補助金を

返還するというような制度になっているのでし

ょうか。お尋ねです。 

【松島学事振興課長】 この入学金支援の制度設

計なのですけれども、今回予算をご承認いただ

いた後に、学校側と話を詰めて、仕組みについ

ては確定をさせようと思っておりますけれども、

先ほど委員からお話がございました、入学をさ

れたけれども間もなくして転学とか退学される

方がいらっしゃるのは事実でございます。 

 そういった状況を踏まえて、私どもとしては、

学校に対して保護者様から納付されました入学

金が、生徒側に返還されない限り、県としても

その補助金の返還を求めることは、今のところ

想定はしておりません。やはり事情があって転

学、退学をされる方というのはいらっしゃるの

ですけども、それは相当な理由があってのこと

で、しかも少数、もう本当、やむにやまれぬ理

由だと思いますので、今のところその返還を求

めるところまでは考えておりません。 

【中村(俊)分科会長】 よろしいですか。 

 ほかにございませんか。 

【大倉委員】 私からも同じ項目です。私立高等

学校入学金支援事業費補助金に関してです。 

 これは、要は国からの就学支援金では対象と

なっていない入学金の部分を補助するというも

のだと、認識をしているところでございます。

いわゆる高校授業料無償化で、授業料は補助さ

れるのだけれども、入学金の部分はやっぱり保
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護者が負担しなければいけないので、そこを補

助するということで、非常に画期的だと思って

いるところでございます。 

 上限3万円について、あらかじめ減免というこ

とですけれども、このあらかじめ減免というの

は、要は、県から学校側に、先に補助をすると

いうことでいいですよね。そのスキームについ

て、ちょっと伺いたいと思います。 

【松島学事振興課長】 ただいま委員から話があ

りましたとおり、今、私どもとしては最終確定

ではございませんけれども、学校側にあらかじ

め県の補助金を概算にはなりますけれども一旦

お支払いをして、実際の入学金の納付状況を見

ながら精算手続に入っていただくような形を想

定しております。一旦保護者が立て替えるとい

った部分を、とにかくなくして、あらかじめ県

の補助金を引いた上での入学金支払いになるよ

うな制度設計にしていきたいというふうに考え

ております。 

【大倉委員】 県から学校へ補助ということで、

いわゆる償還払いなどでもない、つまり保護者

の方が煩雑な手続をする必要もないというとこ

ろでよろしいのですね。その確認をもう一度。 

【松島学事振興課長】 実際の手続なのですけれ

ども、ここは最終的には学校側とお話をしたい

というふうには思っておりますけれども、やは

り学校側、当然ながらまずは生徒側、保護者側

の負担軽減を図るという観点で臨みたいという

ふうに考えております。入学に当たりましては、

何らかの書類を書きますので、その中に例えば

ですけれども、県からの補助金上限3万円があっ

て、その分も申請します、そういった意思表示

にもつながるような、そういった既存の手続の

中で今回の支援が受けられるような形で学校側

とお話をしたいというふうに考えております。 

【大倉委員】 この今回の入学金の支援というの

は、いわゆるこれまでの授業料の支援とは全く

別の支援というふうなことで、考えてよろしい

のですよね。これも確認です。 

【松島学事振興課長】 授業料の支援につきまし

ては、先ほどから申し上げております国の就学

支援金、それと県の授業料軽減がございまして、

今回の入学支援金というのは、これとは別の位

置づけで考えております。 

【大倉委員】 国の授業料への支援がある、そし

てそれは収入要件が撤廃されたというところで、

大変すばらしいのですね。このたび補正予算で、

この入学金の補助という部分も予算が計上され

ました。 

 ただ、やっぱり私立の学校というのは非常に

お金がかかる部分でして、先ほど松本委員もお

っしゃっていましたけれども、私の子どもも、

2人が私立の高校を卒業しております。非常にお

金がかかりました。授業料、入学金だけじゃな

くて、制服とかかばんとか、タブレットとか、

あとそれから、施設整備費なんかも必要なので

すよね。そういった辺りの支援を受けることは

できないのですよねという確認。そういったと

ころは、やっぱり既存の奨学給付金、そういっ

たものを別途申請してもらう必要があるのです

よねという確認をさせてください。 

【松島学事振興課長】 授業料、それと入学金に

ついては、説明をしましたとおり、支援がござ

います。 

 授業料以外の教育費負担、いろいろございま

す。そちらに向けましては、国・県で支援制度

がございまして、私立高等学校等奨学給付金事

業という形で実施をしておりまして、この分に

つきましては、今年度から金額面と所得要件が

緩和された形で拡充がなされております。 
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 所得要件はありますけれども、授業料以外の

教育費であれば、使途に制限がございませんの

で、この奨学金につきまして、県内の私立学校

に学校が代理受領していただいて、授業料以外

の、先ほどお話がございました施設の整備関係

だとか、諸々の費用、いわゆる校納金と相殺を

していただくような制度となっております。 

【大倉委員】 理解できました。 

 いわゆる授業料以外の教育費全般の部分は、

奨学給付金を利用してもらうと、そして授業料

は、国からのいわゆるこの無償化という支援が

ある、今回、県から上限3万円の入学金の支援が

あるというところで、理解できました。ぜひこ

れは、保護者の皆さんの負担軽減につながって

いけばいいなと期待している事業でございます。

以上です。ありがとうございます。 

【中村(俊)分科会長】 ほかに。 

【前田委員】 出ている数字を審査するところだ

と思うのですけども、あえて、ちょっと確認を

したいと思います。 

 84号議案の物価高対策の中で、前回の物価高

対策の中では、スクールバスの燃料費の補助も

してたと思うのですけども、今回それが入って

ないのはなぜかというところをお尋ねしたいと

思います。 

【松島学事振興課長】 今回の追加補正に当たり

ましては、スクールバスの補助についても内部

で検討をいたしましたけれども、今回の国から

くる財源、そこの規模感等を考えまして、どう

してもその規模感的にも優先順位をつける中で、

まずは全ての私立学校が対象となる電気・ガス

代への支援という形で、今回はスクールバスの

支援については、計上をすることができません

でした。 

【前田委員】 そしたら、ちょっとあえて総務部

長に確認したいと思うのですけども、物価高対

策という中で、私学の運営が厳しいという中で、

前回、寄り添った形で、スクールバスの補助を

出してもらったのですね。やっぱり、額の多い

少ないは別としても、学校側としては非常に喜

んでいらっしゃったのですね。専門学校も含め

て。 

 今回、課長のほうから、国から来る金額の総

額を含めたところで、なかなか難しかったとい

う話がありましたけども、今回5億4,000万近く

かな、出てる中で、総務部学事振興課は219万じ

ゃないですか。でも一方、福祉保健部辺りは5億

ぐらい出てるのですよね。そういった意味で、

部局間のバランスが非常に悪いと僕は思ってて、

ガソリンの補助って多分800万ぐらいだったで

すか、前回ね。そういうことを考えたときに、

ガソリンを取り巻く環境がよくなっていれば別

ですけども、よくない中で、全体が厳しいから、

今回ちょっと出せませんでしたというのは、な

かなか、このやり取りの中では理解されても、

何かそこは、全体考えてどうだったかなと思う

のですけれども、部長のほうからもご答弁いた

だきたいと思います。 

【早稲田総務部長】 今回の物価高騰対策ですけ

れども、先ほど学事振興課長のほうから説明が

あったとおり、国の交付金というものは一定限

りがありまして、スクールバスの燃料費支援と

いうことを昨年度行っておりましたけれども、

全体的な優先的な順位というものを勘案して、

全学校への支援が可能な電気代、ガス代支援と

いうものを今回優先して予算計上させていただ

いたところです。 

 一方で、福祉関係の施設というものも、委員

のほうから触れられましたけれども、非常に全

体の施設数が大きくなりまして、バランス的に
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はそういう教育面のところですとか、福祉施設

面というのを、予算編成上、配慮して措置して

おりますので、額の違いというのは、それは施

設数の違いが主によるものということでありま

す。 

 今後、また国のいろいろな対策を見極めなが

ら、さらなる支援というものは、内部のほうで

も今後検討してまいりたいと考えております。 

【前田委員】 事情は分かったのですけれども、

せっかく新規でついたものがなくなるというの

は、ちょっとそこは何とか検討できなかったの

かなという思いがいたしています。 

 その上で、部長の説明の中で、専決でやった

分を含めて、減額修正を今回かけてますけども、

物価高対策も、あれだけ急いでやったのですけ

ども、僕の見間違いだったらご指摘ください。

小中高合わせて1,200万ほど減額が入ってます

けれども、この要因は何ですか。 

【松島学事振興課長】 これにつきましては、端

的に言うと執行残という形で、減額しているの

ですけれども、せっかくの予算がこういう形で

専決減をせざるを得なかったという使い勝手の

部分については、学校側にも状況を確認したい

というふうには考えております。 

【前田委員】 せっかくつけてもらった予算で、

当然現実に発生するものだから、執行残が出る

のは分かりますけども、これだけ大きな金額に

なったときに、先ほどの積算の単価の根拠とか

ありましたけども、やっぱり今後も、調査をし

ていただく中で、本当にニーズがあるものに、

適正な金額をつけてほしいと、さっき部長のほ

うからも、限られた財源ということありました

けども、1,200万残が出るというのは非常にもっ

たいないなと思いますので。 

 あわせて、そこのところの項目で、私立学校

耐震化が6,600万減してますけども、これは見込

みと実際が違ったという理解でいいですか。 

【松島学事振興課長】 この部分の減額の要因な

のですけれども、この分につきましては、令和

7年度の国の耐震化の補助金を活用して耐震化

に取り組まれる予定だった学校において、予定

外に工期が延びまして、令和7年度完了予定が令

和8年度までかかるといった中で、国とも調整を

したのですけれども、結果的に補助の対象外と

いうことになってしまいました。県の補助につ

きましては、国の支援を前提に上乗せ補助をし

ておりますので、大元である国の補助の対象外

になったことから、あわせて県のほうの補助の

対象からも外れたという形で、全額減額をして

いるという状況にございます。 

【前田委員】 すみません。もう一回確認します

けども、今の答弁でいくと、工期が延びたから

国の補助が出なかったので、県も出さなかった

という、工事自体やってるのですよね。来年出

てくるのですか。すみません。ちょっとごめん

なさい。うっかりして聞き漏れてました。もう

一遍説明してください。 

【松島学事振興課長】 工事については、補助を

受けずに、学校側の負担で実施をしております。

あくまで、この国の補助の建付けというのが、

単年度で終了するという前提の補助制度でござ

いまして、そういった中で2か年にまたがってし

まって、結果的に補助の対象外ということにな

りましたものですから、それに合わせる形で、

県の補助も対象外になってしまったという状況

にございます。 

【前田委員】 私学、ずっと運営が厳しい中で、

なかなか耐震化が、一定のところから進まない

じゃないかという指摘をずっとやっていますけ

ども、その指摘は、運営が厳しいからなかなか
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その財源が確保できないということで、実施で

きてなかったと思うのですが、今の話でいくと、

国のルールは分かりますけども、単年をまたが

ってしまったから、出さないとなったときには、

もう全額学校側の負担になるわけじゃないです

か。そのことって、学校のほうって全く困って

ないというか、県に相談あってないのですか。 

 僕は国の負担、国のルールに準ずるというの

は分かるけども、県は県の判断があっていいと

思うのですけども、その点は厳密にルール化さ

れているのですか。 

【松島学事振興課長】 まず、国の方の手続で、

詳しく申し上げますと、学校側が繰越しの手続

を経ずに、年度を超えた契約を結んでしまった

といったところで、私どもも学校と国の間に立

って、何とかできないかなというふうな調整は

させていただいたのですけれども、結果として、

学校法人の方から補助の申請を取下げという形

で行われたという形になっております。 

 また、県の補助につきましては、どうしても

その県の補助のしくみというか、ルール上、国

の支援を前提にした補助制度という状況がござ

いましたので、そこがなくなってしまうと、私

どもとしても、状況は分かるのですけれども、

補助ができなかったという状況です。 

【前田委員】 ありがとうございました。詳しく

答弁いただいて。申請を取り下げたということ

は致し方ないと思いますし、今の答弁の中で、

間に入って何とか調整をしようと試みたという

ことは、非常にありがたかったなと思っていま

す。ここで理解をしました。 

 最後にしますけれども、前回の委員会の中で

も、専門学校の学生に対する経済的な補助、1人

当たり幾らという補助に、不用額が出ていたと

いうことで、その団体からの要望を受けて上げ

たにしたら、上げ幅が300円と少ないから、物価

高を含めてきちんと見てほしいということで要

望したのですけれども、それは今回の予算の中

では、どんなふうに反映されているのですか。

そこだけ、最後、聞かせてください。 

【中村(俊)分科会長】 休憩いたします。 
 

― 午前１０時５８分 休憩 ― 

― 午前１０時５８分 再開 ― 
 

【中村(俊)分科会長】 分科会を再開いたします。 

【松島学事振興課長】 先ほど委員からお話がご

ざいました専修学校の経常費支援なのですけれ

ども、一応状況としては、こちらとしても検討

はしたのですけれども、結果として、総額につ

いては、昨年度と同額の支援という形で対応し

ております。 

【前田委員】 要望だけしておきたいと思います

けれども、専門学校の団体のほうから要望を受

けて、その要望を受けて上げたと、上げたこと

についてはもう非常に評価していますが、金額

が、さっき言ったように300円という金額だった

ということ。今、物価高が進む中で、学生を支

援するという意味でも、そこの上げ幅をもう一

遍上げてほしいということで、専門学校と協議

してほしいということで終わっていたと思うの

ですが、結果、同額となっているということな

ので、その分は致し方ないと思いますけれども、

今般、専門学校も、県と連携協定等も結びなが

ら、しっかりと、専門学校の団体、専門学校と

してどうやって県に貢献できるかということも、

前向きに取り組んでいますので、ぜひ、今の物

価高見たときに、僕はもっと上げるべきだと思

っていますし、それがそこの学生の確保にもつ

ながると思ってるし、今言ったように、ここと

一概に比較するわけではありませんけれども、
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そういった負担の軽減にもつながりますので、

ぜひ、この点については、学生数はそう多くな

いですから、増額について要望して、質問を終

わりたいと思います。 

【中村(俊)分科会長】 ほかにございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【中村(俊)分科会長】 ほかに質疑がないようで

すので、これをもって質疑を終了いたします。 

 次に、討論を行います。 

 討論はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【中村(俊)分科会長】 討論がないようですので、

これをもって討論を終了いたします。 

 予算議案及び予算に係る報告議案に対する質

疑、討論が終了しましたので、採決を行います。 

 第70号議案のうち関係部分、第84号議案のう

ち関係部分、及び報告第2号のうち関係部分は、

原案のとおり可決、承認することにご異議ござ

いませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

【中村(俊)分科会長】 ご異議なしと認めます。 

 よって、予算議案及び予算に係る報告議案は、

原案のとおりそれぞれ可決、承認すべきものと

決定されました。 

【中村(俊)委員長】 次に、委員会による審査を

行います。 

 総務部においては、今回、委員会付託議案が

ないことから、所管事項についての説明を受け

た後、提出資料についての説明を受け、陳情審

査及び議案外所管事務一般についての質問を行

うことといたします。 

 まず、総務部長より所管事項説明を求めます。 

【早稲田総務部長】 総務部関係の議案外の主な

所管事項についてご説明いたします。 

 総務部の文教厚生委員会関係説明資料をお開

きください。今回ご説明いたしますのは、私立

高校の就職状況について、県立大学の就職状況

について、体罰等に係る実態調査についてでご

ざいます。 

 まず、私立高校の就職状況についてでありま

すが、今春卒業生の就職率は、令和8年3月末現

在で、96.1％となっており、前年度と比べ1.6ポ

イントの減少となっております。 

 一方、就職した生徒のうち県内就職者の割合

は75.9％で、前年度の76.6％からはやや減少し

ているものの、引き続き高い水準を維持してお

ります。 

 県内就職割合が高水準を維持している要因と

いたしましては、県内企業において給与や休暇

等の処遇改善や魅力的な職場環境づくりが進め

られてることがワーク・ライフ・バランスを重

視する若者の意識と合致したほか、独自に県内

企業説明会を実施する学校も出てきており、高

校生が県内就職を前向きに捉える動きにつなが

っていることが挙げられます。 

 また、関係機関と連携した企業セミナーや面

談会等の情報発信、学校関係者による丁寧な進

路指導が県内就職の魅力を効果的に伝える結果

となったものと考えております。 

 県といたしましては、引き続き関係機関と連

携し、地元企業の情報や魅力等の情報発信に努

めるとともに、県内就職推進員の配置や学校関

係者との面談など連携を一層強化し、インター

ンシップや企業説明会、見学会の充実などを通

じて、さらなる県内就職の促進に取り組んでま

いります。 

 次に、県立大学の就職状況についてでありま

すが、今春卒業生の就職率は、令和8年4月末現

在で99.7％と、前年度と同率となっており、学

部別では経営学部が99.4％、地域創造学部が
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99.6％、国際社会学部及び情報システム学部、

看護栄養学部が100％となっております。 

 なお、全国の大学生の就職率は、前年と同率

の98.0％と、人手不足を背景として企業の採用

意欲が高い状況が続いておりますが、県立大学

においては、例年同様に全国より高い就職率を

達成しております。 

 また、就職者のうち県内就職者の割合は

33.4％で、前年度と比較して0.2ポイントの増加

となっております。学部別では、情報システム

学部が27.5％、経営学部が29.0％、地域創造学

部が31.4％、国際社会学部が44.9％、看護栄養

学部が46.2％となっております。 

 県内就職率向上のため、県立大学においては、

県内企業でのインターンシップや県内企業の合

同企業説明会、企業見学バスツアーなど県内企

業との接点を増やす取組のほか、県内就職した

卒業生との座談会など県内就職を具体的にイメ

ージしてもらう取組を推進するとともに、県内

就職支援員を配置して、企業情報の開拓と個別

面談等を活用した学生への情報の提供に取り組

んでおります。 

 また、令和7年度においては、学内合同業界セ

ミナーや業界研究会に1・2年生も参加可能とす

るなど、学生が早い段階から県内企業を知る機

会を提供する取組を進めたところであります。 

 県といたしましては、関係部局と連携して県

内企業の魅力発信や学生と県内企業との交流の

機会をさらに増やしていくとともに、県内就職

率が高い県内高校生の県立大学への進学促進に

向けた取組を推進するなど、引き続き県内就職

率の向上に取り組んでまいります。 

 最後に、体罰等に係る実態調査についてであ

りますが、体罰等の実態を把握し、その根絶を

図るため、平成24年度から毎年私立学校の教職

員、児童・生徒及び保護者を対象に体罰等に係

る実態調査を実施しております。 

 令和7年度の調査結果では、体罰及び不適切な

指導と認知された件数は30件で前年度より6件

増加、体罰等を行った教員等の数は26人で前年

度より4人増加、体罰等を受けた児童・生徒数は

35人で前年度より2人減少しております。 

 県といたしましては、体罰が発生した学校の

教頭・副校長に対する聴き取り調査を行い、再

発防止策を確認した上で、その防止策が確実に

実施されるよう指導するとともに、さらなる研

修内容の充実を依頼する等、体罰防止の徹底を

図ってきたところでありますが、依然として私

立学校における教職員等の体罰が無くならない

ことや、不適切な指導に対する認識が不十分で

あるということを示すものとして重く受け止め

ております。 

 今後とも、校長会・教頭会や各種研修会等の

あらゆる機会を捉え、体罰根絶、不適切な指導

の防止に向け意識の向上を図ってまいります。 

 以上をもちまして、総務部関係の説明を終わ

ります。よろしくご審議を賜りますようお願い

申し上げます。 

【中村(俊)委員長】 次に、提出のありました「政

府施策に関する提案・要望の実施結果」につい

て、説明を求めます。 

【松島学事振興課長】 私のほうから、6月中旬

に実施いたしました令和9年度政府施策に関す

る提案・要望について、総務部関係の要望結果

をご説明いたします。 

 「令和9年度政府施策に関する提案・要望につ

いて（総務部関係）」をご覧ください。 

 総務部関係につきましては、私学及び県立大

学に対する財政支援の充実強化、私立学校・幼

稚園施設の耐震化に係る財源の拡充の2項目に
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ついて、文部科学省及び総務省に対し、総務部

長及び学事振興課長により要望を行いました。 

 このうち、私立学校の耐震化に係る財源の充

実につきましては、国において高等学校等就学

支援金の制度改正など、私立学校に対する予算

が大幅に拡充されている中、さらなる拡充とい

うのは難しい状況ではあるけれども、耐震化に

必要な予算の確保にしっかり取り組みたいとい

うこと。また、補助率の引上げについては、既

に本事業を活用して耐震化整備を行った学校と

の不平等感について懸念があること、国の補助

制度自体は延長を行った旨の回答をいただいた

ところでございます。 

 以上が総務部関係の要望結果でありますが、

今回の政府施策に関する提案・要望の実現に向

け、引き続き取組を行ってまいりたいと考えて

おります。 

 以上で報告を終わります。よろしくご審議賜

りますようお願い申し上げます。 

【中村(俊)委員長】 ありがとうございました。 

 では、ここで一旦休憩をしたいと思います。 

 それでは、11時20分から再開いたします。 
 

― 午前１１時１０分 休憩 ― 

― 午前１１時２０分 再開 ― 
 

【中村(俊)委員長】 委員会を再開いたします。 

 次に、陳情審査を行います。 

 サイドブックスに掲載しております陳情書一

覧表のとおり、陳情書の送付を受けております

ので、ご覧願います。 

 陳情書について、何かご質問はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【中村(俊)委員長】 それでは、質問がないよう

ですので、陳情につきましては承っておくこと

といたします。 

 次に、議案外所管事務一般に対する質問を行

います。 

 まず、政府施策に関する提案・要望の実施結

果について、ご質問はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【中村(俊)委員長】 それでは、質問がないよう

ですので、次に、議案外所管事務一般について、

ご質問はありませんか。 

【松本委員】 議案外の県立大学の就職状況につ

いて、先ほど部長の報告の中で、今年の県内就

職の割合が33.4％ということで、依然として低

い状況にあります。ずっと委員会で、協議、審

議、いろいろとしていますけれども、売り手市

場で、企業としては人手不足が続いているわけ

でございまして、やっぱり大きくこれから何ら

か手を打たないといけないという中で、インタ

ーンシップについて、ちょっと確認をしたいと

思います。 

 説明の中で、県内企業でのインターンシップ

を実施しているとありますが、まず毎年何人ぐ

らいが、どのくらいの規模で行っているのか、

お尋ねをします。 

【松島学事振興課長】 インターンシップについ

てのお尋ねでございます。 

 令和7年度の実績といたしましては、佐世保校、

シーボルト校、合わせまして、227事業所で、延

べ501人が参加をしております。 

 期間といたしましては、単位認定されるイン

ターンシップの場合は、2から3週間、それ以外

は5日から2週間程度で実施をされている状況に

ございます。 

 内容といたしましては、受入先の企業によっ

て異なりますけれども、受入先の社員に同行し

ての職場体験ですとか、企業から提示された課

題の解決策の検討、そういった実践的な体験、
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経験に結びついているものというふうに考えて

おります。 

【松本委員】 昨年、227事業所で延べ501人とい

うことで、かなりの人数だと思います。 

 それでは、インターンシップの成果はどのよ

うになっているのか、お尋ねいたします。 

【松島学事振興課長】 インターンシップの成果

についてのお尋ねでございます。 

 これまで座学中心の教育から、実践的な力を

養う教育の一環として、実際の企業での就業体

験を通じて、課題解決ですとか、実務的な問題

処理能力などを学んでいるという状況の中、実

際にインターンシップに参加した学生から提出

されました報告書によりますと、主体性であり

ますとか、課題発見能力など、社会人の基礎力

の部分において、成長が実感できたというよう

な意見もいただいております。 

 また、実際にインターンシップの受入先の企

業に、実際に就職した事例も発生しているとい

うような状況にございます。 

【松本委員】 やはりアルバイトと違って、目的

を持ってその企業にインターンシップをするわ

けであって、課題解決や実務的な問題処理能力

を学ぶという意味では、実践的な教育で、非常

にいい成果だと思うんですが、実際のところ、

県内就職につながった実績はどれくらいあるの

か、数字の確認をいたします。 

【松島学事振興課長】 インターンシップを受け

入れた県内企業への就職としての事例が、令和

7年度卒ですので、今年の春の卒業生の方で9人、

その前の年で15人、その前の令和5年度卒で9人

というような実績になっております。 

【松本委員】 昨年は501人が延べで体験してそ

のうち9人ということで、とても実績としてはな

かなか厳しい現実だと思います。もちろん就職

するためのインターンシップではなく、学習の

一環であると思いますが、全体でも30％台で厳

しい状況の中で、やはり県内就職につなげるた

めに、このインターンシップ、何か課題がある

のか、そして、受入れ企業を増やす取組とか、

今後インターンシップを県内就職につなげるた

めに、どういうところが足りないのか、お尋ね

をいたします。 

【松島学事振興課長】インターンシップ実施に

当たりましての課題といたしましては、基本的

には学生の希望を聞いて、受入先企業に派遣は

するんですけれども、全ての学生が、希望どお

りの企業で実施できているかというと、そうで

はない事例も少なからずございます。どうして

も企業側にも一定の負担を強いることですので、

当然受入れ枠もございます。そういった、どう

してもその希望どおりになっていないという部

分も一部にあるということ。それと、どうして

も期間が2週間から3週間、場合によっては5日か

らというのもありますけれども、講義に影響が

ない長期の休業期間に実施したほうがいいとい

うことでございますけども、そういったこちら

の事情と受入れ企業側の事情というのは、必ず

しも一致しないところもございますので、やは

り受入先の企業を増やしていく必要があるのか

なというふうに考えておりまして、そこについ

ては、大学のほうで県内就職の支援員を配置し

ておりますので、それと就職課の職員もですけ

れども、随時新規の企業開拓とか、訪問とか、

そういったところを通じて受入先の開拓につい

ても常時進めているという状況にございます。 

【松本委員】 今、長女が神奈川の大学2年生で、

これから就職活動をしていくということをちょ

っと聞いたのですけれども、もう最近の学生は

3年生じゃなくて、2年生から就職活動に向かっ
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て動くそうです。何か一部解禁されるところも

あって、2年生の夏休みの時点で、企業のインタ

ーンシップを何社か受けるそうです。そこのイ

ンターンシップの試験を受けて、インターンシ

ップを一定期間やった後に、3年生でエントリー

するそうです。そのときには1次試験が免除され

るそうです。そういったインセンティブがある

から、関東の学生の子たちは、短期間ではあり

ますけど、何社もインターンシップをすると。

結局就職説明会よりも、実際にその会社で働く

ことによって、やっぱりその会社の実情が分か

るから。でもインターンシップも結構倍率が高

くて、なかなか入れないところもあるけど、そ

こは試験になってるそうです。 

 それは関東だから、企業数が多いからできる

ことだと思うのですけれども、私が考えるのは、

学生や企業に、やっぱりインセンティブが一定

ないと、なかなか進んでいかないのではないか。

例えば、学生であれば単位が取れるとか、スキ

ルが習得できるとか、何か企業側から受けるも

のがあるとかですね。インターンシップの時期

も2年生の夏休みとか、春休みとか、早いタイミ

ングで、企業側は前倒し前倒しで人が欲しいか

ら取りにきます。県外の企業は就業条件もいい

ですし、いろいろな有利な条件を出してくるの

で、やはり県立大学としても県内企業との連携

の中で、企業側にも人材確保の面でプラスにな

りますよと、県立大の学生にインセンティブが

あるような形で打ち出していかないと、なかな

か県外の大手と比べられたら、県内企業という

のはいろいろな意味で厳しいと思うのですね。 

 ただ、早い段階、1、2年の段階から企業との

ある程度の接点をつくる、双方のインセンティ

ブをつくることによって、県内就職率が上がっ

ていくのではないか。何回合同説明会したとこ

ろで、やはり条件を変えるのは難しいですから、

そういった機会をもうちょっと増やしていく取

組が、県内就職を増やしていくためには必要で

はないかなと、それはもちろん学校側が考える

ことではありますけれども、大学側に対しても、

県立大学ですので、ぜひとも今後取り組んでい

ただきたいと思いますが、最後に部長、県内就

職についてのお考えをお尋ねいたします。 

【早稲田総務部長】 ただいまのご質問の県立大

学の就職率の部分ですけれども、昨年度と比較

しまして0.2ポイント増となっていますが、やは

り33.4％ということで、令和8年3月に卒業した

県立大学の就職率というものが、まだ低い状況

にございます。 

 学生からの聞き取り調査によりますと、やは

り県外就職を選択した主な理由としまして、自

分のスキルを生かせる企業で働きたいというこ

とですとか、県内に希望する業種がないですと

か、また給与、福利厚生の水準が高いところを

望んでいるなどの理由がございます。 

 現在、県立大学においても、就職率の向上に

向けまして、県内就職支援員等による就職相談

や就職先の開拓といったほか、学生の県内企業

訪問会、卒業生との座談会などを開催している

ところです。 

 これらに加えまして、委員からご指摘があり

ましたように、早い段階から企業に触れる機会

をということで、令和7年度から新たに合同業界

セミナーに、1、2年生も参加可能としまして早

い段階から学生が県内企業に触れる機会という

ものを設けているところでございます。 

 学生、それから県内企業双方にインセンティ

ブがやはり働くような仕組みづくりというのは

非常に大切だと思いますので、県としましても、

県立大学と協議、相談しながら、さらに県内就
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職率の向上に向けて、取り組んでまいりたいと

考えております。 

【中村(俊)委員長】 ほかにございませんか。 

【川崎委員】 まず、生徒の安全管理という点で

2点、ご質問させていただきます。 

 部活動等の送迎バスの件でありますが、5月に

福島県のほうで、残念ながら生徒が1名亡くなる

というような重大な事故が起こっております。

非常にずさんなバスの運行管理だったと思って

おりますが、この事件発生後、県内の学校に対

しまして、注意喚起を行ったのか、またあるい

はルールを明確にされたのか、お尋ねをいたし

ます。 

【松島学事振興課長】 ただいま、委員からお話

がありました事故、5月6日に発生をいたしまし

たけども、5月8日に学事振興課から県内の私立

学校に対しまして、学校部活動における生徒引

率の安全管理の徹底といったようなところで、

通知を出させていただきました。 

 また、5月20日には、文部科学省のほうからも

部活動の遠征における安全確保について、通知

がございましたので、併せて通知をさせていた

だきました。 

 その後、各学校の状況を確認するために、調

査も実施いたしました。調査の結果といたしま

しては、各学校法人の規定に基づく運用がなさ

れているといったようなところは確認をいたし

ております。 

 今後、6月末めどということなのですけど、国

の方から方針等が出る予定というふうに伺って

おりますので、そこを踏まえて必要な対策を速

やかに講じまして、子どもたちの命を最優先に、

安全で安心な部活動実現について全力で取り組

んでいきたいというふうに考えております。 

【川崎委員】 しっかりと対応していただきたい

と思います。 

 その背景にあるのは、学校側で、いわゆるバ

スを所有しながら、顧問の先生が運転したりと

かというケースもあれば、保護者が運転すると

いうこともあるのでしょうかね。そうせざるを

得ない背景としては、やはりコストもかかって、

いわゆる緑ナンバーの貸切バス等になかなか発

注も難しいという背景もあろうかと思っており

ます。そういったところも、ぜひ支援の対象に

しながら、安心安全な学校生活が送られるよう

に心を砕いていただきたいなと思っております。 

 次に、安全管理という意味で、いじめ対策に

ついて、お尋ねです。 

 文科省の発表を、先ほど確認いたしておりま

した。令和6年度でありますが、76万9,000件の

認知件数があって、前年から5％増加をし、過去

最多になったという状況。一方で、解消率、解

決したのは今76％ということで、これを高いと

見るのか、低いと見るのか、要は起こらなけれ

ば一番いいわけでありまして、そこについては、

徹して取り組んでいただきたいと思っていると

ころでございます。 

 よって、いじめ撲滅に、本当に学校全体、そ

して県もバックアップしながら、取り組んでい

ただきたいところでありますが、現在、どうい

った取組がなされているのか、お尋ねをいたし

ます。 

【松島学事振興課長】 いじめに関するお尋ねで

ございます。 

 児童生徒の様々な悩みですとか、心の変化を

早期に把握して、適切な支援につなげることが

重要であるというふうに認識をしております。 

 今後も相談体制の充実ですとか、心のケアの

強化を図りますとともに、当然、教職員に対す

る、自殺予防に関する研修を継続的に行うなど、



令和８年６月定例会・文教厚生委員会・予算決算委員会（文教厚生分科会）（６月２９日） 

- 22 - 

学校における安全安心な環境づくりに努めてま

いりたいというふうに考えております。 

 具体的な県からの支援という部分についてで

ございますけれども、相談対応の面でいきます

と、実際、保護者さんから直接、学事振興課に

相談があることもございます。そういった相談

がありました際には、学校に対しまして助言等

を行っておりますし、実際、スクールカウンセ

ラーですとかスクールソーシャルワーカーの配

置についても、支援に要する経費を支援させて

いただきまして、専門的な支援ができるような

体制の充実を図っているというような状況にご

ざいます。 

 なかなか、いじめという対策において、これ

をやれば全てが解決するというのは、なかなか

難しいところはありますけれども、できること

を関係機関と連携をしながら、いじめがない学

校、そういった環境の実現に向けて努力をして

いきたいというふうに考えております。 

【川崎委員】 冒頭おっしゃった早期把握、そし

て解決にという姿勢は、ごくごく当たり前で、

ぜひそこは徹してやっていただきたいと思いま

す。ただ発生をして、対症療法的に行うという

ことについて、それはそれでやらないといけな

いと思うのですけども、まさに今、一番最後に

言われた、起こさせないためにどうするかとい

う、その根を断てば、対症療法も要らないわけ

で、なぜそういったところに力を注いでもらえ

ないのかなというところなのですね。 

 人と人との関係で起こり得ることだから、機

械的にできないということについては、十分承

知をいたしますが、いじめを起こさない、起こ

させない、そういったことに徹して取り組んで

いただきたいと思うのです。 

 議会でもピンクシャツデーを、2年ぐらいです

かね、やらせていただいて、国民運動にしない

と、世界ではやってるわけですから、国民運動

にしないといけないというふうに思ってるので

すけれども、そういった意識が醸成されれば、

いじめなんて起こらないと思うのですね。なの

に、認知件数は上がっていくというところ。そ

こをぜひ深掘りして、対応を行っていただきた

い。ぜひそういった決意をお聞かせいただきた

いと思います。 

【早稲田総務部長】 いじめ根絶に向けた取組と

いうことで、県としましても、あらかじめやは

り対策を講じることが必要であるというふうに

考えておりまして、校長会ですとか、教頭会に

おける説明の際に、体罰や不適切な指導の根絶

に向けた各学校での取組というものも依頼して

いるところです。 

 また、各学校におきまして、校内研修の機会

というものを設けまして、体罰、それから不適

切な指導への理解というものも認識していただ

くように理解を促しているところです。 

 さらに、県教育委員会主催の人権研修等への

参加についても案内を行っておりまして、様々

な対策を講じて、いじめの根絶に向けた対応と

いうものをさらに検討しまして推進してまいり

たいというふうに考えております。 

【中村(俊)委員長】 よろしいですか。 

 ほかにございませんか。 

【千住委員】 私からは、まず先ほどからありま

した私立中学校、高校の支援金の拡充で、今後、

私立学校の人気が高まっていくのではないかな

と、ますます思うのですが、県立高校では78％

ほど定員割れということを聞いております。全

国の私立学校でも70％が定員割れをしているよ

うな状況の中で、一応、今、県内の私立の高校、

中学に関しまして、定員割れがどれぐらいある
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のか、ちょっとお尋ねします。 

【松島学事振興課長】 今年の5月1日現在の私立

中学校の定員充足率、いわゆる受入れ定員の1年

から3年までの総数に対して、実際にどれぐらい

の生徒がいるかといったところで、その充足率

につきましては71.6％、私立高校の全日制につ

きましては89.1％という状況になっております。 

【千住委員】 はい、ありがとうございます。 

 高校でいけば、約9割ぐらいが定員に達してい

るということで、推移として見たら、前年、そ

の前と比べると、その推移と言いますか、傾向

と言いますか、その辺りはいかがですか。 

【松島学事振興課長】 高校で言いますと、昨年

よりも今年のほうが充足率は若干上がっており

ます。一般質問でもありましたけれども、一定、

就学支援金の充実ですとか、国の制度の拡充も

ありまして、私学に対する魅力が上がってくる

中で、私学のほうに流れているのではないかと

いうような質問もございましたけれども、その

中で、一定、私学の魅力が増して、その結果と

して私学を希望される方もいらっしゃるという

状況にございます。 

【千住委員】 ありがとうございました。 

 今、県が、大綱をつくっている段階ですので、

その辺の参考にさせていただけたらと思ってい

ました。ありがとうございます。 

 それともう1点、国が、大学・高専機能強化支

援事業ということで、約3,000億円の基金を積み

まして、デジタルやグリーンといった情報系学

部・学科の新設に対して補助金を出しています。、

来年度から県内で約400名ほどの入学の定員が

増えると、情報系の学部が、総科大、国際大学

ということで、300名近くと、100名近く。また

2年後には、鎮西学院大学が100名程度、情報系

が増えるということで、トータルすると500名。

さらに総科大がまたちょっと増やすのではない

かというようなお話もお聞きしているのですが、

そういった点を踏まえて、県立大を所管してい

る学事振興課としてはどのように見ているのか、

情報系の学部をもっていますので、その辺り、

あるいは定員について、どう思っておられるの

か、ちょっとお聞きします。 

【松島学事振興課長】 ただいま委員からありま

したとおり、県内の、私立大学において情報系

の学部を新設を予定されているといったような

ところは承知をしておりまして、実際にその学

部ができたときに、県立大の情報システム学部

の志願状況にどれだけ影響を与えるのかといっ

た部分については、正直未知数なところがござ

いますけれども、ただ、一方は見方を変えると、

進学を機に県外に出られる若年層の方、いらっ

しゃいますので、そういった目線で考えると、

県内の情報系学部が増えるといったようなとこ

ろについては、一定その歯止めというか、受皿

につながるのではないかというふうな側面もあ

るのではないかと考えております。 

 当然、県立大学を所管している私どもとして

も、当然ながら、県立大学の魅力を高めて、ぜ

ひ県内を含め多くの高校生に選んでいただける

ように充実した教員による専門性の高い教育で

すとか、産学共同研究センターの充実とか、ま

た高い就職率とか、そういったところを発信し

ながら、周りの私学でそういった動きはありま

すけれども、県立大学の情報システム学部とし

ては、ちゃんと志願者数を確保、選んでいただ

けるような努力は引き続き行ってまいりたいと

いうふうに考えております。 

【千住委員】 ありがとうございます。 

 県立大の情報システム学部は非常に優秀で、

全国にもあまり類がないような中身ということ
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だったので、すみ分けにはなっていくのかなと

思うのですが、そもそも子どもの数が今から減

っていく中で、新学部がこれだけできると、情

報学部だけではなくて、ほかの学部にも、恐ら

く影響してくるのではないかなと思います。影

響が出てからどうするかとかではなくて、普通、

企業とかでいけば、事前に対策をやっていくと

思うので、今後、そういった情報も早く仕入れ

られて、後からではもう遅いと思いますので、

その辺りを早めに検討いただきたいと思います。 

 一定受皿になるということもあるのですけれ

ども、逆に新しい情報系の学部というのは、全

国にできていくので、そっちも逆に考えないと

いけませんので、その辺りの対策もぜひお願い

したいと思います。いかがでしょうか。 

【松島学事振興課長】 おっしゃるとおり、その

情報系に限らず、国のほうとしても、理工系の

人材を、ＡＩが発達してきますので、将来の労

働予測というか、就職先の状況からしても、理

工人材を増やしたいということで、補助金も投

入する、そういった動きがございます。 

 委員もおっしゃるとおり、全国の中でそうい

った動きが加速する中で、県内だけの争いでは

ないということは、当然あると思いますので、

そこについても、当然大学側が、教育関係、就

職、そういったところの充実を担う部分ござい

ますので、そういったところも踏まえて、大学

とも情報共有しながら、将来当然、数的には減

っていくという大きな方向性は分かっているわ

けですから、それを前提にして早めに取り組む

といったところは、大学とも一緒に協議をして

いきたいというふうに思っております。 

【中村(俊)委員長】 ほかにございませんか。 

【饗庭副委員長】 私もちょっと質問をさせてい

ただきたいと思います。 

 ご説明があった体罰について、ちょっとお伺

いしたいと思います。 

 ご説明があった中で、体罰の根絶ということ

で、毎年いろいろな形で研修はされておられる

ことは承知しておりますけれども、そういう中

で減らない、前年度より6件増加し、体罰を行っ

た教員は4人増加しているという状況の中では、

もっと別の形での研修会も含めて、私立学校へ

県として関わることが必要で、その辺りをより

積極的にしていかないといけないと思うのです

が、その辺りの考えを教えてください。 

【松島学事振興課長】 今回、6件増加という報

告をさせていただきましたけれども、その増加

の要因といたしましては、例えば教員が生徒に

対して大声でどなるとか、そういった、体罰と

いうよりも不適切な指導、これが増えている状

況にございます。 

 県では、先ほどから申し上げておりますけれ

ども、校長会、教頭会、そういったときの説明、

それと体罰や不適切な指導根絶に向けた取組を

依頼をしております。 

 そういった中で、例えば大声でどなる方、そ

ういった事例があった教員に対しては、特にア

ンガーマネジメントとか、その不適切な指導に

応じた研修、そういったところを学内でもお願

いをしておりましたけども、今年度からは特に、

教育庁のほうで主催されている各種研修に積極

的に私学の先生も参加するようにということで、

ご案内をしているところでございます。そうい

った対応を通じて、先生方の不適切な指導がな

いように努めていきたいというふうに考えてお

ります。 

【饗庭副委員長】 不適切な指導が増えているっ

ていうことですけれども、そういう指導を受け

ることによって、子どもたちが登校できなくな
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るというような事例もあるかというふうに思い

ますので、そのアンガーマネジメント、すごく

必要な研修だと私も思っております。 

 そういう研修をした効果というのがどのよう

に出ているのか、お伺いします。 

【松島学事振興課長】 今、効果といったところ

でのご質問がございましたけれども、すみませ

ん、ちょっと効果といったところがすぐに出る、

出ていない、結果として今なのかなといったよ

うなところがありまして、効果については、も

う少し長い目で見させていただければというふ

うには考えております。 

【饗庭副委員長】 なかなかすぐには出ないとし

ても、一定の検証をしながら、その方に対して

は、やはり大声を出さないように本当に細かく

指導していかないと、なかなか難しいのかなと

いうふうに思ってもおりますので、個別指導も

含めて私立学校にどこまで関われるかというの

はあるかと思いますが、進めていただきたいと

思います。 

 次に、先ほどいじめのお話があって、いじめ

のない学校をつくっていくことが大事というこ

とで、未然に防止することが本当に重要である

というふうに思っております。 

 私、今回一般質問もさせていただきましたけ

れども、私立高校の高校2年生の男子生徒に関す

る訴訟が、いまだに続いていると、やはりご家

族の方も非常に悲しい思いをされている中で、

なかなかこのいじめ防止策が現実的に浸透して

いない、特にその私立高校のときの、県の関わ

り方も大分その頃、言われてたかというふうに

思います。 

 今後は私立高校であっても、やっぱり子ども

を守るという点では、県も関わることが必要だ

というふうに思っております。 

 そういう中で、今後どのようにして本当にい

じめをなくしていくのか、もう自殺というよう

なことが二度とあってはならないと思うのです

けれども、それに県としてはどのような対策を

講じていくのか、お伺いします。 

【松島学事振興課長】 対応については、先ほど

からお話ししております、いろいろな校長会、

教頭会を通じた、そういったいじめをなくすこ

とが大切なのだといったところの啓発は、当然

のことながら実施してまいります。やはり県で

どこまで関与できるのかといった部分について

は、かなり公立学校と違うといったところもあ

りはしますけれども、いじめをなくしていきた

いという方向については、一定、公立も私立も

関係ないというふうに思っておりますので、そ

こについては、これをしたら全てがなくなる、

全てが解消するというような手法については、

正直いってまだ分かりませんけれども、ただ、

やれることをやる、そういった中で私どもの学

事振興課には、実際教育の現場で携わられた方

もいらっしゃいますので、そういった方のご経

験も借りながら、学校側と、個別の訪問も含め、

全体だけではなくいろいろな機会を通じて、そ

の認識、それと実際の行動に移す、そういった

ところについて、お話をしていきたいというふ

うには考えております。 

【饗庭副委員長】 ぜひなくしていただきたい。

その中で、やはりこの私立学校において、いじ

めの件数の推移がどのようになっているのか、

ちゃんと皆さんがされておられることが功を奏

して、少しずつ減っているのか、その辺りを教

えてください。 

【松島学事振興課長】 いじめのその認知件数で

すけれども、令和6年度におきまして、144件、

令和5年度が90、令和4年度が96ということで、
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年度ごとに、若干ぶれはございます。でも事実

は事実として、いじめの認知件数ということで

はございます。 

 ただ一方で、解消件数、いわゆるいじめを早

期に認知して、教員等を含めいろいろな対応を

した結果として、いじめが一定程度収まったと

いう解消件数についても、例えば令和6年度でい

きますと、144件認知件数がございましたけれど

も、解消件数としては123件、解消率としては

85％、同様に令和5年度における解消率は約80％、

令和4年度が85％ということで、一定発生はして

いる一方で解消もしていっている状況です。今

後そういった解消率を上げる、当然ないにこし

たことはないのですけれども、早期にそういっ

たいじめを発見し、それに対応して、解消を図

るといったようなところもしっかりと取り組ん

でいきたいというふうに考えております。 

【饗庭副委員長】 いじめを早期に発見して早期

に解決する、おっしゃったように、いじめのな

いのが一番ですので、県としても各学校を訪問

しながら、積極的に関わっていただきたいとい

うふうに思います。 

 以上で終わります。 

【中村(俊)委員長】 ほかにございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【中村(俊)委員長】 それでは、ほかに質問がな

いようですので、総務部関係の審査結果につい

て整理したいと思います。 

 しばらく休憩いたします。 
 

― 午前１１時５６分 休憩 ― 

― 午前１１時５７分 再開 ― 
 

【中村(俊)委員長】 委員会を再開いたします。 

 これをもちまして、総務部関係の審査を終了

いたします。 

 本日の審査はこれにてとどめ、明日は午前10

時から委員会を再開し、教育委員会関係の審査

を行います。 

 本日はこれをもって散会いたします。 

 お疲れさまでございました。 
 

― 午前１１時５７分 散会 ― 
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１、開催年月日時刻及び場所 

  令和８年６月３０日 

自  午前 ９時５９分 

至  午後 ４時２２分 

於  委 員 会 室 ２ 
 
 

２、出席委員の氏名 

中村 俊介 委員長（分科会長） 

饗󠄀庭 敦子 副委員長（副会長） 

堀江ひとみ 委 員 

川崎 祥司  〃   

前田 哲也  〃   

中島 浩介  〃   

ごうまなみ  〃   

松本 洋介  〃   

千住 良治  〃   

清川 久義  〃   

大倉  聡  〃   

まきやま大和  〃   

 
 

３、欠席委員の氏名 

な  し  
 
 

４、委員外出席議員の氏名 

な  し  
 
 

５、県側出席者の氏名 

前川 謙介 教 育 長 

狩野 博臣 教 育 政 策 監 

坂口 育裕 教 育 次 長 

井手 潤也 教 育 政 策 課 長 

馬木みどり 教 育 人 事 課 長 

熊本  崇 教育人事課 人事管理監 

白川千恵美 教育人事課 人事管理監 

市瀬加緒理 福 利 厚 生 室 長 

山下 健哲 教育環境整備課長 

松尾美智子 義 務 教 育 課 長 

岩坪 正裕 高 校 教 育 課 長 

田代 賢司 
高 校 教 育 課 
ながさき次世代高校創生室長 

鶴  宣彦 特別支援教育課長 

打田  剛 教育ＤＸ推進課長(参事監) 

髙比良 裕 児童生徒支援課長 

藤井 大作 生 涯 学 習 課 長 

岩尾 哲郎 学 芸 文 化 課 長 

鬼塚 晃嗣 学芸文化課企画監 

川端 利行 体 育 保 健 課 長 

岡﨑 天一 体育保健課体育指導監 

植松 信行 教育センター所長 
 
 

６、審査の経過は次のとおり 
 

― 午前９時５９分 開会 ― 
 

【中村(俊)委員長】 委員会及び分科会を再開い

たします。 

【前田委員】 議事進行。 

【前田委員】 多くのマスコミの方が集まってい

ますけども、多分これ高校再編についての取材

で集まっていると思います。 

 先だっての個人質問について、正直ああいう

形で新聞に載るとは思いませんでしたけども、

一面に載るという形で、特にデリケートに扱わ

れるべき30校から40校の再編を予定しているみ

たいな記事がありました。 

 個人質問ですから、そのやり取りを僕は制限

するものじゃありませんけども、その答弁を聞

いていた中では、あそこまでの内容はなかった

んですよ、答弁の中には。 
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 ただ、議会に入るに当たって、この配られて

いる資料の中には、しっかりそのことが書いて

あります。 

 ですから、議会事務局としても、この資料を

出すタイミングも問題があったと思うんですけ

ども、これだけ多くの方が集まる中で、先んじ

て出てしまった。 

 過日の松浦市の要望の中では、松浦市は、も

う再編の対象外であるといった、それは教育長

に後から聞いたら、そういうことは言っていな

いと言うんだけども、誤った情報も出てきてい

ますので、ぜひ今日、どういう形で説明をする

のか、またそういったことで新聞に出たことに

ついて、少し経過も含めて、まずは委員会に入

る前にお話をいただければと思います。 

【前川教育長】 おはようございます。 

 今回、委員会において、いわゆる大綱の説明

をさせていただくということで、資料を事前に

配付をさせていただいておりました。 

 結果といたしまして、委員会でご説明申し上

げる前に、情報としてああいった形で新聞に掲

載されたということでございます。 

 我々としましても、情報管理としては、一定

の管理をしていたつもりではございましたけれ

ども、結果としてああいった形になってしまっ

たということは、この場で委員の皆様方にはお

わびを申し上げたいと思います。申し訳ござい

ませんでした。 

 今後、非常に高校再編というのは、未来の子

どもたちのためにやっていかなければならない、

ここは不退転の決意で我々進めていく取組でご

ざいます。 

 一方で、再編の内容は、今から高校に入って

くる子どもたちにとっては、きらきら輝くもの

にしていきたいと思っておりますが、一方で、

再編でございますので、最終的には今ある高校

の数が全体として減っていくということは、も

うここも不可欠という形になってまいります。 

 それぞれの高校には卒業生の方もいらっしゃ

って、非常に、仮に再編の中で、母校のキャン

パスがなくなっていくということについては、

寂しい思いをされる方もいらっしゃるかもしれ

ません。 

 しかしながら、そういう寂しい思いを持たれ

ているということは、やっぱりその高校時代が

輝いていた高校時代だからこそそういう思いを

持たれるんだと思っています。 

 これからの10年後、15年後、新たに高校の学

び舎で人生を切り開いていく、学びをしていく

子どもたちにもそういった輝いた高校時代をぜ

ひ送ってもらいたいと思っております。 

 そのためには、この再編というのは不可欠と

思っております。 

 前田委員がおっしゃったように、非常にデリ

ケートな問題にもなっていくと思いますが、ぜ

ひとも委員の皆様方のご支援、ご協力をいただ

きながら進めてまいりたいと思っております。 

 我々も十分留意をして、進めてまいりたいと

思っておりますので、ぜひともご協力方、よろ

しくお願い申し上げます。 

最後になりますけれども、改めて、また今回

のことについては、おわびを申し上げまして、

取組を進めてまいりたいと思います。よろしく

お願いいたします。 

【前田委員】 今の教育長の答弁を了としますけ

ども、やっぱり個人質問の中でも教育長の方か

ら、これは数合わせじゃないんですよと、子ど

もの教育の質の向上と取り巻く環境を向上させ

るための再編なんだということは答弁したけど

も、そこは記事になっていなくて、あたかも数
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ありきのような掲載になっていたのは非常に残

念でした。 

 そういう意味では、どこで審査するかちょっ

と示してほしいんですけども、その中でしっか

りと今言ったようなことを含めて、ご説明いた

だきたいし、そういうのも取材の方も、ぜひ取

り上げていただければなと思いますので、よろ

しくお願いいたします。 

【中村(俊)委員長】 休憩します。 
 

― 午前１０時 ４分 休憩 ― 

― 午前１０時１０分 再開 ― 
 

【中村(俊)委員長】 委員会を再開いたします。 

 これより、教育委員会関係の審査を行います。 

 審査に入ります前に、理事者側から4月の人事

異動後、これまでの委員会に出席がなかった新

任幹部職員の紹介を受けることにいたします。 

【前川教育長】 本日出席しております教育委員

会事務局の新任幹部職員をご紹介いたします。 

〔幹部職員紹介〕 

 以上でございます。どうぞよろしくお願いい

たします。 

【中村(俊)分科会長】 ありがとうございました。 

 それでは、これより審査に入ります。 

 まず、分科会による審査を行います。 

 予算議案及び予算に係る報告議案を議題とい

たします。 

 教育長より、予算議案及び予算に係る報告議

案の説明を求めます。 

【前川教育長】 分科会関係の議案説明資料2ペ

ージをお開きください。教育委員会関係の議案

についてご説明いたします。 

 今回ご審議をお願いいたしておりますのは、

第70号議案「令和8年度長崎県一般会計補正予算

（第2号）」のうち関係部分、報告第2号「知事

専決事項報告令和7年度長崎県一般会計補正予

算(第11号)」のうち関係部分であります。 

 初めに、第70号議案のうち関係部分について

ご説明いたします。 

 令和8年度当初予算は、予算編成時期と知事選

挙の関係から、重要な政策的経費を除いた骨格

予算として編成しておりましたので、今回の補

正において、具体的な諸施策に係る予算を計上

しております。 

 教育委員会所管の補正予算額は、歳入予算で

は、国庫支出金786万8,000円の増、歳出予算で

は、高等学校費のほか記載のとおりでございま

して、合計21億5,352万6,000円の増であります。 

 この結果、令和8年度の教育委員会所管の予算

総額は1,455億3,886万6,000円となります。 

 次に、歳出予算の内容についてご説明いたし

ます。 

 3ページに教員の働きがい改革の推進につい

て、県立学校の環境整備について、県立高等学

校の教育費について、4ページ、特別支援学校の

キャリア教育について、不登校児童生徒に対す

る支援の強化について、地域資源を活かした体

験活動の提供について、学校給食費の負担軽減

について、5ページに行きます、性に関する指導

の充実について、競技力向上のための環境整備

について、記載のとおりであります。 

 債務負担につきましては、5ページの中ほどに

記載のとおり計上いたしております。 

 次に、先の3月定例県議会の本委員会において、

専決処分により措置することについて、あらか

じめご了承いただいておりました令和7年度長

崎県一般会計補正予算について、令和8年3月31

日付で知事専決処分をいたしましたので、関係

部分について、その概要をご報告いたします。 

 教育委員会所管の補正予算額は、歳入予算の
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内訳は6ページ上段に記載のとおりで、合計2億

783万6,000円の減、歳出予算の内訳は、下段に

記載のとおりで、合計21億4,377万1,000円の減

であります。 

 歳入予算の主なもの及び歳出予算の主なもの

は6ページの下段から7ページ中段まで、記載の

とおりでございます。 

 以上をもちまして、教育委員会関係の説明を

終わります。よろしくご審議を賜りますようお

願い申し上げます。 

【中村(俊)分科会長】 次に、提出のありました

「政策等決定過程の透明性等の確保などに関す

る資料『政策的新規事業の計上状況』」につい

て説明を求めます。 

【井手教育政策課長】 「政策等決定過程の透明

性等の確保及び県議会・議員との協議等の拡充

に関する決議」に基づき、本分科会に提出いた

しました政策的新規事業の計上事業のうち、教

育委員会関係の事業についてご説明いたします。 

 資料の3ページをお開きください。教育庁関係

では、上から4つ目、13番の長崎県教員の働きが

い推進プロジェクト費、以下4事業について、新

規事業として要求を行いました。 

 表の右から4列目に要求額、その右側に計上額

を記載しており、計上内容につきましては、要

求額どおりが3件、事業内容等の精査が1件とな

っております。 

 以上、政策的新規事業の計上状況について説

明を終わります。 

【中村(俊)分科会長】 次に、教育人事課長より

補足説明を求めます。 

【馬木教育人事課長】 資料「分科会補足説明」

の2ページをお開きください。令和8年度6月補正

予算で計上しております長崎県教員の働きがい

推進プロジェクト費についてご説明を申し上げ

ます。 

 この事業は、子どもたちへよりよい教育を提

供するために、令和5年度から昨年度まで行って

おりました教職の魅力化作戦会議の提言や、文

部科学省が示した学校と教師の業務の3分類、ま

た、学校現場からの意見等を基に、教員がやり

がいを持って働くことができる環境を整備しよ

うとするものでございます。 

 事業概要としましては、大きく3つございます。 

 1つ目は、教職の魅力発信。教員や学校の魅力

を発信し、教員の志願者を増やすとともに、学

校の理解者、協力者を増やす取組を進めてまい

りたいと考えております。 

 具体的には、中高生向けの教職セミナーを開

催し、中高生にとって身近だからこそ仕事とし

てイメージのしづらい教員の仕事について紹介

することで、教職を目指す中高生を増やしたい

と考えております。 

 また、ゼロ予算事業ではありますが、ペーパ

ーティーチャーセミナーやＳＮＳを使った広報

等を引き続き行ってまいります。 

 2つ目は、ＩＣＴ化、ＤＸ化の推進でございま

す。 

 具体的には、現在、紙で行われている県立学

校の入学選抜試験をシステム化するウェブ出願

システムの導入や市町立学校における次世代型

校務支援システムの構築・運用の支援、県立学

校における業務負担軽減を図るため、学校にお

ける様々な情報を一元管理できる統合型校務支

援システムの導入に向けた検討などを行ってま

いります。 

 3つ目は、業務分担による教育現場の最適化で

ございます。 

 現在、教員が行っている業務の中で、必ずし

も教員が行わなくてもよいものについて、外部
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人材の活用や各種サービスの活用により、業務

負担の軽減を図ろうとするものです。 

 具体的には、現在各学校で対応している不当

な要求等の学校問題について、コーディネータ

ーを核として、学校問題への対応マニュアルの

作成や相談対応のためのネットワークを構築し、

学校の負担軽減を行おうとするものや、県立高

校7校に設置している寄宿舎の舎監業務につい

て、外部人材を活用するなどの取組を行ってま

いります。 

 以上、よろしくご審議を賜りますようお願い

申し上げます。 

【中村(俊)分科会長】 次に、高校教育課長より

補足説明を求めます。 

【岩坪高校教育課長】 資料3ページをお開きく

ださい。「ＮＥＸＴ長崎人材育成事業費」につ

いてご説明を申し上げます。 

 この事業は、急速な技術の発展等による社会

情勢の変化に対応し、柔軟な発想で課題解決や

新しい価値の創造ができる人材を育成するため、

地域企業等と連携した講座や企業見学、アント

レプレナーシップ教育等を令和6年度から実施

をしております。 

 本予算については、当該事業を拡充し、ＡＩ・

ＤＸ等を活用して、生産性向上や地域産業の課

題を解決できる力を育成するため、新たにＡＩ

やＤＸ機器等の活用に関する教員研修や高校生

を対象とした講座等を実施してまいります。 

 本取組を通じて教員のスキルアップを図ると

ともに、外部講師による講座により高校生がＡ

ＩやＤＸ機器の実社会における活用事例を体感

しながら、必要な知識・スキルを習得できるよ

う実施してまいります。 

 以上、ご審議を賜りますようよろしくお願い

申し上げます。 

【中村(俊)分科会長】 次に、特別支援教育課長

より補足説明を求めます。 

【鶴特別支援教育課長】 資料4ページをお開き

ください。「障害のある子どものつながり充実

事業費」についてご説明いたします。 

 この事業は、特別支援学校の生徒が進路実現

に向け、主体的に取り組む内容や新たな就労の

可能性を広げる取組を推進することを目的とし

ております。 

 事業の概要ですが、児童生徒の自己肯定感を

高める機会を充実させる取組としまして、進路

実現に向けて必要な知識、技能、態度、習慣等

を育成するためのキャリア検定の実施やスポー

ツ・文化芸術団体とのつながりを構築し、生徒

が表現する機会の創出に取り組んでまいります。 

 また、地元企業や経済団体とのつながりを深

化させる取組として、障害者雇用実績のある企

業の講演や、新たな職域を拡大するためのパネ

ルディスカッションなどを行うフォーラムの開

催や、長崎県中小企業家同友会と連携した企業

向け学校見学会等を実施し、特別支援学校のキ

ャリア教育の一層の推進に努めてまいります。 

 よろしくご審議賜りますよう、よろしくお願

いいたします。 

【中村(俊)分科会長】 次に、児童生徒支援課長

より補足説明を求めます。 

【髙比良児童生徒支援課長】 資料5ページの「つ

なげる☆学び支援プロジェクト事業費」につい

てご説明をいたします。 

 この事業は、不登校児童生徒の自己肯定感の

向上につながる体験活動の推進及び保護者・教

職員への学びの機会の提供や関係団体との連携

強化を一体的に推進することにより、不登校支

援体制の充実を図るものです。 

 事業概要にあります児童生徒への支援につき
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ましては、県主催で複数市町の児童生徒を対象

とした体験活動を青少年教育施設を活用して実

施するほか、市町が行う体験活動に対しても補

助を行います。 

 これにより体験活動の一層の充実、促進を図

り、不登校児童生徒の意欲の向上や社会とのつ

ながりの回復につなげてまいります。 

 保護者・教職員への支援につきましては、不

登校支援の基本的な考え方の理解を深めるため、

市町と連携をし、保護者・教職員向けの研修会

等を開催します。学びを通して、児童生徒一人

一人の状況に応じた適切な支援につなげてまい

ります。 

 関係団体との連携につきましては、県及び市

町教育委員会とフリースクール等との連携会議

の開催等を通じて、不登校支援について共通理

解を図るとともに、相互の連携強化を進めてま

いります。 

 これらの取組を通じて、児童生徒の社会的自

立を積極的に支援してまいります。 

 以上、ご審議を賜りますよう、よろしくお願

いいたします。 

【中村(俊)分科会長】 次に、生涯学習課長より

補足説明を求めます。 

【藤井生涯学習課長】 補足説明資料の6ページ

をお開きください。「しまの子ども「夢」プロ

ジェクト事業費」についてご説明いたします。 

 本事業は、離島部の小学生を対象に、子ども

の夢や志、挑戦意欲を醸成するため、離島の地

域資源や離島部では出会う機会の少ない「ひと・

もの・こと」に触れる体験を提供し、離島部の

体験活動の充実を図ることを目的としておりま

す。 

 対象は離島部の小学五、六年生とし、開催場

所を離島部として実施したいと考えております。 

 体験プログラムの主な内容として、(1)離島企

業・施設等の訪問、(2)科学・技術に触れる体験

会、(3)大学生等との意見交換会、(4)図書館と

連携した取組、以上の4つを組み合わせたプログ

ラムを実施することで子どもの可能性を広げる

とともに、挑戦する意欲の向上を図っていきた

いと考えております。 

 市町との連携については、関係市町教育委員

会と協働で体験プログラムを実施することで、

大学や企業とのネットワークを構築し、離島部

の体験活動の充実に向けた支援をしてまいりま

す。 

 なお、本事業の取組をモデルプログラムとし

て各市町に提供し、県内全域における子どもの

体験機会の拡充を図ってまいります。 

 以上、ご審議賜りますよう、よろしくお願い

いたします。 

【中村(俊)分科会長】 次に、体育保健課長より

補足説明を求めます。 

【川端体育保健課長】 体育保健課の計上事項に

ついてご説明いたします。 

 資料は7ページ、8ページになりますので、ご

覧ください。体育保健課の補正予算額計上は、

性に関する指導の充実支援事業費298万1,000円、

子どもスポーツ環境整備事業費2,030万9,000円、

合計2,329万円となっております。 

 まず、7ページをご覧ください。「性に関する

指導の充実支援事業費」についてご説明いたし

ます。 

 本事業の前身事業として、令和3年度から7年

度まで、産婦人科専門医等を学校へ派遣する事

業を実施してまいりました。 

 専門的な立場からの講話は、生徒の理解を深

める上で非常に効果的であり、意識や行動の変

容も見られるなど、一定の成果があったと認識
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しております。 

 そのような中で、子どもたちが多くの情報に

触れる機会が増えており、性に関して正しく理

解を深めることが一層重要となっております。 

 これまでの事業の成果を踏まえつつ、子ども

たちを取り巻く多様な課題に対応していくため、

事業を発展させ、令和8年度から10年度にかけて、

本事業を実施するものでございます。 

 本事業は、3つの柱により構成しております。

まず、市町立中学校や県立学校を対象に、本事

業を活用する学校を設定し、産婦人科専門医等

を年1回、3年間継続して派遣することにより、

生徒の性についての理解を深める指導を実施し

ます。 

 また、学校における年間計画に3年間継続して

位置づけることで、職員の共通理解が深まり、

計画的な指導による事業の効果の定着を図りま

す。さらに、他校の教職員にも参加してもらう

ことにより、その効果を近隣校にも広げるよう

取り組むものでございます。 

 次に、教職員研修のさらなる充実でございま

す。学校における健康教育スキルアップ講座に

加え、オンデマンドによる研修動画の提供や各

種研修会の実施等により、教職員が学びやすい

環境を整え、学校全体での指導体制の強化を図

ります。 

 最後に、市町教育委員会と連携した取組の推

進でございます。県と市町による協議会を開催

し、課題や取組状況を共有することで、全県的

に性に関する指導の充実を図るものでございま

す。 

 本事業を通じ、学校全体で持続可能な指導体

制を確立させ、全ての生徒が性に関する正しい

知識を身につけ、適切な意思決定と行動選択が

できる力を育むことを目指してまいりたいと考

えております。 

 次に、8ページでございます。子どもスポーツ

環境整備事業についてご説明いたします。 

 本事業は、子どもたちが運動やスポーツと出

会い、継続できる機会の確保及びスポーツ人口

の裾野拡大と競技力向上につながる環境の整備

を目的としております。 

 まず、スポーツの機会創出についてでござい

ます。小学生を対象に、複数の競技を体験でき

るスポーツ体験教室とＡＩを活用した運動能力

測定を実施し、子どもの競技への意欲・関心を

高めます。 

 さらに体験教室の参加者の中から、競技に対

して意欲の高い子どもを対象に競技団体と連携

し、基礎トレーニングやスポーツ医・科学の知

識を取り入れた指導を行うステップアップ体験

会を実施し、競技団体へつなぐ機会を設けます。

このように本事業では、体験で終わらせるので

はなく、継続と育成につながるように取り組ん

でまいります。 

 また、認定こども園等に指導者が出向き、子

どもたちに体を動かす機会と競技を知るきっか

けづくりを行うこととしております。 

 次に、ＩＣＴを活用した技術指導でございま

す。県内の指導者がＩＣＴを活用した指導方法

を実際に見て学ぶための研修等を行うことによ

り、子どもたちが最新の指導を受けられるよう

にするためのものであります。 

 最新のスポーツ医・科学に基づく指導を学び、

定着させ、指導者間でのノウハウ共有を進める

ことで、指導者の資質向上を図ってまいります。 

 最後に、部活動の地域展開推進についてでご

ざいますが、将来にわたり子どもたちが継続し

てスポーツ活動に親しむことができる機会を確

保するため、市町が実施する運動部活動の地域
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展開に対する取組に対し、必要な経費の補助を

行う予算を令和8年度当初予算でご承認いただ

いております。 

 6月補正予算では、県が実施する運動部活動地

域コーディネーターを配置する経費及び運動部

活動地域展開推進委員会等の開催に要する経費

を計上しております。当初予算でご承認いただ

いた市町に対する補助を含め、県として、中学

校における部活動の地域展開の推進を図り、子

どもたちのスポーツ環境の整備に取り組んでま

いります。 

 以上です。ご審議賜りますよう、よろしくお

願いいたします。 

【中村(俊)分科会長】 以上で説明が終わりまし

たので、これより予算議案及び予算に係る報告

議案に対する質疑を行います。質疑はありませ

んか。 

【松本委員】 説明ありがとうございました。 

 それでは、順を追って質問させていただきま

す。 

 まず、補足説明資料の1ページ、一般校舎等整

備費、今回補正予算で約15億7,925万円ついて、

前回の骨格の予算のときに約12億円ついて、合

計で28億円と大きな金額になっております。 

 今回、主に校舎等の改修工事や照明設備のＬ

ＥＤ化ということで、建物の外壁改修とか、そ

ういったものに使うということです。前回の委

員会のときに学校内の女子トイレ、男性もそう

なんですけれども、洋式化がどこまで進んでい

るのかという質問をさせていただいたときに、

公立の高校では、洋式になっているのが42.9％

と、県立高校で、公立の小中学校は60％ほどに

なっていたのに、かなり低い数字になっている

と。 

 やはりトイレというのは、男性は2つあります

けれども、女子トイレは1種類しかないもんです

から、非常に、生活に一番大きく影響するもの

だと思います。ですから、もうちょっと早くこ

の42％を50、60、70と上げていく必要があるん

じゃないかという提案をさせていただきました。 

 今回、補正で上がっておりますので、洋式化

に対して、どのような計画を立てていらっしゃ

るのか、お尋ねをいたします。 

【山下教育環境整備課長】 トイレについてのご

質問ですけども、一般質問でご答弁をいたしま

したとおり、今回、令和8年度当初予算で3校の

トイレ改修及び6月補正においては3校のトイレ

改修工事及び6校の実施設計を予定しておりま

す。 

 例年3か所ぐらい工事を行ってまいりました

が、これまでの工事は、トイレの洋式化と合わ

せて管や壁なども一緒に大規模でやってまいり

ましたので、なかなか進まないという状況がご

ざいました。 

 しかしながら、生徒の生活環境の質の向上と

いうのは、非常に大事でございますので、例え

ば、大規模工事によらない小規模工事による洋

式化なども合わせながら進めていきたいと思い

ます。 

 また、それに併せまして、もう少し詳しい調

査をする必要がございますので、もっと詳細に

把握をしてまいりたいと考えております。 

【松本委員】 3校、そしてその次は6校という形

で若干今後は増えていくということで理解はし

ましたけれども、やはりＬＥＤも外壁改修も大

事だと思うんですけれども、やはり例えば夏オ

ープンスクールで、中学生が見にいったときに、

自分たちの中学校、小学校よりも、洋式化して

いない地元の県立高校というのが保護者からも

やはりすごい不安な声が上がっております。 
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 莫大な費用がかかるものではないと思うんで

すよね。実際、総額で28億円、単年度でつけて

いるわけでございますから、そこはやはり学校

の実情をしっかり把握していただきたい。 

 例えば充足率の関係で使っていないトイレと

かもあると思います。だからまずは優先的に生

徒数が多い学校でトイレの利用頻度等を考えて、

そういったところをやはり先に優先的に替えて

いくような、もうちょっと踏み込んだ調査をし

て、具体的に進めるべきだと思いますし、この

43％をやっぱり60、70にやっていく計画も打ち

出していただきたいんですよね。 

 3校ずつしていたら何年もかかってしまいま

す。困っている生徒児童は今いるわけです。そ

の辺については、いかがお考えですか。 

【山下教育環境整備課長】 委員がおっしゃいま

したとおり、これまで校舎の老朽化ということ

を重点に計画を進めてまいりました。 

 しかしながら、おっしゃるとおり女子トイレ

の洋式化、洋式のトイレが少ないというのは非

常に問題になっております。 

 例えば、委員がおっしゃいましたように、生

徒数、また女子生徒数、それから女子生徒に対

する洋式のトイレがどれほど不足しているかと

いうことも含めて詳細に調査をしてまいりたい

と考えております。 

【松本委員】 また今後ともそういったものを出

していただければと思います。 

 次に、2ページ、教員の働きがい推進プロジェ

クト費ということで新規で出ております。 

 もう状況としては、この教員の採用試験の倍

率も平成25年が14.3倍だったんですけど、令和

7年は1.8倍ということで、やはり教員を希望す

る方が減っているという中で、今回のこの3つの

概要というのは、魅力化作戦会議の提言を踏ま

えたものでありますから、非常に重いものがあ

ると思います。 

 1つ目の教職の魅力の発信というものでござ

いますが、以前は、テレビドラマ等で学校の先

生を見て志す人もいたようですが、生徒自身が

先生を見ていて、やはり大変そうだと思うこと

で希望者が減っているという、そこの部分の現

状、先生の負担軽減というものが根底にあるの

かなと思いますし、また伝わっていない教員の

魅力というものも、現場に生徒がいるわけです

から、そこでご自身の仕事のやりがいの発信を

ぜひしていただきたいと思います。 

 ちょっと伺いたいのは、ＩＣＴ・ＤＸの推進

でございます。先ほどちょっと説明もありまし

たけれども、私もＰＴＡ会長をしているときに、

教員の先生と意見交換をしたときに、何が一番

大変ですかと聞いたら、やはり事務量が多いと

いうことを聞きました。 

 特に、議会からの調査が多いですというふう

に言われて、反省もしたんですけれども、やは

り教員が授業や、そして生徒児童と向き合う時

間を確保していくことが最優先だと思うんです

が、具体的に、この統合型校務支援システムと

いうのは、どういうことをイメージしているの

か、お尋ねをいたします。 

【打田教育ＤＸ推進課長】 今お尋ねいただきま

した統合型校務支援システムでございますけれ

ども、こちらは学校で校務と呼ばれる業務全般、

教務系事務、保健系事務、学籍系事務などの学

校事務、その他家庭との情報交換、共有等も含

めてなんですけども、そういったことに必要と

なる機能を全部実装した情報基盤システムとい

うことで考えております。 

 本県の県立高校、特別支援学校では、平成19

年に開発しました校務事務支援システムという
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のを使用しておるんですけれども、そういった

それぞれの機能がちょっと完全には連携してい

なくて、それぞれの機能を使うために、教職員

が同じ情報を複数回入力する必要があるなど、

機能に不足しているところがあると考えておる

ところでございます。 

 このため、こうした校務全般に関する作業を

一元管理できる機能、それから家庭への情報共

有機能なども備えた統合型の校務事務支援シス

テムを導入することにより、先生方の業務負担

の軽減並びに利便性の向上を図ることを目指し

ていきたいと考えておるところでございます。 

【松本委員】 非常にこれ大事なことだと思いま

す。やっぱり同じ情報を何度も何度も別のフォ

ームで入力していくことを1回入力すれば全て

に連動していくようにすれば、作業が何分の1で

済むわけでございますから。 

 ただ、これあくまでもまだ検証という段階に

なっていますので、いつから、具体的にどのよ

うに効率化していくのか、そこまではまだ考え

ていないのか、具体的なところ、どこを参考に

しているのかお尋ねをいたします。 

【打田教育ＤＸ推進課長】 今お尋ねのございま

した統合型事務支援システムでございますが、

現時点では先進県の活用状況を視察していきま

すとか、システム開発会社、それから学校のご

意見を聞いてどういった機能が必要か、どのシ

ステムがいいかなどを検討してまいりたいと思

っております。 

 今年度は、その先進県の視察でありますとか、

学校システム開発業者との意見交換等をしまし

て、来年度以降、実際一部学校で導入、それか

ら使っていって検証してみる、そして令和11年

度までには学校に入れていくということを目指

してまいりたいと考えておるところでございま

す。 

【松本委員】 まず、やっぱり大事なのは現場の

声ですね、現場の先生にとって何が事務の負担

になっているのかというところもしっかり聞い

ていただいて、先進県も見ていく中で、令和11

年ということですから、導入が遅れることがな

いように、予算もかかることでありますから、

しっかり取り組んでいただきたいと思います。 

 もう一つ、業務分担による教育現場の最適化

の学校問題解決支援コーディネーターについて

なんですけれども、恐らく教員が様々なことに

対応しなきゃいけない、外部のこととか、地域

のこととか、そういうもので問題が起きたとき

に、この学校問題解決支援コーディネーターと

いう方が対応すると思うんですが、具体的にど

ういう方を想定しているのか、そしてネットワ

ークを構築ということですから、その方が全て

の学校を見るのか、具体的にどう考えているの

かお尋ねします。 

【馬木教育人事課長】 ありがとうございます。 

 まず、学校問題解決支援コーディネーター、

どういった方を想定しているのかというのは、

経験豊富な管理職経験者を想定をしております。 

 それから、ネットワークの状況ですけれども、

まずコーディネーターを県の教育委員会に配置

をしまして、その方を核にして、学校、市町教

委、県教委、それから弁護士等の専門家を結び

ながら、組織的に対応していくという、そうい

う体制を考えております。 

 実際、保護者等からの相談や要望などが学校

にはあるんですが、各学校がもちろんメインで

対応するんですけれども、最近内容が複雑化し

たりとか、いろんなところとの連携が必要だっ

たりして、学校単独では非常に時間がかかった

りすることが増えております。 
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 そういったところを踏まえまして、県教委に

配置するコーディネーターが中核となって、対

応事例の共有、例えば対応マニュアルを整備し

たりとか、あるいはそのマニュアルを使った研

修を行ったりとか、それから専門的助言への橋

渡し、弁護士への橋渡しとか、そういったこと

を行うことで、関係機関が連携して対応してい

くということを目指しております。 

 これを導入することで、教職員が一人で抱え

込んだりすることがなくなり、対応の質が全体

的に上がっていくと、それから当然負担軽減が

図られる、それから問題の早期解決とか、トラ

ブルの深刻化を防ぐような、そういったメリッ

トがあるのかなというふうに考えております。 

【松本委員】 やはり就任して、3年以内の先生

は社会経験が少なかったり、専門的知識が少な

かったりするので、外部や保護者の方々からの

いろんな相談に対して、即時に対応するという

のはなかなか厳しいものがあると思います。 

 そういった中で、経験豊富な解決員の方が助

言等をしてくださるということは、大きく効率

的だとは思いますが、やっぱり1つ気になるのは、

もうそれがあるからといって、全部外に出して

しまえば、やはり経験にもならないし、向き合

うこともできなくなります。そこの部分で、や

はりさじ加減というのは非常に難しいと思いま

すし、その方への責任もまたどんどん大きくな

ってくると思います。 

 ネットワークだからといって、全ての学校か

ら一斉にその方に問合せが来たとしても、やっ

ぱりそれもそれで、そこに対しての負担も大き

くなるわけでございまして、これから構築をし

ていくということですから、しっかり徐々に広

げていくような形で、しかしながら、やはり無

駄がないように取り組んでいただきたいと思い

ます。 

 最後に、5ページのつなげる☆学び支援プロジ

ェクト事業費について質問いたします。 

 不登校の対応というのは、もう本当に大きな

課題になっておりまして児童生徒数は減ってい

るのに不登校は年々増える一途をたどっている

ということで、教育委員会におかれましても校

内教育支援センターという形で対応していただ

いているところなんです。今回は新規というこ

とで、新たに不登校対策事業を立ち上げられた

ことに期待をしているところなんですが、新規

ということで、これまでと何が違うのかという

こと、この事業を提案するに至っての背景につ

いてお尋ねいたします。 

【髙比良児童生徒支援課長】 議員ご指摘のとお

り、不登校児童生徒の数は増加傾向にあり、校

内教育支援センターで学ぶ児童生徒や校外の支

援機関につながる児童生徒がいる一方で、令和

6年度は、不登校児童生徒のうち、約17％ほどが

学校内外の専門的な相談機関等による支援を受

けられないと、そういった対応も様々な状況で

ございます。 

 そのため、これまで行ってきた本人の状況改

善の支援以外に、保護者、教職員、関係団体等、

周囲の不登校支援の理解と支援体制の充実が課

題となっております。 

 このため、本事業ではこれまでの取組におい

て、児童生徒の状況改善に効果が見られた自然

体験活動を一部県主催で実施するとともに、保

護者・教職員向けの講演会やフリースクールと

の連携会議を開催することで不登校支援への理

解促進と関係機関の連携強化を図ってまいりた

いというふうに考えております。 

【松本委員】 今までは、学校で一生懸命取り組

んでこられていたんですけれども、やはりそれ



令和８年６月定例会・文教厚生委員会・予算決算委員会（文教厚生分科会）（６月３０日） 

- 38 - 

だけでは足りないと、やはり学校以外、フリー

スクールや保護者、そして市町教育委員会とも

やっぱり連携をすることによって、さらに不登

校対応が強化されるということで理解をしたん

ですけれども、こういうことならば今までもや

っていたんじゃないかなというふうに、もちろ

ん会議も研修もですね、思うんですけれども、

今回はこの436万円使って今までにはない、どう

いうところに力を入れようとしているのか、も

う一回お尋ねいたします。 

【髙比良児童生徒支援課長】 委員ご指摘のとお

り、これまでも先ほど申し上げたように、例え

ばその体験活動の支援というふうなところでや

っておったんですけれども、先ほどもありまし

たように、保護者、それから教職員ということ

で、やっぱり不登校に関する理解というのを広

めていきたいと、そういったところ、またフリ

ースクールとの連携というふうなところで、委

員もおっしゃっておられたように、周りの方の

ご理解を深めて、そしてみんなで不登校の児童

生徒を支えていく、そういったことを構築する

ということを今回の新規事業では考えていると

ころです。 

【松本委員】 せっかくこの新規で取り組まれる

わけですから、やはり結果も必要になってきま

すし、今までになかったところをこういうこと

をすることによって改善が図られたと、やっぱ

り1人の不登校生徒児童が学校に行くようにな

れば、その子にとってこの後の人生に大きな影

響があると思うんですね。 

 ですから、そこが少しでも改善できるように、

この436万円という予算をもっと増やしていっ

て、やっぱり改善が見られるのであれば、予算

規模も大きくしていけると思うので、しっかり

この新規事業の結果を出せるように、そして報

告できるように取り組んでいただきたいと思い

ます。 

【中村(俊)分科会長】 ほかに質疑ありませんか。 

【千住委員】 失礼します。 

 まず、働きがい推進プロジェクト費について

お尋ねをします。 

 先ほど松本委員の方からもお話がありました

が、中高生が教員の仕事をイメージできるよう

なセミナーで、魅力を発信するということで、

魅力化作戦会議の提言を踏まえた取組というこ

となんでしょうけども、そもそもこのセミナー

が必要なのかと、この意義についてちょっとお

聞きしたいと思います。 

【馬木教育人事課長】 ありがとうございます。 

 中高生向けの教職セミナーなんですけれども、

生徒のときに先生方への憧れというところから、

教員を目指す子どもたちというのは非常に多い

のかなというふうに思っております。 

 ただ、例えば小学校、中学校、高校と上がっ

ていくに従って、例えば大変だなと、これはち

ょっと自分には無理なんじゃないかと思うよう

な子どもたちであるとか、それから授業中と部

活動の様子はよく知っていても、実際、学校の

先生はほかにどんな仕事をしているんだろうと

いう、そういった部分が見えなかったりとか、

子どもたちがある程度憧れを持って一面的に見

てくれている場面というのがあると思うんです

が、そこのところをもう少しこちらから積極的

にアプローチして、やりがいがどれぐらいある

かとか、あるいはほかにもこんな仕事もしてい

るけど、これも全て子どもたちのためになって

いくんだとか、そういった部分をしっかりと教

えていきたいというのが1つと。 

 もう一つは、実際大学に入ってからどのよう

にして学んで教職を取っていくのかと、そこの



令和８年６月定例会・文教厚生委員会・予算決算委員会（文教厚生分科会）（６月３０日） 

- 39 - 

部分についても、中高生には見えづらい部分が

あると思いますので、その付近をしっかりと押

さえていきたいというふうに考えております。 

【千住委員】 ありがとうございます。 

 全ての仕事といいますか、表に見えないとこ

ろも発信をしていくということだと思うんです

が、そもそも、このことが私ちょっと異常じゃ

ないかなというふうには感じるわけなんですよ

ね。私も教員ちょっとやりましたけども、やは

り学校の先生たちと一緒に学校生活をすること

によって、やっぱり先生への憧れというのが出

てくると思うんです。先生方を見て憧れて尊敬

してという先生方が多かったんじゃないかなと

思うんですよね。 

 そもそもそういった魅力を発信しないといけ

なくなっているという、そのこと自体がやっぱ

りちょっと考えるべきじゃないかなと思うんで

すよね。 

 確かに今、仕事量を減らすためのＤＸ化であ

ったり、休みを取りやすい環境であったりとか

いうふうにやられていると思うんですけども、

そもそも根本的なところが変わらない限りは一

緒じゃないかなと。 

 逆に、今度今まで見えなかった仕事がつなが

っていますよと言っても、逆に仕事量がこれだ

けあるんだというふうにもなってしまいかねな

いような気がするんですよね。 

 そういったセミナーがあって、人から聞いて

外からのイメージで、学校の先生になるという

わけじゃなくて、やはり先生そのものに魅力を

感じていただくような取組が私は必要だと思う

んですよね。 

 現実的に、これが必要だということで否定は

しませんけども、そもそもこれが何で要るのか

といったところ、先生方に何で魅力を今感じら

れていないのかというところを逆に言っている

ようなもんだと思うんですよね。 

 なのでここにも現場の先生方もたくさんおら

れると思いますので、やはり先生方がなぜ先生

になったのかといったところをもう一度、やっ

ぱり振り返って考えるべきじゃないかなと思い

ますので、今後、やっぱり先生への憧れ、ある

いは尊敬などが生徒たちから自然と生まれるよ

うな取組、仕組みをぜひつくっていただきたい

と。 

 また、教育委員会だけじゃなくて、社会全体

を巻き込んでいかないと、絶対解決しないこと

と思いますので、その辺りは我々も協力したい

と思いますので、ぜひその辺をまずしっかりと

取り組んでいただきたいと思います。 

 この点をしっかり私全然イメージがつかない

んですけども、この魅力セミナーですね、けど

もそれをお願いしたいと思います。 

 続いて、子どものスポーツについてお尋ねを

します。 

 8ページ、子どもスポーツ環境整備事業費とい

うことなんですが、まず一点、競技団体と連携

した小学生対象のスポーツ体験教室というのが

あるんですが、これはどのぐらい開催して、ど

の程度の参加人数、あるいはどういった種目と

いうのを考えられているのかお尋ねをいたしま

す。 

【岡﨑体育保健課体育指導監】 スポーツの機会

創出事業ということで競技団体と連携したスポ

ーツ体験教室というものを実施するように考え

ておるところです。 

 現時点では年2回を予定しておるというとこ

ろでございます。 

【千住委員】 年2回は分かりました。年2回は具

体的に例えばどの地区でとか、どれぐらいの子
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を対象にとか、どういった呼びかけをするのか

というようなところをお尋ねいたします。 

【岡﨑体育保健課体育指導監】 すみません、先

ほどの答弁ですけども、2回と言いましたが、今

年度は1回ということで予定をしております。 

 人数としては300名を予定しておるところで

ございます。 

 各競技団体の方に呼びかけをしながら、これ

から調整を図ってまいりたいというふうに思っ

ておりますが、子どもたちが興味を示すように

競技団体に体験教室の実施というところを計画

しているところでございます。 

【千住委員】 年1回ということなんですが、複

数の会場でやる、1か所の会場でやる、あるいは

地区とかいうのは、まだ全く検討されていない

ということですか。 

【岡﨑体育保健課体育指導監】 今年度新規で行

いますので、今年度はまず1回やってみまして次

年度から各地区を回れるような、できればそれ

を2回、3回と増やしていってそういうスポーツ

の機会が維持できるように進めていきたいとい

うふうに考えておるところでございます。 

【千住委員】 ありがとうございます。 

 取りあえず1回やってみるとかいう話じゃな

くて、やはりもっと事前に詰めておくべきじゃ

ないかなと思うんですよね。まず1回やっておく

じゃなくて、何でこれが本当に必要なのかとい

う、それも300名という、子どもたちの数でいく

と、もう何％にしかならない中で、取りあえず

やってみるとかいう形じゃなくて、本当に競技

団体ともうちょっと詰めた感じで、しっかりと

やるべきじゃないかなと思います。 

 また、会場が多分、恐らく複数になる、ある

いは大きなところ、例えば諫早でいけばスポー

ツパークとかですね、複合施設といいますか、

があるところでやるとか、そういったところま

でまずしっかり検討してあげるべきじゃないか

なというふうには思いますので、しっかりと競

技団体と子どもたちの体験の場ができるように、

お願いしたいと思います。 

 引き続き、その中で運動部活動の地域コーデ

ィネーターの配置ということになっていますが、

所管は違うかもしれませんけど、文化部のコー

ディネーターというのは、ほかの所管で置くん

ですか、運動部だけなんですかね。ちょっとお

聞きしたいと思います。 

【岩尾学芸文化課長】 文化部のコーディネータ

ーについてですけれども、今のところ文化部に

つきましては、数が少ないこともありまして、

コーディネーターの配置は、検討をしている段

階でございます。 

【千住委員】 ありがとうございます。 

 一定、運動部活動の方は、少しずつではあり

ますけど、進んでいると。ただ、文化部がなか

なか進まないというのは、やっぱり大きな壁が、

結構金銭的な壁、場所等が大きく、指導者等も

あって、かなり進んでいないということもあり

ますので、できましたら文化部の方も早めにコ

ーディネーター、動ける方の設置をお願いした

いと思います。 

 あとはちょっと議案外でやりたいと思います。 

【中村(俊)分科会長】 ほかにございませんか。 

【堀江委員】 発信します。 

 つなげる☆学び支援プロジェクト事業費なん

ですが、事業の中身については、先ほどの質疑

で明らかになっているんですけれども、この児

童生徒、保護者、教職員の希望に応じ、スクー

ルカウンセラーを派遣するというここの部分な

んですが、私の記憶が間違いなければ、当初予

算の審議のときに、今年度はスクールカウンセ
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ラーを増やさないという答弁だったと思います。 

 つまり、各校1校というふうには配置をされて

おりません。拠点校ですか、拠点校に配置をし

てその方が2つ、3つを兼ねて週に1回、あるいは

週に2回、各学校に時間割で行くというふうな状

況だと認識をしております。 

 そういう中で、スクールカウンセラーを派遣

するというのは、どこから持ってきて派遣する

のかというのが率直な疑問としてあるんですが、

これは希望に応じてということもあるかと思う

んですが、この辺をどのように考えておられる

のか、答弁を求めます。 

【髙比良児童生徒支援課長】 ご指摘のあったス

クールカウンセラーの派遣の部分なんですけれ

ども、これについては先ほど説明した取組の中

で申し上げますと、自然体験活動等を市町で実

施をしたり、また県で実施をしたりするんです

が、そういった体験活動に児童生徒、それから

保護者さんが出てこられることがある場合、そ

ういったところで必要に応じてスクールカウン

セラーを派遣という形で配置というんでしょう

か、そういった形で相談を受けられるような、

そういう体験活動をしていきたいというふうに

考えているところです。 

【堀江委員】 ちょっと今のは、私の質問にきち

んと答えていないと思うんですが、どこから連

れてくるのかというふうに私は質問したんです

けど、それぞれのスクールカウンセラーは拠点

校を基にきちんと配置されているんでしょう、

配属されているんでしょう。改めて体験活動の

ときに要請しますということなんですが、そこ

のイメージが、ちょっと今の答弁だけでは・・・。

どんなふうに連れてくるのかじゃなくて、どこ

から連れてくるのかという、ここをもう少し説

明してもらえますか。そのことを聞いているん

ですけど。 

【髙比良児童生徒支援課長】 スクールカウンセ

ラー、委員ご指摘のとおり、小中学校の場合、

各学校に配置をしているというふうになります

が、この配置のスクールカウンセラーのみでは

なく、派遣のカウンセラーさんもいらっしゃる

中で、そういった方々に来ていただく。 

 また不登校支援で、スクールカウンセラーの

方いらっしゃいますので、そういった方に時間

で入っていただくというふうな形で考えている

ところです。 

【堀江委員】 予算規模としては24万円、言われ

ていることは、いわゆるその各学校に配置して

いるスクールカウンセラーとは別に、スクール

カウンセラーがいるということで、その人たち

を言わば活用しますということなんでしょうか。 

 そうしますとその人たちの数というのは、当

初予算の数の中ではどういうふうにカウントさ

れているんですか。 

【髙比良児童生徒支援課長】 特に、小中学校に

なりますと、令和7年度より校外の教育支援セン

ターの方にも、不登校支援ということで、スク

ールカウンセラーの配置をしておりますので、

そういった方々、学校に配置の部分以外のとこ

ろでというところもあります。 

 また、県立高校の場合は、全てが配置という

ことにはなっておりませんで、派遣のスクール

カウンセラーもおりますので、そういった方々

であったり、また配置の方であっても時間とし

て余裕があれば派遣という形でお願いすること

もあるかというふうに考えております。 

【堀江委員】 今の答弁を換算すると、私が思っ

ている各学校に拠点校として配置をされて、そ

のスクールカウンセラーがＡ校、Ｂ校に曜日ご

とに派遣をするという、この方たちとは別に、
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いわゆる教育支援センターに配置をされている

カウンセラーが、ここでいうところの体験活動

で希望があったら、教育支援センターのカウン

セラーが行くという、そういうふうに答弁され

ているんですか。 

【髙比良児童生徒支援課長】 今おっしゃったよ

うな形で、教育支援センターに配置というふう

な形で置いている、これまで学校以外にという

ふうなところで配置をしている方であったり、

時間をずらしながら、そういう方々に入ってい

ただくというふうなことを検討しているところ

です。 

【堀江委員】 この程度にしますが、要は言いた

いことはね、私が当初予算でスクールカウンセ

ラーを増やしてくださいと、十分対応できるよ

うに、これ人の配置、スクールカウンセラーを

増やすことが必要ではないかと私が意見を申し

上げたときに、いえいえ、もうスクールカウン

セラー、数としては増やしませんと言われたじ

ゃないですか。 

 それなのに新しい事業やるよというときに、

スクールカウンセラーを派遣しますって、人を

増やさないと言いながら、スクールカウンセラ

ーを派遣する。それは教育支援センターのスク

ールカウンセラーを派遣するでしょう。 

 しかし、教育支援センターのスクールカウン

セラーだって、言わば日程に応じて勤務されて

いるわけで、要はなかなか人を増やさずに、こ

ういうふうに、ある意味仕事を増やしていくと

いうのが、教育支援センターに関わっているス

クールカウンセラーの方にとっては、負担にな

るのではないかというふうな、ちょっと疑問が

あって、改めて新規の事業ですので、質問した

ところですが、ちょっと答弁は私の疑問に、十

分答えたとは言えませんが、この程度にしてお

きます。 

 いずれにしても、スクールカウンセラーを新

たな事業で派遣という形でするのであれば、私

は増やすという立場に立ってほしいというふう

に思います。 

 もう1点、発信しますね。 

 これまでも出ております子どもスポーツ環境

整備事業費2,030万円ですが、これは最初説明が

ありましたように、要求額に対して567万2,000

円の事業内容精査ということで減額になってお

りますが、事業の中身のどこがどのように減額

されたのか説明を求めます。 

【川端体育保健課長】 スポーツの機会創出とい

うことで事業を組み立てております。 

 競技団体と連携したスポーツ体験教室という

ところで、先ほどご説明させていただきました

が、人数であったり回数とか、そういったとこ

ろでの、今回はちょっと年1回ということで設定

をさせていただきました。 

【堀江委員】 先ほども指摘がありましたけれど

も、まずは1回やってみようと、そういう計画が

指摘をされたということですか。 

 具体的に567万円減っているんでしょう。いわ

ゆる積算根拠があるでしょう、567万円の。 

 最初は、この事業のここを要求したんですけ

れども、567万円削られて、これができなくなり

ましたとか、これが今できませんとか、そうい

う答弁をしてください。 

【川端体育保健課長】 この事業につきましては、

まず子どもたちを集めて、スポーツ体験教室を

実施します。 

 その中で、競技団体の方にも来ていただいて、

競技団体と子どもをつなぐという目的がありま

す。もう一つはＡＩ運動能力測定器というのを

使いまして、これは民間の測定器を使って、子
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どもたちに運動を何種類か測定をさせて、その

子がどういった運動に適しているかという適性

を見て、その後、あなたは例えばこういうスポ

ーツが、走るのが得意ですねとか、投げるのが

得意ですねというのをそういった機械で判断を

しまして、その後、その競技に進めてつなげて

いきたいというのがあるんですが、予算の部分

については、機器を減らしたというのが一つと、

あともともと8台を借りる予定だったんですけ

ど、それを4台ということで、今回は、計上して

いるところでございます。 

【堀江委員】 こだわって申し訳ないんですけど、

ＡＩが台数として8台借りる予定でしたが、4台

になりました。ということは、事業として思っ

ていたことがどのように変わったんですか。回

数が減ったとか、広域ですることが減ったとか、

要するに8台から4台に減ったことによって事業

がどう変わったんですか、そこまで答弁くださ

いますか。 

【岡﨑体育保健課体育指導監】 まずは、先ほど

申しましたけれども、年3回の予定でしたけれど

も、初めて事業を行うことで、それだけ人数を

確保することが難しいのではないかということ

で、年1回というふうにしておるところです。 

 そしてその1回の中でも、多くの人数をまず競

技団体と協力してやる部分になかなか参加者が

確保できないというところがあるために、その

8台分よりも4台分で効果を上げるような取組に

したらどうかということでの8台分を4台という

ことで、予算が減ったというところになってお

るところでございます。 

【堀江委員】 8台から4台に減ったということ

は理解をしました。それで3回から1回にすると

いうことも理解いたしました。 

 私がもっと聞きたかったのは、例えば1回で子

どもたちの数が300人だったのを、いや、200人

にしましょうと。そうなったら8台も要りません

ねとか、例えば広域でやろうというときに、3回

一緒にやろうというのを、いや、1回だけにする

から、では8台から4台になりましたみたいな、

もう少し、その事業の内容が見えてくるような

答弁がちょっと欲しかったなというふうに思う

んですが。 

 予算としては8台から4台にＡＩの機器という

んですか、運動能力測定が減りましたというこ

となので、この程度にとどめたいと思います。 

【中村(俊)分科会長】 ほかにございませんか。

【中島委員】 私もそのスポーツ機会の創出につ

いてなんですけども、今説明を聞いた中では、

何かイベント的な1回きり、年2回という事業で

果たして、そう効果が出るのかなという思いが

ございます。 

 南島原市のスポーツ協会でも昨年から同様の

事業をやっています。それは協会の役員さんた

ちを集めて、市内のスポーツやっていない子ど

もたちのために、こういったイベントをやって、

子どもたちをスポーツにつなげるようなことを

やっています。 

 今年は室内と室外に分けてやるんですけど、

室内はバドミントン、バレー、柔道だったんで

すけども、協会の方たちに指導スタッフを集め

ていただいて、バドミントンなんか20人ぐらい

指導者に来ていただいて、ほぼほぼマンツーマ

ンみたいな形でできました。 

 しかもボランティアでお金をかけず、開催も

市の施設ですから全くお金のかからないという

状況でやっているわけなんですね。 

 ですから、これは定期的にやっていることで、

子どもたちがそれを機に、どこどこの、例えば

バドミントンに入りましたという情報もいただ
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いておりますので、非常に効果がある事業だと

思っております。 

 であれば、県が主体でやるのもいいんですけ

ども、市町に下ろして、こういった事例もあり

ますよという紹介をしていただいて結構なんで

すけど、そしたらもう市町でやることによって

恒久的にずっと毎年、年に何回とかできるわけ

ですし、そういった協力体制をいただければこ

ういった予算もかからないはずだと思いますの

で、一過性のそういうＡＩ機械を入れてやるの

もいいんですけども、実体験として地域の大先

輩方が一緒になってやるということが非常に効

果があるんじゃないかと、子どもたちのスポー

ツに対する関心が強くなるんじゃないかなとい

うのもありますので、機械を使って、お金をか

けてこうやってやるんですよというイベントも

いいんですけども、できれば市町に落としてい

ただいて、そういったお金をかけなくてもでき

るということもあると思いますので、ぜひそう

いった内容も含めてやっていただければと思い

ますけど、いかがでしょうか。 

【川端体育保健課長】 今回この事業を組み立て

た目的としましては、まず運動をなかなかしな

い子どもが増えているという中で、運動を体験

してもらうというのが1つあります。イベント的

なものかもしれないんですが、まず来てもらう

というのと、あと少子化に伴って、各競技団体

の方も競技人口が減っているというところで、

裾野を拡大したいというのがありました。 

 なので、本課としましては、この事業を組み

立てたときに、まず体験してもらう。そして、

そういった適性を見て、競技団体の方と一緒に

競技を好きになってもらって、つなげていくと

いうことで組み立てていたんですけども、今委

員からありましたので、そういったことも含め

て、今後また事業の組立てとかも工夫していき

たいと思っております。 

【中島委員】 教育委員会が主体でやる、お手伝

いいただいて、スポーツクラブでやるんですけ

ども、そういうチラシをつくって各学校に配付

していただいて、子どもたちみんな手にするわ

けですから、非常に広告も簡単にできるんです

ね。 

 この企画でいくと、まず競技団体にもそうで

すし、ホームページか何かで募集したりとか非

常に集客するのに大変じゃないかというのもあ

ると思いますので、ぜひ競技団体の皆さんとし

っかりと連携を取っていただければと思います。 

【中村(俊)分科会長】 ほかに質疑ありませんか。 

【千住委員】 失礼します。 

 すみません、1点忘れておりまして、子どもの

スポーツ環境整備事業の中で、認定こども園等

でのスポーツ体験会というのがあるんですが、

既に結構こども園さんは、スポーツ教室といい

ますか、結構民間のところと依頼されて、先生

方行かれて、体育の先生とかやっているんです

けども、そういったところは対象になるのかと

いうのと、どの程度の回数とかを考えられてい

るのかというのをお尋ねいたします。 

【川端体育保健課長】 ご指摘いただきました認

定こども園等のスポーツ体験会というものの実

施を予定しているんですけども、これについて

は、実質的には競技団体の方と認定こども園を

つないでいくというような形で今考えておりま

して、実際、各競技団体の方でも独自にやって

いるケースも聞いておるんですけども、それ以

外の競技団体も含めて、県の方からそういった

声かけとかしながら実施したいと考えておりま

して、そういったところで予算的にはそれほど

ないんですけども、そこも含めて体験会の実施
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を考えております。 

【千住委員】 ありがとうございます。 

 ちょっとよく分からなかったんですけども、

競技団体とこども園をつなぐ目的は、その競技

団体の競技者を増やすためにやるのかというふ

うになりますよね。 

 そもそも目的自体がちょっと分からないんで

すけど、もう一度目的をちょっと教えてもらえ

ますか。 

【岡﨑体育保健課体育指導監】 まずは、こども

園に出向いて体験会を開く目的としましては、

まずやっぱり子どもにスポーツの体験をしても

らい、スポーツが好きになってもらい、スポー

ツが好きになったところで、じゃあどのスポー

ツにというときに、つながりが持てるようにな

る。そのために競技を完全に子どもたちに教え

るんじゃなくて、運動する、動くことの楽しさ

というものをこども園等に行って、機会をつく

っていくというところを考えているところでご

ざいます。 

【千住委員】 分かりました。 

 それであれば、もう既に認定こども園さんと

かですね、それぞれ独自で体操教室とか、ある

いは様々なスポーツ教室をやられていますので、

逆に言えば、そういったところを逆に拡充して

もらうというか、力入れてもらうための施策の

方が非常にいいんじゃないかなと、そういう目

的であればですね。子どものスポーツする、運

動する場、活動する場所をつくるということで

いけば、そういったところに今後力を入れてい

ただきたいなと思いますので、よろしくお願い

します。 

【中村(俊)分科会長】 ほかに質疑はございませ

んか。 

【饗庭副会長】 私もちょっとお聞きしたいと思

います。 

 つなげる☆学び支援プロジェクト事業費の中

で、先ほどありましたスクールカウンセラー派

遣なんですけれども、ご説明いただいた部分を

聞いた中で、ちょっと確認をさせていただきた

いんですけれども、スクールカウンセラー自体

は増やさない、今回上げておられるこの24万円

はどういう積算根拠で上げられているのかお伺

いします。 

【髙比良児童生徒支援課長】 スクールカウンセ

ラーの配置、派遣に係る事業費については、基

本的には昨年度と変わらないというふうなとこ

ろで、前回ご答弁を差し上げたところなんです

けれども、やはりご指摘も受けながらというと

ころで、できるだけ旅費であったりとか報償費

のところを調整したりというふうなところで配

置の時間の分をしっかり確保していくというふ

うなところで考えていっているところです。 

 そういった中で、時間的な部分でそれぞれの

市町で実際、スクールカウンセラーの派遣が要

請される場合とされない場合とあるので、具体

的に何回になりますというふうなところがない

んですけれども、そういったところで時間をし

っかり捻出した上で、派遣をしてまいりたいと

いうふうに思っているところです。 

【饗庭副会長】 その中で、積算根拠なので何人

分とか、何時間とか、あるかと思うんですけれ

ども、そこを教えてください。 

【中村(俊)分科会長】 休憩します。 
 

― 午前１１時１７分 休憩 ― 

― 午前１１時１８分 再開 ― 
 

【中村(俊)分科会長】 分科会を再開いたします。 

【髙比良児童生徒支援課長】 失礼しました。 

 一応6時間、2人、4回程度を今のところ考えて
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おりますが、先ほど申し上げましたように、要

請があった場合、さらにというふうなことも必

要になってくる可能性もありますが、また逆に

あまり要請がないというふうなことも考えられ

るというふうに考えております。 

【饗庭副会長】 では今後、要請があったらまた

補正予算を出して増やしていく可能性もあると

いうことで理解したいと思います。 

 そういう中で、体験活動にスクールカウンセ

ラーに参加してもらってというお話だったかと

いうふうに思います。 

 県が主催する体験活動と市町が実施する体験

活動の違い、内容の違いはどのように考えてお

られるのかお伺いします。 

【髙比良児童生徒支援課長】 これまで前身の事

業の方では、市町で実施をする体験活動、これ

に県の方も支援をするというふうな形で実施を

しておったところです。 

 そういった中で、スクールカウンセラーの活

用等もお勧めをしてきたところだったんですけ

れども、実際実施をしていったところで、やは

り規模が大きくない市町であったりというふう

なところでは、そういった体験活動が実施でき

ない市町もあって、そこに住む子どもたちがそ

ういった活動ができないというふうなことが

我々も実施をしたところで、反省材料としてあ

りました。 

 そういったところで今回の事業においては、

県主催というのは、そういった市町、幾つかそ

ういうのをまとめて、県主催で実施をするとい

うふうな部分。 

 それからこれまでも市町で実施をしておった

ところについては、これまで同様、支援をして

いくというふうな形で、県主催の部分は幾つか

の市町をまとめる、それから市町で実施をする

分はそちらの方に支援をしていくと、そういう

ふうな形で整理をしているところです。 

【饗庭副会長】 分かりました。 

 その中で、今市町でできていないところに県

が主催してするということですけれども、不登

校の子どもたちでフリースクールとか教育支援

センターに行っている子はいいんですけれども、

そもそもなかなか家から出られないという子に

も、ぜひこういう体験学習に参加してほしいと

思うんですけれども、その辺りは県としてどの

ような対応をしていくのかお伺いします。 

【髙比良児童生徒支援課長】 先ほどもお答えを

させていただいたところなんですが、令和7年度

から不登校支援ＳＣというふうなところで、校

外の教育支援センターにＳＣ、スクールカウン

セラーを配置しておるところです。 

 そういった方においては、学校に配置という

形ではございませんので、アウトリーチ、必要

があればお宅の方に伺ってであったりとか、そ

の校外教育支援センターの方に来ていただいて

であったり、少し学校外に今委員ご指摘のとお

り、つながっていないという児童生徒、それか

ら保護者さんにも、そういったところで接点を

つくっていきたいというふうに考えているとこ

ろです。 

【饗庭副会長】 ぜひつながっていない子どもた

ちもつながりが持てるようにしていただきたい

と思います。 

 次に、障害のある子どものつながり充実事業

費の中で、特別支援学校の生徒の就労の可能性

を広げる取組はすごく重要だというふうに思っ

ております。 

 その中で、新たな就職先となる企業開拓とい

うふうになっているんですけれども、これはど

のように開拓していくのか、目標とかがあれば
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教えてください。 

【鶴特別支援教育課長】 特別支援学校生徒の就

職についてですけれども、生徒の実態を企業に

理解をしていただいた上で、雇用につなげてい

くというのが非常に重要となっております。 

 例えば、2週間程度の現場実習等を行って、生

徒が一生懸命取り組んでいる姿であるとか、課

題も含めて知っていただいて、雇用をするかど

うか見極めていただいているところであります。 

 この雇用につながる現場実習を受け入れてい

ただく企業というのには限りがございますので、

新規開拓の方が重要となってきますけれども、

これまで進路指導の担当が直接企業に足を運ん

だり、面談会等において開拓をしてきた状況に

あります。 

 今回の新規事業で、障害者雇用実績のある企

業の講演でありますとか、パネルディスカッシ

ョンを行う就労支援フォーラム、また、企業見

学会等を開催することで企業と進路指導の担当

が直接顔を合わせて開拓につながるやり取りが

できるように広げていきたいと考えております。 

【饗庭副会長】 先ほど目標も聞いたんですけれ

ども、目標は何社ぐらいとか、その中で広げて

いかれることとは思いますけれども、目標を立

てているのであれば教えてください。 

【鶴特別支援教育課長】 令和7年度の現場実習

先として、新規に開拓をした企業が令和7年度88

社ありました。また、それ以外の企業も含めて

令和7年度に就職をした企業の数が80社でござ

いました。 

 そのうち新規で就職した企業の数が60社にな

っておりますので、この60社というところを維

持しながら少しずつ広げていけるように取り組

んでまいりたいと考えております。 

【饗庭副会長】 いろんなところで就労できるよ

うに、これからも広げていっていただきたいと

思います。 

 最後に、性に関する指導の充実支援事業費の

中で、今後、性に関する指導、すごく必要だと

いうふうに思っております。 

 この内容として、包括的性教育等も含むのか

お伺いします。 

【川端体育保健課長】 本事業では、昨年度まで

もやってきたところと継続事業として、産婦人

科専門医等の派遣を行うんですけども、包括的

性教育につきましては、一般質問の方でも答弁

させていただいたんですが、県としては、学習

指導要領に基づいての性教育ということで、考

えておりまして、そういったところで実施をし

ていきたいと考えております。 

【饗庭副会長】 継続事業ということですけれど

も、包括的性教育は、この中には今後、含まれ

ないということで理解していいのか、どの方面

から包括的性教育を進めていくのか、確認をさ

せてください。 

【川端体育保健課長】 いわゆる包括的性教育と

いうところですけども、県としましては命の貴

さとか、他者を尊重する態度の育成とか、そう

いったところ、性に関する課題を主体的に捉え

て、意識の醸成につなげるということでこの事

業を実施しておりまして、包括的性教育という、

委員がおっしゃるようなそこまで踏み込んだ内

容というのは、なかなか難しいと考えておりま

す。 

【饗庭副会長】 今後ですね、その辺りも考えて

いただけるとすごくいいのかなというふうに思

います。生徒の皆さんはやはり性に関する正し

い知識が必要になってくるかというふうに思い

ますので、今後ちょっと包括的性教育に関して

も積極的に取り組んでいただければということ
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を要望したいと思います。 

【前田委員】 細々した数字や内容については、

委員会外で個人的に質問しようと思っています。

1点だけお尋ねしたいと思います。 

 この新規の長崎県教員の働きがい推進プロジ

ェクト費が上がっていますけども、これってあ

れですかね、教職の魅力化作戦会議の提言を受

けての今回の政策提言ということで理解してい

いですか、まず。 

【馬木教育人事課長】 令和5年度から令和7年度

まで実施してまいりました魅力化作戦会議から

の提言を基にしたものでございます。 

【前田委員】 そうであるならば、その作戦の提

言の内容をほぼほぼこの推進プロジェクトでカ

バーしたというか、踏まえて施策を立てたとい

う理解でいいか、それともまだ積み残しがある

んですかね。 

【馬木教育人事課長】 ありがとうございます。 

 3つ提言をいただいております。 

 1つ目が魅力発信、2つ目がＩＣＴ・ＤＸ化等

を踏まえた負担軽減、3つ目が学校・家庭・地域・

企業の連携による教育体制の再構築ということ

ですが、業務分担と、この3つの提言をいただい

たところです。 

 今回この3つの提言を基にして事業を企画し

ておりますので、それぞれに当てはまるものが

あるという状態になっております。 

【前田委員】 そうであるならば後ほどでいいで

すから、ＫＰＩを設定していると思いますので、

それぞれのＫＰＩをお知らせいただければなと

思っています。 

 内容について、1点だけですけども、業務分担

による教育現場最適化の中の、学校問題解決支

援コーディネーターを核とした対応ネットワー

クの説明のところで、先ほどちょっと松本委員

からも少し出ていましたけども、これはあれで

すかね、以前私も質問していたカスハラ対策と

いうことで理解をしていいんですか。 

【馬木教育人事課長】 カスハラ対策も念頭に置

いたものでございます。 

【前田委員】 それであるならば、説明の中でコ

ーディネーターの方に対応マニュアルをつくっ

てもらってということでしたけども、この対応

マニュアルというのは、もう教育委員会として

のカスハラの指針を作成したという理解でよろ

しいですか。 

【馬木教育人事課長】 ありがとうございます。 

 まず、先に整理したいのは、それぞれのいろ

んな事案に対して、どんなふうに学校が対応し

たらいいかという、いわゆるマニュアルですね、

これをつくることをまず考えておりまして、市

町教委であるとか、学校に聞き取りをしながら

それを整備していきたいというふうに思ってお

ります。 

 あわせて、そういったものをまとめながら、

教育委員会としての指針といったものにつなが

っていけばよいなというふうには考えておりま

す。 

【前田委員】 これまで個別の案件についてなか

なか整理がつかない中で、そういったものを1つ

1つ学校ごとに整理をし、それに対する対応マニ

ュアルを作成しながら、その先にはカスハラ指

針をきちんとして、そのことを当然学校現場に

もだけども、保護者等も含めたところへ周知す

ることが大切だと思いますけども、そういった

作業に入っているという理解でいいですか。 

 それをできたら来年度ぐらいとか、見込みを

持って取り組んでいるということで理解してよ

ろしいですか。 

【馬木教育人事課長】 今回のこのコーディネー
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ターの設置に関しては、今まさに委員がおっし

ゃったようなことを念頭にしております。 

 なるべく早い段階でというのは、もちろん考

えていくところなんですけれども、先ほどから

申し上げておりますように、非常に問題が多様

化しているという部分もありますので、丁寧な

対応をしながら、時期もなるべく早くというと

ころを目指していきたいというふうに思ってお

ります。 

【前田委員】 細かな質問ですけど、その下にあ

るこの電話対応サービスで録音告知機能、時間

外応答機能導入ということですけど、現状今ど

うなっていて、どういう内容で実施していくの

か、お知らせしてください。 

【馬木教育人事課長】 電話対応サービスですが、

そこに書いておりますように留守録、留守電の

対応ができたりとか、あるいは昼間の電話でも

この電話の内容は教育的活動の向上のために録

音させていただきますという、そういう告知が

流れると、こういったものを想定しております。 

 実際に学校は、もともとそういったお金とい

うか、機器というか、そういったものが整備で

きているところはどんどん早めに、実際対応し

ているところがあります。 

 ただ、学校内の予算で十分な対応が難しかっ

たり大きな工事が必要だったり、そういった学

校もございますので、これから3年のうちに全て

の県立高校がこれを設置できるような形で予算

要求したところでございます。 

【前田委員】 私たちも一般の企業とかに電話し

た際に、そういうアナウンスありますもんね、

自動で。それはドキッとはしますけども、そこ

は向上につながる話ですし、そこをまた分析す

ることもできるので、ぜひ今3年と出ましたけど

も、できるだけ予算をしっかり取って、1年でも

早く設置していただけたらということを要望し

ておきます。 

 最後になりますけども、この推進プロジェク

ト費のタイトルですけども、長崎県教員の働き

がい推進プロジェクト費となっていて、この学

校の先生の対象は、県立の高校と中学校を指し

ているんですか。それとも市町の小中学校まで

含めて対応していく、それにしてはちょっと予

算が少ないなと思っているんですけども。そも

そも作戦会議の提言の中には、国に求めること、

県でやることそして、市町で対応することとい

うことで、もちろん私はこの内容については、

いいものだと思っていますので、推進していく

中では、当然小学校、中学校にも広げていくも

のだと思っていますけども、この6,700万円とい

うのは、小中高合わせたものという理解でよろ

しいですか。 

【馬木教育人事課長】 委員おっしゃるとおり、

小中高全てを対象としております。 

 ただ1つ1つのものについて、これは県立、こ

れ小中学校とかいうふうに、少し幅があります

けれども、予算全体としては、小中高、特別支

援学校全てを対象としたものというふうに捉え

ております。 

【前田委員】 私、今の答弁聞くまでは、もしか

すると、県立中、県立高校だけかなと思ったん

ですけど、そうであるならば、各市町とこの内

容についても協議をして、そして各市町で必要

な予算を計上しているということで理解してよ

ろしいですか。 

【馬木教育人事課長】 例えば先ほど少しお話を

しましたコーディネーターですね、このコーデ

ィネーターに関しては、県に配置をしますけれ

ども、市町の教育委員会と当然連絡を取り合い

ながら、事を進めていくというようなものにな



令和８年６月定例会・文教厚生委員会・予算決算委員会（文教厚生分科会）（６月３０日） 

- 50 - 

っております。その予算としては、県が持つ予

算がこれだけというふうに考えております。 

【前田委員】 ＩＣＴ・ＤＸ推進の中で、県立学

校における業務負担軽減を図るために、統合型

校務支援システムの導入を検証と書いています

けども、こういったものというのは、県立高校

だけで展開されていて、小中学校には今は導入

されていないということですかね。 

 働き方改革を含めたところなので、当然いい

内容だと思っていますけども、市町とよく話を

して、その役割分担というか、予算の計上も一

緒に上げていかないと、なかなか統一して進ん

でいかないとちょっと思って質疑していますの

で、端的にご答弁いただければそれで結構です

よ。 

【馬木教育人事課長】 ありがとうございます。 

 統合型校務支援システムですけれども、実は、

小中学校におきましては、現状19市町において

導入はもうなされております。まだなされてい

ない市町もありますので、そこに関しては、導

入に向けた支援を行っていくということを考え

ているところです。 

 県立においては、先ほどのＤＸ課の方からも

ありましたけれども、これから内容を検討しな

がら、しっかりと構築していくという状況でご

ざいます。 

【中村(俊)分科会長】 ほかに質疑はありません

か。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【中村(俊)分科会長】 ほかに質疑がないようで

すので、これをもって質疑を終了いたします。 

 次に、討論を行います。討論はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【中村(俊)分科会長】 討論はないようですので、

これをもって討論を終了いたします。 

 予算議案及び予算に係る報告議案に対する質

疑・討論が終了しましたので、採決を行います。 

 第70号議案のうち関係部分及び報告第2号の

うち関係部分は、原案のとおり、可決・承認す

ることにご異議ございませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

【中村(俊)分科会長】 ご異議なしと認めます。 

 よって、予算議案及び予算に係る報告議案は、

原案のとおり、それぞれ可決・承認すべきもの

と決定されました。 

【中村(俊)委員長】 次に、委員会による審査を

行います。 

 議案を議題といたします。 

 まず、教育長より、総括説明を求めます。 

【前川教育長】 委員会関係の説明資料2ページ

をお開きください。 

 教育委員会関係の議案についてご説明いたし

ます。 

 今回ご審議をお願いいたしておりますのは、

第73号議案「職員の勤務時間、休暇等に関する

条例及び市町村立学校県費負担教職員の勤務時

間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例」

のうち関係部分であります。 

 第73号議案は、柔軟で多様な勤務形態の選択

肢を用意することで、教職員がその能力を十分

発揮しながら、効率的に勤務できる環境を整備

し、公務能率の向上につなげるため、関係条例

について、勤務時間を割り振らない日を設定で

きる措置の対象の拡大及び休憩時間の一斉付与

の原則の特例を追加するなど、所要の改正をし

ようとするものであります。 

 続きまして、議案外の主な所管事項について

ご説明いたします。 

 教職員の体罰等について。 

 県教育委員会では、体罰の根絶を最重要課題
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の1つと位置づけ、平成24年度から毎年、教職員

及び児童生徒・保護者に対して、体罰及び不適

切な指導の実態調査を実施しております。 

 令和7年度の調査結果は記載のとおりでござ

います。一番下です。過去にも体罰等において

指導を受けた者が再度の体罰を行っている事例

があることから、令和4年4月より体罰等の再発

防止を強化するために、教職員の懲戒処分基準

の一部を改定し、再発の教職員に対する処分を

厳罰化いたしました。 

 また、再発防止研修の在り方を検証し、さら

なる指導の充実・徹底を図るため、体罰・不適

切な指導の再発防止のための指導力向上研修実

施要綱を一部改正し、令和5年4月1日から運用し

ています。 

 さらに全ての学校が服務規律委員会を設置し、

人権意識の醸成、生徒指導提要の理解促進に向

けた校内研修を実施しているほか、全ての教職

員が人事評価表（業績評価）に体罰等根絶に向

けた具体的な取組を記入し、校長面談時にその

取組状況や成果等を確認するようにしています。 

 今後も引き続き、各種研修会等のあらゆる機

会を捉えて、体罰・不適切な指導の根絶に向け

た取組を徹底するとともに、体罰・不適切な指

導を許さない環境づくりを目指し、教職員の意

識改革を進めてまいります。 

 令和9・10年度長崎県公立学校教員採用選考試

験について。 

 今年度の採用試験から新たに高等学校数学・

理科を対象とした博士号保有者枠や高等学校英

語を対象とした英語ネーティブスピーカー枠、

学校推薦特別選考において小中連携推進枠を設

けました。 

 また、中学校保健体育志願者について、小学

校体育専科を第2志望として選択することがで

きるようにしました。 

 出願数については小中学校のオンライン受験

を除き1,104名。倍率としては2.1倍となりまし

た。 

 また、昨年度から導入した大学3年生を対象と

する選考試験については、今年度は262名の出願

がありました。なお、昨年度の大学3年生の合格

者123名は、1次試験免除のため2次試験から受検

することとなっております。 

 今後とも選考試験の制度改善を図りながら、

優れた資質と豊かな人間性を備え、長崎県の教

員として強い使命感と情熱あふれる人材の確保

に努めてまいります。 

 全国及び県学力調査については、記載のとお

りでございます。 

 高校生の進路状況について。 

 就職率等については、記載のとおりでござい

ます。4ページ一番下の行です。県教育委員会と

しましては、引き続き生徒・教員の県内企業へ

の理解が進むよう取り組むとともに、県立学校

に配置しているキャリアサポートスタッフに対

して、県内企業の求人情報収集、進路相談への

対応やジュニアオープンカンパニー（旧・早期

応募前見学会）の推進など、生徒の就職支援を

より充実できるよう指導助言してまいります。

また、長崎労働局や産業労働部など関係機関と

連携を密にして、県内企業及び今後県内に進出

する企業に関する情報を積極的に提供するなど、

高校生の県内就職率の向上に努めてまいります。 

 また、今春の公立高等学校における大学等へ

の進学については、卒業者数に対する進学者数

の割合が前年度1.6ポイント減の68.3％となっ

ています。 

 県教育委員会としましては、このような変化

に対応するため、「ＮＥＸＴ長崎人材育成事業」
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や「世界とつながるＮＡＧＡＳＡＫＩグローバ

ル人材育成事業」など、引き続き取り組むとと

もに、各学校が高校生に身につけさせるべき力

を明確にして組織的に指導改善を図る取組を支

援し、生徒の学力向上と進路の実現に努めてま

いります。 

 長崎県立高等学校の再編整備に係る大綱につ

いて。 

 背景・必要性については、記載のとおりでご

ざいます。下から4行目でございます。県教育委

員会においては、令和7年度に有識者等からなる

「ながさき次世代高校創生会議」を立ち上げ、

本県の特徴を活用したこれからの魅力ある高校

教育の在り方についてご議論いただき、その検

討結果を踏まえ、県立高校の再編整備の方針で

ある大綱を策定いたしました。 

 今後は、令和9年度にかけて、各地域で説明や

意見交換などを行い、地域の声を伺いながら具

体的な再編整備計画の検討を進めてまいります。 

 ここで追加1をお願いいたします。 

 長崎県立高等学校教育改革第11次実施計画の

策定について。 

 令和2年3月に策定した「第三期長崎県立高等

学校改革基本方針」に基づき、令和9年度及び11

年度に実施する施策をまとめた第11次実施計画

を策定いたしました。 

 この内容と先ほどご説明いたしました大綱に

つきましては、後ほど担当室長から補足説明を

させていただきます。 

 追加1の下段でございます。令和9年度県立高

等学校・中学校生徒募集定員については、記載

のとおりでございます。 

 それでは当初版の6ページにお移りください。 

 上段の「長崎っ子の心を見つめる教育週間」

の実施について。 

 毎年5月から7月、9月から11月の間の一定期間

を長崎っ子の心を見つめる教育週間として、全

ての公立高校で、保護者や地域住民の皆様に学

校の教育活動を公開しております。内容につい

ては記載のとおりであります。 

 こどもたちの文化活動の推進について。 

 令和8年度文化活動推進校として中学校にお

いては、第38回全日本マーチングコンテストで

金賞を受賞した雲仙市立小浜中学校など23校26

クラブを、高等学校においては、第73回全日本

吹奏楽コンクールで金賞を受賞した活水高等学

校など15校21クラブを指定しております。 

 7ページでございます。 

 文化財の指定について。 

 国の文化審議会は、去る3月26日に国指定重要

文化財（美術工芸品）として「上野撮影局写真

帖」を新たに指定するよう答申を行いました。 

 今回の指定により、本県の国指定重要文化財

（美術工芸品）は37件になります。 

 ここで追加2をお願いいたします。 

 また、同審議会は、去る6月19日に壱岐市の国

指定特別史跡原の辻遺跡について、指定範囲を

追加するよう文部科学大臣に答申を行いました。 

 県教育委員会といたしましては、今後とも貴

重な文化財を保護するために、指定等に向けて

積極的に取り組むとともに、地域における文化

財の公開など、その活用にも努めてまいります。 

 また、当初版の7ページ、中ほどにお戻りくだ

さい。 

 令和8年度長崎県高等学校総合体育大会につ

いては記載のとおりであります。 

 競技力向上について。 

 強化校、国スポ強化校の指定については記載

のとおりでございます。 

 8ページをお願いいたします。 
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 本県スポーツ選手の活躍については、全国高

等学校選抜大会において、ライフル射撃競技女

子ビームピストルで長崎南高校の松尾蒔乃葉選

手、なぎなた競技男子個人で松浦高校の田川優

心選手、ウエートリフティング競技女子77キロ

グラム超級で西彼農業高校の森七菜実選手がそ

れぞれ優勝を飾りました。 

 青年種別では、第63回全日本ボウリング選手

権大会個人総合において、西肥シルバーボウル

の福満亮選手が優勝に輝き、2026年アジアレス

リング選手権大会において、島原高校定時制教

諭の吉武まひろ選手が銀メダルを獲得しました。 

 生徒の安全確保について。 

 部活動の遠征等における安全確保につきまし

ては、先般福島県で発生した重大事故を踏まえ、

国からも部活動の移動を含む部活動時の安全対

策の徹底が強く求められているところです。県

立学校におきましては、公共交通機関の利用を

原則としつつ、一定の条件を満たし、校長が承

認した場合に限り自家用車等の利用を認めるな

ど、適切な運用に努めてきたところです。 

 引き続き、国の安全確保策の方針等を十分に

踏まえつつ、県の実態を考慮して、必要な対策

を迅速に講じることで子どもたちのかけがえの

ない命を守ることを最優先に、より一層の安全

で安心な教育活動の確保と充実に努めてまいり

ます。 

 「長崎県行財政運営プラン2025」に基づく取

組について。 

 同プランに掲げる教育庁関係の項目について、

その主な取組内容をご説明いたします。 

 9ページになります。「長時間労働の是正」に

ついては、小中学校では超勤改善等対策会議に

おいて、全県的に取組を進め、8行目です、また、

県立学校においては、「長崎県立学校における

業務改善アクションプラン（改訂版）」に基づ

いた取組を実施し、超過勤務が80時間を超える

教職員の割合は、ともに減少しております。 

 15行目です。令和6年度からは業務支援員の配

置やデジタル採点システムの導入及び活用を進

めており、引き続き、超過勤務削減及び働きが

いを高める取組をより一層推進してまいります。 

 経験年数や職務内容に求められる専門事項や

教育課題を踏まえた研修の充実と改善につきま

しては、内容は記載のとおりでございます。 

 10ページをお願いいたします。9行目です。 

 今後も変化の大きな時代に対応するために、

外部機関との連携を生かしながら、新たな教職

員の学びの姿の具現化及び研修内容の充実を図

り、研修観の転換と教職員の資質向上に取り組

んでまいります。 

 女性の管理職登用の推進については、長崎県

教育委員会特定事業主行動計画に基づき取り組

んでまいりました。 

 18行目です。管理職に占める女性職員の割合

は、令和7年度までに16％を目標としておりまし

た。学校を含む教育委員会全体において、目標

設定時の令和2年4月の10.9％から令和7年4月に

は17.6％へと増加しました。 

 小中学校では、8.6％から15.8％へ、県立学校

においても、11ページでございます、3行目、

19.7％から23.5％へと増加しました。 

 今後も、新たに策定する行財政運営に関する

方針に基づき、効率的かつ効果的な組織運営に

取り組み、各施策の実現に努めてまいります。 

 教職員の不祥事について。 

 部活動中に生徒を大きな声でどなったり叱責

したりするなど、威圧的な言動で複数回の不適

切な指導を行った上、体調が悪かった生徒に対

して不適切な発言・対応を行うなどして生徒に
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自律神経障害、適応障害を発症させ、退部、転

学へと追い込んだ県立高等学校教諭を5月15日

付で懲戒戒告処分といたしました。 

 県内の教育関係者が総力を挙げて不祥事根絶

と信頼回復に向けて取り組んでいる中、このよ

うな不祥事が発生したことは、学校教育に対す

る信頼と期待を裏切り、県民に失望と不信感を

与えるものであり、県議会をはじめ県民の皆様

に対し深くおわび申し上げます。 

 以上をもちまして、教育委員会関係の説明を

終わります。よろしくご審議賜りますようお願

い申し上げます。 

【中村(俊)委員長】 次に、教育政策課長より補

足説明を求めます。 

【井手教育政策課長】 今回ご審議をお願いして

おります第73号議案について補足してご説明申

し上げます。 

 お手元の令和8年6月定例県議会文教厚生委員

会説明資料の4ページをお開きください。 

 第73号議案「職員の勤務時間、休暇等に関す

る条例及び市町村立学校県費負担教職員の勤務

時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条

例」のうち関係部分でございます。 

 この条例は、柔軟で多様な勤務形態の選択肢

を用意することで、教職員がその能力を十分発

揮しながら効率的に勤務できる環境を整備し、

公務能率の向上につなげるため、関係条例につ

いて所要の改正をしようとするものであります。 

 改正内容の「(1)勤務時間を割り振らない日を

設定できる措置の対象の拡大」につきましては、

これまで、育児や介護に従事する職員等に限定

しておりました1週当たりの平均勤務時間であ

る38時間45分を維持しつつ、週休日とは別に勤

務時間を割り振らない日を設ける取扱い、いわ

ゆる週休3日制の対象を全職員に拡大するもの

であります。 

 次に、改正内容の「(2)休憩時間の一斉付与の

原則の特例を追加」につきましては、現在昼休

みの時間帯に一斉に付与しております休憩時間

について、職員からの申告に基づき、当該時間

帯以外にも設定することができるよう特例を設

けるものであります。 

 なお、施行日につきましては、令和8年10月1

日を予定としております。 

 よろしくご審議賜りますようお願いいたしま

す。 

【中村(俊)委員長】 以上で説明が終わりました。 

 審査の途中ですが、午前中の審査はこれにて

とどめ、しばらく休憩いたします。 

 午後は1時30分から委員会を再開し、引き続き

先ほどの説明に対する質疑を行います。 
 

― 午前１１時５２分 休憩 ― 

― 午後 １時２７分 再開 ― 
 

【中村(俊)委員長】 委員会を再開いたします。 

 午前中に引き続き、教育委員会の審査を行い

ます。 

 まず、議案審査の途中でありますが、提出さ

れております配付資料について、教育長から説

明を受けることといたします。 

 書記より資料を配付させます。 

 なお、今から説明のある内容につきましては、

議案外所管事務一般においてご質問をいただき

ますよう、よろしくお願いいたします。 

 それでは、教育長より説明を求めます。 

【前川教育長】 先ほど文部科学省がネクストハ

イスクール事業の採択結果を公表いたしました

ので、その報告をさせていただきます。 

 お配りした資料をご覧ください。こちら文科

省の公表資料でございまして、採択された学校



令和８年６月定例会・文教厚生委員会・予算決算委員会（文教厚生分科会）（６月３０日） 

- 55 - 

のみが公表されております。 

 5月8日の委員会後に説明をさせていただいた

とおり、本県は4校を申請したところですが、採

択となりましたのは島原農業高校、佐世保中央

高校、長崎鶴洋高校の3校で、採択率は75％でご

ざいました。全国の採択率は42％でございます。 

 不採択となった学校につきましては、国が再

申請の機会を用意しておりまして、取組内容の

改善を図り、8月の中旬を目途に再申請を行うこ

とといたしております。 

 各採択校の取組は、5月の文教厚生委員会にお

いて報告させていただいたとおり、資料に添付

しておりますので、ご確認いただければと思い

ます。なお、本資料の内容は、5月の申請時点の

ものでございますので、事業の進捗に当たって、

また内容が変更になる可能性がございます。ご

了承いただきたいと思います。 

 また、進捗を委員会の中で報告させていただ

ければと思っております。 

 報告は以上でございます。 

【中村(俊)委員長】 以上で説明が終わりました

ので、引き続き、委員会審査を行います。 

 午前中の議案に対する質疑はございませんか。 

【大倉委員】 73号議案に関して、ご質問いたし

ます。 

 この「職員の勤務時間、休暇等に関する条例

及び市町村立学校県費負担教職員の勤務時間、

休暇等に関する条例の一部を改正する条例」の

いわゆる条例改正案について、ご質問なんです

けれども、内容そのものは、事前にレクチャー

をいただきましたので理解をしております。 

 1つ1つ詳しいところを質疑するつもりはなく

て、今回のこの条例改正案はようやく働き方改

革という部分でも、教職員の皆さんのところに

しっかりと踏み込んでいただいた、改正案にな

っているとは思っております。 

 ただ、その働き方改革という部分でいきます

と、1つだけちょっと気になるというか、ちょっ

と懸案事項を私の方から申し上げさせていただ

こうと思っております。 

 それは休憩に関することなんですね。学校現

場というのは、突発対応というものが結構多く

あると思います。もうはっきり言うと日常茶飯

事だと思います。 

 そういう中で、急に何かに対応しなきゃいけ

ないというときに、この休憩時間というものの

確保ができるかどうかというところの観点でご

質問したいんですね。 

 この改正内容の(2)に記されている中身をち

ょっと読み上げますけれども、「職員からの申

告等に基づき、当該時間帯以外にも設定するこ

とができるよう特例を設ける」ということで、

要するに職員の方々の申告があれば、もともと

あった休み時間ではないところでも特例として

休めるという話で、これは非常に柔軟な運用が

できるというところで、いい言葉なんですけれ

ども、ただ申告をしていたとしても、先ほど申

し上げた突発対応が起きたときには、結局やっ

ぱり突発対応によって休憩が取れないんじゃな

いかなと、そういう実態に即した部分でいくと、

そういう心配が私はちょっとあると思っている

んです。 

 つまり、せっかくのこの条例改正があるにも

かかわらず、実際には学校現場でしっかりと機

能しなくなるんじゃないのかというところがち

ょっと心配ですので、その辺りはどのような見

解かというのをまずお尋ねしたいと思います。 

【井手教育政策課長】 突発的な事態への対応に

つきましてでございます。 

 そのような休憩時間中、休憩時間を特例的に
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ずらして確保していたとした場合に、その時間

に突発的な事態が起きて、それへの対応が必要

となったとした場合も、まず可能な限り休憩中

ではない職員で対応することが基本になるかと

は思いますけれども、休憩中の職員もやむなく

業務に対応せざるを得ないようなケースもあろ

うかと思います。 

 そのような場合につきましては、その後、実

際の運用といたしましては、業務に支障がない

時間で、上司相談の上で休憩を取るような運用

も行うことができるのではないかと考えており

ます。 

【大倉委員】 ありがとうございます。 

 やっぱり休憩時は、しっかりと休憩が取れる

環境づくり、これが必要だと思っています。そ

ういった柔軟な対応を現場でやっていただける

ということでありますので、そこはちょっと安

心いたしました。 

 要は、休憩のときに休憩しやすい環境整備、

これが非常に大切ですので、例えば、例えばな

んですけどね、提案ですけど、学校の先生が普

通に休憩できるような休憩室を設けるとか、も

ちろん休憩時には学校の校外に行く、外出する

ということも当然これは許可を出せば行けるよ

うにしてもらいたいですし、それから、休憩中

は休憩が分かるような札をちょっと机に置くと

か、そういったところは運用面でいろいろやれ

ばいいんですけれども、そういったところがや

っぱり必要だと思うんです。その環境づくりに

ぜひ取り組んでいただきたいと思うんですけれ

ども、その辺りご見解がありましたらお尋ねい

たします。 

【井手教育政策課長】 休憩時間の例外規定を活

用する場合におきましては、一斉付与とは違い

まして、休憩時間が職員によって異なる形にな

りますので、各職員の休憩時間が何時から何時

までであるのかということにつきましては、最

低限全職員で、あらかじめ情報共有をしっかり

としておく必要がまずあるのかなと思っており

ます。 

 例えば、職員室では休憩が取りづらいですと

か、別途その休憩スペースを設けることができ

るかどうかなどにつきましては、各学校で状況

は様々であろうかと思いますので、必要に応じ

て各学校で検討する必要があるのかなというふ

うに思っております。 

【大倉委員】 条例改正そのものは、すばらしい

と思いますので、ぜひ実効性あるものにするた

めにも、きめ細やかな環境整備、こういったも

のもしっかり取り組んでいただきたいというこ

とを要望して終わります。 

【中村(俊)委員長】 ほかにありませんか。 

【前田委員】 私も条例の内容には賛成なんです

けども、二、三点お尋ねしたいと思います。 

 まず、本県でこのような働き方改革含めての

提案だと思いますけども、他県において前例が

あるのかどうか、九州だけでも結構なので、ち

ょっと実施している県があったらお知らせいた

だきたいと思います。 

【井手教育政策課長】 九州、他県でどのような

状況かとのお尋ねでございます。 

 九州では、ほか2県で導入をしている、佐賀県

と宮崎県で導入をしているというふうに確認を

しております。 

【前田委員】 先行する自治体がある中で実施す

るということで、先行自治体とかにも多分聞き

取りとかもしていると思うんですけども、今、

大倉委員の方からも質疑がありましたけども、

何かその際、実行に当たっての課題という認識

が何かあればお知らせいただきたいと思うんで
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すが、私自身はちょっと思っているのは、いい

内容、いい制度だと思うんだけども、実際にこ

れを申告して調整する方がいらっしゃいますよ

ね、教頭先生か校長か分かりませんけども。そ

の申告したとおりに本当に休めるかとか、複数

の先生方が申告したときに、やっぱり重なって

はいけないから、週休3日も含めて、調整が必要

だと思うんですよね。 

 だからその申告したことに対して、きちんと

それを実行できる仕組みとか担保が必要だと思

うんですけども、そういう点はいかがでしょう

か。 

【井手教育政策課長】 今、前田委員ご指摘のと

おり、事前に調整は必要になってくるかと思い

ます。休憩時間につきまして、原則と異なって、

別に設けるといった場合でも、ある程度各職員

ばらばらということではなくて、例えば複数の

グループで分割をするですとか、少し調整が必

要になってこようかと思います。 

 その調整につきまして、基本的には学校の校

長ですとか、申告をする職員と校長で、実際は

話し合って決めていくとか、そのような運用を

することになろうかと思いますが、本県におき

ましては、各職員からの申告を基に、服務監督

権者、つまりは教育委員会事務局の方に申請を

していただいて、承認をするという仕組みを考

えております。 

 宮崎県におきましては、同じようなやり方を

している、教育委員会事務局の方で服務監督権

者へ申請をして承認を出すというような運用を

しておりますが、佐賀県におきましては、校長

の段階でそこを管理しているというふうに伺っ

ておりますので、今後運用していく中で、課題

等ありましたら、どのようなやり方が一番効率

的でよろしいのか、再検討することも必要にな

ってくるかもしれないと考えております。 

【中村(俊)委員長】 ほかにございませんか。 

【千住委員】 失礼します。 

 私は(2)の休憩時間の一斉付与の原則の特例

の追加について、そもそも1時間休憩があるとい

うことなんですけど、小中学校でいけば、給食

指導もやっていると、昼休みは例えば宿題であ

ったりとか、連絡帳に記入したりとかいうこと

あるんですけども、それはどうカウントするの

かということをまずちょっとお聞きしたいんで

すが。 

【井手教育政策課長】 給食時間の後に、昼休み

という時間が設けられておりますが、多くの職

員は、給食時間は給食の指導ということで、こ

れは業務になるということでございますが、そ

の後の昼休みもやはり児童の見守りですとか、

そういったことで、自由に使えないということ

になりますと、これは休憩時間ということには

なりませんので、そこはそうですね、休憩時間

とカウントすることが実際にはできないという

形になります。 

 ですので、そういった場合におきましては、

その時間の後に、業務に支障がない時間で休憩

時間を設けることができると、この条例改正に

よってできるということになるということでご

ざいます。 

【千住委員】 ありがとうございます。分かりま

した。確認できました。 

 あともう一つちょっと確認なんですけども、

その休憩時間の申告を最後の退庁時間には持っ

てこれないということでよかったですか。 

【井手教育政策課長】 休憩時間は、途中で設け

る必要があると規定されておりますので、始業

時間にくっつけてですとか、終業時間にくっつ

けて取るということは、できないというふうに
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なっております。 

【千住委員】 ありがとうございます。 

 そういう決まりであれば仕方ないんですが、

なかなか間に取るというのは非常に難しいと思

うんですよね。そういうときは年休とかと上手

に組み合わせて柔軟に使っていただければ有効

になるということだと思いますので、分かりま

した。理解しました。ありがとうございます。 

【中村(俊)委員長】 ほかにございませんか。 

【饗庭副委員長】 私もこの条例に関して、条例

に関しては賛成でございます。今ずっと出てい

るこの休憩時間なんですけど、実際、今も取れ

ていない状況があるというふうに聞いておりま

す。 

 その中で、時間をずらして取るということで、

子どもたちが帰った後に取るみたいなお話も聞

いているんですけれども、そういう中で、申告

制なので、皆さんがそれぞれ申告されるのか、

学校である程度決めて運用をしていくのかお伺

いします。 

【井手教育政策課長】 基本的には、職員の申告

によって決めていく形になろうかと思いますが、

先ほども少し触れましたけれども、本当に各職

員がばらばらに申告をされるような状況になっ

た場合に、勤怠管理も非常に困難になるという

事態も想定されますので、そこは一定意見を集

約した上で、校長先生を中心に、幾つかのグル

ープにまとめるですとか、そういった運用を実

際はお願いしていくことになろうかと思います。 

【饗庭副委員長】 おっしゃるように、とても勤

怠管理が煩雑になるかなというふうに思います。 

 そういう中で、子どもたちが帰った後が一番

いいんじゃないかというようなお話を聞いてい

る中で、早出の人は、もう勤務が終わってしま

うというところで、さっき退庁した後は、取れ

ないというお話だったんですけれども、その辺

りはどのようにしていくのか、お伺いします。 

【井手教育政策課長】 早出の職員につきまして

のご質問と思いますが、早出の職員につきまし

ても、やはり勤務時間の最後にくっつけて取る

ということは、それであれば休憩にならないと

いう形になりますので、やはりちょっと実態に

応じてとしか申し上げようがないんですけれど

も、休憩が取れる、職務に支障がないところで、

休憩を設けていただく必要があるのかなと思っ

ております。 

【饗庭副委員長】 ぜひ実態に即して取っていた

だければと思います。 

 もう一つ、1番目の分について、いわゆる週休

3日制を対象にしていくというお話ですけれど

も、学校だとなかなか普通の日を伸ばして、週

休3日にって非常に難しいかと思うんですけれ

ども、学校ではこの条例を基にどのように進め

ていく予定か教えてください。 

【井手教育政策課長】 フレックスの部分につき

まして、学校現場でどのように進めるかという

ご質問かと思います。 

 少しちょっと前提からご説明を申し上げます

と、学校現場で既にフレックスタイム制そのも

のは、導入をされているところでございます。 

 今回の改正案につきましては、育児や介護に

従事する職員のみに限定して適用されておりま

した、いわゆる週休3日制を可能とするフレック

スタイム制、これを便宜的に特例フレックス制

度と申し上げておりますけれども、これについ

て全職員を対象とするように拡大しようとする

ものでございます。 

 教育委員会事務局と、それから学校を除く地

方機関、教育機関につきましては、知事部局と

同様に、10月1日施行から導入という形で考えて
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おりますが、一方、学校現場におきましては、

饗庭委員からのご指摘ありましたように、授業

の割当てですとか、校内の人員配置など、勤務

体制が教育活動と密接に関係してございますの

で、週休3日が可能となる特例フレックス制度を

直ちに導入した場合は、学校運営に大きな支障、

影響が生じることが懸念されます。 

 このため、特例フレックス制度を活用できる

取扱いにつきましては、授業等への影響が少な

い、比較的少ないと考えられます夏季休業期間

から、学校運営及び職員の管理体制に支障が生

じない範囲で、まず適用してまいりたいという

ふうに考えております。 

【饗庭副委員長】 そうですね。なかなか難しい

かと思うので、ということは令和8年10月1日施

行ですけれども、令和9年の夏休みぐらいから導

入をしていくということなのか確認をします。 

【井手教育政策課長】 今、委員おっしゃいまし

たとおり、来年度、令和9年の夏休み、夏季休業

から適用を考えていくことになろうかと思いま

す。 

【饗庭副委員長】 少しでもこれによって働き方

改革が進むことを期待しております。 

【中村(俊)委員長】 ほかにございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【中村(俊)委員長】 ほかに質疑がないようです

ので、これをもって質疑を終了いたします。 

 次に、討論を行います。討論はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【中村(俊)委員長】 討論がないようですので、

これをもって討論を終了いたします。 

 議案に対する質疑・討論が終了しましたので、

採決を行います。 

 第73号議案のうち関係部分は、原案のとおり、

可決することにご異議ございませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

【中村(俊)委員長】 ご異議なしと認めます。 

 よって、第73号議案のうち関係部分は、原案

のとおり、可決すべきものと決定されました。 

 次に、提出のありました政策等決定過程の透

明性等の確保などに関する資料及び政府施策に

関する提案・要望の実施結果について説明を求

めます。 

【井手教育政策課長】 「政策等決定過程の透明

性等の確保及び県議会議員との協議等の拡充に

関する決議」に基づき、本委員会に提出いたし

ました教育庁関係の資料についてご説明申し上

げます。 

 その前に、恐れ入りますが、一言おわびを申

し上げさせていただきたいと存じます。 

 今回の文教厚生委員会に提出をいたしました

本資料につきましては、複数回・複数所属にわ

たる資料の修正がございました。事前に不正確

な資料をお示しすることとなり、委員の皆様に

ご迷惑をおかけしましたことを深くおわび申し

上げます。 

 今回誤った資料を掲載するに至った原因とい

たしましては、組織的なチェック体制が機能し

ていなかったことであると認識をしております。

今後はこのようなことがないよう、資料の正確

性の確保に向けて、組織としてのチェック体制

を一層強化し、議会に対する説明責任をしっか

りと果たしてまいりたいと考えております。 

 それでは恐れ入ります、本資料につきまして

ご説明を申し上げます。 

 資料の対象期間は令和8年3月から5月までで

ございます。資料の2ページをご覧ください。こ

ちらは県が箇所づけを行い、市町等に対し内示

を行った補助金の実績でございます。直接補助

金であります学力向上のための非常勤講師等配
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置支援事業費補助金など111件を記載しており

ます。 

 資料12ページからは、間接補助金であります

指定文化財保存整備事業補助金など30件を記載

しております。 

 資料15ページをご覧ください。こちらは1,000

万円以上の契約案件の実績でございまして、競

争入札の結果につきましては、17ページから25

ページに記載のとおりでございます。 

 資料26ページをご覧ください。26ページから

34ページは、知事及び部局長等に対する陳情・

要望のうち、県議会議長宛てにも同様の要望が

行われたもので、教育庁に関係するものとして、

松浦市からの要望のうち、「鷹島神崎遺跡の保

存と活用について」と、「長崎県立松浦高等学

校の存続と魅力ある学校づくりの推進について」

の2件となっております。 

 資料35ページをご覧ください。35ページから

37ページにかけては、附属機関等会議結果の報

告であり、「長崎県教科用図書選定審議会」ほ

か1件の会議結果を掲載しております。 

 以上、政策等決定過程の透明性等の確保など

に関する資料の説明を終わります。 

 引き続きまして、令和9年度政府施策に関する

提案・要望について、教育委員会関係の要望結

果をご説明いたします。 

 教育委員会関係におきましては、①学校給食

費に係る保護者負担軽減の拡充、②県立学校に

対する就学支援の充実、③部活動の地域展開に

おけるスポーツ・文化芸術活動の充実、④水中

遺跡保護に関する調査研究体制の整備等の促進

など、10項目について要望を実施いたしました。 

 要望実績といたしましては、文部科学省に対

し、教育長、担当課長により要望を行いました。 

 このうち、「①学校給食費に係る保護者負担

軽減の拡充」については、文部科学省から「各

自治体における給食提供の実態や物価高騰の状

況を踏まえつつ、知事会、市長会、町村会の意

向も交えて検討していく必要がある」との回答

をいただきました。 

 また、「②県立学校に対する就学支援の充実」

については、「高等学校就学支援金に係る地方

負担分については、地方交付税を措置すること

としている、また、本支援金や高校生等奨学給

付金の事務手続にかかる負担が大きくならない

よう検討したい」との回答をいただきました。 

 以上が教育委員会関係の要望結果であります

が、今回の政府施策に関する提案・要望の実現

に向け、引き続き取組を行ってまいります。 

 以上で報告を終わります。よろしくご審議賜

りますよう、よろしくお願いいたします。 

【中村(俊)委員長】 次に、高校教育課ながさき

次世代高校創生室長より補足説明を求めます。 

【田代高校教育課ながさき次世代高校創生室長】 

長崎県立高等学校の再編整備に係ります大綱に

つきまして、補足して説明をいたします。 

 サイドブックスの教育委員会補足説明資料、

県立高校の再編整備に係る大綱をご覧ください。 

 今後の県立高校の在り方につきましては、昨

年度、有識者などの関係者で構成しますながさ

き次世代高校創生会議の中でご議論をいただき

まして、その報告書を4月にいただきました。 

 それを踏まえまして、今回の大綱を策定して

おります。 

 大綱のポイントについて、概要としてまとめ

た資料でご説明をさせていただきたいと思って

おります。 

 資料の1ページ目をご覧ください。まず、Ⅰの

大綱策定にかかる背景と大綱の位置づけについ

てです。 
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 1の県立高校を巡る諸課題といたしまして、現

在、高校教育を取り巻く環境は大きく変化をし

ております。人口減少やデジタル化の進展によ

りこれからの社会では、単なる知識の習得だけ

ではなく、探究力や協働力、さらにはデジタル

技術を活用する力といった、より高度な資質・

能力が求められてまいります。 

 特に、経済産業省が今年の3月に示しました

2040年の就業構造推計では、労働力の需給に大

きなミスマッチが生じることが指摘されており

ます。文系人材の余剰がある一方、ＡＩやロボ

ット活用人材、あるいは様々な産業の現場を支

えるエッセンシャルワーカーが不足すると予想

されております。 

 また、生徒の多様化というのも進んでおりま

して、通信制高校への進学者の増加とか、特別

な支援が必要な生徒への対応など、一人一人に

応じた教育がより重要となっており、多様性の

対応と共通性の確保の両方が求められているか

と思っております。 

 加えまして、(2)でございますが、少子化の進

行も大きな課題でございまして、15年後には15

歳人口、中学校卒業者数が約4割減少する見込み

でございまして、県立高校の小規模化はさらに

進むと予想しております。 

 特に、離島・半島地域におきましては、現在

でも定員割れが顕著な状況にございます。今後、

さらなる学校規模の縮小により、教員の配置や

開講科目に制約が生じ、生徒の学びの選択肢が

狭まるといった懸念もございます。 

 こうした状況を踏まえまして、2の大綱の位置

づけでございます。10年後、15年後を見据え、

持続可能で魅力ある高校教育の構築を目指すと

いう観点から、県立高校の再編整備に関する基

本的な考え方と方向性を示したものでございま

して、第三期の長崎県立高等学校改革基本方針

の下で取り組む施策として定めております。 

 今後、本大綱に基づきまして、各地域で様々

なご意見を伺いながら、再編整備の対象となる

高校や実施時期など、具体的な計画を検討して

いきたいというふうに考えております。 

 次に、資料の2ページ目をご覧ください。 

 Ⅱの本県の特徴を生かした魅力ある高校教育

の推進でございますが、その推進策として3つの

柱で整理をさせていただいております。 

 1つ目は、全ての生徒が自己の在り方、生き方

を主体的に考え、多様な学びと社会参画を実現

できる魅力ある新しい県立高校の在り方でござ

います。 

 従来の学科や課程の枠を超え、より柔軟で特

色ある教育システムを再構築し、探究活動や文

理横断的な実践的な学びを推進しながら、地域

課題や社会的な課題に対応できる資質・能力の

育成を図ってまいります。 

 また、ＩＣＴや遠隔授業を活用することで、

どの地域にかかわらず、多様な授業を受けられ

る環境を整え、個別最適な学びを実現していき

たいというふうに考えております。さらに大学

や企業など、外部機関と連携し、専門的な学び

や探究活動の充実を図ることで、高校だけにと

どまらない学習機会の提供を目指してまいりま

す。 

 2つ目は、社会や地域の期待に応える再編整備

の方向性についてでございます。 

 長期的な視点で学校規模の適正化を進めまし

て、地域ごとの状況を考慮しながら、再編を含

めた検討を行ってまいります。 

 一方で、小規模校については、単に統合する

のではなく、地域と連携した特色ある教育を推

進することも重要な視点というふうに考えてお
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ります。また、地域住民や自治体、産業界と連

携いたしました教育活動を充実させることで、

地域の活性化と高校の魅力向上を同時に図って

まいります。 

 さらに地域の将来を担う人材育成にも重点を

置き、理数系人材の育成や農業・工業・商業な

どの専門高校の高度化などを通じ、地域産業を

支える人づくりを進めてまいります。 

 資料の3ページ目をご覧ください。3つ目でご

ざいます。特色ある教育活動を可能にする教育

環境整備の在り方です。 

 まずは、教職員の専門性向上を図るとともに

外部人材の活用を進め、学校全体として、新た

な学びに対応できる体制を整えてまいります。 

 次に、再編に係る支援体制の構築といたしま

して、今後、学校数が少なくなるということは

十分に考えられます。そのため通学負担の増加

が懸念されることもあり、県として、スクール

バスの運行や通学支援、さらには寄宿舎の整備

など、生徒と家庭を支える仕組みを強化してい

きたいというふうに考えております。 

 また、学習環境の整備といたしまして、探究

学習に対応した施設や企業と連携できるラボの

ような空間整備など、魅力ある教育環境の整備

も進めてまいります。 

 Ⅲの次世代県立高校の創生に向けた再編のと

ころでは、今後の方向性について取りまとめて

おります。 

 本大綱の中核となる考え方は、創生会議でご

提言をいただきました学びのリ・デザインでご

ざいまして、従来の枠組みにとらわれず、学校

の学びの在り方そのものを見直し、教育の質を

転換していこうというものでございます。 

 学校規模につきましては、基本的に1学年3か

ら8学級を標準としつつ、複数の高校を再編する

場合には、その規模として4学級以上を目安とい

うふうに定めております。さらに多様なニーズ

に対応するため、大規模校の設置についても検

討していきたいというふうに考えているところ

です。 

 一方、離島地域につきましては、一律の基準

で考えるのではなく、それぞれの実情に応じた

柔軟な学校づくりを進めていきたいというふう

に考えております。 

 このような考え方や少子化の状況を踏まえ、

将来的な県立高校の在り方を想定した場合、現

在の県立高校、県立の全日制高校54校が、あく

までも目安ではございますが、30校から40校程

度になると見込んでいるところでございます。 

 資料の4ページ目をご覧ください。スケジュー

ルを掲載しております。令和7年度の創生会議の

スケジュールと8年度、今年度の動きを記載して

おります。 

 今後の進め方といたしましては、令和9年度に

かけまして約1年半の期間をかけ市町、学校、Ｐ

ＴＡ、地域の方々などを対象としたこの大綱の

説明会や、県立高校の在り方に関する意見交換

会の場を設けまして、各地域における県立高校

の将来の在り方について丁寧にご意見を伺って

まいりたいと考えております。 

 これらの議論を踏まえまして、早ければ令和

10年度をめどに県全体の再編整備計画を策定す

る予定というふうにしております。 

 なお、この計画の策定に当たりましては、数

の論理ではなく、数の論理という統廃合という

考え方、視点だけではなく、それぞれの地域の

特色や強みを生かした生徒一人一人が誇りと希

望を持って学ぶことができる魅力ある県立高校

づくりを目指してまいりたいというふうに考え

ているところでございます。 
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 以上で大綱についての補足説明を終わります。 

 続きまして、県立高校教育改革第11次実施計

画について補足して説明いたします。 

 サイドブックスの教育委員会補足説明資料第

11次実施計画の策定についてをご覧ください。 

 1ページ目になりますが、1の第11次実施計画

の概要についてです。 

 令和2年3月に策定されました第三期長崎県立

高等学校改革基本方針に基づき、令和9年度及び

11年度に実施する施策をまとめたものでござい

ます。 

 今回は、市町からの要望を踏まえた教育改革

を推進するものでありまして、波佐見町からは

波佐見高校の商業科をツーリズム科に改編を求

める要望、新上五島町からは中五島高校と新上

五島町立若松中学校による連携型中高一貫教育

の導入についての要望が出されております。 

 2番の第11次実施計画の教育改革の具体的な

内容についてご説明をいたします。 

 (1)です。商業科に関する専門学科、ツーリズ

ムデザイン科についてでございますが、波佐見

高校における商業科の魅力化を図るため、令和

9年度から、ツーリズムデザイン科への改編とな

ります。 

 現行の商業科は、ここ数年志願者数が激減し

ておりまして、募集定員の1学級40名に対して充

足率が3割程度にとどまっているという現状か

ら、何らかの対策を講じる必要があるというふ

うに考えているところでございます。 

 ツーリズムデザイン科の具体的な学びの内容

ですが、学科の特徴といたしまして、観光ビジ

ネスの学びを入り口に、まちづくりまで探究す

る点にありまして、単なる観光の勉強にとどま

らず、地域の産業や文化を生かしながら、持続

可能な地域の仕組みづくりを自ら考え、実行で

きる人材の育成を目指してまいります。 

 また、マーケティング、マネジメント、会計、

ビジネス情報といった商業分野の基礎を学びな

がらそれらを実際の地域課題に応用していく実

践的なビジネス教育と探究学習を融合させた県

内初の取組となる学科となります。 

 さらに、波佐見町におきましては、これまで

も寮の整備や学校活動を支援する助成制度など、

継続的に高校を支えていただいておりまして、

今回の学科改編に当たっても、シビックプライ

ドの醸成や産業人材の育成につながるものとし

て、全面的にご支援をいただくこととなってお

り、新しい教育活動の展開に適した環境が整っ

ているところでございます。 

 次に、改革の2点目として、(2)新たな連携型

中高一貫教育の導入についてですが、中五島高

校の近隣に位置する若松中学校との連携型中高

一貫教育の導入でございます。 

 新上五島町からの要望を受けまして、設置者

が異なる中五島高校と若松中学校による連携型

中高一貫教育を高校の敷地内で行う同居型とし

て令和11年度から導入する予定でございます。 

 導入に至る背景といたしまして、新上五島町

では少子化の影響により小中学校の小規模化や

複式学級が進行していることから、学校の統合

と併せて教育の質の向上と地域の活性化を両立

させる取組が進められておりまして、その一環

として、町では、幼児期から高校まで見通した

ふるさと教育を推進し、発達段階に応じて学び

を体系的に積み重ねる教育が進められておりま

す。 

 この町が進めるふるさと教育と、中五島高校

の学びの特徴であります地域課題解決型探究学

習「パブリックワーク」を中高一貫教育の導入

によってさらに効果的に融合することができ、
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中学校段階では、地域の課題への気づきを通し

て、主体的な課題意識を育成し、高校段階では

その課題に対する具体的な解決策を検討・実践

することで、6年間を通じた体系的な学びが可能

になるかと思っております。 

 さらに教員の相互乗り入れや施設の共同利用

により、日常的に中高が連携した教育活動が可

能となりまして、一貫教育の効果を最大限に発

揮することが期待されることから、中五島高校

の敷地内に若松中学校を配置し、教育活動を一

体的に行う環境を整備してまいりたいというふ

うに考えているところでございます。 

 以上で補足説明を終わります。ご審議の方よ

ろしくお願いいたします。 

【中村(俊)委員長】 ありがとうございました。 

 次に、陳情審査を行います。サイドブックス

に掲載しております陳情書一覧表のとおり、陳

情書の送付を受けておりますので、ご覧願いま

す。 

 陳情書について何かご質問はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【中村(俊)委員長】 それでは、質問がないよう

ですので、陳情につきましては承っておくこと

といたします。 

 次に、議案外所管事務一般に対する質問を行

います。 

 まず、政策等決定過程の透明性等の確保など

に関する資料について、ご質問ありませんか。 

【堀江委員】 冒頭に、教育政策課長が、今回

1,000万円以上の契約状況一覧表で複数課、3つ

の課で追加訂正があった。 

 そのことについては、組織的なチェック体制

ができていなかったという原因を述べて、今後、

チェック体制を強化するというふうに説明があ

りました。 

 今後、組織的なチェック体制をするというこ

となので、そのことについては注目しておきた

いというふうに思います。 

 そこで質問いたします。 

 県立学校給食調理等業務委託について質問い

たします。 

 これは3年に一度の契約です。3年前は4つの地

区で契約をしていたんですが、今回はこの16ペ

ージにありますように、3つの地区としか契約を

しておりません。長崎西彼地区の契約はどうい

うふうになるのですか。 

【川端体育保健課長】 長崎西彼地区につきまし

ては、今回お示ししている3件と同時に総合評価

の一般競争入札を実施しました。 

 ただし長崎西彼地区につきましては、予定価

格を超過したということで落札に至らず、今、

現在再公告、入札を行う準備をしているところ

でございます。 

【堀江委員】 長崎西彼地区の契約は、今後行う

ということですね。 

 それでこの契約相手なんですけれども、住所

が3年前と同じですよね。これ社名の変更をした

ということですか。 

【川端体育保健課長】 今回、社名が変わってお

りますけども、社名変更によるものでありまし

て、同一の会社でございます。 

【堀江委員】 3年前は4地区で3つの業者が落札

をしております。今回は、3地区は同じ業者、つ

まり1社で3地区を受け持つということになりま

す。容量は、大丈夫かとの不安にどのように答

えますか。 

【川端体育保健課長】 今回、3地区について同

じ業者と契約することになりました。今回、総

合評価方式による一般競争入札を実施したんで

すけども、参加業者につきましては、資格審査
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を行いまして、それぞれ実施が可能だというこ

とで県教育委員会としては判断して入札を実施

しているということでございます。 

 今回、3地区同じ業者になりましたけども、県

教育委員会としては、この委託業務については、

実施可能というふうに判断しております。 

【堀江委員】 入札の結果だということは、私も

承知しておりますけれども、もう一つ疑問の声

を質問したいと思います。 

 例えば、これから入札をするとする長崎西彼

地区の落札をこの業者がするとすれば、つまり

1社で全ての契約を受け持つというか、契約とな

りますよね。 

 その場合、4地区とも1社でやるということに

ついては、これはリスクはないのか、その点に

ついてはどのように考えていますか。 

【川端体育保健課長】 この給食業務委託なんで

すけども、委託業者が各学校に調理場を設置し

ておりますけども、そこに調理員を派遣してい

ただいて、そこで栄養教諭の指導の下、給食業

務を行っていると、調理業務を行っているとい

う形態になります。 

 仮に、再度公告しておりまして、同じ業者が

入ってくるかというところは、まだ不明ですけ

ども、そこについては、資格審査をして審査の

結果、できると判断すれば一応参加できるとい

うふうに考えております。 

【中村(俊)委員長】 ほかにございませんか。 

【千住委員】 失礼します。 

 私から1点です。2ページ、3ページにあります

業務支援員、あるいはスクール・サポート・ス

タッフ等の補助で、14市町が上がっているわけ

なんですが、21市町ある中で3分の2が一応何ら

かの支援員といいますか、を入れているという

ような形になります。残り7町は独自でやられた

のか、それとも応募がなかったか、ちょっと3月

に聞いたのかもしれませんけど、ちょっともう

一度確認をしたいんですが。 

【馬木教育人事課長】 ありがとうございます。 

 この事業は、市町と県と国とそれぞれ財政負

担をしながら業務支援員を雇っていくという、

そういう事業なんですけれども、市町からの応

募というか、申出によって予算をつけていくと

いう形を取っております。 

【千住委員】 それは重々承知しているんですが、

その7市町は独自にやられているのか、それとも

必要なかったのかという、この7市町が何らかの

支援員といいますか、これを採用していなかっ

たのは、なぜかといったところをちょっとお聞

きしたいんですが。 

【馬木教育人事課長】 ありがとうございます。 

 財政面の負担があるものですから、優先順位

があるのかなというふうに思っております。 

 市町として独自に何かをしているかどうかと

いうところは、すみません、把握していないん

ですけれども、今回、優先順位が低いというふ

うに判断されたのかなというふうに思っており

ます。 

【千住委員】 先ほどの休憩時間等もありますけ

ど、もともとマンパワーが足りないとあれだけ

話になっていますので、ぜひ21市町が、人口が、

生徒数が、児童数が多い、少ないもあるかと思

いますけども、ぜひその辺もしっかり入れてい

ただかないと、実際現場、もうこういった休憩

もまた取るとなると、また人手が足りないと、

取りたくても取れないというような事態になり

ますので、その辺り県からもきちっと、何とか

県ももうちょっと財政、力を入れるとか、そう

いった形で取り組んでいただきたいと思います。

よろしくお願いします。 
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【中村(俊)委員長】 ほかにございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【中村(俊)委員長】 それでは、次に、政府施策

に関する提案・要望の実施結果について、ご質

問はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【中村(俊)委員長】 それでは、次に、長崎県高

等学校の再編整備に係る大綱についてご質問は

ありませんか。 

【清川委員】 私の方から一点だけお尋ねします。 

 次世代高校創生に向けた再編、「(2)県立高校

の再編に向けての方向性（学校規模についての

基本的な考え方）」と書かれております。 

 その下段の方に、「一方で離島地域は本土と

状況が大きく異なるため、必ずしも学校規模に

とらわれるのではなく、島ごとの実情や島内で

の高校配置状況を踏まえて柔軟な学校づくりを

検討していく」というふうに書かれております

が、この柔軟な検討をしていくというのをもう

少し詳しく説明していただけないでしょうか。 

【田代高校教育課ながさき次世代高校創生室長】 

本土部につきましては、統合する複数の学校を

一緒にする場合は4学級以上という形で考えて、

あくまでもある程度の規模がないといけないと。

ただ、離島の場合ですが、複数あるところもあ

りますし、1島1高校の場合もございます。 

 そういうところ、地域の実情に応じて、それ

ぞれに合わせた形で検討をしていきたいという

ふうに考えているところでございます。 

【中村(俊)委員長】 よろしいですか。 

 ほかにございませんか。 

【千住委員】 失礼します。 

 私の方から、まずちょっと最初に確認をした

いんですが、朝、前田委員の方から松浦高校の

話があったんですけども、私もその記事を見て、

対象に含まれていないと明らかにしたというこ

とで話があったんですが、これが対象外なのか

ということであれば、対象となっている学校が

あるのかと、そういったところをもう一度ちょ

っと確認をしたいんですが、お願いします。 

【田代高校教育課ながさき次世代高校創生室長】 

5月25日に松浦市の要望がございまして松浦高

校の存続に関して要望がございました。 

 サイドブックスの政策等決定過程に関する資

料の31ページの要望事項の対応要旨にも書いて

ございますけども、回答といたしましては、将

来的な在り方については、市内の子どもの数の

推移や高校への入学者数を総合的に勘案しなが

ら考えていくが、現在、松浦高校の統廃合につ

いては検討していないというふうに回答してい

ます。あくまでも現在です。 

 現時点において、県として特定の高校を再編

整備の対象とする、あるいは対象外とするとい

うものを決定しているものはなくて、今回の大

綱策定後、令和9年度、先ほど申し上げました1

年半かけて、各地域の実情やご意見を丁寧に伺

いながら、全ての県立高校の今後の在り方につ

いて、学科改編も含めたところで検討を進めて

いきたいというふうに考えているところでござ

います。 

【千住委員】 ご説明ありがとうございました。 

 一応今のところはということで、今後という

こと、今回大きな大枠が大綱として示されたわ

けなんですが、そういった中で、今後各地域の

声をお聞きして進めていくということで、今年、

来年かけて聞いていくということになると思う

んですが、実際、聞くということになると、各

地域、各学校、それは学校をきちっと残したい

という思いが多分、全ての学校がそうじゃない

かなと思うんですよね。 
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 その後が今度非常に難しくなっていくのかな

と思うんですが、そういった中で、聞いた後、

県全体としての生徒数、児童数の考え方をまず

大事にするのか、それとも学校ごとに考えるの

か、それとも各市町といいますか、で考えてい

くのか、それともエリアごとで考えていくのか

と、どういった進め方で、聞いた後、進めてい

くのかと。早ければ令和10年度中にということ

でお話があったかと思うんですが、その辺りの

ロードマップといいますか、その辺りをちょっ

とお聞きしたいんですが。 

【田代高校教育課ながさき次世代高校創生室長】 

県立高校の再編整備につきましては、少子化の

進行による生徒数の減少を見据えて将来にわた

り高校教育の質を維持・向上させるため地域ご

との実情に応じた学校数や学校規模の適正化を

進めるというふうにしております。 

 市町によっては、県立高校が複数校ある場合

もあれば、1校のみの場合もございます。効果的

な教育機能を確保するという観点から、市町の

枠を超えて地域全体で再編整備を進める必要が

あろうかと思っております。 

 例えば島原地域におきましては、半島全体で

考えていく必要があると認識しているところで

ございます。 

 具体的な再編整備の在り方については、その

地域の特性や将来の方向性を踏まえながら議論

を進めて、10年後、15年を見据えた長期的な視

点に立った高校の姿を描いていきたいというふ

うに考えております。 

【千住委員】 ご説明ありがとうございます。 

 その地域ごとという、その地域という枠がな

かなか捉えにくいところもありまして、先ほど

島原半島の話もありましたが、そこにいる生徒

の数によって変わっていくのは、十分だと思う

んですね。今度そこに今、県立高校だけじゃな

くて私立学校があるわけですよね。ということ

は、その私立の学校をどう考えていくのかと、

今後ですね。 

 私立の高校も学科を変えていったりとか、男

女共学にしたりとかいう形で今進んでいるわけ

ですが、その公私の連携という形で、この大綱

はどのように進めていくのかをお聞きしたいと

思います。 

【田代高校教育課ながさき次世代高校創生室長】 

この少子化の中で、公私で競争していてもどう

しようもないと思っております。また連携しな

がら高校教育を、長崎の子ども達にいい高校教

育を提供していくことが重要であるというふう

に考えています。 

 ですので、県立高校の再編を考えるに当たっ

て、私立高校の状況も踏まえながら検討してい

く必要があろうかというふうに思っているとこ

ろでございます。 

【千住委員】 最後にしますが、その私立高校と

も共存していくという形で、今までに役割を担

っておられるので、その大綱を今度進めていく

中で、この私立学校との実際の協議といいます

か、教育委員会と私立学校のところの協議とい

う形は、どのように進めていくのかをちょっと

お聞きしたい。 

【田代高校教育課ながさき次世代高校創生室長】 

毎年1回、公私の連絡協議会というのを設置し、

その中で、公立の募集定員などの協議を行って

おります。 

 これを年1回ではなくて、今後複数回開催いた

しまして、公立高校の今後の在り方みたいなと

ころも意見交換をしながら、また、私学の方も

どういった形でそれぞれ進んでいかれるのかと

いうのを十分意見交換しながら、今後の県全体
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の高校教育の在り方を一緒に議論していきたい

なというふうに考えているところでございます。 

【千住委員】 これ本当、朝から教育長のお話も

ありましたとおり、非常に難しいところもある

と思うんですね。もう非常に覚悟の要るところ

だと思います。 

 また、今学校の先生方も減っている中で、今

度教員の採用にも関わってくるといったところ

もありますので、これが今まで高校改革がずっ

と進んでいる中で、なかなか前に行かないとい

うようなところもありましたので、ぜひきちっ

とした形で方向性を出していただきたいと。 

 いろんな話を聞けば聞くほど、多分難しいと

は思うんですけども、実際のところ20年、15年

たつともう明らかなので、ぜひ進めていただき

たいと思います。 

【松本委員】 やっぱりここで一番大きな根拠と

なるのが、15年後には15歳の人口が4割減少する

と、もう子ども自体いなくなってしまうわけで、

それが数字で見えているわけですよね。ですか

ら、もうやむを得ない判断だと思います。 

 ただですね、先ほどから離島の話、私立高校

の話、出ていますけど、すごくもういずれにし

てもその件が話せない中で、一番私が懸念する

のは、教育環境整備の在り方で3ページのところ

に「教育機会の確保に向けた再編にかかる支援

体制の構築（スクールバスの運行などの通学支

援、交通費補助等）」というところがあるんで

すけれども、今の話の中で、例えば離島や半島

の学校を統合するといたします、仮にですね。 

 そうすると、今ただでさえ、通学のための公

共交通が地域でも減っていっているんです、減

便もされている。それは親がもちろん自家用車

で送ったりはしていますが、これがさらに厳し

くなるわけですよね。公共交通がそもそも足り

ていない、離島・半島は、元からですよ。それ

なのにさらに統合すると、要は生徒たちの通学

時間がどんどん長くなっていきます。そういっ

たときに、じゃあ通学費の補助をしますとか、

書いていますけれども、現実的にバスがない中

でどうやっていくのか。 

 そしてこちらでは、もう一つは、遠い場合に

は寮を設置しますと書いてあります。そしたら

結局、県教委が、通学バスとか寮を今の財政状

況の中で新たにつくるというのは、現実的に難

しいと思うんですよ、これからですね。 

 そうなってくると、やはり先ほどの千住委員

の質問の中にもあったように、私立高校は既に

もうスクールバスも持っていらっしゃる、寮を

持っていらっしゃる学校もあられます。そうい

った公私間の連携というのもやはり視野に入れ

ないと、ここで書いたものの、実際に通学でき

ない、行きたくても行けないという状況に陥っ

てくると思うんですけれども、それについては

どのようにお考えですか。 

【田代高校教育課ながさき次世代高校創生室長】 

委員ご指摘のとおり、新たな財政負担が生じる

ということがございます。 

 今、私学の方はスクールバスをお持ちです。

また、寮についても持っていらっしゃるという

ところで、子どもの数が減ってまいりますので、

そういうところは、今から公私立の連携の在り

方というのを具体的に協議していくことになる

んですけども、いろいろと我々からもご発案さ

せていただいて協議をしていきたいというふう

に思っているところでございます。 

 また、スクールバスにつきましては、例えば

県で導入するとしても、1校という形じゃなくて

複数校で導入できるような体制が考えられない

かなというところを今考えているところでござ
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います。 

【松本委員】 そうすると、これからの話ですけ

れども、その地域において、これから話合いを

していく中で、恐らくその話が保護者からも地

域からも出てくると思うんですよね。 

 それをそのときに聞いてから考えるのではな

くて、もう計画をしている段階で、交通網に関

してはこのような対策を取ります、寮について

はこのような対策を取るという形で、事前にあ

る程度決めた上でご相談する形にしないと、や

はり不安感をあおってしまうことになると思い

ますが、そちらの進め方としては、どのように

お考えですか。 

【田代高校教育課ながさき次世代高校創生室長】 

これから秋ぐらいをめどに始めていきたい、意

見交換会とか、説明会を開催したいと思ってお

ります。 

 今、寮とバスの話があって、まだ具体的に何

か決めているものはございません。ただその意

見交換するに当たっては、少しは具体性を持ち

ながらご説明をしていきたいというふうに考え

ているところでございます。 

【中村(俊)委員長】 よろしいですか。ほかに。 

【川崎委員】 まず、大事な議論ですので、細か

いところになりますけども、お尋ねいたします。 

 まず、資料でいう19ページ、「本県の特徴を

活かした魅力ある高等教育の推進」というとこ

ろで何点か質問させていただきますが、ＳＴＥ

ＡＭ教育やＤＸを軸に学科横断的な学びの推進

とありますけども、この内容を見ると、どうも

理系に傾斜するというような方針のイメージが

ございますが、ご説明いただきたいと思います。 

【田代高校教育課ながさき次世代高校創生室長】 

今年2月に文部科学省が示しました高校教育改

革に関するグランドデザインというのがござい

ます。 

 これにおきまして、2040年には少子高齢化、

生産年齢人口の減少、地域の過疎化は一層深刻

化するとともに、労働力需給ギャップが発生し、

先ほど冒頭申し上げましたが、事務職員は余剰

となり、ＡＩ・ロボット関係の利活用を担うい

わゆる理系人材は不足するという指摘があって

おります。 

 そのため、グランドデザインにおきましては、

ＡＩやデジタル技術を活用し、文系・理系の区

分にとらわれない幅広い教養と科学的思考力を

備え、新たな価値の創造をできる人材や問題解

決や探究活動を通じた理数分野の学びをこれか

らの経済・社会の発展につなぐことができる人

材の育成を目指す必要があるというふうに定め

られております。 

 こういったことを受けまして、本県の高校教

育におきましても、ＡＩ、デジタル技術の利活

用とかＳＴＥＡＭ教育の推進を通して、理数的

素養を育むとともに、地域産業との連携等によ

り時代に求められる生徒一人一人の資質・能力

の育成を図ってまいりたいと考えております。 

【川崎委員】 論理的な思考をきちんと持つとい

うことは、大変重要なことかと思いますので承

知いたしました。 

 次に、22ページ、高等教育機関との連携でご

ざいますが、公開講座の単位認定が例示として

挙げられていると思うんですけども、ぜひこう

いったことにとどまらず、もっと踏み込んだ連

携が検討できないのか、お尋ねをいたします。 

【岩坪高校教育課長】 委員ご指摘のように、高

等教育機関との連携というのは、ますます重要

になってくるというふうに考えております。 

 今後考えられる連携としましては、ここに書

いております公開講座の単位認定だけではなく
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て、例えば高校生の探究活動に大学の教員が専

門的な立場から助言をするでありますとか、大

学の教員が高校を訪問して授業を担当するであ

りますとか、大学生、大学院生が高校生に学習

のサポートをする、または、大学・高校の施設

を共同利用するようないろんな形が考えられる

と思いますので、今後、柔軟に検討しながら、

よりよい大学等との連携の形を模索していきた

いというふうに考えております。 

【川崎委員】 地元の大学と連携ということであ

れば、地元定着という流れも期待もされるとこ

ろでありますし、ぜひ連携強化をお願いしたい

と思います。 

 次に、27ページ、これも前回の議会でも確認

をいたしましたが、新たにお尋ねいたします。

県内の産業界がどういった人材を求めているの

か、また学生たちがどういった仕事につきたい

のか、こういったマッチングは大変重要なもの

でありますし、若者の県内定着に大変ポイント

かというふうに思っています。 

 この産業界との連携、もっともっと強化をす

べきと考えますが、ご見解を伺います。 

【岩坪高校教育課長】 高校と産業界の連携につ

いてですけれども、産業界からはコミュニケー

ション能力が高い生徒、また主体的に行動でき

る人材やデジタル技術を活用できる人材への期

待というのが高まっているというふうに感じて

おります。 

 また一方で、高校生としましては、働きやす

さでありますとか、仕事の内容を重視する傾向

が見られます。 

 このような中で、就職のミスマッチを防ぐと

いうのは、非常に重要でありまして、まず企業

をよく知るということが大切になってくるかと

いうふうに思っております。 

 企業にとっては、このような取組を通じて事

業内容であるとか、働きやすさなどの魅力を知

ってもらう機会になると思いますし、高校生に

とってみても、県内企業の取組や自分が今後ど

のような力を身につければよいのかというのを

実感する機会にもなると思いますので、ぜひ産

業界との連携については、しっかりと取り組ん

でいきたいというふうに思っております。 

【川崎委員】 産業界もそれはもうぜひ協力を目

いっぱいされると思いますので、ぜひ連携強化

をお願いします。 

 次に、30ページ、先ほども離島・半島の高校

のことについて触れられましたが、私も全く同

感でありまして、もう人数のいかんにかかわら

ず、統廃合をしながらでも存続をさせなければ

ならないと思います。 

 しかし、松本委員からも指摘があったように、

やっぱりバスとか交通機関、非常に脆弱です。

離島へ視察に行くと、もう1日とうとうバスに擦

れ違わなかったというようなことも正直ござい

ます。それぐらいやはり厳しい環境なんだろう

というふうに思っておりますが、やはりこの通

学環境、そういったところには、ぜひ心を砕い

て、地域全体で支えていっていただきたいと思

いますが、見解を伺います。 

【田代高校教育課ながさき次世代高校創生室長】 

再編整備を進める場合に、委員ご指摘のとおり、

離島・半島地域では、通学の距離の増加とか、

公共交通の乏しさが大きな課題になることは認

識をしております。 

 関係機関と連携して交通手段の確保を進める

必要があるというふうに考えております。具体

的には、高校、県、市町、地域交通の担当部局、

市町の教育委員会、交通事業者など、広く関係

機関と連携いたしまして、国において令和9年度
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から創設される予定の高校改革促進交付金とい

う新たな交付金がございます。こういった支援

策も視野に入れながら、将来的な通学手段の確

保に向けて、しっかりと取り組んでまいりたい

というふうに考えております。 

【川崎委員】 もうぜひ徹してやっていただきた

いと思います。 

 次に、32ページの第3章「次世代県立高校の創

生に向けた再編」というところでありますが、

まさに先ほどの数量的な話でありますけれども、

前回も15年後のことではなく、もう10年先から

既に人口減少・少子化というところで、かなり

学級数も厳しい状況になってくるということで

お話をいただきました。 

 今回も、大綱の中では教育活動の充実の上か

らも、一定の統廃合は必要として1学年当たり4

学級を目安としているという話がありました。 

 また一方、中には生徒の多様性やニーズに応

えるため8学級を超える大規模校の設置も検討

するということも示されたところです。この8学

級を超える大規模校となりますと、必然的に人

口が多い地域での整備だと思います。 

 前回の3月議会でも触れましたけども、やはり

スクールバスやダイヤの確保、こういったのが

難しくなりつつある中にあって、やはり公共交

通機関の充実した中心部の平地、こういったと

ころに集約した再編も検討すべきと思っており

ます。 

 ついては、既存の学校用地に限定をせずに、

新たな場所で魅力ある教育が受けられる高校の

新設も検討が必要ではないかと思いますが、見

解を伺います。 

【田代高校教育課ながさき次世代高校創生室長】 

ご指摘のとおり、公共交通機関の利便性が高く、

通学のしやすさを確保するとともに、将来にわ

たって安心して利用できる環境が整った中心部

の平地への設置というのは、生徒や保護者にと

っての安心感や利便性の向上につながるという

点で重要な視点であるというふうに思っており

ます。 

 しかし、そもそも学校を設置するに当たって

は、広大な用地が必要となりますので、そうい

った適切な用地があるのかといった点や、新た

に用地を取得する場合には、大きな財政負担が

生じるといった点も懸念しているところでござ

います。 

 今後、令和9年度にかけて1年間半かけて地域

にご説明をしながら、意見交換会の場を設けて、

各地域における県立高校の将来の在り方につい

て意見を伺っていくこととしております。 

 その中で、学校の立地や施設の在り方につい

ても様々な観点からご意見を賜りたいというふ

うに考えているところでございます。 

 新たな時代にふさわしい学びの姿を再構築し

ていくために、様々な可能性を探ってまいりた

いと考えております。 

【川崎委員】 本当に様々な可能性を探っていき

ましょう。 

 最後にいたします。政策等決定過程の透明性

等の確保、先ほど質問すればよかったんですが、

関連するのでこちらに回しましたが、資料は37

ページのところに専門人材の配置について、人

材バンクの設置検討が委員から示されたという

記載がありました。 

 政策等決定過程の透明性の資料の37ページ、

この大綱でそういったところは見当たらなかっ

たんですが、もう俎上には乗らなかったという

ことでしょうか。 

【田代高校教育課ながさき次世代高校創生室長】 

産業界の連携というところで今後、高校におい
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ても、授業を企業の方々にやっていただくとい

うのが恐らく多くなっていくのかなと考えてお

ります。 

 そしてそういう方々を派遣してもらうために

バンクみたいなのをつくったらいいんじゃない

かというのが委員の皆様のご意見だったという

ところだと思います。 

 今の大綱の中では、産業界との連携を重視し

ながら、高校教育を進めていくというふうに明

記しておりますので、1つの手段としてこのバン

クというのがあるのかなということで、大綱自

体には掲載をしていないというところでござい

ますが、そういったバンクをつくっていくこと

も検討していく必要があるのかなというふうに

は思っているところでございます。 

【中村(俊)委員長】 堀江委員、どうぞ。 

【堀江委員】 まず、室長にお尋ねいたします。 

 冒頭の説明で、数の論理だけでなくと説明さ

れましたか、それとも、数の論理でなくと説明

されましたか、どのように説明されたか、もう

一度説明してください。 

【田代高校教育課ながさき次世代高校創生室長】 

数の論理ではなくというふうにご説明したもの

でございます。 

【堀江委員】 数の論理ではなくということです

ね。それで概要の3ページに、最後に言われまし

たね、「全日制高校54校があくまでも目安でご

ざいますが、30校から40校程度になることが見

込まれる」。これというのは、これからその地

域で学校がどういう学びをするのかと、住民の

皆さんの意見を聞く、住民の皆さんの意見とい

うのは、自治体の皆さんの声でもあるし、また

自治体を超えた声でもあるし、その声を聞こう

かというときに、もう減りますよと、目安であ

るけれども、学校が減るんだということを言う

ことはね、これは県民の取り方としては高校を

減らすんじゃないか、この計画はと、そういう

ふうに取りますよね。 

 その点では、これからこういうふうに結論づ

けて、54校が30校から40校程度になりますとい

うふうに言っておきながら、いやいや、その高

校の在り方、学びの在り方については、これか

ら皆さんと話しますって、非常に方向性をつけ

ておいて話しますって、それはもう減らすとい

う印象しかありませんし、そういうふうになる

と思います。 

 せめてこのⅢの(2)は丸が5つありますけれど

も、この一番最後は取るべきだと、4つで踏まえ

た上で、あと皆さんと検討しますとするべきじ

ゃないんですか。 

 でないと、これだけ見たら本当に自分の高校

はどうなるのと、これが真っ先に思う皆さんの

声ですよ。 

 数の論理ではなくと言われましても、数の論

理だというふうに思うんですけど、その点はど

のように見解をお持ちですか。 

【田代高校教育課ながさき次世代高校創生室長】 

この大綱を策定するに当たって、最後の30から

40というところを入れるかどうかというのは、

かなり迷ったところでございます。 

 ある程度、目安として子どもの数がこれだけ

減っていくので、高校の数はこの程度になりま

すというのをお見せした方が、より県民の皆様

にお分かりいただけるのではないかといった視

点でこの数値を入れさせていただいたところで

ございます。 

 ただ、各県立学校の今後の在り方については、

各地域で十分ご議論をして、ご意見をいただい

た上で、それぞれ検討していきたいというふう

に考えております。 
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【堀江委員】 私はね、人口が減るから高校が減

るという意見には賛成しておりません。 

 仕方がないという意見もありますけれども、

私は仕方がないというふうには思わなくて、少

なくとも離島では、小規模高校の教育力の高さ

が評価されている。それぐらい本当に小規模校

で頑張っていますよ、長崎県の。 

 そのために、じゃあどうするかということで、

皆さんが苦心をされて、どの子も、どこの地域

にいても、高校生として同じ学びをということ

で努力をされている、その方向ができないのか

というのがあると思います。 

 確かに人数が減ります。人数が減りますけれ

ども、例えば学級数の1つにしましてもね、小学

校から30人学級が始まって、中学校も始まって、

10年先、15年先というのは、高校も30人学級っ

てあり得るんでしょう。でも基準は40人学級じ

ゃないですか。 

 例えば、適正な学校規模のことについて質問

しますけれども、これまでの適正規模は1学年、

3から8学級ですよね、適正規模というのはね。 

 そして1学年当たり4学級以上、あるいは8学級

を超える大規模校を、今回設置しますが、これ

まで長崎県教育委員会が言ってきた適正規模を

変えるわけでしょう、今回。適正規模を変えま

すよね。何でこれまでいいと言った適正規模を

変えてまで高校を減らすんですかという率直な

疑問がありますが、その点についてはどのよう

にお考えなのか。 

 もちろんこれはね、ながさき次世代高校創生

会議でもう話されたことですというふうに言う

と思うんですけど、ごめんなさい、去年はこの

文教厚生委員会にいなかったので、会議の内容

を私は聞いておりませんのでね、今回これが出

されたので改めてこの適正規模、今までこれが

いいと言っていた教育委員会の適正規模を、こ

れ変えるわけでしょう。 

 変えてまで、言えば、高校の数を減らして8学

級にしないと言っていたのに、8学級を超えると、

そこまでする理由は何ですか。適正規模を変え

るというその根拠がよく分からないんですけれ

ども、もう一度説明してください。 

【田代高校教育課ながさき次世代高校創生室長】 

高校の規模というのは、第三期の県立学校改革

基本方針に基づいて3から8学級と定められてお

ります。これは令和12年度までの計画です。で

すので、現状といたしましては、適正規模と言

われましたら3から8学級です。 

 ただ、今後その再編整備を考えていく中で、

この8学級に縛られることなく、様々な可能性を

考えていきたいというところで、この大規模校

の設置も考えられるのではないかという形で8

学級を超えるというような形で記載させていた

だいているところでございます。 

【堀江委員】 いずれにしましても、それは高校

を閉校させて、統合させていくと、子どもたち

の数を増やすということになりますので、8学級

を超えるというふうになっていくと思うんです

ね。いずれにしても、この大綱について今回議

会で初めてきちんと意見を交わせるので、私と

してはこの全日制高校54校があくまでも目安で

ございますけれども、30校から40校にというこ

とについてはね、これは県民の皆さんは、もう

自分たちの学校が閉校されるんじゃないかと、

その不安が先に立つということ。 

 何よりもここをつけるべきではない。どうす

るかということを住民の皆さん、地域の皆さん

と、地域をどの範囲かというのは、問われます

けれども、これから協議をしていくんでしょう。

その上で、学校の数があるんじゃないですか。 
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 先に目安として思ってもらうということは、

高校の数を減らしますから、皆さんその方向で

検討してくださいと、乱暴な言い方をすればね、

そのように言っているのと同じではないかと私

自身は思うということもこの機会に申し上げて

おきたいと思います。 

【大倉委員】 この再編整備に関する大綱という

ことで示されたわけですけれども、私が伺いた

いのは、その再編基準ですね、今からこれは検

討していくというところなんでしょうけれども、

この基準、どういったところを基準にして、再

編していこうとしているのか。 

 例えば人気のある学校、人気のあるなしに関

わっていくのかどうか、そう考えていくと、入

試の志願倍率がどうなのか、そういったところ

も踏まえて、これは再編基準として捉えていく

のかどうか、その辺りの方向性をお尋ねいたし

ます。 

【田代高校教育課ながさき次世代高校創生室長】 

志願倍率といいますか、定員に対する充足率と

志願のどれだけ希望があるかというところも含

めて考えていく必要があると思うんですけども、

その学科に応じましては、その学校を閉じずと

も、また違う学科に、先ほど波佐見高校のお話

をさせていただきましたけども、商業科をツー

リズムデザイン科に改編するようなことも1つ

の再編になります。 

 ですので何らか基準を設けるというのではな

くて、10年後、15年後にどういった教育を提供

するべきかというところを考えながら、全体的

な高校の再編を進めていきたいというふうに考

えております。 

【大倉委員】 なぜ伺ったのかと言いますと、全

国的に、公立の工業高校離れが進んでいるとい

う見方があるんですね。こういった世の中の流

れを果たして踏まえるのか、いや、それは違う

んだというところで、きちんと本県独自で考え

ていくのかというところを聞きたいんです。 

 日経新聞の記事を読んだんですけれども、全

国39都道府県で志願倍率、これが1.0を切ってい

るそうなんですね、2026年度入試の工業高校、

工業科の学校です。 

 そこで本県の、ちょっと伺っておきたいんで

す。工業科がある県立高校、幾つもあります。

その全体でいいので2026年度入試の志願倍率、

分かりましたらお尋ねいたしたいと思います。 

【岩坪高校教育課長】 令和8年度入学者選抜に

おける工業科の志願倍率ですけれども、一般選

抜で申し上げますと、工業科全体で0.94倍とい

うふうになっております。 

【大倉委員】 本県も1.0を切っているというこ

とですね。これ倍率って下がり続けている傾向

かどうか、その辺りは分かりますか。 

【岩坪高校教育課長】 前年度の倍率を見てみま

すと、前年度は0.99倍ということでした。その

前の年は入試制度が現在と異なっておりますの

で、単純な比較はできないんですけれども、や

はり少子化の影響等で倍率は下降傾向にあるの

かなというふうに思っております。 

【大倉委員】 まあまあこの数字だけを捉まえて、

これを1つの方向性とは言えないとは思います。

ただ、やっぱり全国の流れと本県も似ていると

ころがあるのかなというところは数字を見ると

感じます。 

 その工業科の人気が低迷していくとなれば、

やっぱり製造業の影響が出てくるんですね、本

県でも。これ非常に私は危惧しているところで

ございまして、しかし、工業科の生徒というの

は非常に就職希望者も多くて、内定率も高いわ

けです。 
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 ですから、安易に今後、その志願倍率だけを

見て、その判断基準ということにはしてほしく

ないんです。今後、もちろんこれは検討が必要

なんですけれども、やっぱり何というのかな、

その将来性、学校の将来性、子どもの将来性と

いうことも考えた上で、学校再編ということを

しっかりと議論してもらいたいと思うんです。

その辺りをちょっと要望しておきたいんですが、

ご見解がありましたらお尋ねいたします。 

【岩坪高校教育課長】 今、委員からご指摘があ

りましたように、工業科の学びをいかに充実さ

せたものにしていくかということが私たちに課

せられた使命ではないかなというふうに思って

おります。 

 現在、産業界と連携して、例えば、高校の授

業の中で半導体について扱っているようなもの

もあります。今後、そのような外部との連携等

を通して、工業の学びというのをさらに魅力あ

るものにしていきながら、その中で、再編とい

うのも考えていきたいというふうに思っており

ます。 

【大倉委員】 ありがとうございます。 

 今回0.94という倍率ではあったんですけれど

も、もしかしたら、この4月からの私立高校の授

業料無償化、こういったものがもしかしたら影

響して受験生がそちらの私立高校に流れたのか

もしれませんし、だから一概には言えないと思

うんです。 

 やっぱり先ほど申し上げたように、手に職を

持つことができる学校なんですね、工業科とい

うのは。そういったところをしっかり捉えて今

後再編というのはしっかりと議論していただき

たいということを要望しておきます。 

【前田委員】 先ほど、基本方針ということで第

三次の部分がありましたけども、通常だったら

学校数が変わらなければＲ12年で終わるやつが

第三次が終わったら今度、第四期の基本方針を

つくるじゃないですか。 

 それは通常、学校数が変わっていなければ2年

ぐらい前から検討に入るのかなと勝手に思って

いますけども、今回は、Ｒ13には再編が終わっ

た形でスタートしていくんですよね。 

 さっき11次の話があったけども、前倒しが一

部あるにしたって基本スタートはＲ13から新し

く再編した中でスタートしていくという理解を

まずしていいんですか。 

【田代高校教育課ながさき次世代高校創生室長】 

12年度まで第三期の高校改革基本方針の期間中

でございます。ですので、単純に言いまして令

和13年度から第四期という形になってまいりま

す。 

 今回大綱という形でお示しをしております。

この第三期と第四期にまたがるような形でこの

大綱がありまして、再編整備計画もそういった

形で位置づけていく形になろうかというふうに

思っているところでございます。 

【前田委員】 そうなると、最終的に30か40にな

るかもしれないという話が出ていましたけど、

もうできるところから再編がスタートしていく

という理解でいいんですか。 

【田代高校教育課ながさき次世代高校創生室長】 

基本的に今後1年半かけて、地域と意見交換会を

しながら今後の県立高校の在り方というのを検

討していく期間としております。 

 ただ、もう市町、地域によっては、もっと早

くというふうなお考えの首長さんなんかもいら

っしゃいますので、そういったところは前倒し

でできるような形。 

 ただ、令和9年度まで意見交換等を実施する期

間と定めておりますので、早くても令和10年度
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が県全体の再編整備計画の策定の時期という形

になっております。 

【前田委員】 令和10年度が策定整備の時期とい

うと、さっきちょっと堀江委員からも出てきま

したけども、第四期の基本方針はどの地点で作

成するんですか。 

【田代高校教育課ながさき次世代高校創生室長】 

今までの第一期、第二期、第三期を作成した期

間で考えますと、大体2年前から考えていくこと

になるかなと思いますので、令和10年か11年か、

そのぐらいに検討会議を設置する形になろうか

と思っております。 

【前田委員】 冒頭話したように、通常、学校数

が変わらなければ、そういったタイムスケジュ

ール、2年前でいいと言ったんですけども、再編

を進めていく中で、令和13年からというか、前

倒しも含めてやっていくんだったら、本来は基

本方針を先に定める必要があると思うんです。

基本方針があっての学校じゃないですか。そう

考えたときに、基本方針を前倒しして策定する

必要性が僕はあると思っているんですけど、そ

こはあまり考慮せず、通常のレギュラーな期間

で検討に入るということで理解していいですか。 

【田代高校教育課ながさき次世代高校創生室長】 

今、現時点の第三期の期間、令和12年度という

のを意識しながらご説明させていただいたんで

すけども、早ければ令和10年度に、今後の再編

整備計画というのが策定されることになるとい

うふうに考えた場合に、第四期を少し前倒しで

検討することも考えていく必要が、その令和10

年度に策定することができればというところが

あるんですけども、考えていく必要があるのか

なというふうには思っているところでございま

す。 

【前田委員】 そこは、今第三期の令和12年まで

の適正配置のクラスで議論をしていますから、

やっぱりその第四期が始まるに当たって、そこ

が変わってくるということであるならば、前倒

しで私は作成をしていくべきだということを意

見として述べておきたいと思います。 

 実際に、この議会が終わったら、もう8月から

説明会が始まるとなっていますけども、ちょっ

ともう少し詳しく、具体にどういう形で説明会、

地域とか内容とか、そういうのを進めていくの

か、少し説明いただいておかないと、もうこの

議会終わって、周りの方から「どうするんです

か」と聞かれて、「説明会始まりますよ」と答

えたときに、「説明会ってどんな説明会なんで

すか」と聞かれても説明がつかないので、少し

内容等について懸念されている点もありますの

で、お答えいただきたいと思います。 

【田代高校教育課ながさき次世代高校創生室長】 

まず、市町の首長さん、教育長さん方にお話を

していきたいと思っております。 

 その後、もちろん学校現場、高校もそうです

し、小中学校の校長会等にもご説明をしていき

たい。 

 その後、併せましてＰＴＡ、保護者の皆様に

もご説明する機会をいただいていきたいと。 

 基本的には、この大綱について、まずはご説

明をさせていただこうと思っています、今年度

につきましてはですね。 

 来年度の段階で、その地域の意見を集約する

ような意見交換をする場を各地域、ちょっとそ

の地域の区分はまだ今から検討するんですけど

も、設けて、それぞれの地域のご意見をいただ

くような形ができないかなというふうに考えて

いるところでございます。 

【前田委員】 では、大綱について説明するとい

うことは、まずは現状どういう状況にあるのか
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ということと、将来どうなっていくんだという

ことをまずご認識いただくということで、その

間に自由な形で意見をもらうというような、今

年度はそういう位置づけということで理解をし

ていいですか。 

【田代高校教育課ながさき次世代高校創生室長】 

そのとおりでございます。 

【前田委員】 意外と1年半っていったら、あっ

という間に過ぎる話なので、多分何度も何度も

やっていかなきゃいけないと思うし、場合によ

っては、産業界との意見交換も必要だという意

見もさっき出ていましたので、大変だなと思っ

ています。 

最終的に統合されると、仮にどこか出てくる

としたときに、よく小中学校で起きる地域の問

題として、統合される方はいいけども、統合さ

れた側の校舎は当然空きで残るわけじゃないで

すか。その学校というのは、高校も含めてやっ

ぱり地域の核なので、その空いてくる学校の土

地とか建物の活用というのは並行して、これは

教育委員会だけの問題じゃないと思うんですけ

ども、どういうふうな検討をしていこうとされ

ているんですか。 

【田代高校教育課ながさき次世代高校創生室長】 

学校の跡地となりましたら、基本的に再編整備

につきましては、知事部局と教育委員会も含め

て、地域づくりの知事部局と協議をしていきた

いというふうに考えています。 

 その中で、廃止される校舎についての跡地活

用に併せて、ご検討いただくような形、我々の

方からも提案しながら、地域が必要なものは何

なのかというところは協議しながら進めていき

たいというふうに思っているところでございま

す。 

【前田委員】 ありがちなのは、統合してしまっ

て、後に残ったとこだけが宙ぶらりんのままと

いうことが往々にして小学校とかであっていま

すので、ぜひそういうことがないように努めて

いただきたいと思います。 

 もう一点は、このスケジュール表の一番下の

ところに「再編整備にかかる令和9年度当初予算

要求・計上（国の交付金活用）」とありますけ

ども、具体に言えば、令和9年度のこの予算計上

というものは、どういうものが想定されるんで

すか。 

【田代高校教育課ながさき次世代高校創生室長】 

午後の初めにネクストハイスクールのご説明さ

せていただきました。これは拠点校になります。

これを今後各県立高校に広めていくという作業

がございます。 

 この交付金なんですが、高校改革に関する新

たな交付金という形で文科省の方が検討をして

おります。 

 こういった将来を見据えたその県立高校の改

革に資する経費について、交付金を交付すると

いう形になっておりますので、その学び、例え

ばコーディネーターの配置とか、そういったと

ころの予算、ちょっと再編整備とは直接関係の

ない部分でございますけど、そういった新たな

高校を生み出すためのチャレンジするような予

算要求をしていきたいと思っているところでご

ざいます。 

【前田委員】 再編整備に関わるものじゃないと

いうことで理解をさせてもらいました。 

 先ほどのやり取りで、ちょっと1点気になった

のは、一斉にやるのではなくて、まとまったと

ころからやっていくという話の中で、市町によ

っては、できるだけ早くやってくれというとこ

ろがあるというような趣旨の話をしましたね。 

 それはどことは聞きませんけども、その市町
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の方からすると、どうしてそれを急いでくれと

いうことを言っているんですか。そのちょっと

内容だけ少しご開示ください。 

【田代高校教育課ながさき次世代高校創生室長】 

例えば、複数の学校があった場合に、それぞれ

小規模化して子どもの数も少なくて、希望する

進路が実現できないとか、そういったことが生

じる。それならば、1つに合わせて、ある程度の

大きさにした方が教育活動も積極的になって、

新たな学びも生み出せるんじゃないかといった

意図もあられて、小さい学校が2つ、3つあるよ

りは、ある程度の規模を持った1つにした方がい

いというご要望をいただいているところもござ

います。 

【前田委員】そういった市町と、公式じゃない

にしても、やり取りする中で、そういう要望が

あるとするならば、そこはやっぱり早く手をつ

けてもらわないと、子どもの教育の質、それと

進路の選択が難しくなるということは理解しま

すので、僕は先にやっていいと思いますけども、

そういったその条件というか、ニーズがあると

ころから先に手をつけていくと言ったら失礼で

すけども、着手するというような理解でいいの

か。 

 その範囲というのは、もしかすると市町をま

たがるようなこともあるんですか。そこについ

て最後、お答えをいただきたいと思います。 

【田代高校教育課ながさき次世代高校創生室長】 

どこということがちょっと今申し上げにくいん

ですけれども、市町を超えていくということは

ございません。 

 基本的に、令和10年度、早ければ、令和10年

度に再編整備計画を策定したいと思っています。

ただ、その市町においては、もっと早くという

ところもございますので、それは全体の計画の

策定を待たずに、独自に再編整備、今回、11次

実施計画というのを出させていただきましたけ

ども、実施計画、12次なのか13次なのか、そう

いった形で出させていただこうというふうに考

えているところでございます。 

【中村(俊)委員長】 よろしいですか。ほかにご

ざいませんか。 

【まきやま委員】 15年後には15歳人口が約4割

減少ということで、7,000人まで減少するという

ことですけども、これに対して必要とされる教

職員の数は、どのくらいを見込まれているので

しょうか。 

【中村(俊)委員長】 休憩します。 
 

― 午後 ３時 ５分 休憩 ― 

― 午後 ３時 ５分 再開 ― 
 

【中村(俊)委員長】 委員会を再開いたします。 

 これから10分程度休憩を取りたいと思います。

3時15分頃再開いたします。 
 

― 午後 ３時 ５分 休憩 ― 

― 午後 ３時１６分 再開 ― 
 

【中村(俊)委員長】 委員会を再開いたします。 

【田代高校教育課ながさき次世代高校創生室長】 

先ほど、まきやま委員の方から15年後の教職員

の数というところでお尋ねがあったところなん

ですけど、高校の教職員の数というのがその募

集定員とか学科の種類に応じて決定するもので

ございますので、現時点で15年後が何人かとい

うのは、お答えをお示しできないという状況で

ございます。 

【まきやま委員】 ありがとうございます。 

 では、その7,000人の数字の中に、今、本県は

外国人労働者を受け入れていますので、そうい

った外国籍の子どもたちのことは考慮されてい
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るか、お聞かせください。 

【田代高校教育課ながさき次世代高校創生室長】 

その7,000人の中に外国人のお子さんも、各市町

の出生者数を基に出しておりますので、外国人

のお子さんも含まれております。 

【まきやま委員】 分かりました。ありがとうご

ざいます。 

 それでは、スケジュールの方でちょっと確認

したいことがありまして、ながさき次世代高校

創生会議の第2回、12月21日と書いてありますけ

ど、ここで国の方針を確認とありますけども、

国の方針というものは、このグランドデザイン

2040の中身ということでよかったでしょうか。 

【田代高校教育課ながさき次世代高校創生室長】 

グランドデザインの中間取りまとめというのが

この時期出ておりましたので、その部分につい

て皆様にご紹介をしたところでございます。 

【まきやま委員】ではグランドデザインができ

て、今議会が終わった後、大綱を公表とするこ

とでいいということですかね。 

【田代高校教育課ながさき次世代高校創生室長】 

委員会の審議終了後、公表させていただきたい

と思っております。 

【中村(俊)委員長】 それでは、ほかに質問はご

ざいませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【中村(俊)委員長】 ほかに質問がないようです

ので、次に、議案外所管事務一般についての他

のご質問ございますか。 

【千住委員】 失礼します。 

 ちょっと20分超えそうなんですけども、でき

るだけ早く行きたいと思います。 

 まず、教員採用試験についてお伺いしたいと

思います。 

 昨年度から大学3年生の採用試験の合格者も

120名ほどですかね、出ているということがあっ

たわけですが、今回、2次試験がもう始まってい

ますよね。そういった中で、昨年合格した大学

生数の中で、どれほど2次試験に応募しているの

かをお聞きしたいと思います。 

【馬木教育人事課長】 まさに今、2次試験の真

っただ中でございます。 

 昨年218名、大学3年生が受験しまして、その

内136名が合格をしております。この合格した

136名は、今年1次試験を受験せずに、2次試験を

受験できるという権利を持っております。 

 その内、123名はそのまま1次を免除されて2次

の試験に臨んでおります。ですので、残り13名

は、その権利を使わなかったということになる

んですけど、その13名のうち4名は、別の校種と

か科目に変えて、今年新たに一般受験をしてお

ります。 

 ですので、全くもって今回受けて来なかった

という学生は9名のみということになります。 

【千住委員】 その結果聞いて、すごく安心はし

ました。まずは、そのまま3年生から4年生に上

がるときに、そのままその権利を使って採用試

験を受けられたということで安心しました。そ

の方々が合格して、ほぼ入っていただければあ

りがたいんですが、昨年度の採用試験の中で、

トータルの合格者の中で、辞退者の数もかなり

おられたんじゃないかと思うんですよね。倍率

上がっても、その辞退者の数の推移といいます

か、についてお聞きします。 

【馬木教育人事課長】 長崎県は昨年度から採用

試験の1次試験の日程を前倒ししまして、九州の

他県と併願ができる形を取っております。 

 ですので、昨年から当然辞退者が増えるとい

うことを想定して試験をしたところです。 

 実際なんですけれども、全部の校種を合わせ
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て、100名弱程度の辞退者が出ております。ただ、

最終的な採用数、つまりその辞退者が抜けた後

の採用数に関しては、その前の年と同程度の採

用数ができておりますので、一定辞退者は出た

ものの、採用数に大きな影響はなかったという

ふうに考えております。 

【千住委員】 ありがとうございます。 

 数年前は、共通での日程でやられていて、ほ

かの県を受けられなかったということがあった

んですが、そういった中で、来年の教員採用試

験から、一応共通試験という形で取り組まれる

と、全国の中で51自治体が賛同して協議体に入

って共通試験をやろうということで、長崎県も

もちろん手を挙げて、九州各県全部手を挙げて

いるようですけども、その採用試験に当たり、

これに取り組む意義といいますか、メリット、

あるいはデメリット等あればちょっと教えてく

ださい。 

【馬木教育人事課長】 ありがとうございます。 

 文科省がベースというか、と一緒になって共

同実施ということで、採用試験を次年度から実

施する予定です。長崎県も令和9年度実施分から

参画することとしております。 

 それで共同実施の効果につきましては、まず

一番大きいのは、人的・物的量といいますか、

つまり、ものすごく大人数で問題のチェックを

していたものを、全国でまとめてチェックをす

るようになりますので、各県の分担分というの

は非常に少なくなります。この人的な余裕が減

るというのが非常に大きいです。 

 それから費用面でも10分の1の値段で実施が

できます。51自治体で一緒にやりますのでそう

いったメリットもあります。 

 特に、人的な部分で楽になるというところか

ら、これまで1次試験の問題作成にかかっていた

その負担という部分を2次試験の方に持ってい

きまして、2次試験は、長崎県は人物重視という

ところで、面接に力を入れておりますので、よ

りそちらの方に力を入れられるというところが

いいのかなというふうに思っております。 

 あわせて、人の部分が少し楽になることによ

って、学校への支援というところにも手が届く

ようになるのではないかと。今のところデメリ

ットというのはちょっとあまり思いついており

ません。 

 また、今後詰めていく中で出てくることはあ

るかと思います。 

【千住委員】 メリットが非常に多いと、人的も

経費的にもすごくメリットが大きいということ

は理解しました。 

 今後、今度2次試験の方になれば、やはり長崎

の魅力をしっかりと発信することが必要になっ

ていくと思うんですよね。大学の共通テストと

一緒だと思うんですが、日程的には同じ日にあ

って、県が募集するのじゃなくて、全国で募集

になるんですかね、大学入試みたいな感じ。 

【馬木教育人事課長】 共通問題配付方式と正式

には言っております。つまり、日程とかは予定

された3日程の中から選ぶという形になって、そ

れぞれの県が実施をします。ですので、試験の

実施のルールとか、そういったものは全部県が

決めることになります。 

 ですので、会場もそれぞれの県で準備をする

ことになります。 

【千住委員】 ありがとうございます。 

 ということは、3回受けられる、変な話ですけ

ど、3つのところで受けられるということですね。

ありがとうございます。 

 魅力の発信が非常に大事だと思いますので、

その辺りをきちっとお願いしたい。 
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 令和10年度から統一試験方式になるといった

ところでしょうか。 

【馬木教育人事課長】 令和9年度実施の令和10

年度採用から採用、つまり、この次の試験から

実施します。 

【千住委員】 いや、令和9年度に行う令和10年

度採用の採用試験は、共通問題配付方式という

ことで実施、令和10年度に行う令和11年度の教

員採用試験については、統一試験方式というふ

うになるんですか。 

【馬木教育人事課長】 ありがとうございます。 

 今そこのところをこれから詰めていくことに

なるとは思うんですけれども、現状、共通問題

配付方式のままではないかと思いますが、後々

は、共同実施をということも話題には上がって

いるところです。 

【千住委員】 ありがとうございます。 

 ぜひ受験者が増えるようにお願いをしたいと

思っております。 

 続きまして、毎回やっています、申し訳ない

んですが、地域展開についてお伺いしたいと思

います。 

 昨年度からいろんな団体からも要望があって

いますが、地域クラブの中体連の参加について

どのように今現状になっているのかをまずお聞

きします。 

【岡﨑体育保健課体育指導監】 地域クラブの中

体連への参加につきましては、昨年度と同様に、

従前の地域クラブの予選会の方から参加するこ

ととなっております。 

 各市町の学校につきましては、その郡市の地

区大会から予選会に参加して、勝ち上がって県

の中総体に参加するという形になっておるとこ

ろでございます。 

【千住委員】 ありがとうございます。 

 今年度までの方針は決まっていますけど、来

年度から地域認定クラブも市町の中体連から参

加できるような方向に今動いているというよう

なお話をお聞きしているんですが、県が3月に新

しいガイドラインを出されたと思います。認定

制度等も入った形で出されたと思うんですが、

市町はいつからそれを反映されるようになるの

か、ちょっとお聞きします。 

【岡﨑体育保健課体育指導監】 令和8年3月に県

の方針策定を受けて、各市町においては、各市

町の実情に応じて市町の方針や計画等の見直し

が進められておるところでございまして、14市

町では、認定制度の運用に取り組まれている状

況にあるというふうに聞いておるところでござ

います。 

【千住委員】 ありがとうございます。 

 なぜこれをお聞きしたかと言いますと、各市

町で地域クラブの認定をされたところに補助金

等が国から出されているんですけども、結局、

県のガイドラインが出たんですけど、市町のガ

イドラインが変わっていなくて、もう今年度は

補助金を受けられないというのが出ているんで

すよね。 

 それは結局、旧ガイドラインの下、例えば地

域またぎであったり、指導者の問題であったり

というところで認定はされませんといったとこ

ろでいくと、今年度、結局不利益が生じている、

今年度の補助金を受けられないということが実

際出ているわけなので、それについて県は認識

しているのかどうか、お聞きします。 

【岡﨑体育保健課体育指導監】 国の補助事業に

つきましては、また追加の要望がありますので、

その要望がもし、追加の申請がありましたら、

それは随時期限までに申請をして取りまとめて、

国の方に要望するとなっておるところでござい
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ます。 

 委員の方からご質問あった従前の市町のとこ

ろでの認定制度につきまして、諫早市が今、従

前の認定制度によって公的支援を行っていると

いうことで統一しておるということを聞いてお

りますので、国の補助事業ではなくて、市の認

定制度による公的支援を継続して取り組んでい

るというふうに聞いておるところでございます。 

【千住委員】 ありがとうございます。 

 国の補助金が次出るか、ちょっとまだ決まっ

てはいないわけですよね。そういった中で、実

際それで、遅れているので受けられないという

方々がおるわけなので、やっぱりそこはもうち

ょっと県がしっかり音頭取ってやっていただき

たいと、それはもう従前からお話させていただ

いているんです。 

 その地域クラブの認定には、もちろん指導者

というのが必要になるんですが、現在地域クラ

ブは275中体連に登録されているとお聞きして

ますが、その中で、指導者の内訳を教えてくだ

さい。兼業の教員の方、学生、民間、いかがで

しょうか。 

【岡﨑体育保健課体育指導監】  各市町におけ

る地域クラブ活動に関する職員の兼職、兼業の

許可状況について、まずお答えさせていただき

ます。 

 県全体では、令和7年度が9市町で25名であっ

たところが、令和8年度には12市町、129名と大

幅に増加をしておるところでございます。 

 各市町において、地域展開の着実な取組が推

進されるものと捉えておるところです。 

 あと委員がご指摘になった職業別というとこ

ろの総数ですが、ここにつきましては、まだこ

ちらとしても把握できていない状況にございま

すので、今後その辺りもしっかりと把握してい

きたいというふうに考えておるところでござい

ます。 

【千住委員】 ありがとうございます。 

 これは本当、逆に言えば、今数字が出てこな

いとおかしいと思うんですよね。県が把握して

おかないといけないことだと思うんですよ。県

やってますよと言っていますけど、実際、現実

が、現状が分かっていないような気がしますの

で、そこはもうしっかり把握する必要があるん

じゃないかなというふうに思います。 

 そういった中で、今学校の兼業の先生方が129

名おられるということですが、今後、平日もで

きるところから変わっていくような形になると

思います。 

 そういった中で、今後は人事異動に関しても

非常に大きくなってくるんじゃないかなと思い

ますが、その辺りにつきまして、今後の考え方

をお聞きします。 

【熊本教育人事課人事管理監】 失礼いたします。 

 人事異動に際しましては、当然のことながら

県の教育委員会が定めております人事異動基本

方針にのっとって行うわけですけども、その際

に部活動の指導状況を含めた各学校の実情とか、

また市町の実情等については、県の教育委員会

と市町の教育委員会、そして校長との間で相互

に緊密に連携、意思疎通を図りながら、適切に

配置を行っているところでございます。 

【千住委員】 ありがとうございます。 

 指導者がいないと地域のクラブって成り立ち

ませんので、やっぱりその辺りも今後人事異動、

あるいは一般質問でも言いましたけども、民間

から協力を得られるように教育委員会だけじゃ

なくて、全庁的にやっぱり考えていただきたい

というふうに思っております。ぜひそこをよろ

しくお願いします。 
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 それと、最後にもう一点なんですが、教育長

の説明資料の中で、7ページに競技力の向上につ

いてということであるんですが、現在の高等学

校では33競技、延べ65校を強化校等として指定

をされております。中学校では、中学校体育連

盟推進専門部19競技をということで強化費を出

されているということがあります。 

 その強化費について、その成果といいますか、

どのように把握されているのか。また、今後そ

の地域展開を始めいくと、地域クラブの方が当

然多くなるわけですから、この辺りについて今

後の見込みについてお伺いします。 

【岡﨑体育保健課体育指導監】 中学校の専門部

の方に補助を行っておりますけども、各専門部

の方から県中体連の方を通じて、こちらの方に

実績報告という形で、強化の成果というところ

が上がってきておるところです。 

 また、議員ご指摘のように今後は地域展開に

なるというところで、なかなか中体連の方も地

域クラブを全部グリップすることが難しくなっ

てくるところですので、この辺りにつきまして

は、今課題として今後どのような形が一番いい

形での強化が行われていくのか、しっかりと検

討していきたいというふうに考えておるところ

でございます。 

【千住委員】 まあ成果については、見にくい部

分もありますけども、全く強化になっていない

ような競技も見受けられますので、ぜひその辺

きちっとチェックをしてやっていただきたいと

いうふうに思います。出しっ放しじゃなくてで

すね。 

 今後、地域展開がありますので、まずそれを

第一に、今後いろんな取組をお願いしたいと思

います。 

【堀江委員】 大きく2点質問します。 

 最初に、学校健診で要受診とされた児童生徒

のその後の医療機関への受診の働きかけがどの

ように行われているか質問します。 

 長崎県保険医協会本田孝也会長が2025年学校

健診後治療調査を行いました。その調査により

ますと、229の小中高、特別支援学校から回答が

ありまして、学校健診で受診が必要とされたに

もかかわらず、受診できていない子どもたちの

未受診率は、歯科検診が62％、眼科検診が51％、

耳鼻科の検診が57％、内科検診が54％、依然と

して5割を超えて、2年前の前回調査からも改善

されていないということが明らかになりました。

そして受診につながる施策をさらに進めていた

だきたいと要望されています。 

 そこで質問します。高校では学校健診という

場合、何年生でどのような健診内容か、まず教

えてください。 

【川端体育保健課長】 すみません、ちょっと手

元にないんですが、一応項目あるんですけども、

それぞれちょっと学年についてちょっと、すみ

ません。ちょっと今、ちょっとお答えは。 

【堀江委員】 ごめんなさい。通告をして既に回

答もらっていて、1年生、胸部レントゲン、尿、

眼科、耳鼻科ありますという回答いただいたん

ですけど、それで間違いないですか。 

 そこで質問していいですか。 

【川端体育保健課長】 委員がおっしゃられた1

年生で実施しております。 

【堀江委員】 胸部レントゲンで要精査となった

場合、この受診の流れはどうなりますか。 

【川端体育保健課長】 学校健診において疾病ま

たは異常の疑いがあるというふうに診断を受け

た場合、その治療のために必要な医療を受ける

必要があるという場合においては、学校の方か

ら保護者に対して、その旨を指示した治療勧告
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書というものを通知として、保護者にお渡しし

ております。 

 その受診が必要な家庭に対して、学校の方か

らは、例えば夏休みの長期休業等を利用して受

診したりとか、そういった旨を保健だよりで啓

発したり、担任とか養護教諭の方から呼びかけ、

また文書で保護者の方に受診をしてくださいと

いうことで個別に指導を行っているというふう

になっております。 

【堀江委員】 要受診と、要精査といいますか、

となった場合は、一応きちんと学校から連絡し

ますよという回答でした。 

 ではその後、受診しているかどうかという追

跡といいますか、そういうのはされますか。 

【川端体育保健課長】 学校の方で、その診断の

結果、要受診ということで、数の方は把握する

ことになって、その後、保護者の方に受診をし

てください、再受診してくださいというふうに

しているんですけども、その後の数値について

は、把握というところは、県としてはしていな

いところです。 

【堀江委員】 要精査となって、行ってください

と保護者にも連絡する。しかし、その後がどう

なったかということまでは、なかなかできてい

ないということだと理解いたしました。 

 ぜひ業務的にもいろいろ大変だと思うんです

けれども、受診されていないということについ

て、そのまま放置していいとは思っていないと

思いますので、今後、受診につながるような施

策を進めてほしいというふうに思っているんで

すが、業務的にそういうことは可能ですか。最

後にいたします。 

【川端体育保健課長】 先ほど申しましたように、

必要な家庭に対して、文書とか呼びかけをして

いるところではあるんですけども、なかなか最

終的には保護者が子どもさんを医療機関の方に

連れていくということになりますので、なかな

か学校の方から、強制的に言っていくというの

がなかなか難しいというのは現場の方から聞い

ております。 

【堀江委員】 最終的に保護者がどうするかとい

うことでもあるかと思うんですけれども、要精

査となった生徒がそのままでいいとは思ってい

ないと思っておりますので、どうできるかとい

うことをぜひこの機会に検討していただきたい

と思っております。 

 もう一つ質問します。島外遠征費の支援制度

の創設についてです。 

 ただいま開かれております五島市議会に小学

校、中学校の部活動及び地域クラブ活動を対象

とした練習試合等のスポーツ活動における島外

遠征費、交通費、宿泊費への支援制度の創設を

求める請願が提出されております。 

 もちろん、これは五島市議会に出された内容

で、五島市が判断することではあるんですけれ

ども、請願を出された方が、ぜひ県議会でも、

五島市だけではなく、ほかのところもそうだと

思うので、壱岐、対馬も含めて、離島を抱える

長崎県はそうだと思うので、ぜひこういう実態

があるということを知らせてほしい、知ってほ

しいということで、私の方に連絡がありました。 

 請願の中身としましては、スポーツチームに

とって不可欠な練習試合の相手も限られて、島

外遠征でしか行えないケースも生じていますと、

そういう意味では、本市を含む離島の子どもに

はスポーツの技術上達などに大きなハンディキ

ャップが存在します。 

 せめてそのハンディキャップを縮めるために

金額の大小ではなく、島外遠征費の支援制度の

創設をぜひ検討してほしいという内容なんです
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が、そこで質問いたします。 

 現在、島の子どもたちが実際遠征をしようと

いったときの負担軽減はどのような制度になっ

ているのか、ここから教えてください。 

【川端体育保健課長】 県の方で支援策として出

しているのが県の中学校総合体育大会、離島の

子どもたちが本土の方に大会に出てくるときの

補助金というのがまずございます。 

 あと今現在、地域クラブの県の中総体の予選

会というのが本土であるんですけれども、その

際に離島の選手の派遣費の補助金として制度が

ございます。 

 今年度ですけども、これは離島に限らず、長

崎スポーツ・文化活動支援事業ということで、

スポーツや文化芸術活動に頑張る子どもたちを

応援するという目的で、大会出場に要する経費

やそれ以外の保護者が負担する経費について、

物価高騰の影響を強く受ける子育て世帯の負担

軽減を考慮したところで、今年度、地方創生臨

時交付金を活用して、この事業を行っているん

ですけども、小学校、中学校、高校、特別支援

学校の児童生徒に対する補助ということで、県

の方からやっております。 

【堀江委員】 ありがとうございます。 

 これまでも中総体と高総体とかという、冠が

いわゆる、ついた大会には、幾らか補助があり

まして、今年度から地域クラブの予選会につい

ても補助があるというふうに説明がありました。 

 同時に、当初予算で出された予算の中で、長

崎スポーツ・文化活動支援事業費、スポーツだ

けでなく、文化活動も含めているんですけれど

も、ここにもいわゆる大会出場だけでなくて、

請願で出されるような試合のための遠征費につ

いても、対象とできるという制度があるという

ふうな回答をいただきました。 

 私としては、ぜひそういった内容について、

もちろん判断は市町の判断だということは理解

しておりますけれども、今年度からこの長崎ス

ポーツ・文化活動支援事業費、支援事業という

のが、出されておりますので、ぜひ広く周知を

していただきたいということを要望したいと思

います。 

【松本委員】 質問させていただきます。 

 先ほど文科省から産業イノベーション人材育

成に資する高等学校教育改革促進事業採択とい

うことで説明がありました。 

 その中で、島原農業高校と鶴洋高校は、一類

型といって、この一類型というのは、アドバン

スト・エッセンシャルワーカー等育成支援とい

う分類に当たるというふうに書いてあります。 

 資料の詳細、前回の委員会でも伺いましたけ

れども、正式に認可が下りたということで、も

ともと島原農業高校も鶴洋高校も農業・水産業

の専門にはなっていますけれども、そもそも、

アドバンスト・エッセンシャルワーカー、これ

を養成するというのは、これまでの産業人材の

育成とどういったところが違うのか、今回の国

からの補助の目的というか、そういったところ

でどういう人材を育てる意図があるのか、お尋

ねをいたします。 

【岩坪高校教育課長】 今回、島原農業高校と長

崎鶴洋高校がこの事業で採択を受けたわけです

けれども、それぞれ農業、それから水産業の分

野において、スマート化であるとか、ＤＸ化等

の高度な学びを取り入れて、産業界と連携しな

がら、生産性の向上を目指していくと、それか

ら地域で育てた人材が地域に還流するような仕

組みを作っていくという部分が、従来の産業教

育と大きく異なる点かなというふうに思ってお

ります。 



令和８年６月定例会・文教厚生委員会・予算決算委員会（文教厚生分科会）（６月３０日） 

- 86 - 

【松本委員】 今までもそういった取組をされて

いたことも把握しているんですけど、今回は先

ほどの答弁だと、やっぱり地域産業人材育成と

いうことで、人口減少もありますので、そうい

ったのも加味した中で、そういった教育を受け

るということなんでしょうけれども、予算額が

かなり大きく、前回も言いましたけれども、上

限額が島原農業高校で18億円、そして鶴洋高校

でも16億9,000万円、かなり大きな金額になって

います。 

 この主な費用とか積算根拠というのは、今の

計画の段階でどういったものを想定しているの

かということと、それと期間ですね、何年間対

象にするのか、その期間が終わった後どうなる

のか、それも含めてお尋ねいたします。 

【岩坪高校教育課長】 まず期間については、令

和8年度から令和10年度の3か年というふうにな

っております。 

 その3か年で各高校の方で上げた成果という

のを県内のほかの学校にも普及させていくとい

うことが大きな目的になっております。 

 また、予算をどのように活用していくのかと

いうことですけれども、例えば、島原農業高校

については、例えばビニールハウス等の農業の

中に、ＤＸの要素を取り入れていくような費用

であるとか、または実習室を新たにつくってい

く費用等を考えております。 

 また、長崎鶴洋高校におきましては、例えば

海洋ロボットの購入であるとか、それから操船

シミュレーター等を活用して、生徒に高度な技

能を身につけさせるような取組を考えていると

ころです。 

【松本委員】 ありがとうございます。 

 3か年で、そして県内に普及というのは今まで

にないことだと思います。 

 幸い本県の一次産業、農業、水産業は売上額

も上がっておりますが一番の課題はやはり人材

不足になっております。やはり地元の企業と地

場の産業の方との連携、そしてそれに人材確保

というのも非常に大きい、若者の県外流出を抑

える意味もありますし、そういった意味では、

非常に大きく期待するところであります。ぜひ

ともこの事業を進めて、しっかりと成果を上げ

られるように取り組んでいただきたいと思いま

す。 

 もう一つは、先ほど説明がありました中高一

貫校について、ちょっと質問させていただきま

す。 

 今回、補足説明で中五島高校の中高一貫教育

の導入がございました。そもそも中高一貫校と

いうのは、2種類あって、併設型と連携型がある

というふうに伺いました。 

 この併設型というのは、長崎東、佐世保北、

諫早高校、県内3校で中高教育をしっかり取り組

むということなんですが、この連携型というの

は今回の中五島もそうなんですけれども、どう

いった趣旨による連携型になっているのか、そ

して県内に幾つあるのか。お尋ねをいたします。 

【田代高校教育課ながさき次世代高校創生室長】 

設置者が市町と県立という形で異なる連携型中

高一貫高校が現在5校ございます。 

 今回、中五島高校が6校目という形になります。 

 導入の経緯ですが、今、設置されている5校と

いうのが、やはり離島地区の学校が多うござい

まして、少子化の進行等で学級規模が年々減少

して、教員の配置数の減少など、教育水準の低

下が懸念される中、平成13年度でございますが、

13年度から宇久、奈留、小値賀の3地区において、

交流授業や中高の合同学校行事を実施するなど、

市町立中学校と県立高校が連携して、本県初め
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ての連携型中高一貫教育を開始したものでござ

います。 

 そのうち平成25年度に大崎高校、平成26年度

に上対馬高校へ導入を拡大しているところでご

ざいます。 

 なお、いずれの中高一貫校も、市町の要望に

基づいて設置されているものでございます。 

【松本委員】 既に、平成13年から4校、中高一

貫の連携型ができているということでございま

すが、今回5校目ということであります。 

 その4校は、これまで実施して、要望を受けて

したということですが、失礼ですが離島で小規

模だから1回ぱっとまとめるような印象もある

んですけれども、今まで中高連携をして、メリ

ットとか、よかった点とかがそれぞれあったと

思うんですが、これまでの4校のメリットや評価

みたいなものがあればお尋ねいたします。 

【田代高校教育課ながさき次世代高校創生室長】 

今現在、連携型の中高一貫教育を実施している

のは5校でございます。宇久、奈留、北松西、大

崎高校、上対馬高校、中五島が6校目となります。 

 中高一貫のメリットというところで考えます

と、この連携型にしましても、入試自体はある

んですけど、学力検査は付さないとしておりま

すので、高校入試に過度に左右されることなく、

ゆとりある安定した中学校生活を送ることがで

きるといったところがあります。 

 あと教員が、授業の相乗りをいたしますので、

6年間にわたり継続した生徒を把握することが

可能と、一人一人の個性を伸ばしたり優れた才

能を早期に発見したりすることができると、ま

た、異なる学年が関わる活動、中学校と高校が

関わることを通じまして、社会性や豊かな人間

性の育成にもつながっていくと。 

 あと教員の相互連携とか、施設の共同利用が

可能になるということでございますので、限ら

れた人的・物的資源を効果的に活用して、教育

活動の全体の充実につながることができること

がメリットだと考えているところでございます。 

【松本委員】中学校は市教委、高校は県教委で

ございますから、それぞれそこが一緒にやって

いくことで、例えば美術とか音楽とか、中高ど

ちらも教えることができる先生がいらっしゃれ

ば、当然コストの面でも合理的であると思いま

すし、受験がない中で、6年間一貫で、少人数で

集中的に勉強ができるというのも非常に効果が

あると思います。 

 先ほどの学校の再編のことともちょっと絡む

んですけれども、やはり減らすのではなくて残

すというやり方の中で、この中高一貫の連携と

いうのは、もちろん要望があってできているこ

とでありますけれども、こういった成果やそう

いうやり方もあるんだという手法として各離

島・半島の学校にもお伝えして欲しいと思いま

す。そうすると、やはりどっちも残るわけであ

りまして、中学校も高校もですね、そういった

ところもぜひ今回アピールしていただきたいと

思います。中五島高校が、久しぶりに、平成26

年以降がなかったのに、今回、令和11年から始

める経緯についてお尋ねいたします。 

【田代高校教育課ながさき次世代高校創生室長】 

この中五島高校は若松奈良尾地区にあるんです

けども、ここにもともと若松中学校と奈良尾中

学校というのがございました。ここもやっぱり

子どもの数が一桁、奈良尾については、1学年一

桁といった状況になっておりましたので、令和

6年度に奈良尾中学校が若松中学校と統合をさ

れております。 

 その統合を進める過程の中で、地域の住民の

方々とか保護者の方々から、両中学校の中間地
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点に中五島高校が位置しておりますので、地域

の教育拠点として、連携型の中高一貫教育を実

施してほしい旨のご要望が町の方に寄せられて

おりました。 

 また、現在の統合した後の若松中学校、そし

て中五島高校の生徒数は1学年20名程度と小規

模でございます。 

 そういったところから同一敷地内で連携型中

高一貫教育を導入することで、教育効果の向上

に加え、地域の活性化にもつながるものと考え

ているところでございます。 

【松本委員】令和6年だからもう本当に最近、中

学校同士が統合されたけれども、それでもやは

り規模感として、近隣に高校があるということ

で、今回中高一貫になったということですが、

ちょっと先ほどの編成の話の中でも申し上げた

んですけど、やっぱり距離が遠くなったり、通

学に関して差し障りがあるようなことはないん

でしょうか。その辺のフォローは連携すること

に、合併することによって問題はないんでしょ

うか、お尋ねいたします。 

【田代高校教育課ながさき次世代高校創生室長】 

基本的に中学校は、徒歩で行けない子たちにつ

いては、スクールバスで通っております。 

 ですので、今若松中学校の方に統合されてお

ります奈良尾地区の生徒の皆さんはスクールバ

スで通っているという形になりますので、これ

が真ん中の地点である中五島高校に移ったとい

った場合については、若松地区、奈良尾地区の

方からスクールバスを運行する形でお聞きして

いるところでございます。 

【松本委員】 今答弁にあったスクールバス、こ

ういうものがあれば、今までどおりにできると

いうことで非常に合理的な事業だと思っており

ます。 

 こういったこともやっぱりモデルとして、今

後、高校再編のときにも、やはりスクールバス

をいかに運用していくか、これは市町との連携

が必要になってまいりますので、ぜひともこう

いう形で、今後も考えていただきたいと思いま

す。 

【中村(俊)委員長】 ほかにございませんか。 

【川崎委員】 高校生の在学時におけます運転免

許の取得についてお尋ねいたします。 

 4月の道路交通法改正で、普通免許と準中型免

許の仮免許取得や運転免許試験の受験資格の年

齢要件が18歳から17歳6か月に引き下げられま

した。 

 免許証の交付は、そのまま18歳でありますけ

れども、やはり今まで18にならないと受けられ

なかったものが、いわゆる早生まれの学生さん

が、在学中に免許取得できるようなところまで

法の緩和をしていただいたというところで、早

ければ10月からでも入校、あるいは試験が受け

られるという状況かと思っています。 

 一方では、高校側の対応が変わらなければ、

法改正の効果は限定的ということで、県指定の

自動車学校協会などが入校時期の前倒しを認め

るよう県教委に要望したと承知をいたしており

ます。 

 まず、この要望に対する見解を伺います。 

【髙比良児童生徒支援課長】 高校生の自動車学

校等への早期入校につきましては、これまでも

指定自動車学校協会から要望をお受けしており、

各県立学校長等に対し、生徒の実態や進路状況

に応じた対応について、協力依頼を行っている

ところでございます。 

 また、本年6月には、県警察本部より委員から

先ほどありましたように、道路交通法改正に伴

う運転免許取得に係る取扱いについて、改めて
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県立学校等へ周知の依頼がありましたので、そ

ういったところで各県立高校に対しても周知を

行ったところでございます。 

 今回の法改正により、いわゆる早生まれの高

校3年生が就職や進学前に慌ただしく免許を取

得しなければならない状況が改善されることと

なり、意義あるものだというふうに認識をして

おります。 

 一方で、交通安全意識の醸成や、高校3年生で

すので、卒業に向けた単位取得、課題研究、資

格取得、受験等への影響にも十分配慮する必要

があることから、今後も各学校に在籍する生徒

の実情を踏まえた対応が必要であるというふう

に考えておるところです。 

【川崎委員】 最後におっしゃった生徒の実情に

応じてということについては、そのとおりだと

思うんですが、やはり例えば就職を希望して、

車の免許があれば即戦力ということで働けると

いうこともあるわけで、やっぱり学校も十分に

配慮いただきたいと思いますし、カリキュラム

があるから自動車学校等への入校ができません

よという機会損失も、どうかと思っております。 

 就職など今後の進路や生活にも影響すること

から、法の趣旨を踏まえまして、自動車免許取

得を希望する生徒には、しっかりと機会を与え

るべきではないかと思います。 

 いま一度通知をして、学校任せということで

はなく、十分そこは意図を酌んで配慮というか、

入校について、いわゆる障壁にならんような形

で、話合いをしながら進めていっていただきた

いと思いますが、見解を伺います。 

【髙比良児童生徒支援課長】 ご指摘がありまし

たように、卒業後すぐに免許が必要な生徒に対

して、自動車運転免許の取得機会を確保するこ

とは、就職と進路実現の観点から非常に重要な

視点であるというふうに認識をしているところ

です。 

 一方で、先ほど申し上げたように、学びの継

続及び学校生活への影響にも配慮する必要があ

るというふうに考えております。 

 現在、多くの学校では免許取得が必要な生徒

に対して、在学中の免許取得や自動車学校の入

校等に一定の条件を定めて認めているところで

すが、生徒の進路や実情を踏まえた柔軟な対応

が図られるように学校にも働きかけてまいりた

いというふうに考えております。 

【川崎委員】 3月1日が、大体県立高校卒業だと

思いますが、そこから学校に通うとなると、も

うとにかく繁忙期で、なかなか仮免許取得も学

校の都合でたくさんいらっしゃるのでできない

と、そこを平準化できれば、生徒さんも計画立

ててやっていけるんじゃないかと思いますので、

ぜひその辺のところも配慮していただきたいと

思っております。 

 次に、体育館空調整備についてお尋ねいたし

ます。 

 前回の委員会で、高校体育館への空調整備に

当たって、電気代が高騰しておるので、ライフ

サイクルコストの考え方を踏まえて、徹して省

エネ機材の追求をしてほしいと、こう提言をさ

せていただきました。その後どう検討されたの

か、お尋ねをいたします。 

【山下教育環境整備課長】 本年度設計を予定し

ている県立高校10校の体育館については、これ

まで県において導入実績がある対流型空調式と、

送風機を組み合わせた方式を基本として、動力

源につきましては、ライフサイクルコスト等を

踏まえ、電気・ガスのいずれが適切か、比較検

討の上、総合的に決定していく予定としており

ます。 
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 委員からご提案がございました輻射式と対流

式を組み合わせたハイブリッド式の空調システ

ムについても、より一般的に初期費用は高くな

るもののランニングコストが抑えられるものと

聞いております。 

 しかしながら、既存設備との関係で、保証対

応の課題や負荷計算の確認などの課題があると

いうことで、現在メーカー等と確認を進めてお

ります。 

 また、併せまして、文部科学省等へご指導い

ただいたり、確認を行っているところです。 

 これまで市町村の学校に導入実績があります

が、県立学校でも導入を検討しているという件

がございますので、そちらにも出向いていって、

より研究を進めていきたいと考えております。 

【川崎委員】 長崎県教育委員会として確認すべ

きことはあろうかと思いますので、しっかり確

認をいただいて、福岡県の教育庁にも行かせて

いただいたら、もう全部輻射式空調でこれはも

う本当、経済合理性がまず第一、次に快適性と

いうことで、もう決めていましたね。 

 そういったことからして、他県の事例もある

わけでありますので、電気代のことには本当に

心を砕いてもらいたいと思います。 

 国も7月、8月、9月には電気代の支援というこ

とを言われているぐらい、やはりなかなか下が

っていかないという状況でありますので、いい

機材、省エネ機材をしっかりと研究していただ

きたいと思っております。 

 最後に、デジタル教科書についてお尋ねいた

します。 

 先の話ではありますが、政府が法改正を行い

まして2030年度以降に従前の紙だけではなく、

デジタル教科書も正式な教科書として位置づけ

をされました。 

 紙のみ、デジタル教科書のみ、そして紙・デ

ジタルの併用、いわゆるハイブリッド、この3つ

から教育委員会が選択できるようになるという

ふうに承知をいたしております。 

 このデジタル教科書に対する、まず県教育委

員会の見解を伺いたいと思います。 

【松尾義務教育課長】 デジタル教科書につきま

しては、先ほど委員のご指摘のとおり、デジタ

ル教科書を紙の教科書と同様に、正式な教科書

と位置づけるための法改正がなされたところで

す。 

 今後、教科等の特性や子どもの発達段階を踏

まえた新たな教科書の発行、採択等に係るガイ

ドラインが示される予定でございますので、ま

ずはそのガイドラインをしっかりと確認をさせ

ていただきたいと考えております。 

【川崎委員】 ガイドラインが示されるというこ

とで確認していただきたいと思いますが、現段

階で紙、デジタル、そして併用、このメリット・

デメリットについてお尋ねをいたします。 

【松尾義務教育課長】 現在、文科省の方ではデ

ジタル教科書推進ワーキンググループが開催さ

れておりました。その中の資料でも示されてお

りましたが、子どもたち自身に使いやすさを尋

ねたところ、デジタル教科書につきましては、

やはりいろいろな情報を集めやすい、そして図

や写真が見やすいというものが挙げられており

ました。 

 紙の教科書につきましては、子どもたちにと

ってやはり書き込みがしやすい、自分の学びを

残しやすいというような声が上がっております。 

 また、デジタル教科書につきましては、いわ

ゆる音声機能や動画・アニメーション機能、そ

して手元を拡大できるとかいうような機能がご

ざいますので、一定子どもたちの理解度を上げ
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たりとか、いわゆる個別最適な学びに資するの

ではないかというふうに考えております。 

 ただデメリットにつきましては、健康面につ

いての配慮等が言われておりますので、やはり

デジタル教科書、普通の紙の教科書、それぞれ

にメリット・デメリットがあるのではないかと

考えております。 

【川崎委員】 ありがとうございます。 

 私も少し調べましたが、メリットというとこ

ろでは、今おっしゃった部分と、あと加えて持

ち運びが1つでいいわけですから、パソコンだけ

でいいわけですから、いいということと、学習

意欲の向上ということもあるというふうに言わ

れていますが、一方でデメリットは、身体的な

健康面が一番危惧をされているということがあ

りまして、あと集中力が長く続かないというよ

うなことも指摘をされています。 

 いろんな人と意見交換しますが、総じて、こ

のデジタル教科書はあまり評判がよくなくて、

一方で、今ＩＣＴ教育をずっとやられていて、

その理解を深めていくという部分でいけば、大

変すばらしい効果を発揮しているので、やはり

それぞれのメリット・デメリットを上手に、い

わゆるハイブリッドの方がいいのかなと、まだ

今の段階ではそう勝手に思っているところでは

あります。これから検討ということであります

けれども、この2030年以降、どのような手法で

学習をしていくのか、決定の手順、導入手順を

お尋ねいたします。 

【松尾義務教育課長】 デジタル教科書につきま

しても、先ほど申したとおり、紙の教科書と同

じような位置づけがなされましたので、今後、

まずは文科省の方の検定を受けることになりま

す。 

 その検定を経た後に、採択地区において、い

わゆる協議結果に基づいて、市町教育委員会の

方で採択をしていくことになります。県立であ

れば、学校長がしていくということになります。 

【中村(俊)委員長】 よろしいですか。 

 それでは、ほかにございますか。 

【大倉委員】 なるべく短く終わりますが、この

産業イノベーション人材育成等に資する高等学

校等教育改革促進事業に関して、島原農業高校

と佐世保中央高校、長崎鶴洋高校の事業計画が

採択されたということで、非常に喜ばしいと思

っているところでございます。 

 これ、今回申請した中身が採択されたという

ことだと思うんですけれども、その上限額とい

う部分が、どういうことなのかをちょっと伺い

たいんですね。 

 つまり、まだ事業予算に幅があるということ

なのかどうか、どういうふうにこの額を捉えれ

ばいいんでしょうか。 

【岩坪高校教育課長】 この事業額につきまして

は、各県の上限が62億円となっておりますので、

それに合うような形で本県の場合は、4校で積算

をしております。 

【大倉委員】それぞれ上限額、例えば島原農業

18億円、佐世保中央12.9億円、長崎鶴洋16.9億

円、これよりも減る可能性も出てくるんですか、

どうなんですか。 

【岩坪高校教育課長】 実際、この後文科省の方

からもそれぞれの経費等については、少し詳し

い査定が入る場合もあるというふうな情報も得

ておりますので、場合によっては減るというこ

とも考えられるのかなというふうに考えており

ます。 

【大倉委員】 場合によっては減るということで、

そんなにドラスチックに減るということはない

というふうに考えてよろしいということですね。
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安心しました。 

 それから鶴洋高校の事業内容の中身について、

ちょっとだけ伺いたいんですが、協力校という

ことで、上対馬高校と北松農業高校、この協力

校2校とはどのように協力関係を結んでいった

事業なのかを教えてください。 

【岩坪高校教育課長】 協力校を2校挙げており

ますが、まず上対馬高校におきましては、今後、

普通科ではありますけれども、水産の学びを取

り入れたような学校設定科目等を検討している

ところです。 

 そこで長崎鶴洋高校の知見というのが生かさ

れるのかなというふうに考えております。 

 それから北松農業高校につきましては、学科

は違うんですけれども、食品製造というところ

で、それぞれ農業、水産業を基盤とした食品製

造を行っておりますので、その辺りで連携がで

きるのかなというふうに考えております。 

【大倉委員】 分かりました。 

 で、この鶴洋高校には上限16.9億円というこ

とで、じゃあその上対馬と北松にも、そのうち

の何割かの予算額が配分されていくというよう

な形で事業が進められていくというふうに考え

てよろしいんでしょうかね。 

【岩坪高校教育課長】 基本的に、施設等につき

ましては、拠点校で活用するような枠組みにな

っております。ただ教員研修であるとか、生徒

が移動する際の旅費であるとか、そういうソフ

ト面に関しては、他校が使える部分も多少ある

というふうに認識をしております。 

【中村(俊)委員長】 ほかにございませんか。 

【饗庭副委員長】 私も1点だけお伺いしたいと

思います。 

 教育長説明の中の教職員の不祥事についてお

伺いします。 

 この教職員の不祥事なんですけれども、教員

の不適切な発言により、生徒が自律神経障害、

適応障害を発症させ、退部、転学へと追い込ま

れたという事案ですけれども、この事案で先日

テレビをたまたま見ていたら、ご家族の方がご

自分の思いをテレビを通して訴えておられたと

いうことがございました。 

 対応がやはり不十分だったのではないかとい

うふうに思いますが、見解をお伺いします。 

【白川教育人事課人事管理監】 ありがとうござ

います。 

 教職員の5月15日公表の不祥事に関してでご

ざいますが、県教委といたしましては、この事

案が発生した際に、関係者の意見を丁寧に聞き

取りまして、事実認定に基づきまして、複数の

会議を経て、過去の様々な事例等とも比較した

上で公正に判断をしております。 

 関係者の意見を丁寧に聞き取る上で、それぞ

れの立場で捉え方が異なったりすることで、両

者の意見が必ずしも両者が納得するケースばか

りではないんですけれども、その都度ご意見に

丁寧に耳を傾けまして、説明をさせていただい

たというふうに思っております 

【饗庭副委員長】 そういう状況の中で、この被

害者が、退部、転学に追い込まれるまでに、ど

のような対応をされたのか、お伺いします。 

【白川教育人事課人事管理監】 被害者が退部、

転学に至るまで、追い込まれるまでには、学校

の方で様々な対応を取りまして、できるだけ学

校に登校できるように、フォローをしてきてい

るというふうに認識しております。 

 県の方では、例えば心に傷を負った児童生徒

のケアにつきましては、児童生徒、その保護者

の意向を十分に踏まえた上で、スクールカウン

セラーを中心としたケアを行うですとか、そう
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いったケアを行ってきておりますので、引き続

き、今後、転学をしておりますけれども、転学

先の学校とも連絡を密にしまして、当該生徒が

希望の進路を達成できるように、今後も支援・

助言を行ってまいりたいと思っております。 

【饗庭副委員長】 1点ちょっと確認させていた

だきたいんですけれども、スクールカウンセラ

ーのケアはどれくらいの頻度で行ったのか、確

認させてください。 

【白川教育人事課人事管理監】 詳細に学校の方

でどれぐらいスクールカウンセラーとの面談等

を行ったかについては、申し訳ありませんが、

把握はしておりません。 

【饗庭副委員長】 分かりました。 

 対応が十分だったのかをちょっと確認させて

いただきたいなというふうに思いました。 

 こういう事案もありますし、いじめも含めて

いつも被害者の方が環境を変えざるを得ない状

況に追い込まれる。とてもこれが私はずっと理

不尽だというふうに思っております。 

 こういうふうにならない環境をぜひ教育委員

会でつくっていただきたいんですけれども、教

育長の見解をお伺いします。 

【前川教育長】 いじめの問題も含めて、こうし

た生徒の中で何らか、健康面でのこういう被害

を受けたりですとか、あるいはその進路を変更

せざるを得ないというその状況というのは、非

常に問題であると認識をいたしております。 

 この案件につきましては、もう原因が教員と

いうことですので、そこにはしっかりとしたこ

の教員に対する指導、それからほかにこういっ

た案件が出てこないように、教職員全体へのし

っかりした指導を行っていかなければならない

と思っております。 

 それぞれ案件について、個別にやっぱり対応

していく必要があると思っております。この案

件も非常に、ちょっと言い方が問題かもしれま

せんが、100対0で誰が悪いというような案件で

はありません。詳細に調べさせていただいてお

りますので、非常にやっぱりデリケートな部分

がいろいろございます。 

 ですから、そういった1件1件、丁寧に対応し

て、こういった被害を受けるような生徒が出て

こないように、しっかり対応していくというの

が我々の責務だと思っております。 

 今後もしっかり対応してまいりたいと思って

おります。 

【饗庭副委員長】 そうですね、おっしゃるよう

に本当に1件1件違うので、丁寧に対応していた

だいて被害者が本当に環境を変えなくていいよ

うに、元の学校で生活できるように進めていた

だきたいというふうに思います。 

【中村(俊)委員長】 ほかにございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【中村(俊)委員長】 ほかに質問がないようです

ので、教育委員会関係の審査結果について、整

理したいと思います。 

 しばらく休憩いたします。 
 

― 午後 ４時２１分 休憩 ― 

― 午後 ４時２２分 再開 ― 
 

【中村(俊)委員長】 委員会を再開いたします。 

 これをもちまして、教育委員会関係の審査を

終了いたします。 

 本日の審査は、これにてとどめ、明日は午前

10時から委員会を再開し、子ども政策局を含む

福祉保健部関係の審査を行います。 

 本日は、これをもって散会いたします。 

 大変お疲れさまでございました。 
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― 午後 ４時２２分 散会 ― 
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１、開催年月日時刻及び場所 

  令和８年７月１日 

自  午前 ９時５９分 

至  午後 ３時４９分 

於  委 員 会 室 ２ 
 
 

２、出席委員の氏名 

中村 俊介 委員長(分科会長) 

饗󠄀庭 敦子 副委員長(副会長) 

堀江ひとみ 委 員 

川崎 祥司  〃   

前田 哲也  〃   

中島 浩介  〃   

ごうまなみ  〃   

松本 洋介  〃   

千住 良治  〃   

清川 久義  〃   

大倉  聡  〃   

まきやま大和  〃   

 
 

３、欠席委員の氏名 

な  し  
 
 

４、委員外出席議員の氏名 

な  し  
 
 

５、県側出席者の氏名 
 

新田 惇一 福 祉 保 健 部 長 

尾﨑 正英 福祉保健部 次長 

黒島 孝子 福祉保健部 次長 

川村 喜実 福 祉 保 健 課 長 

西村 武士 
福祉保健課企画監
（地域福祉・計画担当） 

長谷川麻衣子 地域保健推進課長 

庄崎 鉄也 監 査 指 導 課 長 

髙見  誠 医 療 政 策 課 長 

園田 邦夫 医療人材対策室長 

桑原 一馬 薬 務 行 政 室 長 

江口  信 
国保・健康増進課長
（ 参 事 監 ） 

中村 泰行 
国保・健康増進課企画監
（健康づくり担当） 

久間 哲彦 長 寿 社 会 課 長 

内野  恵 
長寿社会課企画監
（地域包括ケア担当） 

町田 裕央 障 害 福 祉 課 長 

小田  宗 
障害福祉課企画監
（精神保健福祉担当） 

野中 泰輔 原爆被爆者援護課長 

 

浦  亮治 こども政策局長 

中村 直輝 こども未来課長 

大内田基教 
こども未来課企画監
（こども施策連携担当） 

川原 雅彦 
こども未来課企画監
（幼児教育・保育担当） 

鴨川  司 こども家庭課長 

太田 勝也 
こども家庭課企画監
（家庭福祉・母子保健担当） 

 
 

６、審査の経過は次のとおり 
 

― 午前 ９時５９分 開会 ― 
 

【中村(俊)委員長】 委員会及び分科会を再開い

たします。 

 これより、こども政策局を含む福祉保健部関

係の審査を行います。 

 審査に入ります前に、理事者側から、4月の人

事異動後、これまでの委員会に出席がなかった

新任幹部職員の紹介をお受けすることといたし

ます。 

【新田福祉保健部長】 おはようございます。福

祉保健部長の新田でございます。よろしくお願

いいたします。 
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 審査に入ります前に、5月の政府施策要望項目

審査に出席をしておりませんでした福祉保健部

の新任幹部を紹介させていただきます。 

〔幹部職員紹介〕 

 以上でございます。どうぞよろしくお願いい

たします。 

【中村(俊)委員長】 ありがとうございました。 

 それでは、これより審査に入ります。 

【中村(俊)分科会長】 まず、分科会による審査

を行います。 

 予算議案及び予算に係る報告議案を議題とい

たします。 

 福祉保健部長より、予算議案及び予算に係る

報告議案の説明を求めます。 

【新田福祉保健部長】 福祉保健部関係の議案に

ついてご説明をさせていただきます。 

 初めに、予算決算委員会文教厚生分科会関係

議案説明資料（追加1）福祉保健部の2ページを

ご覧ください。 

 今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第70号議案「令和8年度長崎県一般会計補正予算

（第2号）」のうち関係部分、第84号議案「令和

8年度長崎県一般会計補正予算（第3号）」のう

ち関係部分、報告第2号、知事専決事項報告「令

和7年度長崎県一般会計補正予算（第11号）」の

うち関係部分、報告第13号、知事専決事項報告

「令和7年度長崎県国民健康保険特別会計補正

予算（第２号）」、報告第16号、知事専決事項

報告「令和8年度長崎県一般会計補正予算（第1

号）」の5件でございます。 

 続きまして、予算決算委員会文教厚生分科会

関係議案説明資料、福祉保健部の2ページ中段を

ご覧ください。 

 初めに、第70号議案「令和8年度長崎県一般会

計補正予算（第2号）」のうち関係部分について

ご説明いたします。 

 令和8年度当初予算は、予算編成時期と知事選

挙の関係から、骨格予算として編成しておりま

したので、今回の補正において、具体的な諸施

策に係る予算を計上しております。 

 歳入予算は、福祉保健部合計で10億2,099万

9,000円の増、歳出予算は、福祉保健部合計で18

億7,846万7,000円の増となっております。 

 なお、各科目につきましては、記載のとおり

でございます。 

 次に、補正予算の主な内容についてご説明い

たします。 

 3ページをご覧ください。 

 （産科・小児科医療確保事業費について） 

 分娩取扱施設が少ない地域などにおける分娩

取扱い維持のための取組や、地域の小児医療の

拠点となる施設に対する支援に要する経費とし

て、1億3,454万9,000円を計上いたしております。 

 （歯科衛生士教育充実のための施設・設備整

備事業費について） 

 歯科衛生士の教育内容を充実し、訪問歯科診

療等へ対応できる歯科衛生士を育成するために

必要な設備整備の支援に要する経費として、

1,262万8,000円を計上いたしております。 

 4ページ上段をご覧ください。 

 （医療分野における業務効率化・職場環境改

善支援事業費について） 

 ＩＣＴ機器等の導入によって業務効率化・職

場環境改善に資する取組を行い、生産性向上を

図る医療機関への支援に要する経費として、4億

7,386万5,000円を計上いたしております。 

 その他の主な内容につきましては、3ページか

ら5ページに記載のとおりであります。 

 続きまして、予算決算委員会文教厚生分科会

関係議案説明資料（追加1）福祉保健部の2ペー
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ジ中段をご覧ください。 

 第84号議案「令和8年度長崎県一般会計補正予

算（第3号）」のうち関係部分についてご説明い

たします。 

 今回の補正予算は、国の重点支援地方交付金

等を活用した物価高騰対策について、必要な予

算を追加しようとするものであります。 

 歳出予算は、福祉保健部合計で5億1,356万円

の増となっております。 

 なお、各科目につきましては記載のとおりで

あります。 

 3ページをご覧ください。 

 補正予算の内容についてご説明いたします。 

 （医療機関、介護・障害者施設等における物

価高騰への支援について） 

 エネルギー等の物価高騰の影響による負担軽

減を図るため、施設を運営する事業者に対し、

電気代等の支援を実施してまいります。 

 1、医療機関等への支援に要する経費として、

1億328万円の増。 

 2、介護サービス施設等への支援に要する経費

として、2億9,413万4,000円の増。 

 3、障害福祉サービス施設等への支援に要する

経費として、1億1,614万6,000円の増を計上いた

しております。 

 続きまして、予算決算委員会文教厚生分科会

関係議案説明資料福祉保健部の5ページ中段を

ご覧ください。 

 報告第2号、知事専決事項報告「令和7年度長

崎県一般会計補正予算（第11号）」のうち関係

部分につきましては、さきの3月定例会の予算決

算委員会において、専決処分により措置するこ

とについてあらかじめご了承いただき、令和7年

度予算の補正を令和8年3月31日付で専決処分さ

せていただいたものであり、その関係部分につ

いて、その概要をご説明いたします。 

 歳入予算は、福祉保健部合計で9億7,573万

6,000円の減。歳出予算は、福祉保健部合計で20

億1,742万2,000円の減となっております。 

 なお、各科目につきましては、5ページから6

ページに記載のとおりであります。 

 歳入予算の主なものは、年間の収入額の確定

による国庫支出金の減であります。 

 歳出予算の主なものは、国民健康保険特別会

計繰出金の実績減による社会福祉費の減であり

ます。 

 次に、報告第13号、知事専決事項報告「令和

7年度長崎県国民健康保険特別会計補正予算（第

2号）」についてご説明いたします。 

 歳入予算、歳出予算ともに37億4,151万円の減

となっております。これは、保険給付費等交付

金の実績減等によるものであります。 

 続きまして、7ページをご覧ください。 

 報告第16号、知事専決事項報告「令和8年度長

崎県一般会計補正予算（第1号）」についてご説

明いたします。 

 今回の補正予算は、債務負担行為7億7,819万

円の増となっております。これは、ドクターヘ

リ運営事業費について、中東情勢に伴う物価高

騰等の影響により、緊急に増額する必要が生じ

たため、所要の経費について、地方自治法第179

条の規定に基づき、令和8年4月7日付で専決処分

させていただいたものであります。 

 以上をもちまして、福祉保健部関係の説明を

終わります。よろしくご審議を賜りますようお

願い申し上げます。 

【中村(俊)分科会長】 次に、こども政策局長よ

り、予算議案及び予算に係る報告議案の説明を

求めます。 

【浦こども政策局長】 おはようございます。こ
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ども政策局関係の議案についてご説明いたしま

す。 

 予算決算委員会文教厚生分科会関係議案説明

資料（追加1）のこども政策局の2ページをご覧

ください。 

 今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第70号議案「令和8年度長崎県一般会計補正予算

（第2号）」のうち関係部分、第84号議案「令和

8年度長崎県一般会計補正予算（第3号）」のう

ち関係部分、報告第2号、知事専決事項報告「令

和7年度長崎県一般会計補正予算（第11号）」の

うち関係部分、報告第3号、知事専決事項報告「令

和7年度長崎県母子父子寡婦福祉資金特別会計

補正予算（第1号）」の4件であります。 

 はじめに、第70号議案「令和8年度長崎県一般

会計補正予算（第2号）」のうち関係部分につい

てご説明いたします。 

 当初版の議案説明資料の2ページをご覧くだ

さい。 

 令和8年度当初予算は、予算編成時期と知事選

挙の関係から、重要な政策的経費を除いた骨格

予算として編成しておりましたので、今回の補

正において、具体的な諸施策に係る予算を計上

しております。 

 歳入予算は、こども政策局合計で1億1,338万

8,000円の増。歳出予算は、こども政策局合計で

95億5,797万8,000円の増となっております。各

科目につきましては、2ページに記載のとおりで

あります。 

 次に、補正予算の主な内容についてご説明い

たします。 

 （若い世代と考えるライフデザイン等支援事

業費について） 

 今後の少子化対策に必要な調査を行うととも

に、若い世代が結婚・子育てを含むライフデザ

インについて考える機会の提供や、将来の妊娠・

出産や健康に関する正しい知識の普及等を通じ

てプレコンセプションケアを推進するための経

費として、958万9,000円を計上いたしておりま

す。 

（「こどもまんなか社会」に向けた気運醸成事

業費について） 

 学校・家庭・地域が連携してこどもの健全育

成を図るため、25周年を迎えた「ココロねっこ

運動」のアップデートと、さらなる普及・啓発

を推進するための経費として、584万1,000円を

計上いたしております。 

（保育士等処遇改善推進事業について） 

 保育士等の資質向上と離職防止を図るため、

本県独自の処遇改善を市町と連携して実施する

ための経費として、9,172万円を計上いたしてお

ります。 

 このほか、4ページ記載の不妊治療費助成事業

費について、子どもの医療費助成事業費につい

て、子ども・子育て支援新制度への対応につい

て、私立幼稚園の振興についてであり、その内

容については記載のとおりであります。 

 続きまして、第84号議案「令和8年度長崎県一

般会計補正予算（第3号）」のうち関係部分につ

いてご説明いたします。 

 恐れ入りますが、追加資料の方の2ページをご

覧ください。 

 今回の補正予算は、国の重点支援地方交付金

等を活用した物価高騰対策について、必要な予

算を追加しようとするものであります。 

 歳出予算は合計で943万3,000円の増となって

おります。 

 補正予算の内容についてご説明いたします。 

 （児童福祉施設等における物価高騰への支援

について） 
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 エネルギー等の物価高騰の影響を受けている

事業者の負担軽減を図るため、利用者への価格

転嫁が困難な児童福祉施設等に対し、電気代等

の支援を実施してまいります。 

 1、私立幼稚園・認可外保育施設への支援に要

する経費として、22万1,000円の増。 

 2、児童養護施設等への支援に要する経費とし

て、921万2,000円の増を計上いたしております。 

 続きまして、恐れ入ります、当初版の方に戻

っていただきまして、5ページをお開きください。 

 報告第2号、知事専決事項報告「令和7年度長

崎県一般会計補正予算（第11号）」のうち関係

部分につきましては、さきの3月定例会の予算決

算委員会において、専決処分により措置するこ

とについて、あらかじめご了承いただき、令和

7年度予算の補正を3月31日付で知事専決処分さ

せていただいたもので、関係部分について、概

要をご説明いたします。 

 歳入予算は、こども政策局合計で1億887万円

の減。歳出予算は、こども政策局合計で3億3,809

万4,000円の減となっております。各科目につき

ましては、5ページから6ページに記載のとおり

であります。 

 歳入予算の主なものは、年間の収入額の確定

による国庫支出金の減であります。 

 歳出予算の主なものは、乳幼児医療費助成費

の実績減等による児童福祉費の減であります。 

 最後に、報告第3号、知事専決事項報告「令和

7年度長崎県母子父子寡婦福祉資金特別会計補

正予算（第1号）」についてご説明いたします。 

 歳入予算、歳出予算ともに合計で3,482万

1,000円の減となっております。これは、貸付け

実績の減によるものであります。 

 以上をもちまして、こども政策局関係の説明

を終わります。よろしくご審議を賜りますよう

お願いいたします。 

【中村(俊)分科会長】 次に、提出のありました、

政策等決定過程の透明性等の確保などに関する

資料、政策的新規事業の計上状況について説明

を求めます。 

【川村福祉保健課長】 政策等決定過程の透明性

等の確保及び県議会・議員との協議等の拡充に

関する決議に基づき、本分科会に提出いたしま

した福祉保健部関係の資料についてご説明いた

します。 

 今回ご報告しますのは、政策的新規事業の計

上状況についてであります。 

 資料の2ページをお開きください。 

 2ページ一番上の地域保健対策強化事業費か

ら、3ページ上から二つ目のこども医療福祉セン

ター運営費、時代のニーズに合った施設改修ま

での11事業であり、内容につきましては、記載

のとおりでございます。 

 説明は以上でございます。 

【中村こども未来課長】 引き続き、こども政策

局の政策的新規事業の計上状況につきましてご

説明いたします。 

 こども政策局関係事業については、資料3ペー

ジ3段目にございます、若い世代と考えるライフ

デザイン等支援事業でございます。 

 なお、内容につきましては、後ほど補足説明

資料を用いてご説明させていただきます。 

 以上で説明を終わります。 

【中村(俊)分科会長】 次に、医療政策課長より

補足説明を求めます。 

【髙見医療政策課長】 第70号議案「令和8年度

長崎県一般会計補正予算（第2号）」について、

補足説明資料に基づきご説明をさせていただき

ます。 

 令和8年6月定例県議会予算決算委員会文教厚
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生分科会補足説明資料の6月補正の方をご覧い

ただければと思います。 

 2ページでございます。 

 産科・小児科医療確保事業費につきましては、

分娩数や患者数が減少している医療機関に対す

る支援を行うもので、補正予算額1億3,454万

9,000円を計上しております。 

 2の事業内容をご覧ください。 

 （1）分娩取扱施設支援事業につきましては、

令和6年度の分娩数が令和5年度に対し、5％以上

減少している分娩取扱施設に対し、支援を行う

ものでございます。 

 次に、（2）小児医療施設支援事業につきまし

ては、小児医療の拠点施設のうち、令和6年度の

小児入院患者数が令和5年度に対し、2％以上減

少している施設に対して支援を行うものでござ

います。 

 （3）地域連携周産期支援事業（分娩取扱施設）

につきましては、分娩取扱施設が少ない地域に

所在する施設に対し、支援を行うものでござい

ます。 

 それから、（4）地域連携周産期支援事業（産

科施設）につきましては、分娩を取り扱っては

いないものの、妊婦健診等を行い、近隣の分娩

取扱施設と連携体制を構築している施設に対し、

施設・設備整備にかかる費用の支援を行うもの

でございます。 

 続いて、3ページをご覧ください。 

 こちらは地域医療介護総合確保基金を活用し

た新規事業でございまして、訪問歯科診療や口

腔機能の維持管理など幅広く対応できる歯科衛

生士を育成するため、長崎歯科衛生士専門学校

の研修用機材の整備にかかる費用を支援するも

ので、補正予算額1,262万8,000円を計上してお

ります。 

 続いて、4ページをご覧ください。 

 こちらは基金を活用した新規事業でございま

して、増加する訪問看護の需要に対応するため、

複数の小規模訪問看護ステーションが連携協働

して行う人材育成や、ＩＣＴを活用した業務効

率化などの取組を支援するものでございまして、

補正予算額600万円を計上しております。 

 続きまして、第84号議案「令和8年度長崎県一

般会計補正予算（第3号）」について、こちらも

補足説明資料に基づきご説明をさせていただき

ます。 

 こちら6月補正(追加)という資料の2ページを

ご覧いただければと思います。 

 こちらは医療機関等物価高騰緊急支援事業費

になります。 

 国の重点支援地方交付金を活用して、物価高

騰の影響を受けている医療機関等に対して、エ

ネルギー価格高騰分の支援を行うもので、補正

予算額1億328万円を計上しております。 

 対象及び支援内容につきましては、2の事業内

容に記載のとおりでございまして、病院、診療

所、薬局など3,997施設を支援対象としておりま

す。 

 （3）の単価の根拠につきましては、国による

電気・ガス及びガソリンへの支援状況も踏まえ

まして、各施設等の年間影響額の16分の1に相当

する額としております。 

 私からの説明は以上でございます。よろしく

ご審議を賜りますようお願いいたします。 

【中村(俊)分科会長】 次に、医療人材対策室長

より補足説明を求めます。 

【園田医療人材対策室長】 おはようございます。 

 第70号議案「令和8年度長崎県一般会計補正予

算（第2号）」のうち、主な計上事業につきまし

てご説明をさせていただきます。 
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 恐れ入りますが、分科会補足説明ファイルに

お戻りいただければと思います。 

 5ページでございます。 

 まず、医療分野における業務効率化・職場環

境改善支援事業費でございます。 

 国の令和7年度補正予算、医療・介護等支援パ

ッケージによる補助制度を活用した事業になり

ます。 

 事業内容でございますけども、業務効率化・

職場環境改善に資する取組を行い、生産性向上

を図る医療機関に対しまして、ＩＣＴ機器等の

導入を支援することで、効率的で質の高い医療

提供体制の構築を図るための経費といたしまし

て、補正予算額4億7,386万5,000円を計上してお

ります。 

 業務効率化の具体例といたしましては、記載

のとおりでございまして、病院が自院の実態に

合わせた定量的な目標を設定いたしまして、取

り組むものとなっております。 

 対象施設でございますけれども、ベースアッ

プ評価料を届け出ている病院となっております。

このベースアップ評価料でございますけども、

令和6年度診療報酬改定におきまして、医療機関

に勤務する医療従事者の賃上げを実施していく

ために新たに設けられたものでございます。 

 また、最大3年間の業務効率化計画を作成いた

だきまして、その内容が趣旨に合致するとして

厚生労働省が認めた病院となっておりまして、

総事業費の5分の4を国と県とで最大8,000万円

まで支援するものでございます。 

 次に、6ページをご覧いただければと思います。

離島・へき地における看護師の特定行為研修推

進モデル事業でございます。 

 離島地域でオンライン診療に従事しておりま

す看護師が特定行為研修を受講できるよう環境

を整え、また、研修修了者がオンライン診療時

の補助や特定行為の実施を通じまして、医師と

修了者の協働について、患者や関係者の理解を

深めるための支援を行う国のモデル事業でござ

いまして、補正予算額530万1,000円を計上して

おり、全額国庫負担となっております。 

 次に、資料下段をご覧いただければと思いま

す。 

 産科医等確保支援事業費でございます。 

 先ほど医療政策課長からも、周産期医療の体

制確保に関する事業の説明がございましたけど

も、本事業につきましては、地域でお産を支え

る産科医療機関におきまして、産科医師等の確

保を図ることを目的としております。 

 こちらも医療介護総合確保基金より実施する

ものでございまして、医療機関が産科医や助産

師に対しまして分娩手当を支給している場合に、

県からその医療機関に対し助成を行っておりま

す。今回、離島・へき地の医療機関における補

助率を現行の3分の1から2分の1に引き上げるも

のでございまして、引上げ分も含めて補正予算

額1,870万7,000円を計上しております。 

 以上をもちまして、補足説明を終わります。

よろしくご審議を賜りますようお願いいたしま

す。 

【中村(俊)分科会長】 次に、長寿社会課長より

補足説明を求めます。 

【久間長寿社会課長】 おはようございます。 

 私から、第84号議案「令和8年度長崎県一般会

計補正予算（第3号）」関係部分につきまして、

文教厚生分科会補足説明資料6月補正（追加）、

3ページについてご説明をいたします。 

 物価高騰緊急支援事業につきまして、長寿社

会課・障害福祉課分を併せてご説明いたします。 

 長寿社会課で、介護サービス施設等物価高騰
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緊急支援事業費といたしまして、2億9,413万

4,000円。障害福祉課で、障害福祉サービス施設

等物価高騰緊急支援事業費として、1億1,614万

6,000円を計上するものでございます。 

 いずれも国の重点支援地方交付金を活用した

物価高騰対策であり、エネルギー価格及び食材

料費の高騰分について支援を行うものでござい

ます。 

 2の事業内容をご覧ください。 

 対象となりますのは、介護・障害福祉サービ

スを行う施設・事業所と県や市町からの補助金

等で運営されている施設であり、対象事業者数

については記載のとおりでございます。 

 支援額は、（2）に記載のとおり、単価に定員

数、あるいは施設数を乗じた額としております

が、令和8年度介護報酬改定により、8月から基

準費用額の引上げが行われることから、特別養

護老人ホーム等の介護保険サービスを行う施設

に係る食材料費の単価につきましては、介護報

酬改定による引上げ分を控除した額としており

ます。 

 また、（3）に記載しておりますが、光熱費に

つきましては、年間影響額のおおむね16分の1に

相当する額、食材料費につきましては、年間影

響額のおおむね8分の1に相当する額といたして

おります。 

 補足説明は以上でございます。よろしくご審

議賜りますようお願い申し上げます。 

【中村(俊)分科会長】 次に、こども未来課長よ

り補足説明を求めます。 

【中村こども未来課長】 こども未来課から、第

70号議案「令和8年度長崎県一般会計補正予算案

（第2号）」のうち、お配りしています補足説明

資料に基づいてご説明をさせていただきます。 

 こども未来課補足説明資料2ページをご覧く

ださい。 

 若い世代と考えるライフデザイン等支援事業

でございます。 

 本事業につきましては、958万9,000円を計上

しております。 

 事業の目的に記載しておりますとおり、今後

の少子化対策に必要な調査を行うとともに、若

い世代が結婚や子育てを含むライフデザインに

ついて主体的に考える機会を提供することを目

的としております。 

 具体的には、事業の概要に記載しております

とおり、まず、県内の大学生や若手社会人など

の若い世代を対象として、結婚やこどもを持つ

ことに対する意向について調査を実施し、その

結果を踏まえた施策の検討を行ってまいります。 

 また、保育士等と連携しまして、中学生を対

象とした乳幼児とのふれあい体験を実施するこ

ととしており、家庭や子育てに対する前向きな

意識の形成につなげてまいります。 

 さらに、性や妊娠に関する正しい知識の普及

を図るため、関係者から成る協議会において、

本県におけるプレコンセプションケアの推進に

向けた取組の方向性等について検討するととも

に、企業や大学等への講師派遣などにより、若

い世代への情報発信を行ってまいります。 

 これらの取組を通じて、若い世代が自らの将

来について主体的に考える機会を創出し、結婚

やこどもを持つことに関する希望の形成を後押

しするとともに、今後の効果的な施策の推進に

つなげてまいりたいと考えているところです。 

 続きまして、3ページでございます。 

 「こどもまんなか社会」に向けた気運醸成事

業費でございます。 

 本事業は、学校・家庭・地域が一体となって

こどもを育む環境づくりを進めるため、県民の



令和８年６月定例会・文教厚生委員会・予算決算委員会（文教厚生分科会）（７月１日） 

- 103 - 

理解促進の気運醸成を図ることを目的に、25周

年を迎えた「ココロねっこ運動」につきまして、

こどもまんなか社会の理念を取り入れ、日常生

活で実践できる行動指針を作成し、30代から40

代の保護者を中心に、こどもの育ちに関する大

人の関わり方、具体的な行動例を分かりやすく

発信したいと思っております。 

 本事業の予算計上額584万1,000円でございま

して、その内容は、行動指針の作成に向けた若

者や関係団体との意見交換、あるいはイベント

開催やＳＮＳ等を活用した行動指針の周知啓発

等に係る経費等を計上させていただいておりま

す。 

 続きまして、84号議案でございます。令和8年

度長崎県一般会計補正予算案（第3号）のこども

未来課分でございます。 

 補足説明資料6月補正（追加）の2ページでご

ざいます。 

 先ほど説明がありましたとおり、医療・介護・

障害福祉分野と同様に、物価高騰の影響を受け

ている認可外の保育施設、それから、私学助成

幼稚園の負担軽減のため、エネルギー価格の高

騰分への一部支援を行います。 

 対象施設については、これまでの支援と同様、

県の所管としまして、認可外保育施設、私学助

成幼稚園が対象となっております。 

 事業内容は記載のとおりでございまして、認

可外保育施設については電気代の高騰分、私学

助成幼稚園は電気代とガソリン代の高騰分が該

当となりまして、それぞれ認可外保育施設で49

施設11万7,000円、私学助成幼稚園で5施設10万

4,000円を計上しております。 

 単価の根拠につきましては、国の支援状況も

踏まえて、年間影響額のおおむね16分の1という

形で設定させていただいております。 

 以上をもちまして補足説明を終わります。よ

ろしくご審議を賜りますようお願い申し上げま

す。 

【中村(俊)分科会長】 次に、こども家庭課長よ

り補足説明を求めます。 

【鴨川こども家庭課長】 私からは、第84号議案

「令和8年度長崎県一般会計補正予算（第3号）」

のうち、こども家庭課所管の補正予算について、

補足説明資料に基づいてご説明いたします。 

 予算決算委員会文教厚生分科会補足説明資料

6月補正、3ページをご覧ください。 

 児童措置費について、国の総合経済対策への

対応として、重点支援地方交付金を活用し、エ

ネルギー価格や食材料費高騰の影響を受けてい

る児童養護施設等に対し、高騰分の一部を支援

するための経費として921万2,000円を計上して

おります。 

 具体的には、2、事業内容に記載の対象施設に

対し、施設種別ごとの年間影響額について、電

気・ガス代は16分の1に相当する金額、食材料代

は8分の1に相当する額を定額で支給したいと考

えております。 

 以上をもちまして補足説明を終わります。よ

ろしくご審議賜りますようお願いいたします。 

【中村(俊)分科会長】 以上で説明が終わりまし

たので、これより予算議案及び予算に係る報告

議案に対する質疑を行います。 

 質疑はありませんか。 

【清川委員】 私の方から１点質疑させていただ

きます。 

 離島・へき地における看護師の特定行為研修

推進モデル事業についてお尋ねをいたします。 

 医療資源が限られる離島やへき地の地域にお

いて、日常的に診療機会を確保することは、住

民が安心して暮らし続けていくために必要不可
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欠であります。 

 先ほど医療人材対策室長から説明があったが、

6月の補正予算、離島・へき地における看護師の

特定行為研修推進モデル事業についてお尋ねを

いたします。 

 この特定行為について、一般的に広く認知さ

れていないと思いますが、まず、特定行為とは

どのような制度か確認させていただきます。 

【園田医療人材対策室長】 特定行為でございま

す。看護師がチーム医療の中でより役割を果た

せるように、人工呼吸管理でございますとか、

静脈注射などの診療の補助行為の中から選定さ

れた38行為が特定行為とされておりまして、医

師があらかじめ作成した手順書に基づき、指示

を待たずに行うことができるという制度でござ

います。 

 これにより、患者の状態変化に対しまして迅

速に対応ができ、医療の質の向上と効率化が期

待できるものでございます。 

 特定行為を実施できる看護師でございますけ

ども、おおむね3年から5年の実務経験を有しま

して、厚生労働省が指定する研修機関で受講い

ただいて、その後、厚生労働省の研修修了証を

交付されたものに限るという制度になっており

ます。 

 研修では、例えば、人工呼吸療法に係る呼吸

器関連でありますとか、栄養とか水分管理に係

る薬剤投与関連など、21区分38行為にわたる研

修がございます。研修機関でありますとか、内

容によって研修期間といいますのは変わってき

ますけども、数か月から1年程度の期間で研修が

受講されるというような状況になっております。 

【清川委員】 ありがとうございました。 

 医療の質の向上が期待されますが、今回、離

島において実施されるこの事業は、何を目指し

ておるのかお尋ねをいたします。 

【園田医療人材対策室長】 この事業の目的でご

ざいます。改めましてご説明させていただきま

すと、今回、国の補助事業を活用いたしまして、

離島・へき地におきまして、オンライン診療に

従事しております看護師が特定行為研修を受講

できる環境を整備するとともに、その後、研修

修了者が活躍できる環境も同時に整備をしたい

と思っております。 

 現在、県内の特定行為研修修了者でございま

すけども、134名となっております。離島ではな

かなかまだ少ない状況にございまして、離島で

あるとか半島地域におきまして、常勤医師の確

保でございますとか、医療資源の集約が困難で

ございます。こうした地域では、医師の指示の

下、一定の診療の補助を担うことができる看護

師の役割が一層重要になるものと考えておりま

す。 

 こうした取組を通しまして、オンライン診療

でありますとか、今後、需要が拡大していく在

宅医療におきまして、看護の質の向上による患

者の重症化予防でありますとか、医師のタスク

シフトを推進し、離島・へき地の持続可能な医

療提供体制の確保につなげることを目的として

おります。 

【清川委員】 ありがとうございました。 

 離島において特定行為研修、この事業が実施

されているということですが、具体的にどのよ

うな取組を進めていくのかお尋ねをいたします。 

【園田医療人材対策室長】 具体的な取組のご質

問でございます。 

 今回は、オンライン診療を念頭に置いており

ます。具体的には、五島市におきまして、医療

ＭａａＳを活用したオンライン診療を実施され

ておられます。このオンライン診療に、五島市
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内の訪問看護ステーションの看護師が診療の補

助として従事されておりまして、本事業におき

ましては、このうちの看護師1名を研修受講候補

者としております。 

 取組といたしましては、まず、離島地域でオ

ンライン診療に従事している看護師が特定行為

研修を受講するための旅費等の経費の支援を行

わせていただきます。あわせて、研修受講者が

研修終了直後から活躍できる環境を整えるため、

この看護師が研修受講中にほかの病院から、も

う既に特定行為研修を修了された方に出向して

いただきまして、オンライン診療の補助等を行

ってもらうことによりまして、特定行為につい

ての患者さんの理解であるとか、医師のタスク

シフトを推進するための必要な経費を支援する

こととしております。 

【清川委員】 ありがとうございました。 

 まずは五島市でモデル事業として取り組まれ、

終了後も研修受講者が活躍できる環境整備が行

われるということですが、ほかの地域でもこの

ような取組を広げていくことが必要と考えてお

ります。今後の展開についてお尋ねをいたしま

す。 

【園田医療人材対策室長】 今後の展開について

のご質問でございます。 

 本事業で得られました成果でございますとか

課題につきましては、県内の医療機関や市町、

あるいは訪問看護事業者等に広く共有させてい

ただきまして、在宅医療分野における特定行為

研修修了者の活用モデルとして横展開を図ると

いうことで、離島・へき地の修了者の養成につ

なげてまいりたいと考えております。例えば、 

令和7年度から県の方で設置しております長崎

県離島診療所のＩＣＴ等普及協議会というのが

ございまして、そういった中で、関係市町と地

域医療充実のためのＩＣＴ活用促進について意

見交換を行っております。こういった場を活用

させていただきながら、本事業の事例を共有さ

せていただければと思っております。 

 今回の事業は単なる研修受講の支援ではなく、

人材育成、それから現場実装、その後の横展開

ということを視野に入れて取り組んでまいりた

いと考えております。 

【松本委員】 補足説明資料の福祉保健部の2ペ

ージです。 

 産科・小児科医療確保事業費、6月補正予算1

億3,454万について質問させていただきます。 

 前回の委員会でも質問しましたが、分娩数の

減少により、分娩取扱施設が大変厳しい経営状

況に置かれております。そのような中、県では

昨年度に引き続き、今回の補正予算において、

産科・小児科医療確保事業費を計上し、分娩取

扱施設を支援することとされておりますが、昨

年度と比べて、支援する施設数、支援額はどの

ようになっているのか、お尋ねいたします。 

【髙見医療政策課長】 産科・小児科医療確保事

業費における分娩取扱施設への支援につきまし

ては、まず、昨年度の実績は、分娩取扱施設支

援事業では、分娩数が減少している24施設に対

し、1施設当たり250万円、合計6,000万円を支援

しております。 

 それから、地域連携周産期支援事業では、分

娩取扱施設が減少している地域の分娩施設1施

設に対し1,140万円を支援しております。 

 以上、合計25施設に対し、7,140万円の支援を

行ったところでございます。 

 次に、今回の補正予算におきましては、分娩

取扱施設支援事業では、11施設に対し、1施設当

たり290万円から870万円、合計6,271万4,000円

を支援いたします。 



令和８年６月定例会・文教厚生委員会・予算決算委員会（文教厚生分科会）（７月１日） 

- 106 - 

 それから、地域連携周産期支援事業では、3施

設に対し、1施設当たり1,124万6,000円、合計

3,373万8,000円を支援する予定としております。 

 以上、合計14施設に対し9,645万2,000円の支

援を行う予定としております。 

【松本委員】 今の説明によりますと、今回は14

施設を支援するということです。金額が増額し

て大変ありがたいんですけれども、昨年度は25

施設ということで、対象施設が今回は何施設あ

り、14施設を支援するのか、お尋ねします。 

【髙見医療政策課長】 分娩取扱施設につきまし

ては、助産所も含めまして、対象施設は全部で

32施設ございます。この32施設全てに事業案内

をいたしまして、補助要件に合致する14施設を

支援することとなったものでございます。 

【松本委員】 14施設ということですが、昨年度

の25施設から今年度は14施設に減っている理由

をお尋ねいたします。 

【髙見医療政策課長】 支援施設数が減少した理

由は二つございます。 

 1点目が、昨年度から2施設が分娩取扱いを中

止されまして、分娩施設が32施設から30施設へ

と減少しております。 

 2点目が、分娩取扱施設支援事業の国の補助要

件が見直されたことがございます。昨年度の要

件が、令和5年度の分娩取扱数が平成29年度から

令和元年度の3年間の平均を下回っていること

ということになっておりましたけれども、今年

度は、令和6年度の取扱数が令和5年度に対し5％

以上減少していることという要件に変更がなさ

れたため、この要件に合致しない9施設が対象と

ならなかったものでございます。 

【松本委員】 分かりました。国の補助要件に合

致しないということは一定理解しますが、今回

対象とならない施設も経営状況は同様に厳しく、

また、産科医の高齢化や後継者不足など、課題

は山積しております。 

 このような中、私の地元である大村市では、

市内の分娩施設に対して独自の支援措置を講じ

るなど、各地域でも努力はされています。今後、

地域で出産できる体制の維持は必然的に一層難

しくなることが懸念されます。 

 また、今回の事業で計上されている小児医療

についても、将来を担うこどもたちの健全な成

長を支える重要な基盤でありますが、小児科の

医療機関も減少しております。休日・夜間診療

や救急への対応、日常的な一次医療の維持が困

難になりつつあります。県民がどこに住んでい

ても安全・安心に出産できるよう、県としてど

のように取り組んでいくのかお尋ねします。 

【髙見医療政策課長】 一次医療におけます産

科・小児科の診療所に対する支援や体制整備に

つきましては、基本的には市町において取り組

んでいるところでございますけども、県としま

しては、今回のように国の補助金を活用した分

娩取扱施設への支援のほか、産科医・小児科医

の確保、周産期母子医療センターへの運営費の

補助、センターを中心とした施設間の役割分担

や連携強化を進めているところでございます。 

 また、小児医療の部分につきましても、在宅

当番医制の充実や効率的な運用について、市町

に対し助言を行うとともに、子ども医療電話相

談窓口（＃8000）により、症状に応じた適切な

受診を促して医療機関の負担軽減を図るなど、

広域的な観点から体制整備に取り組んでいると

ころでございます。 

 今後とも市町をはじめ関係機関と連携しなが

ら、地域の実情に応じた持続可能な周産期・小

児医療体制の確保に努めてまいりたいと考えて

おります。 
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【松本委員】 やはり人口が減少していくのが全

国でもう分かっている中で、国としても医師を

抑制していくような動きも見えています。そう

いった中で、これから医療に従事される、医師

免許を取られる方々は、経営しなきゃいけない

もんですから、どの医療を選択するかとなると、

必然的に人口が少なくても成り立つような、例

えば、眼科とか、皮膚科とか、整形外科とかを

選択せざるを得ないような状況が生まれてくる

のではないかと。やはり産婦人科とか小児科は、

当然こどもや出産が減ってますから、わざわざ

厳しい選択をするというのは、後継者であると

か、よっぽどなインセンティブがないとなかな

か判断していただけないのかなと、状況からし

て考えます。 

 そういった中で、産科医や小児科医が減ると、

当然、出産・子育てと、県民の生活の一番重要

なところに大きな影響をきたします。 

 それともう一つ懸念するのは、ここに出てい

ませんが、救命救急も選択する方が少ないと。 

 だからやっぱり医療というのは人の命に直結

するところでございますから、国の支援が確保

できる部分はしっかり確保に行っていただいて、

何とか、厳しい状況であるとは思いますが、維

持できるよう、引き続き支援をお願いしたいと

思います。 

 こども政策局の補足説明資料の2ページ、若い

世代と考えるライフデザイン等支援事業費、横

長の、958万について質問いたします。 

 このライフデザインに係る若い世代の意向の

把握ということですが、若い世代が結婚・出産

を考えることは、個人の自由というか、その人

の考え方によるし、多様な生き方があると思う

んですね。それを特段制限することはもちろん

できないと思いますし、それぞれその方が判断

することであると思うんです。そういった中で、

あえて県が公金を使って意向を把握するという

のは、何のためにするのか。まずお尋ねいたし

ます。 

【中村こども未来課長】 今、少子化とか、核家

族化とか、地域のつながりの希薄化という部分

が進んでいる中で、こどもを持って子育てをす

るというのが、かつては当たり前の時代から、

どんどんそういった方も身近にいないという状

況です。我々としてはこの事業が、結婚・出産

を促すことを目的とするものではなくて、そう

いう地域社会情勢が変わっていく中で、結婚・

子育ても当然なんですが、仕事、住まいとかそ

ういったものを含めて将来の人生設計について、

なかなかそういった身近にモデルとか教えてく

れる人がない中で、必要な知識や情報を得てい

ただきたいというところを目的にしています。

将来的にそういったことを知らずに、人生の選

択肢がいろいろたくさんある中で、結婚・子育

ても含めたものを、もしそういうことを若い頃

知っていたらまた違った人生があったというよ

うなことでの後悔とか、そういうのがないよう

にということで、そういう課題が、今、国にお

ける検討会の中でも、様々若者を含めた検討会

の中に出てきておりますので、今、こども未来

戦略の中でも、ライフデザイン支援というのは

非常に強化していく形になっております。そう

いう若者の皆様方が知識をしっかり身につけて

いただくというのが重要ではないかということ

で、それが結果的に晩婚化・未婚化といったそ

ういうものの改善にもつながっていくという部

分もあるのではないかという議論がありまして、

行政として取り組んでいくというような理解で

我々進めているところでございます。 

【松本委員】 そこは行政側の立場での見解では
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ありますけれども、失礼ですが、調査をしただ

けで解決する問題ではありませんし、もちろん

意向調査した上で、その方々の考え方を変えさ

せるというのはなかなか難しいと思います。何

が障害になっているのか、どういう対策を取れ

ばいいかというところまでしないと、ただ調査

して、客観的な事実を確認するだけになります

から、その調査した結果をどう生かそうとして

いるのか、お考えをお尋ねします。 

【中村こども未来課長】 当該事業につきまして

は、計上額のうちの788万8,000円が調査に要す

る費用としておりますけども、実際にＳＮＳや

インターネット等を通じた調査には300万程度

のお金がかかります。その他、シンクタンクさ

んとともに一人一人からの深掘り、一人一人か

らのインタビューなど、あるいは若い人たちを

実際に集めた検討会とかして、今おっしゃった

そういった、今、結婚自体を望まない人たちと

いうのもどんどん増えてきておりますので、そ

ういった方の背景にあるものをしっかり深掘り

して調査しようじゃないかというのが大きな目

的となっておりますので、我々、婚活センター

をつくって、結婚支援事業等しておりますけど

も、そういった部分にも当然、そういった背景

が分かれば生かしていけるんじゃないかと思っ

ておりますし、また、教育庁さんとかとも連携

して、調査項目についてはしっかり検討したい

と思いますので、こども政策局だけじゃなく、

少子化対策というのは以前からも言っておりま

すとおり、県全体で取り組んでいくものですの

で、調査結果についてはしっかり共有して進め

ていきたいと思っているところでございます。 

【松本委員】 概要のところに、「県内大学生や

若者の結婚やこどもを持つことに対する意向を

調査し、希望に寄り添う支援施策の検討を実施」

と書いてあって、そこを聞きたかったんですけ

れども、要するに、調査をした中で、若者の中

に結婚をしない、出産を望まないという人がい

るかもしれないけれども、それには何らかの背

景があって、もしそれを阻害している要因が何

かあるとすれば、それを解決するような施策を

することが理にかなってるというか、調査結果

を生かすということになるんじゃないかと思い

ます。 

 ですから、私が申し上げたいのは、調査が目

的ではなくて、あくまでも調査を基にして、希

望に寄り添う支援施策、これをやはり先に必ず

つくっていただきたい。そこがやはり大きな根

拠となりますので、取り組んでいただくことも

重ねてお願いしたいと思います。 

 最後にもう一つ、プレコンセプションケアの

普及・啓発ということでございますが、まず、

このプレコンセプションケアについてお尋ねを

いたします。どういうものなのか。 

【太田こども家庭課企画監】 プレコンセプショ

ンケアにつきましては、こども家庭庁において、

性別を問わず、適切な時期に性や健康に関する

正しい知識を持ち、妊娠・出産を含めたライフ

デザインや将来の健康を考えて健康管理を行う

と定義をされております。 

【松本委員】 性と健康の知識を若い世代が身に

つけるということですが、これを普及啓発する

ということですが、なぜ普及啓発する必要があ

るのか、お尋ねします。 

【太田こども家庭課企画監】 普及啓発の必要性

でございますが、自ら希望する人生設計の実現

に向けましては、妊娠を望むか否かにかかわら

ず、若いうちから知識を身につけておくことが

重要であると考えております。 

 あらかじめ性や健康に関する正しい知識を持
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って健康管理を行うことが、希望する時期の妊

娠や、安全で安心な妊娠・出産につながること

とされておりますので、プレコンセプションケ

アの普及啓発は必要な取組であると考えており

ます。 

【松本委員】 学校の保健体育の授業で基本的な

知識は身につけると思いますし、これも先ほど

と似た感じになるんですけど、個人の考え方も

それぞれあると思います。そういったことを普

及啓発するということですが、学校現場ではあ

る程度やっている中で、行政として具体的にど

ういうふうにしてその普及啓発をしていくのか、

お尋ねいたします。 

【太田こども家庭課企画監】 具体的な内容でご

ざいますけども、昨年度、国におきましては、

プレコンセプションケア推進5か年計画が策定

されております。その中におきまして、都道府

県に対しても、普及啓発に係る人材、プレコン

サポーターと申しますが、こちらの養成でござ

いますとか、相談体制の整備というところが求

められているというところでございます。 

 また、他県におきましては、先行して、学校

への出前講座等により普及啓発を行っていると

ころでございまして、こうした国の計画や他県

の取組等を参考にして、関係者による協議会を

今年度立ち上げまして、専門的な知見に基づく

意見も伺いながら、本県におけるプレコンセプ

ションケアの推進に向けた取組の方向性につい

て検討してまいりたいと考えております。 

【松本委員】 性や妊娠に対する正しい知識の普

及というのはなかなか取り扱いにくいところも

あると思うんですけれども、やはりこれは県教

委や市町の教委といった、教育委員会の協力が

ないとできないことでもありますし、年齢的に、

中高、そして大学生がそういった年齢期になり

ますので、やっぱり大学に対しての協力要請と

いうのもしていかないといけない。だから、県

独自ではなかなかできないことでありますので、

やはりしっかりとした連携体制をつくっていた

だきたいと思います。 

 すみません、あと1個、忘れてました。 

 補足説明資料の3ページに、ココロねっこ運動

25周年という記載がございます。私もずっとこ

の委員会で、ココロねっこ運動が形骸化されて

るんじゃないか、事業自体はいい事業なんです

けれども、運動の名前は知ってるけど内容を知

らないという方がおり、そこがちょっとなかな

か浸透してないんじゃないかというところで、

今回この説明の中に、ココロねっこ運動のアッ

プデートというのが出ておりますが、具体的に

何をするのかお尋ねいたします。 

【中村こども未来課長】 ご指摘のとおり、認知

度と、少し行動に実際つながっているかという

ことは我々もアンケートでも少し乖離があると

いうことは分かっておりますので、その一因と

して、当然、周知啓発もありますけれども、少

し具体的に何をしたらいいかというような行動

基準といいますか、行動例といいますか、そう

いったものが足りないのかなというところがあ

りましたので、今回、25周年ということを迎え

る中で、そういったものを教育関係者の方、あ

るいは親御さんとか、そういう方々と一緒につ

くってまいりたいというふうに思っております。 

【松本委員】 たしか行動指針が10項目ございま

したよね。その行動指針に、家庭教育の部分も

入っておりますけれども、いいことではあるん

ですけれども、実際に浸透しているかというと

ころが大事になってくると思いますし、今の時

代に、25年たって、新たなものも必要じゃない

かなというふうに思うんですよね。そういった
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行動指針についてはどのようにお考えですか。 

【中村こども未来課長】 おっしゃるとおり、大

きなところはこどもまんなか社会という形で、

こどもの視点に立ってというところが一つある

んですが、あるいは時代の変化に応じてという

点、二つあると思います。今で言うと、例えば、

さっきおっしゃった、ココロねっこ10という中

では、スマホを持たせる場合はフィルタリング

機能をつけましょうみたいな物言いなんですけ

ど、今、実際こどもさんたち自身で、スマホの

使い方とか、そういうのをしっかり考えていき

ましょうというような形で、実は水面下では話

をさせていただいているところですので、そう

いうこどもの視点に立った形で、もう少し大人

としてこどもと向き合い方を、こどもたちの目

線に立ってやっていく要素をしっかりこういっ

た物言いの中にも反映させていきたいというふ

うに考えております。 

【堀江委員】 堀江です。70号議案について質問

いたしますが、発信しますね。 

 離島介護サービス確保対策事業費について質

問したいと思います。 

 これが新規の事業になっているんですが、事

業の内容、なぜ新規なのかということで説明を

求めます。 

【久間長寿社会課長】 離島介護サービス確保対

策事業費についてのお尋ねでございます。 

 こちらの事業内容につきましては、離島にお

きまして、介護サービスを提供する際に生じる

事業者さんの渡航費を支援している市町に対し

支援するものでございます。 

 こちら、今回、新規として事業を計上してお

りますのは、背景といたしまして、実は本県、

昨年度まで国の社会保障審議会のメンバーでご

ざいました。この審議会の中の分科会などにお

きまして、小規模離島などで島内に介護サービ

ス事業所さんがない場合には、利用者さんはそ

の事業者さんに渡航していただくか、ご自身が

渡航してサービスを受けざるを得ないと。特に

二次離島におきましては、採算性の問題で新規

参入も困難であるということから、市町さんが

独自で渡航費を支援しているケースもあるとい

う、そういったサービス提供の実情につきまし

て国の方に強く訴えてきたところでございます。 

 そうした本県からの意見を国が認めていただ

いた結果、今年度新たに国の方が制度を創設し

ていただきましたので、その制度を活用すると

いうことで、今年度新規事業として実施するも

のでございます。 

【堀江委員】 これまでは、市町が単独でやって

いたので、認識としては、渡航費用を支援する

というふうにあったのにというふうに思ってい

たんですけれども、単独でやっていたものに国

が予算を出しますよということで新規になると

いうことの理解でいいですか。 

【久間長寿社会課長】 その認識で結構でござい

ます。 

【堀江委員】 改めて発信するんですけど、政策

的新規事業の計上状況の中で、要求額が562万円

なのに計上額が240万ということで、事業内容等

の精査による補正になっていますが、具体的に

どういうことだったんですか。 

【久間長寿社会課長】 こちらの制度を設けられ

るということは、国の概算要求などの際に国か

らもお話がございまして、県としても準備をし

ていたというところでございますけれども、そ

の制度の詳細、1自治体当たりの補助額とかの上

限額とかを幾らにするというところの連絡があ

ったのが、示されたのが今年の4月ということで

ございました。もう既に予算要求の入力作業と
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いうものが終わった後に国の制度が示されたと

いうところがございましたので、そうしたこと

で、もともと要求していた、この560万から計上

額として、1自治体当たりの補助上限の30万の8

市町、240万円ということで、最終的な計上をし

ているところでございます。 

 事業内容の精査という記載ではございますけ

れども、国の方の制度が示され、事業内容が分

かったことから、最終的な計上額ということで

こういった記載となっているところでございま

す。 

【堀江委員】 対象自治体が十分活用できますよ

うにお願いをしたいと思います。 

 次、70号議案は、予算計上されていない内容

について、障害福祉課に質問したいと思います。 

 障害福祉振興費、障害者自立促進費の中の透

析患者の送迎支援事業費185万が、3月議会では

計上されまして、この予算は、3月は骨格予算で

ありますので、6月補正においても185万を要求

してまいりたいという課長答弁がありました。

今回、この6月補正で185万円が計上されていな

いんですけれども、どういった理由でしょうか。 

【町田障害福祉課長】 透析患者通院費助成事業

のご質問に対してお答えをさせていただきます。 

 令和8年度当初予算につきましては、いわゆる

骨格予算として編成されたことから、本来であ

れば残り半分につきまして、6月補正として予算

を計上する予定でございましたが、昨年度の実

績を踏まえまして、今回、予算計上を見送るこ

とといたしました。 

 具体的な昨年度の実績といたしましては、当

該事業は昨年度新規事業として開始した事業で

あることから、年度当初は事業の周知を行い、

8か月間の事業実績になりますが、助成額は約94

万円という実績でございました。これを年間ベ

ースで換算いたしますと、助成額は140万円程度

となることと見込んでいるところでございます。 

 一方、令和8年度当初予算におきましては、既

に185万円を確保しており、昨年度実績がこの範

囲内であったことから、6月補正での追加計上は

行わないと判断をいたしたところでございます。 

 なお、令和7年度におきましては、市町や関係

団体のご協力をいただき、対象者への個別相談、

個別周知に取り組んできたところでございます

が、対象者の多くが高齢者ということもござい

まして、事業内容が十分に伝わっていない可能

性があると認識しているところでございます。 

 このため、今年度につきましては、より分か

りやすくするため、周知のチラシの見直しを行

うとともに、引き続き市町や関係団体のご協力

を得ながら、対象者への個別周知の強化に努め

ているところでございます。 

 引き続き多くの方に当該事業を活用していた

だけるよう、可能な限り周知に努め、その結果、

今後、予算不足が見込まれる場合は、2月補正予

算などで対応を改めてご相談させていただきた

いと考えております。 

【堀江委員】 透析患者通院交通費は昨年から始

まったということが一つあって、しかし、実績

を含めて185万の範囲でできるということから、

骨格予算ということでああいう答弁をしたけれ

ども、それで大丈夫だろうという見込みで、今

回、半額は計上しませんでしたという回答なん

ですが、この透析患者通院交通費は条件があり

ますよね。例えば、市町村民税非課税世帯であ

ることとか含めて、三つの条件、いずれにも該

当しなきゃいけないということとか、条件があ

る意味厳しいんですよね。と同時に、知られて

いない、改めて透析の皆さんに、何人かにお聞

きしましたが、知らないという方が多かったで
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すね。そういう意味では、半額を計上しなかっ

たのは、予算としては大丈夫ということの答弁

なんですけれども、今後、周知をして、さらに

利用する方が、当然利用すべき方が利用してい

くことになった場合に、その予算の額を超える

ということも私はあり得ると思うんですよね。

そういったときには、予算の対処の仕方として

はどうなるのか。その点だけ確認させてくださ

い。 

【町田障害福祉課長】 今後、周知を進める中で、

利用者が増えていくということで想定しており

ます。予算が足りなくなった場合は、また改め

て補正予算で対応させていただきたいと考えて

いるところでございます。 

【堀江委員】 いずれにしても利用できる方が利

用できるように、周知も含めてお願いしたいと

思います。 

 最後にします。発信します。 

 報告3号の母子父子寡婦福祉資金特別会計な

んですけれども、これは説明で、貸付け実績の

減ということで説明がありましたし、私も理解

をいたしておりますが、3,482万の減ということ

ですけれども、実情として、申請された分は全

部認定されているのかということと、あと、数

としては減っていないのか。どういう状況にな

っているのか。この2点を教えてください。 

【鴨川こども家庭課長】 今お尋ねがありました

貸付けですけれども、こちらはひとり親に対し

て経済的支援をするために12種類の貸付けの種

類ありまして、貸付けを実際行っているところ

ですけれども、当初予算の組み方としまして、

過去の実績から多く見込みまして、令和7年度当

初では360件程度の1億5,000万をイメージして

組みましたけれども、実績としましては284件と

いう実績になりました。過去の推移を見ますと、

おおむね300件前後で推移しておりまして、必要

な予算としては確保できておりましたし、実際、

実績として落としたんですけれども、必要な部

分についての貸付けは全てできていると認識し

ております。 

【堀江委員】 過去の実績から、予算としてはち

ょっと多めにと言ったらおかしいですけれども、

十分対応できるように予算を組んでいたという

ことで、当然、申請の分は十分対応していると

いうことでした。ぜひ対象となる方たちに十分

対応していただくように改めてお願いをしたい

と思います。終わります。 

【中村(俊)分科会長】 ほかにございますか。 

【ごう委員】 おはようございます。私から2点

質問させていただきたいと思います。 

 まず、部長説明資料の4ページ、先ほど清川委

員から質問がありました、離島・へき地におけ

る看護師の特定行為研修推進モデル事業費につ

いてお尋ねいたします。 

 離島・へき地において、本当に県民の命を守

るためにも、38の特定行為研修を修了した看護

師というのは大変重要だと思っております。 

 実は私これ、令和元年に離島・半島地域振興

特別委員会の中で質問させていただいた経緯が

ございまして、そのときのご答弁としては、長

崎県としては平成30年から、この特定看護師の

研修に対する何らかの支援を始められたという

ことでございました。そして、令和元年当時に

特定行為研修を修了された看護師は、県内に17

名存在するということだったのが、先ほどのご

答弁の中では134名まで増えているということ

は、やはり県としてしっかりご支援された実績

だなというふうに思っておりますので、大変う

れしく思っております。 

 当時、確認した際に、長崎県内のどのエリア
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に特定看護師の研修を修了された方がいらっし

ゃるのかということをお尋ねした際に、把握し

ていないというご答弁だったんですけれども、

今現在、134名修了された方々が、県内の、例え

ば、県央に多いとか、離島に何名とか、そうい

ったちょっと細かいことがお分かりなのかどう

か教えていただけますか。 

【園田医療人材対策室長】 特定行為研修修了者

の県内の地域ごとの状況でございますけども、

先ほど134名ということで清川委員にご答弁さ

せていただきましたけども、この調査は2年ごと

に行っておりまして、直近のデータでは、令和

6年の時点となります。 

 地域別の内訳でございますけども、長崎医療

圏で62名、それから、佐世保県北医療圏で30名、

それから、県央医療圏で29名、県南医療圏で7名、

各離島を含めて6名というような状況でござい

ます。 

 特定行為研修の修了者でございますけど、医

療計画に目標を定めておりまして、令和11年度

までに234名ということで、今後、毎年25名の増

加を目指すこととしております。 

【ごう委員】 ありがとうございます。令和11年

までに234名の修了者を目標としているという

ことで、非常にありがたいなというふうに思っ

ております。 

 この特定行為研修でございますけれども、先

ほども答弁ありましたが、まず、3年から5年の

実務の経験がある人が資格があるということ。

そして、まず基礎講座はｅラーニングで受講さ

れて、そしてその後、実技の方は指定研修機関

で受けるということでありますので、例えば、

なかなか本当に離島や半島の看護師さんが受講

しようと思っても、これまでも受講することが

大変だった中に、今回この530万1,000円のモデ

ル事業を使って、離島の方が受講もできるとい

うのは非常にありがたい支援策だなというふう

に思っております。 

 では、この530万円の予算の中に、先ほどは受

講する人が行って、その間、資格を持った人が

離島の方に来てということでやっていくという

ようなことがございましたが、予算の具体的な

内訳というものを教えていただけますか。 

【園田医療人材対策室長】 この予算の事業費

530万1,000円の内訳でございますけども、まず、

特定行為研修を受講される看護師が離島から、

本土でありますとか、長崎県内、もしくは東京

で研修を受講される際の旅費といたしまして約

110万円を、それから、研修を受講される間でご

ざいます、訪問看護ステーションを想定してお

りますけども、代替の看護師を約6か月間雇用さ

れる経費といたしまして約240万、そのほか診療

補助に使用する医療機器のリース料であります

とか、研修中に、先ほど委員からお話ありまし

た、他の医療機関から実際にはもう修了されて

る方が出向で来ていただきまして、島内で活動

する旅費等の経費として180万円を計上してお

ります。 

 このほかの研修受講料でございますけども、

別途、既存事業で看護師等資質向上事業費がご

ざいまして、質の高い看護職員育成支援事業補

助金というものを用意しております。こちらで

受講料の、全額ではございませんけれども、一

部を支援する予定としております。 

【ごう委員】 ありがとうございます。受講され

る方の旅費と、それから代替の職員さんの旅費

等も含めての530万1,000円ということでござい

ました。 

 そして、あわせて教えていただいたのが、お

尋ねしようと思っておりましたが、受講料の支
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援策というものも質の高い看護師の育成事業費

の方で補助をしているということでございまし

た。この受講料が60から90万円ぐらいかかると

いうことで、これも非常に大きな壁になってい

たので、こういったものを組み合わせて、特定

行為看護師が増えていくことは非常にありがた

いと思っておりますので、今後とも引き続きの

ご支援をよろしくお願いしたいと思います。 

 続いて、もう1点です。資料の3ページになり

ますが、歯科衛生士教育充実のための施設・設

備整備事業費についてお尋ねいたします。 

 現在、本当に高齢化が進んで、在宅医療、そ

して在宅で介護を受けている人が大変増加をし

ております。そのような中、訪問看護診療のニ

ーズなども高まっている中で、歯科衛生士の需

要というものはどんどん増えていると思ってお

ります。 

 また、急性期の病棟などでの口腔ケアや機能

管理のための歯科衛生士の役割というものも大

きいというふうに感じております。 

 そのような中で、県内では、歯科衛生士が不

足しているという声をよく耳にいたします。 

 そこでまず、県内の歯科衛生士の現状、歯科

衛生士専門学校の生徒数の状況ですとか、県内

の就業の状況について教えてください。 

【髙見医療政策課長】 県内の歯科衛生士養成校

は、長崎歯科衛生士専門学校と、それから、九

州文化学園歯科衛生士学院の2校でございます。 

 令和8年6月現在、長崎歯科衛生士専門学校は、

1学年定員50名に対しまして、1年生が51名、2年

生が58名、3年生が39名在籍しております。九州

文化学園歯科衛生士学院につきましては、1学年

定員40名に対しまして、1年生が26名、2年生が

20名、3年生が25名在籍をされております。 

 それから、令和7年度の卒業生の県内就職率に

つきましては、どちらの専門学校につきまして

も、約80％という状況でございます。 

【ごう委員】 ありがとうございます。令和8年

6月現在で、長崎の歯科衛生専門学校はおおむね

定員は充足しているような状況でございました。

それに対し、九州文化学園の専門学校は、かな

り人数、定員割れがしている状況が見られると

いうことでございますね。 

 そのような中で、今回、予算をつけて、長崎

歯科衛生士専門学校に設備をしっかりと充実さ

せて、質の高い訪問看護などができる歯科衛生

士を育成していくということは、これからを見

据えた中では非常に重要なことだと思っており

ますが、一方で、定員割れがしている九州文化

学園歯科衛生士学院の方は今後どのようにお考

えでしょうか。 

【髙見医療政策課長】 今回のこの補正予算で計

上しております理由としまして、長崎歯科衛生

士専門学校につきましては、学生以外の県内の

歯科衛生士を対象とした研修会にも活用される

ということで、例えば、離職を一度された方を、

また復職に向けて養成するという趣旨もござい

まして、長崎歯科衛生士専門学校の方に支援さ

せていただくということにしておりますので、

基本的な考え方は、それぞれの専門学校で学生

をしっかりと募集していくということが基本か

なというふうに考えているところでございます 

【ごう委員】 理解しました。長崎歯科衛生士専

門学校は、復職に係る人たちの研修とか、様々

な活用策があるということで、そこの設備を充

実させていくということでございました。 

 歯科衛生士さんの定員割れの原因の一つは、

これも以前ちょっとお尋ねしたんですが、学生

たちに対する周知不足が大きいのかなと思って

おります。歯科衛生士という職業がどういうも
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のなのか。そして、例えば、賃金体系がどうい

うものなのか。結構お給料とかもいいのになっ

てくれる人がいないとか。また、学校を卒業し

ても長崎県に就職せずに、福岡とか東京に行っ

てしまうというようなお声があって、歯科医院

の先生方もかなりお困りの様子のお声が届いて

おります。 

 そのような中で、今80％県内定着率というこ

とでございましたが、県内に定着させていくた

めに、今、県はどのような対策を取っておられ

るのか確認させてください。 

【髙見医療政策課長】 先ほどごう委員の方から

不足してるというお話もございましたけれども、

本県の人口10万人当たりの歯科衛生士の就業者

数につきましては、178人という状況でございま

して、全国平均の116人に比べては多い数字とは

なっているところでございます。ただ、離島地

域につきましては、48人という状況でございま

して、全国平均の半分以下という状況になって

ございます。 

 このため、離島地域で不足している歯科衛生

士の確保に向けまして、離島地域の歯科診療所

に就職する県内専門学校の新卒者を対象に、奨

学金返済を支援する制度を、令和8年度に、今年

度に創設いたしまして、昨年度から制度の周知

啓発に努めてきたところでございます。 

 県としましては、歯科衛生士専門学校への啓

発資材の送付とか、あと離島地域で開催される

高校生を対象とした進学相談会に参加するなど、

制度の周知に努めていくとともに、引き続き県

の歯科医師会と連携を図りながら、歯科衛生士

の確保と県内定着に取り組んでまいりたいと考

えているところでございます。 

【ごう委員】 ありがとうございます。今年度か

ら奨学金返済免除の制度がつくられたというこ

とで、これも常々要望していたことなので、こ

れをつくっていただけたことにも感謝申し上げ

ます。 

 とにかく離島等では、本当に衛生士も不足し

ていて、在宅診療も非常に大変なことになって

いると思いますので、今後、せっかくこうやっ

て設備投資をするわけでございますので、新卒

の生徒を増やすこと、それから、県内の就職者

を増やすこと、そしてまた、一度離職された方

の復活などにもしっかりと支援をしていただい

て、歯科衛生士専門学校がそのために役立って

いただくことを要望したいと思います。ありが

とうございます。 

【前田委員】 自分の質問しようとした項目以外

で、すみません、ちょっと確認ですけども、歯

科衛生士の奨学金の免除は離島だけじゃないで

すか。それは、ほかの業種で奨学金免除の、い

ろいろ業種の中で、離島だけという、一歩前進

したと思いますけども、それは先ほど課長おっ

しゃった、充足しているという数字を見てそう

いう判断をしてるんですか。 

 ただ、歯科衛生士会としては、県内含めて全

ての学生に対する奨学金の免除を求めてるんで

すけども、そこはどういう見解ですか。 

【髙見医療政策課長】 繰り返しになりまして恐

縮ですけども、離島地域が特にお困りというこ

とを踏まえまして、こういった制度を設けさせ

ていただいたというふうな経過でございます。 

【前田委員】 定期的に歯科医師会とも協議して

いると思うので、ぜひこれも拡大に向けて検討

していただきたいと思います。 

 産科と小児科医療の確保、松本委員の方から

質問がありましたけども、昨年から実施してい

く中で、箇所数とかもちろん変動があるのは分

かるんですけども、ちょっと部長にお聞きした
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いんですけども、こういった形で、変な話、何

とか維持してもらっているという中での多分支

援策だと思うんですけども、抜本的な支援とし

て、部会の方とも協議する中で、そのほか、こ

れはずっと毎年こんな形で出てくるわけですよ

ね。こどもが減っていく中で、なかなかそれを

好転させることは難しいと思うんですけども、

こういった確保事業という支援メニューでしか

支え切れないという現状はもう致し方ないんで

すかね。例えば、県北の方では、バースセンタ

ーをつくったらどうかというようなご提案も、

専門の方からお聞きしたりしてるんですけども、

今後含めて、この考え方について少し部長の方

にお尋ねしたいと思います。 

【新田福祉保健部長】 ただいまのご質問につい

てご回答申し上げます。 

 まず、基本的な考え方といたしましては、ま

ず安全にお産を進めていくということがまず第

一前提であるというところは揺るぎないところ

かというふうには思います。妊産婦や、あとは

小児、そういったところの胎児の死亡がやはり

まずないような、そのような安全な体制をしっ

かりと確保していく、安全・安心を届けていく

と。そういったようなところをやはり県として

はまず第一にプライオリティーにおいて推進し

ていくというところにはなります。 

 身近なところで分娩をというようなお声もた

くさんありますけれども、例えば、上五島の妊

婦さんなどからは、今回、支援の制度といった

ものができたことによって、高度な医療をしっ

かり提供できる長崎大学病院であるとか、そう

いうところでしっかり安心して、安全な環境で

産むことができたといった、言わば感謝みたい

な声もいただいているところでありますので、

そういったところを我々としてはしっかりプラ

イオリティーを置きながらやっていくと。と申

しつつ、やはり少子化の影響でありますとか、

そういったところで産科の分娩数が少なくなっ

てきている中において、経営が少し以前よりは

悪くなってきていると、そういったような医療

機関もございます。そういったところに関しま

して、国もしっかりこのような形で支援制度を

整えさせていただいているところであり、県と

いたしましても、そういったような制度を活用

させていただきながら、何とか支援を続けさせ

ていただいていると、そういったところではご

ざいます。 

 したがいまして、何とか、産科・小児科の医

療提供体制がしっかりと確保できるよう、県と

いたしましても引き続き支援を努めてまいりた

いというところでは考えているところでありま

す。 

【前田委員】 ありがとうございました。 

 地域的に言えば、県北とか半島の方とか、非

常にやっぱり厳しい現状が続いていますので、

こういった支援のほかにどういったことができ

るのかについては、さらに検討を進めていただ

きたいと思います。 

 5ページの（新）医療分野における業務効率化・

職場環境改善支援事業費について、新規という

ことになっていますけども、これまでもこうい

った支援やってたと思うんですけど、今回これ

が新規になっているのは、どういった内容で新

規になっているのかをお尋ねしたいのと、あと、

これは何か所分を積算しているのかご答弁いた

だきたいと思います。 

【園田医療人材対策室長】 今回、新規というこ

とで予算計上させていただいておりますけども、

国が医療介護等支援パッケージ策の一つといた

しまして、国の補正予算で実施させていただく
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ものでございます。 

 ＩＣＴ機器等の導入によりまして、業務効率

化・職場環境改善に資する取組を行いまして、

生産性向上を図る医療機関に対して必要な経費

を支援することで、効率的で質の高い医療提供

体制の構築を図るということになっております。 

 以前から国の補正予算を活用させていただき

まして、様々な取組や支援をしておりますけど

も、今回、改めまして国のこういった補助事業

を活用して事業を組み立てているところでござ

います。 

 それから、支援対象施設数ということで、こ

ちらにつきましては、資料にも書かせていただ

いておりますけども、補助上限が8,000万円とい

うこと、業務効率化に必要な経費の5分の4の補

助となっております。負担割合は県の3分の1で

こういった補助を支援させていただきますけど

も、大体事業費ベースでは、イメージとしては

1施設当たり1億円ということで8,000万という

補助上限になっています。ということで、大体

6施設ということで考えております。 

【前田委員】 ありがとうございました。内容に

ついては理解したんですけども、ここ数年こう

いった支援メニューがある中で、病院の業務効

率化、まさにここに書いているような業務効率

化の例というのは、どこの病院も多分望んでい

ると思うんですけども、そういう意味では、こ

のＩＣＴとかでの支援というのは、大体進捗的

にはどれぐらい行き着いてるんですか。 

【園田医療人材対策室長】 大変恐縮でございま

すが、進捗状況としましては、どの程度進んで

いるかというところの指標というのは、すみま

せん、持ち合わせてないような状況でございま

す。 

【前田委員】 言い方変えますけれども、今、6

施設になりましたけども、それ以上に希望する

ところが出てきたら、今の既存の予算の中では

どういう対応ができるんですか。 

【園田医療人材対策室長】 基本的にはこの6事

業ということでさせていただいています。そも

そもこの事業の立てつけでございますけども、

単年度の量でモデル事業としての位置づけでご

ざいまして、1件当たり約1億円ということで、

規模が、インパクトが大きくて、業務プロセス

の抜本改善が可能になるということで、1億円と

いうことで計上させていただいております。 

 例えば、幅広く支援するという考え方もござ

いますけども、国からは、1病院当たりの補助金

額を小さくして補助対象病院を増やすというこ

とは、業務効率化の成果を減じることにつなが

りかねないため行わないということで考え方が

整理されております。最終的には、提示された

計画書を基に判断されていくものと考えており

ますけども、場合によっては、今度、6件以上に

なるということも考えられると思っております。 

 なお、ある程度まとまった規模の補助金では

ございませんけれども、例えば、産業労働部の

魅力ある職場づくり推進補助金であるとか、こ

ういった中小・小規模事業者の職場改善につな

がる取組に対して補助制度が設けられておりま

す。 

 こういった大規模な予算でございませんが、

補助金300万上限で総事業費の3分の2以内とい

うことになっておりますけども、当室からもこ

ういった事業を説明させていただきまして、県

内医療機関に対して周知をさせていただいてい

るというような状況でございます。 

【前田委員】 ある枠の中の1億を減らしてたく

さん出せということではなくて、ＩＣＴを望ん

でいる病院がたくさんこれからもあると思うの
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で、そこに対して、産業労働部も含めて、部局

をまたいででもいいので、きちんと支援できる

ような措置を取ってほしいなという質疑の趣旨

なので、ぜひ今後ともよろしくお願いしたいと

思います。 

 こども政策局に二つ質問したいと思います。 

 前知事の希望もあった保育士人材確保等事業、

8ページ、こども医療は10ページですけども、そ

れぞれ昨年と比べて、継続して予算立てしてい

るみたいですけども、どれぐらい予算計上額が

動いているのか、まずその点をお尋ねしたいと

思います。まず、保育士の方からお願いします。 

【川原こども未来課企画監】 お尋ねございまし

た保育士等処遇改善推進事業につきましては、

昨年の当初予算と比べまして700万ほど減じて

計上しているところでございます。 

【前田委員】 執行残も出ていたと思うんです、

昨年。これ今年で3年目ですよね。執行残も出て

いたと思うんですけども、昨年の直近でいいの

で、執行状況はどんな状況でしょうか。 

【川原こども未来課企画監】 令和7年度の執行

状況になりますけれども、約1億5,000万円にな

りまして、当初予算と比較しまして72.5％程度

の執行となってございます。 

【前田委員】 3年目ですので、ぜひ執行残が残

らないように、保育園の方とも連携を取ってほ

しいと思うんですけども、僕がお聞きしたいの

は、3か年、時限的にまずやりますよということ

で、3年目を迎えるので、来年度以降どうするの

かということをお聞きしたいんですね。その上

で、研修を受けた形で1人2万円にしようという

工夫をされて出した。しかし一方で、この間も

質問が上がってましたけども、園には保育士以

外の方もいるんですよと。そういう方にも出し

てほしいと。でもそれだったら1億ぐらい上がる

から、なかなか難しいんですよと。ただこれ、

もともとの発想は、ほかの産業と比べて所得が

低いから、それを補おうということでやってい

たと思うんですけども、当時、これを立案した

ときの保育士の所得から、その後、国も追いか

けて、ずっと人勧とかで上がってきてますよね。

それを考えたときに、今どれぐらい上がってる

のかなというのが気になります。そこをお知ら

せいただきたいのと、来年度どうしようと考え

ているのか。もちろん秋口から来年度予算に入

りますから、基本的な考え方というか、来年継

続しようとしているのかどうか確認をしたいと

思います。 

【川原こども未来課企画監】 まずは、事業の開

始前、開始後におきます賃金がどれぐらい増え

ているのかというお尋ねでございますけれども、

厚生労働省の賃金構造基本統計調査によります

と、役職者を除きました保育士の賃金は、令和

5年から令和6年にかけまして、年間で14万円程

度の増加という統計が出てございます。 

 それからもう一つご質問がございました、来

年どのような展開を考えているのかというお尋

ねでございます。 

 委員ご指摘のとおり、本事業につきましては、

令和6年度から開始いたしまして、今年度で事業

終期を迎えているところでございます。国が進

めている処遇改善の取組の効果でございますと

か、本事業の実施状況を十分に見極めるととも

に、関係団体や市町の意見、現場の保育士の声

などを丁寧に伺いながら総合的に検討してまい

りたいと考えております。 

 その上で、県としましては、保育人材の定着

を図るためには、働きやすい環境づくりも含め

た取組が重要であると認識しておりますので、

現場ニーズを的確に捉えながら、効果的な施策



令和８年６月定例会・文教厚生委員会・予算決算委員会（文教厚生分科会）（７月１日） 

- 119 - 

について検討してまいりたいと考えております。 

【前田委員】 先日、保育会の方と意見交換の場

を持たせていただきましたけども、いまだに全

産業と比較すると低いことは低いんですね。し

かし、当初、こういう事業をやろうとしたとき

から比べると、二十何％、多分大幅に上がって

きてるんですね。追いついてきている状況の中

で、限られた財源をどう使うかと考えたときに、

来年度以降どうするかというのは、さっきおっ

しゃったように、これから検討したいというこ

とで、十分に保育の業界の方々と検討しながら

進めてほしいと思うんですけども、ただやっぱ

り人口減少を考えたときに、保育にかかる予算

というのは手厚くした方が私はいいと思ってる

んですね。そう考えたときに、国が多く今制度

を変えようとしている中で、それでも地方にお

いては、国の制度に合わない部分が出てきたり、

長崎県で言えば、離島特有の問題とか地域性の

問題で、やっぱり不自由しているところってあ

ると思うんですよ。国に働きかけてもなかなか

変わらないと。そういうところにやっぱり長崎

県独自の支援をしてほしいと思っていて、その

財源があるんだったら、そこは抑えてでも今度

はこういうことをやりましょうかみたいなやり

取りをしっかりとやってほしいと思うんですけ

ども、こども政策局長としてうなずいてくれて

いるので、考え方を確認したいと思います。 

【浦こども政策局長】 私が6月にこども家庭庁

に政府施策要望の案件でお伺いして、担当の保

育政策課長さんとも直接話をさせていただきま

した。そのときに私から申し上げたのは、国の

方では、次元の異なる少子化対策が令和5年に取

りまとめられた。それを契機として、今お話が

あったように保育政策というのが、これまでに

ないほど大きく前進したということで、感謝の

意味も含めてお話をさせていただきました。 

 特に、今お話があってる学ぶ保育士等応援事

業が開始しました令和6年度以降、いわゆる75年

ぶりの配置基準改善というものでありますとか、

あるいは、今紹介がありました公定価格上の保

育士の大幅な処遇改善というのが本当に前進し

た、進展したと感じております。 

 もとより、これも今前田委員からご指摘があ

りましたように、こういった保育政策は、国・

県・市町村の適切な役割分担も大事なんですけ

れども、一方で、国が全国一律で行う施策と、

県・地方がそれぞれの実情、ニーズに合わせて

きめ細かに行うような単独事業を効果的・効率

的に組み合わせていくことが何よりも重要であ

ろうというふうに考えております。 

 そうしたことを考えて、学ぶ保育士等応援事

業の今後の対応につきましては、ただいまご指

摘であったように、保育関係団体のニーズ、そ

の背景にありますそもそもの保育現場のニーズ、

それから、保育の事業主体である市町村、こう

いった幅広い方々のニーズを真摯にお聞きしな

がら、予断を持たずに幅広い視点で検討してま

いりたいと考えております。 

【前田委員】 ぜひ綿密に打ち合わせして、いい

予算立てしてほしいなと思います。 

 子どもの医療費助成費、これまでも委員会の

中で、決算が増えてるんじゃないかという指摘

もあってましたけども、昨年度の予算と今年の

予算と比較したときの増減について、まずご答

弁いただきたいと思います。 

【太田こども家庭課企画監】 昨年度の実績でご

ざいますが、最終実績が、高校生につきまして

は約4億3,000万円でございます。令和7年度につ

きましては、決算の見込みとしまして、4億9,000

万円を見込んでいるところでございます。 
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【前田委員】 市町との協議の中では、小学校、

中学校も見てくださいとか、そういう要望のや

り取りをしてると思うし、高校生についても、

現物給付が求められてますけども、現物給付に

したときに、どれぐらい上がるとおっしゃいま

したかね。予算ベースで。すみません、確認さ

せてください。 

【太田こども家庭課企画監】 本年3月の本委員

会でレセプトデータの分析結果をお示ししたと

ころでございますが、現物給付化した場合には、

6億5,000万円を超える予算ということでお伝え

したと思います。 

【前田委員】 そういう話の中で、今回、償還払

いで当然予算立てしていると、積算していると

思うんですけども、私個人的には、償還払いに

するのは財源を抑えるためだという認識しかな

いので、そうじゃなくて現物給付を求めたいと

意見してきていますけども、市町も含めたとこ

ろで、平田さんに知事が変わってどうするのか

と思ってたんですけども、従来どおりですよね。

来年以降含めてどうするのか。それとも、変更

することも含めて、市町と協議しているのか。

検討状況についてお知らせいただきたいと思い

ます。 

【太田こども家庭課企画監】 こども医療費助成

制度の見直しの検討状況でございますが、令和

5年度、令和6年度のレセプトデータの分析結果、

先ほどお話ししましたように、3月に本委員会で

お示ししたところでございますが、こちらに加

えまして、令和7年度の実績を含めた検証を進め

ているところでございます。 

 今後の制度のあり方につきましては、当該検

証を踏まえまして、県民の利便性の向上でござ

いますとか、市町や医療機関の事務的負担軽減、

こうした観点も考慮しながら、できるだけ早い

時期に一定の方向性を整理したいと考えており

ます。 

【前田委員】 一義的には国に求めることだと思

いますけども、しかし、そうは言っても現実、

今お話ししたような現状にあるんですから、今

の答弁ってずっとそういう答弁が出ていると思

いますけども、ぜひ、ここらできちんと来年に

向けて決着をつけてほしいなと思います。 

 最後の質問にします。 

 若い世代と考えるライフデザイン等支援事業

費、先ほども質問あってましたけども、私も、

若い世代の意向調査って、もうやり尽くしてる

んじゃないかなと思ってるんですね。だって今

までいろんな各種アンケート取ってるじゃない

ですか。だから希望に寄り添う支援政策という

のも、まだ確認するんですかという感じがする

ので、ぜひ改めて、直近でやるということであ

るならば、先ほど同僚委員が発言したように、

支援施策をしっかり新規も含めて打ってほしい

ということを要望しておきたいと思います。そ

うしたことによって、意向調査したかいがあっ

たなとなりますので、従来型を続けるだけじゃ

全く意味がないんですね。お願いしておきたい

と思います。 

 一つ、プレコンセプションケアについては、

私も以前から話してましたけども、僕のプレコ

ンセプションケアの位置づけは、不妊治療支援

の中の一つの位置づけにしてるんですね。そう

いうやり取りをこれまでも質疑してきたと思う

んですけども、出生率を上げるために、こども

を産みたいという人の支援も優先的にやったら

どうかということで、不妊治療の支援をもっと、

兵庫県を参考としながら、先進的なところを参

考としながら拡張してほしいということで話し

てましたけども、患者さんのアンケートを取っ
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た、病院側のアンケートを取った、アンケート

から見えてきたことも大体認識できたと思うん

ですよ。その上で、今年度、何か新たな事業と

して不妊治療支援に対して、既存は別ですよ、

何かあるんですか。そこをちょっと確認させて

ください。 

【鴨川こども家庭課長】 これまでの前田委員と

のやり取りの中で、不妊治療についていろいろ

ご意見いただいております。実際、今年度新規

事業としまして、先ほどの予算の中の一部に、

今後どういった形でプレコンセプションケアを

進めていくのかという検討する会議の予算を計

上しております。数回予定しておりますけど、

その中の１回につきましては、不妊治療に特化

した形でのご意見をいただくような場を設けて

いく予定としておりまして、そういった中で、

これまでやってきたアンケートでありますとか、

保険適用後の実態等も検証しながら、新しい事

業を組み立てるべきなのか、今の事業を拡充し

ていくべきなのか、そういった議論を深めてい

きたいと考えております。 

【前田委員】 確認したかったのは、プレコンセ

プションケアの普及を図る協議会ではなくて、

不妊治療の支援を拡充するための協議会という

ことで、私は昨年質疑をして、その方向でアン

ケート後については、協議会を立ち上げたいと

いうことでやり取りしていたと思います。プレ

コンも幅広いですけども、かぶっている部分と

して、そこの中で議論してほしくて、プレコン

セプションケアの中で、不妊治療ではなくて、

不妊治療支援の中でプレコンセプションケアが

一つの柱としてあるということを確認させてい

ただきたいし、その普及については、具体的な

事例として、先進する兵庫県では、県立の高校

を3か年で一巡させましょうということを実施

してますよ、どうですかというお話もしてるん

ですから、検討してもらうことは構いませんけ

ども、もう少しプレコンセプションケアでなく

て、不妊治療支援に対する協議会ということで、

今年度進めていくということをご答弁いただき

たいと思います。 

【鴨川こども家庭課長】 県としましても、親和

性が非常に不妊治療とプレコンセプションケア

については近しいものと思っておりますので、

委員ご指摘のとおり、不妊治療についてのきち

んとした検討という場も一つ設けながら、しっ

かり検討していきたいと考えております。 

【前田委員】 最後にしますけども、不妊治療に

対するどういう支援ができるかということを検

討するためにアンケートを取りたいと言って、

そして現況、長崎県において、不妊治療による

出生数が全国平均と比べたら非常に低いですよ

ね、産みたいと思う人を応援しましょうよとい

うやり取りで分かりましたということでアンケ

ートが始まったと思っていて、その先に協議会

を設けるというから、頑張ってくださいと思っ

てたんです。 

 親和性があるという話ではなくて、不妊治療

の支援の中にプレコンセプションケアがあるん

です、僕の中では。何かプレコンの協議会の中

で不妊治療も議題にしますよじゃなくて、不妊

治療支援の中でプレコンセプションケアをどう

やって広げていこうかというふうな協議会にし

ていただかないと、僕のこれまでの質疑とか要

望の趣旨とは何か、はたから見たら一緒やんと

思うけど、全然一緒じゃないんですよね。政策

局長最後に答弁をお願いします。 

【浦こども政策局長】 不妊治療支援の充実、あ

るいはプレコンセプションケアの推進もともに

重要だというふうに考えております。 
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 前田委員からご指摘がありましたように、昨

年度、アンケートをさせていただいた中でも、

例えば、心理的なケアを求める声もありました

し、もう少し早く、そもそも不妊治療云々の前

に、プレコンセプションケアのような取組があ

ればよかったという、そういう声も実際あって

ますので、そこは、どっちがより重要か、どっ

ちがより優先かというよりかは、二つとも重要

というふうな視点で、同じ協議会の中で、不妊

治療の支援についても検討していくと、そうい

うふうな考え方を今抱いております。 

【前田委員】 最後に要望だけで終わりますけど

も、プレコンセプションケアを高校生にすると

いうのは、「いずれ大人になったら結婚するで

しょう。したいですよね。当然しないという選

択もありますよ。したいですよね、こどもも持

ちたいですよね。でも、現実的にはこどもは、

どの年齢でも当然出産可能であるけども、適齢

な時期がありますよね。そこをちょっと遅れち

ゃうと、自分の体自身にもいろんな影響があり

ますよね」と。そういうことを高校というか若

いうちから知っとってもらったら、まさしくこ

のライフデザインの中で、この25から何歳まで

の間にこどもを持ちたいですねみたいなものが

あるんですから、これは並行じゃなくて、出産

というか、そっちの中に入ってるんですよ。入

ってると僕は思ってるの。それはほかにもあり

ますよ。プレコンセプションケアでお伝えした

いことは、こどもたちに。でもやっぱりそこが

僕はあるから提案してるんで、ぜひ、不妊治療

の支援に対する、じゃあ何のためのアンケート

を取ったかという話になっちゃうので、アンケ

ート結果を取って、施策になってないんだから、

今から検討するんだったら、協議会の設置、ち

ゃんとしますと。その上で、プレコンもその中

でしっかり議論していきますという答弁はでき

るじゃないですか。要望にとどめますので、ぜ

ひよろしくお願いします。 

【川崎委員】 地域医療・多職種連携推進事業費

750万についてお尋ねいたします。 

 2040年頃にピークを迎える在宅医療に対応す

るため、多機関・多職種間の連携強化のための

ネットワーク構築等を支援し、持続可能な在宅

医療提供体制を推進という説明をいただいてお

ります。 

 まず、確認でありますが、在宅医療の利用者

の実態と、そして、2040年頃にピークを迎える

ということでありますので、どのような利用者

の予測をしているのかお尋ねいたします。 

【髙見医療政策課長】 在宅医療の関係でござい

ますけども、訪問診療患者数につきましては、

2025年には1日当たり1,682人が利用されている

という状況になってございます。 

 本県では、85歳以上の高齢者数につきまして、

2040年頃にピークを迎えるということが予測さ

れておりまして、この訪問診療患者数につきま

しても、2040年には約1.16倍の1日当たり1,950

人程度と最も多くなるものと見込んでいる状況

でございます。 

【川崎委員】 まさに増加傾向であるということ

です。 

 患者数の今説明が、2025年は1,682人というふ

うにありましたが、これは利用回数ということ

だろうと思っておりまして、真の患者数という

ことについてはまた別です。いわゆる延べ数だ

と思いますので、ぜひ、どの程度の方が利用さ

れているのかというのは引き続き調査をお願い

したいなと思っております。 

 次に、現在の在宅医療ですけれども、どのよ

うな体制で行っておられるのかお尋ねいたしま
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す。 

【髙見医療政策課長】 在宅医療につきましては、

医師を中心に、訪問看護師や薬剤師、それから

リハビリテーション専門職等の医療従事者と、

あと介護支援専門員やヘルパー等の介護の関係

者が連携しながら、必要な医療やケアを提供さ

れているという状況でございます。 

 ただ、地域によっては、医師や看護師が本来

の業務に加えまして、服薬指導とか口腔ケアと

いったところも担われている状況もございます。 

【川崎委員】 ありがとうございました。患者さ

んに向き合って、必要な体制を取って当たって

いただいているということで、非常にありがた

いなというふうに思っております。 

 今回、推進事業費ということで、いわゆるネ

ットワーク構築の支援と持続可能な在宅医療提

供体制の推進ということでありますので、いま

一度、事業で目指すものについてお尋ねをいた

します。 

【髙見医療政策課長】 県では、昨年度、在宅医

の負担軽減ですとか、あと、業務の効率化を図

ることを目的に、地域の在宅医を中心としたチ

ームによるグループ診療の取組ですとか、あと、

情報共有方法の改善など、多職種・多機関が連

携するための具体的な仕組みについて検討を進

めるような活動を支援してまいりました。その

中で、活動チームの方からは、連携を円滑に進

めるための情報共有ツールの活用ですとか、在

宅医の負担軽減のためにオンライン診療を導入

する必要があると、そういった課題が上げられ

たところでございます。 

 こうした現場の課題を踏まえまして、今回の

事業では、在宅医や訪問看護師などの多機関・

多職種間での情報共有を図るためのＩＣＴツー

ルですとか、あと、オンライン診療を導入しま

して、その効果を実証する市町といったところ

の取組を支援することで、地域の実情に応じた

在宅医療提供体制の構築につなげてまいりたい

というふうに考えております。 

【川崎委員】 ありがとうございました。 

 委員会で視察をさせていただいて、介護施設

でしたけれども、かなり介護ロボットの導入が

進んでいて、また、そのロボットも導入からさ

らにバージョンアップしていきながら、本当に

職員の皆様の負担軽減ということで取り組んで

おられまして、例えば、いろんな報告書もほと

んど手書きをするようなこともないようなとこ

ろまで進んでいるようです。 

 今伺いましたら、ＩＣＴツール、オンライン

診療の導入ということでありますが、どちらも

進んでるのかなと思ったら逆にあんまり、むし

ろ介護の方が進んでいるような感じもいたしま

すので、そういったところは導入促進を果たし

ていただければと思いますので、よろしくお願

いいたします。 

 次に、若い世代と考えるライフデザイン等支

援事業費でありますが、複数の委員さんからも

随分、深掘りした質疑がありましたので、大体

のことは理解をいたしておりますが、私も正直、

前に何か似たようなのがあったよねと思ってい

て、今年度の事業としてどう取り組んでいかれ

るのかなというふうに思っていたところであり

ます。 

 まず、過去に似たような事業もあったと思い

ますので、過去の実績と効果、これをまず整理

してお知らせいただきたいのと、せっかく先ほ

ども議論がありまして大分分かっておりますが、

総括をして、どういった形で今回、新たな狙い

で、視点で取り組んでいかれるのか、お尋ねを

いたします。 
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【中村こども未来課長】 今回、大きく分けて、

ライフデザインの今後の施策を考えるための調

査アンケートという部分と、乳幼児のふれあい

体験という部分と、さっきも話がありました、

プレコンセプションケアの普及という大きな柱

が三つありまして、過去、我々としては、こう

いったライフデザイン自体を前面に押し出して

施策を推進したということはなくて、当然、こ

れまで我々は結婚・子育て等の支援の形で、企

業さんといろんな形でコラボレーションさせて

いただいておりますので、そうした中で、こう

いうライフデザインも含む形で、企業でもしっ

かり研修等を実施してくださいよというお話は

近年進めております。既に企業訪問等について

は、昨年度につきましては、100件程度、企業訪

問等をしておりますので、そういった中で実際、

ライフデザインに関する研修に組み込んでいた

だく企業が増えたりだとか、プレコンセプショ

ンケアに関しても、ドクターとか、そういう人

たちの講演を導入するというような形で進めて

いただいている状況が生まれているところであ

りますので、そういったものを今回の施策でさ

らに後押ししていきたいという部分と、あと、

狙いについては、先ほども申し上げましたとお

り、そもそも若者の思考が今大きく変わってき

ているというところが一番大きな要素でござい

まして、国においてもそういったところを一番

課題として捉えております。実際、出会い自体

を望まない方とか、そういう方もいらっしゃい

ますし、そういうものでは、身近にそういった

家庭というロールモデルというのも少なくなっ

ているという状況でございますので、先ほども

申し上げました、一般的な結婚・子育てをはじ

め、キャリアもそうなんでしょうけど、そうい

う部分での何歳でこういうことになるとか、あ

とコストがこれぐらいかかるとか、そういった

正確な知識をしっかり広めていくということが

重要ですので、その結果、何が若者に刺さるの

かという部分を今回の施策でしっかり、調査で

しっかりつかんでいきたいというふうに考えて

いるところでございます。 

【川原こども未来課企画監】 乳幼児ふれあい体

験についての説明でございます。こちらの方に

つきましては、乳幼児と触れ合う機会が少ない

中学生に対しまして、乳幼児との関わりを実体

験してもらうものでございます。 

 この体験に先立ちまして、今回、保育士さん

を、実際、中学校の方に派遣をいたしまして、

事前学習を実施することによりまして、園での

体験学習の質を高めるとともに、実のある成功

体験に導くこととしております。 

 これに伴いまして、これを行うことで、将来

の結婚や子育てに対する具体的なイメージ形成

や前向きな意識、そういったものを醸成するこ

とを新たな狙いとしているところでございます。 

 また、こういったこどもを育てることに対し

てプラスの考えを持つ生徒が増えることにより

まして、少子化対策の基盤形成にもつなげてい

きたいということも狙いの一つとしてやってい

きたいと思っている事業でございます。 

【川崎委員】 ありがとうございました。先ほど

も聞いたので、重複した答弁で大変恐縮ではあ

りますが、乳幼児とのふれあい体験で今お話を

されましたが、単発じゃなくて、何度も何度も

触れ合う機会を与えていただければと思ってる

んです。核家族化が進んでいて、こどもの数が

減っていって、兄弟も1人であり、また、例えば、

自分の兄弟がないから、おいっ子、めいっ子と

接するというようなことも本当機会が少なくな

っているように思うんです。また、隣近所に昔
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はいましたけど、そういったこともほとんどな

いというようなこともありながら、やはり接し

ていくことによって、こどもを持つことのすば

らしさとか、大変なところもありますけれども、

ぜひ結婚して、こどもを持ちたいなというとこ

ろも、体験の中から感じる部分は多分にあると

思っています。そういったところを大事にしな

がら、ぜひ具体的に成果が出るように進めてい

ただきたいと思いますのでよろしくお願いしま

す。 

【千住委員】 失礼します。私もまずプレコンセ

プションケアについて１点だけご質問したいと

思います。 

 国は推進5か年計画ということで出されてい

るんですが、先ほどからいろんな質疑があって

いる中で、今後、県はこの推進に当たってどの

ように取り組んでいくのかをお尋ねします。 

【太田こども家庭課企画監】 プレコンセプショ

ンケアにつきましては、これまでも妊娠や妊孕

性について分かりやすく説明した啓発冊子等を

県内高校生に配布するほか、学校等に保健師を

派遣して、思春期の体の変化でございますとか、

妊娠・出産、性感染症などをテーマに出前講座

を実施してきたところでございます。年間約

2,000名を超える生徒に、性と健康への理解促進

を図ってきたところでございます。 

 こうした中、国におきましては、プレコンセ

プションケア推進5か年計画が昨年策定されま

したが、その中で、性や健康に関する正しい知

識の普及と、情報提供などにつきまして、今後

5年間集中的に取り組むというところが示され

たところでございます。 

 県におきましては、これまでの取組に加えま

して、ライフデザインを見据えた生涯の健康づ

くりの視点も持ちながら、取組の充実強化を図

ってまいりたいと考えております。 

 そのため、今年度につきましては、協議会を

設置しまして、専門的知見に基づく意見も伺い

ながら、取組の方向性について検討してまいり

たいと考えております。 

【千住委員】 ありがとうございます。 

 昨日、教育委員会の中でも性に関する指導等

もありましたので、そういったところも横断的

に取り組んでいただけたらと。また、国の5か年

計画には、地方版推進計画を策定するなどとい

うことにありますので、その辺りについても今

後進められていくのかなと思いますのでよろし

くお願いします。 

 それと、最後にちょっと細かいところで申し

訳ないんですが、外国人介護人材確保・定着促

進事業費についてちょっとお尋ねします。 

 補正予算でついているんですが、新規という

ことで、外国人受入れのための居住環境整備と

なってるんですが、この点ちょっとご説明をお

願いしたいと思います。 

【久間長寿社会課長】 こちらの制度でございま

すけれども、昨年度から外国人材受入れ時の負

担軽減に向けて、家賃等の支援を実施している

ところでございますけれども、賃貸物件が少な

い離島などにおきまして、なかなか民間アパー

トなどがないというところもございますので、

離島などで活用を促すためにも、必要な宿舎の

改修工事、例えば、間仕切りでありますとか、

Ｗｉ－Ｆｉを設置したりとか、あと、壁紙の張

替えとか、そういったものを補助メニューに追

加いたしまして、補助金額を増やした上で、補

助要件を増やした上で実施をしたいということ

で、今回、計上しているところでございます。 

【千住委員】 ありがとうございました。今まで

も家賃補助とか研修とかセミナーとか、いろい
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ろあったと思うんですが、施設整備ということ

で分かりました。 

 一般質問でもちょっとあったんですが、介護

人材の外国人の方というのが非常に増えてきて

いるというようなお話があってたと思いますが、

推移といいますか、ちょっとお聞かせ願えたら

と思います。 

【久間長寿社会課長】 令和2年度に66名であっ

た外国人介護人材なんですけれども、年々増加

しておりまして、例えば、令和6年度754名、昨

年度は1,057名ということで、毎年250人ずつぐ

らい増加しているという、そういう状況にござ

います。 

【千住委員】 ありがとうございます。介護人材

だけじゃなくて、様々な職種における外国人の

方の人材確保というのは非常に大事になってき

ていると思います。外国人の方が住むに当たっ

て、やっぱり住居、生活環境等が一番苦労され

ているということもお聞きしています。 

 県では、不動産協会とか、住宅供給公社など

と連携して、住宅の確保には力を入れていると

いうことですが、県として、部局横断的に取り

組む姿勢が大事じゃないかなと思うんですが、

そういったところはどういった取組されている

でしょうか。 

【久間長寿社会課長】 庁内の外国人材の取組に

つきましては、産業労働部が所管しております、

副知事がトップの国際県長崎外国人受入れ推進

庁内連絡会議を年2回ほど開催しているところ

でございます。 

 この会議の場を活用いたしまして、各課が外

国人材確保の取組などにつきまして共有を行っ

ております。例えば、外国人の困り事などにつ

きましては、日常生活の困り事につきましては、

国際課さんの方が所管しております長崎県国際

交流協会、こちらに長崎県外国人相談窓口が設

置されておりますので、そちらが対応しており

ますし、外国人材を雇用しております企業など

の相談につきましては、未来人材課の方が設置

をしております長崎県外国人材受入総合相談窓

口、こちらで住宅情報の提供などを行っている

ところでございます。 

 そのほか各分野におきまして、例えば、長寿

社会課におきましては、ながさき外国人介護人

材育成サポートセンター、こちらの方で事業所

さんの相談に応じているところでございまして、

多くの介護事業所さんにおいて、外国人の方々

に活躍いただけるように、外国人材が安心して

働ける環境づくりに向けて、引き続き取組を進

めていきたいというふうに考えております。 

【千住委員】 ありがとうございました。様々な

取組をされているということなんですが、県営

住宅も住めるようになったとかいうこともあっ

て、踏み込んだ取組をされていると思います。

今後も、年2回とは言わず、随時、情報提供、あ

るいは情報の共有などをぜひ積極的に行ってい

ただきたいと思います。 

【中村(俊)分科会長】 審査の途中ですが、午前

中の審査はこれにてとどめ、しばらく休憩いた

します。 

 午後は1時30分から分科会を再開し、引き続き

こども政策局を含む福祉保健部関係の審査を行

います。 
 

― 午後 ０時 １分 休憩 ― 

― 午後 １時２９分 再開 ― 
 

【中村(俊)分科会長】 分科会を再開いたします。 

 午前中に引き続き、こども政策局を含む福祉

保健部関係の審査を行います。 

 それでは、質疑がある方。 
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【饗󠄀庭副会長】 私からも質問をさせていただき

ます。 

 補足説明資料の4ページの新規事業の訪問看

護ステーション機能強化事業費についてお伺い

したいと思います。 

 在宅医療においては、訪問看護ステーション

の役割がとても重要だというふうに思っており

ます。そういう中で、小規模事業所でとても苦

労しておられる事業所がすごく多いというふう

に聞いております。 

 その中で、今回、機能強化をされるというこ

とですけれども、どのような機能強化を図る予

定なのかお伺いします。 

【髙見医療政策課長】 饗󠄀庭委員のお話にあった

ように、大変苦労されながら事業をされている

ということで、やはり小規模事業所が多くて、

訪問看護師自らが人材確保策とか、事務作業等

を担われてるという状況にございまして、人員

が十分でなくて、今後の在宅医療の需要の増加

への対応が困難な状況も見受けられるというと

ころでございます。 

 このため、複数の事業者が連携して行う人材

確保対策や、事務の共同処理ですとか、あとは、

ＩＣＴ活用による業務効率化等の取組を支援す

ることで、看護師の負担軽減を図りまして、こ

れまで十分に確保できなかった研修とか、スキ

ル向上のための時間を生み出していただいて、

サービスの質や量の向上につなげてまいりたい

というふうに考えております。 

 それから、事業者間のこういった連携関係が

構築されることによりまして、お互いの専門分

野に係る技術を学び合うといったことですとか、

あと、必要に応じた人員の相互補完といったと

ころも図られるのかなと思っておりますので、

事業所の機能強化につながるのではないかとい

うふうに考えているところでございます。 

【饗󠄀庭副会長】 ありがとうございました。 

 その中で、今のお話では、人材育成とか、Ｉ

ＣＴを活用した業務の効率化に取り組むという

ことですけれども、どのようなところの経費が

その補助対象になるのかお伺いします。 

【髙見医療政策課長】 例えば、効率的な情報共

有とか、協力体制の構築に向けまして、先ほど

来申し上げた、ＩＣＴ機器の導入ですとか、そ

のほか業務に係る様式、ルール、マニュアル等

の統一に要する経費、それから、診療報酬とか

介護報酬の請求とか、補助金申請書類の作成、

そういった共通事務を担う事務員の雇用に要す

る経費ですとか、さらには、人材育成のために

複数事業者で研修会を開催する経費、そういっ

たことに支援をしてまいりたいというふうに考

えております。 

【饗󠄀庭副会長】 複数事業者で一緒に共通して行

うということかというふうに理解しました。そ

ういう中で、今、訪問看護ステーションが県内

にどれくらいあって、文章で説明してある中で

は、5チーム対象ということで記載されてますけ

れども、この5チームはどのようなチームでして

いくのかお伺いします。 

【髙見医療政策課長】 まず、県内の事業所数に

つきましては、令和8年度で214事業所ございま

す。3人以下の事業所が4割を超えているという

状況にございますので、まずはそういった小規

模のところで、かつ離島とか、医療資源がそも

そも少ないところといったところがまずは対象

になってくるのかなと思っております。 

【饗󠄀庭副会長】 5チームということですけれど

も、なかなか連携取りながら、小規模事業所さ

んなので、どこでチームを組むのかも非常に難

しいかと思うんですけれども、その申請が5チー
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ム以上あった場合には、それも受けるのかどう

か確認をさせてください。 

【髙見医療政策課長】 予算の範囲内で5チーム

以上といったところが出てきた場合には、範囲

内で対応してまいりたいというふうに考えてご

ざいます。 

【饗󠄀庭副会長】 ありがとうございます。 

 先ほど214事業所あるということでしたので、

今年度だけでは、全訪問看護ステーションさん

に行き渡ることは非常に難しいかなと思うんで

すけれども、今後もこの事業は新規事業なので

続けていかれるのかお伺いします。 

【髙見医療政策課長】 訪問看護ステーションの

役割というのは、今後ますます大きくなってく

ると思います。先ほどございましたように、離

島などでは、やはり少ない人員で孤軍奮闘され

ているという状況もお伺いしておりますので、

来年度も引き続き支援してまいりたいというふ

うに考えております。 

【饗󠄀庭副会長】 ありがとうございます。ぜひ継

続して支援をしていただければと思います。 

 次に、こども医療福祉センター運営費につい

てお伺いします。2,281万7,000円計上されてお

りますけれども、これは、自動ドアの設置とト

イレの改修工事と書いてありますけれども、ト

イレの改修工事がどこまでこの金額でできるの

かお伺いします。 

【町田障害福祉課長】 こども医療福祉センター

の改修工事についてのご質問に対してご回答さ

せていただきます。 

 こども医療福祉センターにつきましては、開

設から20年を経過いたしておりまして、開設当

初は、肢体不自由児を主な対象とした施設から、

近年は発達障害や小児心療を主に対応する施設

へと役割が変更している状況でございます。 

 このような状況を踏まえまして、時代のニー

ズに即した施設とするために改修をするもので

ございます。 

 具体的に今年度、取り組みたいと考えている

ところが、トイレの改修の設計に取り組んでい

きたいと思っております。こちらについては677

万7,000円ということで、こども医療福祉センタ

ーに8か所トイレがございますが、そのうち男女

間の仕切りの上部が大きく開放されているとこ

ろ、あるいは使用頻度が少ない小型の小児用の

便器の取替え、こういったものを改修していき

たいと思っておりますが、全体で8か所あるうち

に7か所が、こういった改修が必要な部分がござ

いますので、その7か所全てについて対応してい

きたいと考えているところでございます。 

 また、自動ドアの設置につきましては、1,640

万円を予定しておりまして、現在、入院スペー

スと外来スペースの区別がない状況でございま

して、不審者の侵入を防止するためのものであ

るとか、逆に、入院患者の方が出入りする際、

職員が適切に把握できるような形でということ

で、センター内におけるセキュリティーの向上

を図るために設置をさせていただきたいと考え

ております。 

【饗󠄀庭副会長】 分かりました。 

 トイレの部分について、今回、設計費用とい

うことですけれども、おっしゃるように男女間

の仕切りがなく、なかなかプライバシーが守ら

れないというようなお話も聞いております。そ

ういう中で、工事が終了するのはいつぐらいを

見込んでいるのかお伺いします。 

【町田障害福祉課長】 今年度は設計で終了いた

しまして、令和9年度に、工事については終了し

ていきたいと考えております。 

【饗󠄀庭副会長】 ぜひプライバシーが守られて、
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安心してできるようにしていただければと思い

ます。 

 最後に、午前中もお話が出てましたけれども、

「こどもまんなか社会」に向けた気運醸成事業

費のココロねっこ運動についてちょっとお聞き

したいというふうに思います。 

  今回、新たな行動指針を作成するというこ

とで、先ほど時代に合ったものと言われてまし

たけれども、具体的に10項目あるやつをまた10

項目でされるのか、その辺りをどのように考え

ているのかお伺いします。 

【中村こども未来課長】 今の10項目については、

午前中のお話にもあったとおり、行動例とか、

そういう具体性は少し欠いている部分があるの

かなというふうに思いますので、今10項目と決

めたわけではありませんが、様々な行動例をま

ずしっかりと検討してから、今の時点で数を何

項目にするというふうに決めているわけではな

いという状況でございます。 

【饗󠄀庭副会長】 一般質問でもちょっとさせてい

ただきましたけれども、学校・家庭・地域が連

携してこどもを見守るということが非常に重要

かというふうに思っております。 

 そういう中で、こどもたちのＳＯＳを受け取

ることが重要かと思いますので、その辺りもぜ

ひこの行動指針の中に入れていただければと思

いますが、県の考えをお伺いします。 

【中村こども未来課長】 定例会でも議論になり

ました孤立、保護者の孤立とか、そういう子育

てのストレスとか、そういう部分につきまして

の配慮というのは、もともとココロねっこ運動

が持つものとして、親子のコミュニケーション

促進だとか、あるいは家庭教育の向上だとか、

そういう部分はしっかりつながっている部分が

あると思いますし、地域ぐるみの子育てという

形で、今の社会情勢としての地域関係の希薄化

という部分には一番対応する部分かなと思って

おります。そういった部分は、虐待というお話

もありましたけども、そういうもののリスクの

低減にもつながるかなと思っておりますので、

検討に当たっては、しっかりそういった部分も

含めて協議してまいりたいと思っております。 

【饗󠄀庭副会長】 ぜひ、虐待防止にもつなげてい

ただきたいと思います。 

 その中でもう一つだけ、行動指針を活用した

周知啓発ということで、30代・40代の保護者を

メインターゲットにするということですけれど

も、どのように周知していく予定なのかお伺い

します。 

【中村こども未来課長】 まずは、今そういった

こどもたちやその保護者の方をターゲットにし

てるんですけども、そういう人たちを集めた形

でのイベントといいますか、そういう部分での

周知というのはまだまだ足りていないのかなと

思っていますので、そういうものを開催したり、

あとは、今までも言われていることなんですけ

ど、ＳＮＳ戦略という部分が、これまで少し後

手に回ってたかなという部分がありますので、

そういう部分をしっかり強化していきたいとい

うふうに現段階では思っているところでござい

ます。 

【饗󠄀庭副会長】 ありがとうございます。 

 最後に、ごめんなさい、もう一点だけ。 

 前も言ったんですけれども、これに関わって

おられる方が結構やっぱり年配の方が、多いと

思うんですね。若い方にもここに関わっていた

だきたいので、若い方がココロねっこ運動を十

分理解して、一緒に地域で活動していくといい

と思うんですけれども、その辺りはどのように

考えておられますか。 
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【中村こども未来課長】 ご指摘のとおりでござ

いますけれども、様々な分野で今、担い手の高

齢化というのはものすごく課題になっておりま

して、一概にココロねっこ運動の部分で若い人

たちにどれだけ担っていただけるかという部分

は、今の段階でなかなか難しいところはあるか

とは思いますけれども、さっき申し上げました、

今のこどもさんたちの保護者の方というのは、

いろんな市町村レベルの青少年県民育成会議と

かでも関わっておられますので、そういう方々

とか、あとＰＴＡの方々とか、そういう方々に

しっかりご説明して、そういう輪を広げていき

たいというふうに思ってございます。 

【饗󠄀庭副会長】 25周年を迎えて、これからも続

けていくということですので、ぜひ皆さんに届

くような形で周知もしていただければと思いま

す。 

【中村(俊)分科会長】 ほかにございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【中村(俊)分科会長】 ほかに質疑がないようで

すので、これをもって質疑を終了いたします。 

 次に、討論を行います。 

 討論はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【中村(俊)分科会長】 討論がないようですので、

これをもって討論を終了いたします。 

 予算議案及び予算に係る報告議案に対する質

疑・討論が終了しましたので、採決を行います。 

 第70号議案のうち関係部分、第84号議案のう

ち関係部分、報告第2号のうち関係部分、報告第

3号、報告第13号及び報告第16号は、原案のとお

り可決・承認することにご異議ございませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

【中村(俊)分科会長】 ご異議なしと認めます。 

 よって、予算議案及び予算に係る報告議案は、

原案のとおり、それぞれ可決・承認すべきもの

と決定されました。 

【中村(俊)委員長】 次に、委員会による審査を

行います。 

 議案を議題といたします。 

 まず、福祉保健部長より総括説明を求めます。 

【新田福祉保健部長】 予算議案の部分を除く福

祉保健部関係の議案につきましてご説明いたし

ます。 

 文教厚生委員会関係議案説明資料の福祉保健

部の2ページをお開きください。 

 今回ご審議をお願いしておりますのは、第75

号議案「長崎県認定こども園の認定要件に関す

る条例等の一部を改正する条例」のうち関係部

分の1件でございます。 

 議案の内容についてご説明いたします。 

 この条例は、就学前の子どもに関する教育、

保育等の総合的な提供の推進に関する法律第3

条第2項及び第4項の規定に基づき、内閣総理大

臣及び文部科学大臣が定める施設の設備及び運

営に関する基準の一部を改正する告示等の施行

に伴い、所要の改正をしようとするものであり

ます。 

 次に、議案外の主な所管事項についてご説明

いたします。 

 補助金返還金支払請求訴訟の長崎地裁判決に

ついて。 

 県が令和5年3月及び5月に株式会社メディト

ランセへ交付いたしました、長崎県ＰＣＲ等検

査無料化事業補助金について、不正に受給をし

ていたことが判明したため、交付決定の取消し

及び返還命令を行ったものの、返還されず未収

となったことから、補助金交付額7,492万9,000

円及び加算金、延滞金の支払いを求める訴訟を

提起しておりましたところ、6月1日、長崎地方
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裁判所において、同社に対し、県の請求どおり

の金額の支払いを命じる判決が言い渡されまし

た。 

 今後も、未収金の回収に向け、適切に対応し

てまいります。 

 3ページをお開きください。 

 福祉保健部における各種計画の策定等につい

て。 

 令和8年度は、医療・介護・福祉の分野におい

て、国の指針等に基づき、令和9年度を始期とす

る新たな計画を策定することとしております。 

 まず、医療分野では、長崎県医師確保計画及

び長崎県薬剤師確保計画について、次期計画を

策定するとともに、第8次長崎県医療計画等の中

間見直しを行うこととしております。 

 また、高齢者福祉・介護分野では、第10期長

崎県老人福祉計画・長崎県介護保険事業支援計

画、第7期長崎県介護給付適正化計画と併せて、

長崎県認知症施策推進計画を新たに策定するこ

ととしており、さらに、障害福祉分野では、第

8期長崎県障害福祉計画・第4期長崎県障害児福

祉計画を策定することとしております。 

 なお、各計画の策定に当たっては、これまで

の取組や各分野における現状課題を整理し、各

分野の専門家、関係団体等のご意見を伺いなが

ら検討を進めることとしており、素案作成後は、

パブリックコメントや県議会のご意見も踏まえ、

今年度中の策定に向けて取り組んでまいります。 

 続きまして、文教厚生委員会関係説明資料の

福祉保健部（追加1）をお開きください。 

 ドクターヘリの運航について。 

 ドクターヘリの2機目については、4月以降、

早期の運航開始を目指して、関係機関とともに、

2機体制の運用ルールの再確認や実働訓練など

の準備を進めてまいりましたが、安全に運航で

きる体制が整ったことから、7月8日から週1日の

運航で開始をいたします。 

 また、1機目については、本年11月末をもって

現行の運航業者との契約期間が満了することか

ら、総合評価一般競争入札を実施し、九州5県に

おいて運航実績を有する新たな運航業者と契約

を締結したところであり、今後、12月から切れ

目なく運航を開始できるよう準備を進めてまい

ります。 

 ドクターヘリは、救命率の向上や後遺症の軽

減を図る上で重要な役割を担っていることから、

搬送要請の状況を踏まえつつ、2機のドクターヘ

リを効果的に運用し、救急医療提供体制の充実・

強化に努めてまいります。 

 その他の所管事項につきましては、長崎ねん

りんピックの開催について、障害者のスポーツ

振興について、長崎県行財政運営プラン2025に

基づく取組についてであり、内容は記載のとお

りでございます。 

 以上をもちまして、福祉保健部関係の説明を

終わります。よろしくご審議を賜りますようお

願い申し上げます。 

【中村(俊)委員長】 次に、こども政策局長より

総括説明を求めます。 

【浦こども政策局長】 文教厚生委員会関係議案

説明資料、こども政策局の2ページをご覧くださ

い。 

 予算決算委員会・分科会でご説明いたしまし

た予算議案の部分を除きますこども政策局関係

の議案についてご説明いたします。 

 今回ご審議をお願いいたしておりますのは、

第75号議案「長崎県認定こども園の認定要件に

関する条例等の一部を改正する条例」のうち関

係部分の1件であります。 

 議案の内容についてご説明いたします。 
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 第75号議案のうち関係部分につきましては、

就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的

な提供の推進に関する法律第3条第2項及び第4

項の規定に基づき、内閣総理大臣及び文部科学

大臣が定める施設の設備及び運営に関する基準

の一部を改正する告示等の施行に伴い、所要の

改正をしようとするものであります。 

 次に、議案外の主な所管事項についてご説明

いたします。 

 恐れ入りますが、追加1の資料の2ページをご

覧ください。 

 合計特殊出生率について。 

 去る6月3日に、国から令和7年の人口動態統計

（概数）が公表され、本県の合計特殊出生率は

1.42となりました。令和6年に比べると、全国の

数値が下がった中、本県では0.03上昇しました

が、一方で、出生数は減少傾向が続いておりま

す。 

 少子化の進行には、未婚化・晩婚化の進行に

加え、子育てに関する経済的不安や就労環境な

ど様々な要因が存在しており、総合的な対策を

講じていくことが重要であると考えております 

 引き続き、県民の皆様が希望どおりに安心し

て結婚、妊娠・出産、子育てができるよう、市

町や企業・団体等との連携をより一層強化しつ

つ、結婚支援の強化や地域における子育て環境

の整備などに包括的に取り組んでまいります。 

 続いて、恐れ入ります、当初版の資料にお戻

りいただきまして、2ページをご覧ください。 

 長崎県こども・若者応援団表彰式の開催につ

いて。 

 去る6月9日に、長崎県こども・若者応援団表

彰式を実施いたしました。 

 この表彰は、こども・若者を育成する活動と

子育て家庭を支援する活動において、顕著な功

績があった企業や団体または個人の方を毎年表

彰しているものです。 

 今年度は、青少年健全育成・支援部門におい

て、長崎市の今村様と諫早市の諫早レクリエー

ション協会様が知事賞を受賞されたほか、6個人、

11団体が功労賞を受賞され、知事が表彰状を授

与いたしました。 

 また、今年度は、長崎県青少年育成県民会議

とともに県民運動として取り組んできた、ココ

ロねっこ運動が25周年の節目を迎えます。これ

を契機に、こどもまんなか社会の理念を踏まえ、

若者の意見を積極的に取り入れ、より参加しや

すい運動となるよう見直しを行い、さらなる周

知・啓発を進めたいと考えております。 

 今後とも、こどもや若者と子育て家庭を社会

全体で支援する気運醸成に努めてまいります。 

 以上をもちまして、こども政策局関係の説明

を終わります。よろしくご審議を賜りますよう

お願いいたします。 

【中村(俊)委員長】 以上で説明が終わりました

ので、これより議案に対する質疑を行います。 

 質疑はありませんか。 

【堀江委員】 75号議案について質問します。 

 75号議案の改正内容の③みなし保育士（理学

療法士等）の追加に伴う改正ということで、特

別な支援が必要なこどもの増加等を背景に、理

学療法士等を1人に限り配置基準上の保育士と

みなすことができる旨を規定するということな

んですが、この改正内容は、特別な支援が必要

なこどもたちにとって、よりよい保育環境にな

ると理解をしてよいのか。そして、現状はどう

なんですか。これから改正される内容ですけど、

現状としては配置されているというのがあるの

かどうか。2点お尋ねします。 

【川原こども未来課企画監】 みなし保育士に関
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してのご質問でございます。 

 まず、１点目でございますけれども、理学療

法士等を、今回、保育士の代わりとして1名みな

すことができる旨を規定したいという内容であ

りますが、就学前の年齢では、具体的な診断な

どがつかない、いわゆるグレーゾーンの方もい

らっしゃり、そういったお子様に対しては、特

性に応じたきめ細やかな支援が必要となってく

るんですけれども、こういった理学療法士等の

支援を得ることで、保育士の負担も軽減しつつ、

こどもの特性に応じた支援が可能になるものと

考えております。 

 また、障害のあるこどもや医療的ケア児など

特性に応じた専門的な支援を充実するとともに、

受入れ体制の強化、インクルージョンの推進、

そういったものを図る観点から期待されている

ところでございます。 

 あわせまして、県内での配置状況ですけども、

令和7年4月時点での調査におきましては、県内

の保育所においては雇用している実績はないと

いうふうになっております。 

【堀江委員】 専門的体制を取れるということで、

特別な支援が必要なこどもたちにとってはより

よい保育環境になるという理解でいいんですね。 

 それで、令和7年4月時点では、これはいない

と言われましたかね。そうしますと、このみな

し規定でできるんだよというふうに改正される

んですけど、見通しとして、現場ではこの改正

内容が生かされていくのかどうかということだ

け教えてください。 

【川原こども未来課企画監】 先ほど申し上げま

したとおり、施設側にとっては、受入れ体制の

整備にもなりますし、また、これから専門的な

保育が必要だということで、保育士さんではま

だできない部分もカバーできていただけると思

っておりますので、必要に応じて施設側で雇用

されるものと思っております。 

【中村(俊)委員長】 ほかにございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【中村(俊)委員長】 それでは、ほかに質疑がな

いようですので、これをもって質疑を終了いた

します。 

 次に、討論を行います。 

 討論はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【中村(俊)委員長】 討論がないようですので、

これをもって討論を終了いたします。 

 議案に対する質疑・討論が終了しましたので、

採決を行います。 

 第75号議案は、原案のとおり可決することに

ご異議ございませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

【中村(俊)委員長】 ご異議なしと認めます。 

 よって、議案は、原案のとおり可決すべきも

のと決定されました。 

 次に、提出のありました政策等決定過程の透

明性等の確保などに関する資料及び政府施策に

関する提案・要望の実施結果について説明を求

めます。 

【川村福祉保健課長】 政策等決定過程の透明性

等の確保及び県議会・議員との協議等の拡充に

関する決議に基づき、本委員会に提出いたしま

した福祉保健部関係の資料についてご説明いた

します。 

 文教厚生委員会提出資料、福祉保健部の2ペー

ジをお開きください。 

 補助金内示一覧表でございますが、県が箇所

づけを行って実施する個別事業に関し、市町並

びに直接・間接の補助事業者に対し内示を行っ

た補助金について、令和8年3月から令和8年5月
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分の実績を記載しております。 

 直接補助金は、資料2ページに記載のとおりで、

計4件でございます。 

 なお、間接補助金はございません。 

 次に、3ページをお開きください。 

 1,000万円以上の契約案件について、令和8年

3月から令和8年5月分の実績を記載しておりま

す。資料3ページから9ページに記載のとおり、

計27件であります。 

 次に、10ページをお開きください。 

 知事及び部局長等に対する陳情要望のうち、

県議会議長宛てにも同様の陳情が行われたもの

は、長崎県離島振興協議会からの計1件であり、

それに対する県の対応は、資料10ページから11

ページに記載のとおりであります。 

 次に、12ページをお開きください。 

 附属機関等会議結果について、令和8年3月か

ら令和8年5月の実績は、長崎県感染症診査協議

会など計13件になっており、その内容について

は、資料13ページから25ページに記載のとおり

であります。 

 続きまして、6月中旬に実施いたしました令和

9年度政府施策に関する提案・要望について、福

祉保健部関係の要望結果をご説明いたします。 

 令和9年度政府施策に関する提案・要望につい

てをご覧ください。 

 福祉保健部関係におきましては、離島等にお

ける医療・介護の提供体制確保に係る施策の充

実、救急患者の安全かつ安定的な搬送体制確保

に向けた支援、原爆被爆者援護等の充実、介護

人材の確保に関する施策の強化及び介護給付費

に関する費用負担の見直し、重度障害者医療費

助成制度の創設といった、最重点3項目、重点2

項目について要望を実施いたしました。 

 要望実績といたしましては、厚生労働省に対

し、知事、副議長、福祉保健部長により要望を

行いました。 

 このうち、離島等における医療・介護の提供

体制確保に係る施策の充実につきましては、伊

原厚生労働事務次官に対し強く要望を行い、医

療、介護サービスが提供できる体制維持のため

スピード感を持って取り組んでいくとの発言を

いただきました。 

 以上が、福祉保健部関係の要望結果でありま

すが、今回の政府施策に関する提案・要望の実

現に向け、引き続き取組を行ってまいります。 

 以上で報告を終わります。 

【中村こども未来課長】 政策等決定過程の透明

性等の確保及び県議会・議員との協議等の拡充

に関する決議に基づき、本委員会に提出いたし

ました福祉保健部こども政策局関係資料につい

てご説明をいたします。 

 2ページをご覧ください。 

 補助金内示一覧表でございますが、県が箇所

づけを行って実施する個別事業に関し、内示を

行った補助金について記載をしております。本

年3月から5月分の実績ですが、直接補助金が16

件、間接補助金が1件でございます。 

 続きまして、5ページをお開きください。 

 1,000万円以上の契約案件については、記載の

とおり9件となってございます。 

 引き続きまして、6月中旬に実施いたしました

令和9年度政府施策に関する提案・要望について、

こども政策局関係の要望結果をご説明いたしま

す。 

 資料は、令和9年度政府施策に関する提案・要

望について（こども政策局関係）をご覧くださ

い。 

 こども政策局関係におきましては、こども・

子育て家庭の支援に関する地域間格差の是正、
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こどもの育ちの支援の充実の2項目について要

望を実施いたしました。 

 要望実績といたしましては、内閣府に対しま

して、知事、副議長、こども政策局長により要

望を行ったところでございます。 

 このうち、こども・子育て家庭への支援に関

する地域間格差の是正及びこどもの育ちの支援

の充実の項目については、安心してこどもを産

み育てることができる社会の実現に向け、窓口

負担なしで医療を受けられる新たな医療費助成

制度の創設、幼児教育・保育の完全無償化等に

ついて、財源を含め、国の責任において全国一

律の制度として早期に実現すること。また、保

育士等の処遇改善、放課後児童クラブへの支援

等について、内閣府に対して強く要望を行いま

した。 

 これに対しまして、こども家庭庁長官から、

地域間格差は大きな課題であり、財政力の弱い

自治体に対する支援は必要。保育の無償化につ

いては、誰でも通園制度の本格実施を踏まえ、

保育を利用していない家庭の支援を重視しつつ、

制度の在り方は引き続き検討する。また、保育

士の処遇改善や配置基準は、こども未来戦略で

大きく改善されたが、人材不足を踏まえ、業務

分担やデータに基づく効率化など、次の対応が

必要。これまでの待機児童対策から、人口減少

地域における保育機能の維持へ重点が移行して

おり、離島を含む現場の声を踏まえた支援を検

討したい等の回答をいただいたところです。 

 以上が、こども政策局関係の要望結果であり

ますが、今回の政府施策に関する提案・要望の

実現に向け、引き続き取り組んでまいります。 

 以上で報告を終わります。 

【中村(俊)委員長】 次に、陳情審査を行います。 

 サイドブックスに掲載しております陳情書一

覧表のとおり、陳情書の送付を受けております

ので、ご覧願います。 

 陳情書について何かご質問はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【中村(俊)委員長】 質問がないようですので、

陳情につきましては承っておくことといたしま

す。 

 次に、議案外所管事務一般に対する質問を行

います。 

 まず、政策等決定過程の透明性等の確保など

に関する資料について質問はありませんか。 

【松本委員】 ちょっと確認で、こども政策局の

1,000万以上の契約状況一覧の5ページです。 

 こども未来課の令和8年度「長崎県婚活サポー

トセンター運営事業」の業務委託費の5,830万に

ついて、どれくらいの期間で、どういった事業

内容の委託なのかお尋ねをいたします。 

【中村こども未来課長】 事業期間は今年度1年

間で、本庁の2階に設置しております婚活サポー

トセンターの運営が主なものになりまして、そ

のほか結婚支援にする各種テレビＣＭとかＰＲ

とか、そういったものの内容を委託するという

ことになってございます。 

【松本委員】 県庁内であれば家賃がどうなのか

分かりませんけれども、実際にこれは財源とい

うのはもう県単独でやっているのか、それと、

年度ごとの契約なのか、お尋ねいたします。 

【中村こども未来課長】 財源でございますけれ

ども、国から地域少子化対策推進重点交付金と

いうのが毎年来ておりまして、補助率は3分の2

となっております。基本的に国の事業のメニュ

ーが一定決まっておりまして、婚活サポートセ

ンターとか、先程のライフデザインとか、そう

いったものを進めるようなことになっておりま

して、これを活用しているものでございます。 
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 契約に関しては、毎年1年単位で契約更新して

おりまして、5年に一度、総合評価で事業者を選

ぶというようなことにしておるところでござい

ます。 

【松本委員】 国の3分の2の財源でできるという

ことと、婚活支援というのは本当にすごく大事

なことですが、民間でもやっておりますし、行

政があえてやるというのはやっぱり意義が必要

になってきますので、婚活以外の部分も今後広

がっていくということ。 

 それと、やはり1者随契ということですよね。

だから、もちろん金額が適正なのかどうかを判

断する基準もありませんし、幾ら国の財源とは

いえども、成果をどういうふうに評価するかと

いうことも、何年もやっていくとチェックする

機能もないですし、そういった成果もちゃんと

加味して、随意契約を毎年されているのかお尋

ねいたします。 

【中村こども未来課長】 5年に一度、総合評価

という形で一般競争入札でやっております。な

ぜ5年に1回かと言いますと、センターを設置し

ておりまして、一定の継続性がないとなかなか

腰を据えて取り組めないので、毎年度事業者を

替えるというのは現実的ではないという部分が

ございます。ですので、5年に1回、総合評価に

しておりますけども、今おっしゃった視点につ

いては、先ほども午前中の審議にありましたと

おり、結婚支援に関しても様々な社会情勢の変

化で見直すべきところを見直していかないとい

けないということですので、ご指摘の点も含め

てしっかり、今委託している事業者さんも含め

て、我々の庁内でもしっかり検討してまいりた

いと思っております。 

【松本委員】 関連して、その成果という意味で、

昨年度の成婚率とか、そういったものをもし把

握していたら教えてください。 

【中村こども未来課長】 昨年度は90件成婚がご

ざいました。その前の年が68件だったので、増

えている状況でございます。 

【中村(俊)委員長】 ほかにございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【中村(俊)委員長】 次に、政府施策に関する提

案・要望の実施結果について、ご質問はありま

せんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【中村(俊)委員長】 それでは、ほかに質問がな

いようですので、次に、議案外所管事務一般に

ついてご質問はありませんか。 

【清川委員】 それでは、質問させていただきま

す。 

 上五島病院の建て替えについてお尋ねをいた

します。 

 病院企業団の令和6年度の決算では、経営損益

が27億円の赤字で、企業団設立以降、最も大き

な赤字となったと伺っております。令和7年度の

決算見込みはどのような状況かお尋ねをいたし

ます。 

【髙見医療政策課長】 企業団の令和7年度の決

算見込みにつきましては、3月に開催された企業

団の議会の方で、経常損益で約28億円の赤字と、

そういう見込みというような報告を受けており

ますけども、直近で企業団に確認をしましたと

ころ、令和6年度決算における経常損益より4億

円程度改善はしているんじゃないかというふう

に聞いておりますが、依然として非常に厳しい

経営状況にあるというふうに考えております。 

 赤字の主な要因としましては、これは医療機

関どこもそうなんですけども、人件費の上昇や、

物価高騰等による費用の増嵩に加えまして、人

口減少に伴う患者数の減少により、医業収益が
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伸び悩んでいるということがございます。また、

診療報酬が公定価格であるため、こうした費用

増を診療報酬に反映することが困難であるとい

うことが上げられております。 

 県としましては、企業団に対して、収益確保

と費用抑制の両面から、これまで以上に経営改

善に取り組んでいただくように求めております

し、今後も求めてまいりたいというふうに考え

ております。 

【清川委員】 ご答弁ありがとうございます。 

 上五島病院は、地元住民の皆さんにとって欠

かすことのできない大切な医療機関であると認

識しております。上五島病院の建て替え事業費

が133億円と大幅に増加すると聞いております

が、現下の厳しい経営状況を踏まえ、病院建て

替えについてどのように考えておられるのかお

尋ねをいたします。 

【髙見医療政策課長】 上五島病院の建て替えに

つきましては、今回の事業費増嵩を受けまして、

さらなる事業費の精査や、財源確保を図りなが

ら慎重に進める必要があるというふうに考えて

おります。 

 ただ一方で、上五島病院は、上五島医療圏に

おける中核病院ということでもありますし、町

内唯一の入院機能を有する医療機関として、救

急医療、災害医療、へき地医療など地域住民の

命と暮らしを支える重要な役割を担っておりま

す。 

 そういった中で、今の病院が昭和61年に開院

して、施設の耐用年数である39年を超過してお

りまして、老朽化ですとか狭隘化、それから修

繕費の増加といった課題が生じておりまして、

将来にわたり必要な医療提供体制を維持するた

めには、やはり建て替えを検討する必要がある

というふうに認識しておりますけれども、先ほ

ど申し上げたように、企業団の厳しい経営状況

を踏まえますと、やはりさらなる経営健全化に

取り組んでいただく必要があると考えておりま

すので、そういった状況を見ながら、企業団と、

それから新上五島町と連携をしまして、建て替

えの検討を進めてまいりたいというふうに考え

ております。 

【清川委員】 ご答弁ありがとうございました。 

 上五島病院の建て替えについては、地元でも

様々なご意見があると伺っております。県にお

いては、地元住民の声に寄り添いながら、丁寧

に進めていただきたいことを強く要望いたしま

して質問を終わります。 

【松本委員】 清川委員の上五島病院の建て替え

に関連して質問いたします。 

 先ほどちょっと答弁がありましたけど、昨年

の11月定例議会の文教厚生委員会では、もとも

と建設の費用が当初は67億円だったんです。そ

こから101億円に増加し、さらに今回、133億円

まで増加してるんですね。だから元の費用から

したら2倍近く上がってるんですよ。こうなると、

もともと年度年度で予算を計画していますから、

県と町と企業団は負担がかなり大きくなると思

うんですが、県・町・企業団の負担はどのよう

になってるのか。負担増についてお尋ねします。 

【髙見医療政策課長】 まず、133億円の場合に、

負担がどれぐらいになるかということで申し上

げますと、粗い試算ではありますけども、病院

企業団が約47億5,000万円、それから、県と新上

五島町がそれぞれ約16億3,000万円の負担とい

うふうになります。 

 なお、この金額につきましては、今後の設計

内容ですとか、事業費、これから精査をしてい

くということもございます。それから、財源措

置の内容等で変動する可能性があるということ
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と、また、財政当局ともまだ協議を進めている

段階でもありますので、現時点で確定したもの

ではないということで、その点はご理解をいた

だければと思っております。 

 それから、負担がどれぐらいそれで増えてい

るかということなんですけども、昨年11月の本

委員会におきましては、概算事業費101億円とし

た場合に、企業団の負担が、元金ベースで26億

円程度というお話を差し上げておりました。今

回、利息も含めて改めて101億円ベースのところ

を試算しますと、企業団の負担は38.5億円、県・

町がそれぞれ11.4億円というところになります

ので、133億円ベースで比較しますと、そこから

企業団が9億円増えていると、それから、県・町

が4.9億円ずつ増えるということになってござ

います。 

【松本委員】 急激な物価高と、また、離島であ

ることを加味して、やっぱり費用が上がること

は致し方ないんでしょうけれども、大幅に増加

した要因についてお尋ねいたします。 

【髙見医療政策課長】 今回の建設費の主な変動

としましては、まず、病院本体の建設のところ

の費用について、約88億円から116億円、28億円

増加しているという状況がございます。また、

既存施設の解体工事にかかる費用が8億円から

14億円ということで、6億円増加しておりまして、

これらを合わせて約34億円の増加ということに

なっております。 

 本体工事の建設費につきましては、先ほど委

員もおっしゃったように、近年の労務費、それ

から資材単価の上昇というところが大きく影響

しているということと、やはり離島での施工と

いうことになりますので、海上輸送費ですとか、

作業員の移動、宿泊にかかる経費と、こういっ

た追加的なコストが生じることも増加の要因と

なっております。 

 日本建設業連合会によりますと、やはり原油

等のエネルギーの関係で、品不足とか、価格高

騰で、あとは円安の影響とか、人件費の上昇で

やはりここ60か月で、全建設コストが27％から

31％上昇しているということもございます。 

 それから、国交省の新営工事単価によります

と、東京を100とした場合の五島列島の工事費指

数が118というところにもなっておりますので、

やはりそういった要因で増嵩しているのかなと

いうふうに考えております。 

【松本委員】 離島医療の観点からも、そして、

病院がない新上五島町の中では、やはり必要な

ものでもありますし、今回の燃油高・物価高、

そして離島の事情を加味すれば致し方ないとは

思いますが、やはり建設費を圧縮するために、

あらゆる努力は必要だと思います。設備の見直

しをするとか、病床数は前回も削減していらっ

しゃいましたけども、やはりこういう状況で、

医療は命に関わるところでございますから、前

回も国に申請しましたけど、また新たな補助金

申請など、そういった努力が必要だと思うんで

すが、ただ上がりましたよというだけではなく

て、どのようにお考えでしょうか。 

【髙見医療政策課長】 松本委員おっしゃるよう

に、病床数のところは前回154床で計画しており

ましたけども、110床に見直しているということ

になってございます。 

 今後、企業団の方で必要な医療機能の確保を

前提に、再度、仕様ですとか、整備内容という

のを精査していただいて、過大な投資とならな

いように検討していくということと、それから、

お話にありました国庫補助金についても、今、

町が中心となりまして、企業団と一緒に国土交

通省所管の補助金、こちらの申請に必要な計画
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の策定も進められているところでございます。

ですので、県としましては、企業団に対しまし

て、そういった補助金ですとか、あとは交付税

措置の高い有利な起債の最大限の活用を求めな

がら、地域医療の確保と事業費抑制、こういっ

た両立が図られるように一緒に取り組んでまい

りたいというふうに考えております。 

【松本委員】 病院企業団自体の経営も、前回の

委員会でもかなり厳しい状況になっていると。

ただ、先ほどの答弁で若干改善がされていると

いうことですから、病院企業団へも収支改善の

努力をしていただくよう要請をしてほしいし、

やはり負担を県も町も負うわけでございますか

ら、また検討をお願いしたいと思います。 

 あと一つだけ、ドクターヘリの説明が先ほど

ありました。部長説明の追加1のところで、一つ

気になったのが、2機目が入るのはいいんですけ

れども、7月8日から週1日の運航で開始しますと

いうふうに説明がありました。なぜそもそも週

1日なのかお尋ねをいたします。 

【髙見医療政策課長】 ドクターヘリ2機目の運

航につきましては、契約上、年間飛行時間をお

おむね170時間という上限を設定しております

ので、その中でどのように運行日を割り振るか

ということで検討したものでございます。 

 1機目の1日の平均的な出動件数、2件程度なん

ですけども、それから、1回当たりの飛行時間の

実績、これが1から2時間程度になりますけど、

これを基に年間の運航可能日数というものを算

出しますと、170時間であれば40日から80日とい

うことになります。さらにこれを週当たりに換

算すると、0.8日から1.6日ということになりま

すことから、運航業者とか、基地病院である長

崎医療センターとも協議の上、週1日というふう

な運航としたものでございます。 

 確かに週1日ということではありますけども、

こういった2機目を投入して、重複要請に1件で

も多く対応しまして、県民の皆様の命を守るこ

とにつなげてまいりたいというふうに考えてい

るところでございます。 

【松本委員】 2機目を設置された努力には敬意

を表しますけれども、せっかくならば、1日だけ

ではなくて、2日、3日と、やはり搬送要請が1日

だけとは限らないと思うんですよね。そういっ

たときに週1日に集中するものではない中で、週

1日以外の搬送要請をどのように対応するのか

お尋ねします。 

【髙見医療政策課長】 ドクターヘリ搬送要請に

対しましては、これまでも佐賀県のドクターヘ

リですとか、あとは自衛隊のヘリにもご協力を

いただいてきているところでございます。あと、

県防災ヘリの運用もしておりますので、運航日

以外のところは、そういったところで対応して

いきたいというふうに考えております。 

【松本委員】 このドクターヘリの問題は、長崎

県だけではなくて、他県でも、もう全国的にや

はり同じような問題が出ていると、報道でちょ

っと見させていただきました。 

 2機目もできて前向きにはなっているとは思

うんですけれども、今後に向けて、週当たりの

運航日数を増やす考えとかはないんでしょうか。 

【髙見医療政策課長】 まず、運航開始をしてみ

て、重複要請の発生状況ですとか、実際の出動

実績といったところを見ながら、2機体制の効果

的な運航の在り方については引き続き検討して

まいりたいというふうに考えております。 

【中村(俊)委員長】 ほかにございませんか。 

【大倉委員】 私からは、宇久島の医療福祉体制

をどのように守っていくべきかという観点でち

ょっとご質問をしたいと思っています。 
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 いわゆる宇久島の医療の現場、介護の現場、

看護の現場、そういったところの守り方なんで

すね。質問したいのが、訪問看護ステーション

の、いわゆる出張所と言われるサテライト、こ

の設置に関して質問したいんです。 

 サテライトを設置するに当たって、いろいろ

認可が必要だと思うんです。その場合は、認可

を認める認めないというのは、国の一定要件を

満たしてるかどうか、そういったところが必要

だと思うんですけれども、どういった国の要件

があるのか。そこからお尋ねしたいと思います。 

【久間長寿社会課長】 介護事業所の出張所、い

わゆるサテライトにつきましては、国の通知に

基づきまして、地域の実情等を踏まえて個別に

判断しているところでございます。 

 具体的に申し上げますと、同一法人が行う事

業所でありまして、職員の勤務体制・勤務内容

が一元的に管理されていることでありますとか、

苦情などに対して一体的な対応ができる体制に

あることなどを要件として設置を認めることと

いうふうにされております。 

 一元的な管理、一体的な運営が担保されるた

めの目安といたしまして、具体的には、片道の

移動時間が自動車でおおむね20分の範囲を想定

しております。 

 これは、国の通知には載ってないんですけど

も、他県におきましても同様に20分という移動

時間で設定しているところでございます。他県

も同様の移動時間を設定しておりますので、恐

らく、最初に制度ができますときに国の方から

参考資料などで一つの目安としてお示しになっ

たものというふうに推測をしているところでご

ざいます。 

【大倉委員】 国からの要件、理解できました。

一元的に管理されていて、一体的な運営が必要。

あと、移動時間は自動車で20分以内という距離

があるというところなんですけれども、例えば、

長崎県の実施要綱みたいなもの、そういったも

のは決めているんでしょうか。 

【久間長寿社会課長】 県におきましては、内規

におきまして、伺い定めで定めているところで

ございます。 

【大倉委員】 長崎県では実施要綱ではなくて、

内規で定めているという状況なんですね。承知

しました。 

 今、宇久島の医療、そして看護、介護、これ

が危機的な状況だというように島民の方々から

私聞いているんですね。 

 まさに特別養護老人ホーム、これは宇久島に

一つしかなかったものも閉鎖ということになり

ました。ニュースにもなっています。やっぱり

背景にあるのは、人口減少、人手不足などなど、

こういった現象があると思うんですけれども、

やっぱりこれは何とかしなきゃなんですよね。

まさに宇久島の島民の皆さんは今不安でいっぱ

いなんです。本当に安心が今奪われてしまって

いるような状況だと推察します。 

 そういった声を聞きつけて、訪問看護の立場

でサポートしたいというＮＰＯ法人があるんで

すね。そのＮＰＯ法人は、諫早と壱岐と五島に

事務所がございます。訪問看護ステーションが

ＮＰＯという立場でサポートしようとしてるわ

けなんですね。つまり、宇久島にサテライトと

いうものを設置して、訪問看護の立場で訪ねて

サポートできないかというような要望があるん

です。ただ、残念なことに今答弁いただきまし

た、移動時間20分以内、これはもう全く不可能

な距離です。だからそこの部分に当てはまらな

いんですけれども、これは個別要件ではあるん

ですが、宇久島全体の医療・福祉、これを守っ
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ていくという観点からご質問したいんですが、

県として、このＮＰＯのサポートをどのように

お感じか、見解がありましたら教えてください。 

【久間長寿社会課長】 今回の宇久島の件でござ

いますけれども、宇久島は佐世保市内にござい

ますので、佐世保市、中核市となりますので、

県が宇久島に設置するかどうかという許認可を

持っているわけではないというところは一つご

理解をいただければというふうに思っておりま

す。 

 そうした上で、20分以内という地域の実情に

合わないのではないかということもあり得るか

とは思いますけれども、先ほどの国の通知の中

で、事業所の指定につきましては、原則として、

サービス提供の拠点ごとに行うものというふう

にされております。それは、先ほども申し上げ

たとおり、苦情等とかがあった場合に一体的な

体制が取れるかどうかというところが一つの勘

案されているところだというふうに考えており

ます。 

 あくまでサテライトの設置というものは、必

要なサービス提供を維持するための柔軟な取扱

いというところでございますので、一元的な管

理、一体的な運営というものが担保されるかど

うかというところが判断基準になってくるかと

思います。 

 また、離島等でサービスを提供する場合には、

別に離島等相当サービスという取扱い等もござ

いますので、そういったところにつきましても、

市町の方が認めた上で実施することができます

ので、そういったところをご活用いただくとい

う方策もあるのかというふうに考えております。 

【大倉委員】 いわゆる佐世保市の判断が必要な

わけでして、ＮＰＯ法人の代表の方は、一応交

渉は佐世保市としているそうなんですね。ただ、

サテライト設置に関しては、はっきりとした回

答が来てないというところなんですね。そこが

やっぱりなかなか難しいなという印象があるん

ですけれども、原則20分以内というところ、こ

こが大きなネックになってるんじゃなかろうか

と、これは想像できるわけです。これをもうち

ょっと柔軟に考えることできないのかなという

ことを私は今日、問いかけたいんですよ。本県

は離島を抱えているわけですから、原則20分で

というのは、なかなかハードルが高いと思って

います。20分の根拠といいますか、そこはどう

いったところで20分になっているのか教えてく

ださい。 

【久間長寿社会課長】 先ほど申し上げましたと

おり、国の方、こちらの制度がかなり前から始

まっておりますので、伺い定めを定めた時期と

いうのも30年ほど近く前になってくるところで

ございます。平成12年の時点で始まっておりま

すので、そういったところでもともとサテライ

トの基準というものを定めているところでござ

いますけれども、ただ、先ほど申し上げたとお

り、やはり一体的に取り扱うというところが原

則でございますし、訪問看護ステーションを設

置するに際しまして、離島等におけるサービス、

柔軟に対応できるサービスもございますので、

そういったところを活用いただくというところ

も一つの考え方としてあるのかというふうに考

えております 

【大倉委員】 訪問看護ステーションの事務所を

設置するということが一番問題ないんでしょう

けれども、そうなるとやっぱり時間もかかるし

経費もかかるわけです。ですから、サテライト

方式ということでつなぎながら、人材を確保し

て、そして最後は事務所をそこに設置するとい

う方向でＮＰＯの方は考えてらっしゃるそうな
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んですよ。 

 それから、ＮＰＯの方は、実際島に出向いて、

何度も出向いて、例えば、昼間だけ看護師さん

が巡回して、そのことによって島民の方が島を

離れずに暮らすこともできるんですよというこ

とも、住民の方々と話合いができているそうな

んです。 

 つまり、このまま放置してしまうと、これは

高齢者の方もそうですし、病気がちの方もそう

ですけれども、島を離れていってしまわざるを

得ないということになるんですね。だから、そ

こを何とかしなきゃいけないわけで、しかも、

行政がやっていくと時間がどんどんかかること

を今ＮＰＯの方がやってくださっていると、動

いてくださっているという状況があるというこ

とはぜひ分かってもらいたいというところがあ

ります。 

 要望にとどめておきますけれども、やっぱり

例外規定というものも設けていただいて、明確

なものをつくっていくと。島が多いわけですか

ら、例外規定もつくってもらって、そして、そ

れを基にＮＰＯの方も前向きに取り組んでもら

うような、そういったことをやってもらいたい

と私は要望しておきます。 

 ぜひ、島のことを本気で考えてくれるＮＰＯ

などに対する柔軟な姿勢、これはぜひよろしく

お願いしたいということを要望して終わります。 

【川崎委員】 補正予算で、地域ケアマネジメン

ト提供体制確保支援事業費を計上していただい

て、これは介護支援専門員が本来業務に注力で

きるよう、介護保険の対象外にもかかわらず行

っているサービスの実態調査、切り出しを行い、

民間事業者等による受皿づくりを実施するため

の経費ということで、本来の業務に注力をして

いただける環境づくりということについては評

価をいたしておりますので、ぜひ確立をしてい

ただきたいと思っております。 

 そういった中で、そもそもケアマネさんの実

態なんですが、数的な話をしていただきたいん

です。 

 まず、有資格者数が何名、県内におられるの

か。そして、新規取得の方が何名おられるのか。

そして、そもそもケアマネの仕事についておら

れる方がどの程度いらっしゃるのか。そして、

様々この資格の更新は、負担軽減のために県も

頑張っていただいていることはよく承知をして

おりますが、残念ながら更新をされない方もい

らっしゃるかと思います。そういった皆様の人

数を教えていただきたいと思います。 

【久間長寿社会課長】 介護支援専門員、いわゆ

るケアマネジャーさんの資格保有者数などにつ

いてのお尋ねでございます。 

 県内におけます介護支援専門員、ケアマネジ

ャーさんの名簿登載者は、現在1万830名となっ

ております。介護支援専門員として県の名簿に

登録していただくためには、まず、実務研修試

験に合格した上で実務研修を受けていただく必

要がございますけれども、令和7年度の実務研修

修了者数は173名というふうになっております。 

 それから、介護支援専門員さん、ケアマネジ

ャーさんは、5年に一度更新する必要がございま

して、今現在で未更新の方が約6,500名いらっし

ゃるところでございます。 

 実際に介護支援専門員として働いている方が

約4,300名という形になっております。このうち、

施設等の常勤換算とか、在宅の実質人数を合わ

せると2,000人程度の方が介護支援専門員さん

として働いてらっしゃると、そういう状況でご

ざいます。 

【川崎委員】 登録は1万830名いらっしゃって、
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未更新の方が6,500名、実質、最終的には2,000

名ぐらいの方ということで、志をしたけれども、

なかなかもう続け切れないというような方がい

らっしゃるということも事実かと思います。先

ほどの事業は大変重要な事業だと思いますので、

しっかりと確立をしていただいて、ケアマネさ

んの業務に注力できて、夢と希望を持って資格

を取られたんだと思いますので、サポートして

いただきたいというふうに思っています。 

 そして、ケアマネさんの仕事の中で、非常に

残念、お気の毒な事件として、埼玉県の方で利

用者から殺害されるというようなことがありま

した。訪問をするということの危険性というこ

とは、ケアマネさんに限らずいろんな方が対象

になってくると思います。そういった中で、安

全対策、この辺どのように取り組んでおられる

のかお尋ねをいたします。 

【久間長寿社会課長】 先般、埼玉県川口市にお

きまして、介護支援専門員さんが利用者宅で危

害を加えられまして、死亡するという痛ましい

事件が発生いたしました。お亡くなりになられ

た方には心から哀悼の意をささげさせていただ

きます。 

 今回のような事件が二度と起こらないように、

在宅介護などに従事される皆様の安全確保を図

ることが重要というふうに考えております。 

 今回の事件を踏まえまして、令和8年6月3日付

の文書が厚生労働省の方から、在宅介護従事者

の安全確保の徹底についてというところで出さ

れたところでございます。 

 通知の中では、事業主による雇用管理上の措

置につきましては、介護事業者向けの対応マニ

ュアル等で示されており、特に介護事業者がハ

ラスメントに対応するためには、個々の職員で

対応するのではなく、組織として必要な体制を

構築し、あらかじめリスク要因の把握を行い、

ハラスメントの予防や対策に向けた基本方針や

具体的な対応について検討することと、また、

個々の事業所だけでの対応が困難な場合に備え

まして、近隣の他の施設等との情報共有の機会

をつくるために、地域ケア会議での共有、医師

等の多職種、法律の専門家、警察等への相談、

連携など、日頃から地域の関係者と連携して、

相談や地域全体で対応できる体制を築いておく

ことが重要というふうにされているところでご

ざいます。 

 県といたしましても、先日、長崎県介護支援

専門員協会と意見交換を行ったところでござい

ます。また、今後も各市町に市町担当課長会議

などの場面を通じまして、改めて管内の在宅介

護事業者に周知いただくとともに、関係機関と

連携していただくようお伝えしたいというふう

に考えております。 

【川崎委員】 ぜひ、警察の方にもよくよく状況

を分かっていただいて、地域ケア会議で具体的

に課題が、いらっしゃる利用者さんについては、

綿密な連携を取って、事件が起こらないように、

ぜひ心を砕いてやっていただきたいと思います。 

 次に、ドクターヘリについてお尋ねいたしま

す。 

 2機目が7月8日から運航開始しと、あと1週間

となりまして、種々準備が進んでいると思いま

す。大変ご苦労されていると思います。感謝申

し上げたいと思います。 

 そこで、少し運用面でお尋ねなんですが、機

材が、長崎空港に駐機している病院企業団の医

師搬送用ヘリコプターＲＩＭＣＡＳ、これを使

用すると承知をいたしております。 

 長崎空港から長崎医療センターに飛来をして、

そして、医師等の医療スタッフが搭乗して、現
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場に向かっていく。このような運用体制なのか

お尋ねをいたします。 

【髙見医療政策課長】 ドクターヘリの2機目に

つきましては、運航開始時間前に長崎空港から

長崎医療センターの方へ移動しまして、搬送要

請に備えることとしておりますので、長崎医療

センターで医療スタッフが搭乗して、現場へ向

かうと、そういう形式で運用したいと考えてお

ります。 

【川崎委員】 そうしますと、医療センターから

長崎空港に医師等のスタッフが移動してという

ことではなく、あらかじめ速やかに現場に向か

える体制があるということを確認させていただ

きました。 

 このドクターヘリの2機目就航されたことは、

そもそも出動中で要請に対応できていないとい

うところから、2機目を求めて導入を決めていた

だいたところでありますが、改めて昨年度の重

複要請と代替搬送の状況についてお伺いをいた

します。 

【髙見医療政策課長】 昨年度につきましては、

運航業者の整備士不足等により、合計で133日の

運休が発生しておりますので、ドクターヘリの

要請件数は558件、出動件数は423件、出動中で

対応できなかった件数が78件と、例年に比べて

少ない状況にはなっております。 

 そういった中で、出動中ですとか運休による

代替搬送の件数が、佐賀県ドクターヘリが103件、

県防災ヘリが38件、自衛隊が50件、海上保安庁

が3件、合計194件、代替搬送を行っていただい

ているという状況となっております。 

【川崎委員】 応援いただいて対応していただい

ているということは大変ありがたく思っており

ますが、2機目導入が決まったということ、週1

回からスタートということは、先ほど質疑を聞

いて分かっておるところでありますが、依頼を

して現場に向かってもらうということは、そこ

にタイムラグが必ず生じると思いますので、な

るべく2機目がもっと多く稼働できるように努

めていただきたいと思っております。 

 次に、こども政策局にお尋ねいたします。 

 財政課の事業でありますけれども、こどもた

ちや若者の挑戦を後押しするための基金、30億

円創設されました。年利3％の運用で、年間約1

億円の運用益を生み出して、事業に活用すると

いう説明を伺っております。 

 日本経済が株高、インフレ基調にある中に、

私も一般質問であまり動かない県の基金を有効

活用するよう提言をいたしまして、その視点で

取り組んでいただくことは評価をしたいと思い

ます。 

 そこで、すぐすぐ運用益が生まれるわけでは

ありませんが、おいおいこどもたちや若者の挑

戦を後押しをというところがテーマであります

ので、チャレンジできる予算を確保できること

から、こども・若者施策を担うこども政策局と

して、どう活用しようとされているのかお尋ね

をいたします。 

【中村こども未来課長】 当該事業につきまして

は、今、政策企画課を中心として、県全体でど

のような事業の組立てを行っていくかというこ

とをまさに議論中でありまして、その議論の中

には当然、こども・若者対策をしている様々な

所管課が一緒に混ざって協議している状況でご

ざいます。 

 知事の方からは、こどもの多様な挑戦を後押

しするというお話があったところでございまし

て、こども政策局としての考え方としては、様々

な環境に置かれているこどもたちがおられる中

で、体験の格差とかそういうのも、生まれた場
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所とか、そういう家庭環境によって違ってくる

のかなというところがございまして、そうした

部分について、こどもの夢や挑戦を成果を問わ

ずしっかり後押ししていける考え方が非常に重

要であるということは主張しているところでご

ざいますけれども、現在、そうした考え方も含

めて県全体で今検討しているところであります

ので、こども政策局としてもそうした考えをし

っかり伝えてまいりたいと思っております。 

【川崎委員】 次年度の事業、予算のいわゆる資

金なので、どれにということじゃないかもしれ

ませんが、せっかく提案をいただいて、いい事

業ができるわけでありますので、ぜひチャレン

ジをしていただきたいと思っております。 

 最後に、若い世代の皆様のメンタルケアにつ

いて質問させていただきます。 

 昨年11月議会の一般質問において、東京足立

区が設置する若者支援拠点、あだち若者サポー

トテラスＳＯＤＡについて取り上げさせていた

だきました。ＳＯＤＡは、若者の心の相談窓口

でありまして、メンタルヘルスのみならず進学、

就労、人間関係、家庭問題など、日常生活にお

ける様々な困り事について相談を受け付けてお

られます。 

 本県にも、長崎県子ども・若者総合相談セン

ターゆめおすが、こども・若者支援に全力で取

り組んでいただいているわけでありますが、何

よりこのＳＯＤＡは、精神科医、お医者さん、

精神保健福祉士、公認心理師、看護師など多職

種による専門チームを構成し、必要に応じて医

療機関へ円滑につなぐ体制を整備していること

が特徴であります。本年3月には、医師であり、

施設長である先生にご来県をいただいて、こど

も政策局長をはじめ関係理事者の皆様と若者メ

ンタルケアの拠点確立の必要性について意見交

換を行っていただいたところであります。 

 その際に、私も改めて確認させていただいた

んですが、医師の地域偏在、とりわけ精神科医

が不足しているということと、高齢化も進展し

ているというところ、こういった背景がありま

して、若者のメンタルヘルスに関する医療アク

セスが困難になってくるとの状況も共有をさせ

ていただいたところであります。 

 例えば、救急医療分野においては、救急車を

呼ぶべきか迷った際の＃7119や、こどもの急病

時の＃8000など、専門家から事前に助言を受け

られる電話相談体制が整備をされておりまして、

いわゆる限られた医療資源の有効活用にもつな

がっております。 

 一方で、若者自身や保護者が心の不調につい

て病院を受診すべきか、どこに相談すればよい

かと悩むケースも少なくなく、初期段階で専門

家につながることができれば、重症化の予防や

早期支援にも資するものと考えます。 

 若年層の自殺や孤立、不登校などが社会課題

となる中に、将来を担う若者を守り育てる観点

から、ＳＮＳ相談やオンライン相談、専門職に

よるアドバイス機能の強化など、若者が気軽に

相談できるメンタルヘルス相談体制の充実が必

要と考えるところでございます。ちょっと長く

なりましたけれども、ぜひ県の見解をお伺いい

たします。 

【小田障害福祉課企画監】 障害福祉課の事業に

ＳＮＳ相談というのがございまして、ＳＮＳを

活用した相談窓口「こころとこころのほっとラ

イン＠ながさき」を設置しております。 

 本窓口は、対面や電話での相談に抵抗を感じ

る若者にも気軽に相談できる手段の一つとして、

令和4年度途中から開始したものでございます。

また、保健師などの専門職による相談支援につ
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きまして、県内保健所と長崎こども・女性・障

害者支援センターにおいて担っており、必要に

応じて精神科嘱託医が対応することとしており

ます。 

 委員からお話のあった若者などが相談先に悩

むケースがあるということをお聞きしましたの

で、今後につきましても、こうした既存の相談

窓口の周知、さらなる強化をし、利用しやすい

環境づくりに努めるとともに、関係機関と連携

を深めながら、若者に限らず誰もが相談できる

体制の充実に取り組んでまいりたいと考えてお

ります。 

【川崎委員】 県の事業として、相談体制は一義

的に長崎県子ども・若者総合相談センターゆめ

おす、ここを設置しておられますので、まずは

そこに駆けつけるということが一般的な長崎県

の対応だというふうに思うんですが、こちらと

の連携もぜひ検討いただきたいというふうに思

っておりますので、見解をお伺いします。 

【中村こども未来課長】 ご承知のとおり、ゆめ

おすは、まず相談を受けて、様々な行政機関、

あるいは医療機関等も含めてなんですが、適切

に紹介して対応する機関でありまして、ＮＰＯ

法人に委託しているところで、そこにも専門職

の方はしっかり配置されておりますので、専門

的知見を有するそうしたスタッフの方中心に、

ご指摘の点というのは非常に重要な視点である

と考えますので、こうした本県の実情を踏まえ

て、まずネットワークづくりをしっかり強化し

てまいりたいと思っております。 

【浦こども政策局長】 すみません、私の方から、

今話があった東京都足立区のＳＯＤＡには、私

自身が6月10日に現地を訪問させていただきま

して、相談を担っている実務の担当者とお話を

させていただきました。その中では、ＳＯＤＡ

についてはメンタル特化でありますけれども、

病院ではないということで、若者の相談の敷居

が非常に低いというお話がありました。また、

精神科医が介在しますことで、そこにいるスタ

ッフ、相談員の方も安心して対応できますし、

医療への適正なつなぎにもなっているというこ

とと、あと、今話がありました学校とか、児相

とか、医療機関など、関係機関の地域のハブ機

能もしっかり果たすというふうな、そういう話

がありまして、私も非常に印象に残ったところ

であります。 

 ゆめおす自体はメンタル特化の相談機関では

ないんですけれども、実際、こども・若者の相

談件数が非常に増えてきておりまして、その内

容についても、ひきこもりとか不登校とかメン

タル面の対応も非常に重要かなと思っておりま

す。 

 このたび、ゆめおすでも、こうした相談の取

組を参考としますことで、相談対応の質の向上

につなげることは十分期待できるんではないか

というふうに認識をしております。 

 県内のメンタルヘルスの観点で福祉保健部と

も連携を図りながら、今後、ゆめおすの実務担

当も交えて意見交換を行うなど、ゆめおすの一

層の機能向上、あるいは若者のメンタルヘルス

の向上に努めていきたいというふうに考えてお

ります。 

【川崎委員】 ありがとうございます。局長も行

っていただいて、実際確認されたということで

大変にありがたく思います。 

 県が今持つ、例えば、保健所の窓口というと、

まずどこにあるのかから始まるわけでして、ち

ょっとした悩みを相談に行くのに敷居が高いで

すよ。そう考えていくと、今、言っていただい

たように、敷居が低いというところと、病院じ
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ゃないというところ、ここが決定的な違いだと

いうふうに思っておりまして、先ほどの精神科

医が不足、あるいは高齢化という、そういった

医療資源が限られている中で、非常にそこのハ

ブ機能として、言葉は適正じゃないか分かりま

せんが、仕分をして、本当に重症といいますか、

医療機関にかからなければいけないような状況

のときには、速やかにつなぐことができるとい

うところがポイントかというふうに思っており

ますので、より一層研究をしていっていただけ

ればなと思います。 

 先ほど、こどもたちや若者の挑戦を後押しす

るための基金創設、挑戦ということから合致す

るかどうか分かりませんが、新たな基金から財

源を生んで、そこでいろんな形で若者を守って

いくという点では共通するところがあろうかと

思いますので、ぜひ検討を進めていただきたい

と思いますのでよろしくお願いします。 

【まきやま委員】 私の方からは人口減について

お聞きいたします。 

 前回の委員会で、ここ数年、長崎県の総死亡

数が急増していることを指摘しました。具体的

には、これまで1万7,000人台の年間の総死亡者

数だったものが、令和4年から1万9,309人、令和

5年には1万9,723人、令和6年には1万9,969人と

急増しています。 

 このような急増を受けて、特にコロナ禍によ

る医療逼迫、受診控えの影響、高齢化の加速、

そして、新型コロナワクチンの接種開始との時

系列的な関係について、県として検証を行って

いるかお示ししてください。 

【川村福祉保健課長】 検証の件につきましては、

前回の委員会でもお話しいただいたところです

けど、福祉保健課におきましては、厚生労働省

が実施しております人口の増減に関する動きを

把握する人口動態調査のため、本県のデータに

ついても国に報告を行っているところでありま

す。 

 本県の死亡者数の増減には様々な要因が関係

していると考えられますので、この要因を特定

することはなかなか困難であります。 

 委員ご指摘の令和4年以降の増加要因につき

ましては、75歳以上の人口が大幅に増加したこ

とがまず関連しているのではないかと考えてお

ります。 

 高齢者が増加した要因としましては、戦後生

まれとなります1946年生まれ、この方が75歳と

なりましたのが2021年、令和3年でありまして、

それ以降が第一次ベビーブーム、俗に言います

団塊の世代になりますけど、こうした方が75歳

を迎えて、高齢人口が増加したことも一つの大

きな要因ではないかというふうに考えておりま

す。 

【まきやま委員】 県民の命と健康を守る立場か

ら、死亡急増の原因を、国の分析を待つ姿勢で

はなく、長崎県独自のデータを収集、分析、公

表体制を整備すべきと考えますが、見解をお示

しください。これはなぜかといいますと、今、

年間でコロナが原因で亡くなっている方が400

名ぐらいの規模なんです。不慮の事故より少し

少ない数で、自殺者よりは少し多い現状です。

ただ、がんで亡くなる方が年間5,000人。そして、

心疾患で亡くなる方が3,000人程度見られてま

して、これまで、例えば、交通事故でも、その

後のＰＣＲで陽性が出れば、コロナ死としてカ

ウントされています。つまり、かなりの数がコ

ロナ死に入れられているんじゃないかというの

が、今回いただいたデータで推察できましたの

で、しっかりとした検討を行った方がいいと思

うんですけども、いかがでしょうか。 
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【川村福祉保健課長】 それぞれの分析につきま

しては、感染症の流行とか、例えば、気象条件

とか、そういったことがその年々に突発的な要

因となることがありますので、なかなか福祉保

健課として、状況の把握とか分析を行うことは

困難な状況というふうに考えております 

【まきやま委員】 これに引き続いて、国の予防

接種健康被害救済制度において、新型コロナワ

クチン接種後の死亡に対する補償認定件数は全

国で1,000名を超えていまして、ここ長崎県にお

いても21名の死亡が補償認定されています。申

請中は今20件で、そのうち6件が死亡認定を申請

しています。これは、あくまで申請、認定され

た件数であって、副反応との因果関係に気づか

ずに亡くなられた方、また、医療機関に相手に

されなかった方など、申請に至らなかったケー

スが相当数存在すると考えます。 

 長崎県内において、新型コロナワクチン接種

後死亡の補償認定が21名となっていることにつ

いて、県はどのような認識を持っていますか。 

【長谷川地域保健推進課長】 県内で21名の方が

認定されていることにつきましては、国の健康

被害救済制度に基づき、個別の事案ごとに専門

的な審査が行われた結果として認定されたもの

と受け止めております。 

 健康被害救済制度における認定につきまして

は、厳密な医学的な因果関係までは必要とせず、

接種後の症状が予防接種によって起こることは

否定できない場合も対象として審査が行われて

いると認識をしております。 

 なお、この認定件数ですが、個々の申請に対

する審査の結果の積み重ねでございまして、県

としましては、件数のみで評価をすることは適

切ではないと考えているところです。 

【まきやま委員】 では、これまで新型コロナワ

クチン以外のワクチンで何名程度認定されてい

ますか。 

【中村(俊)委員長】 休憩します。 

―午後 ２時５８分 休憩 ― 

―午後 ２時５９分 再開 ― 

【中村(俊)委員長】 委員会を再開いたします。 

【まきやま委員】 恐らく本県で21名を超える死

亡認定がなされたワクチンはまずないと私は承

知しております。 

 また、補償申請に至らなかったケースの掘り

起こしや、被害者・遺族への支援体制について、

県として何らかの取組を行っているかお尋ねい

たします。 

【長谷川地域保健推進課長】 予防接種により健

康被害を受けられた方が、予防接種法に基づき

ます予防接種救済制度を活用しやすくなって、

申請の負担軽減を図るということは大変重要で

あるという認識をしております。 

 県としましては、ホームページにおいて、救

済制度の概要や副反応が生じた場合の相談先等

についてお知らせするなど、周知に取り組んで

まいりました。 

 また、健康被害を受けられた方の診療に当た

る医療機関が発行する受診証明書の記載マニュ

アルを作成しておりまして、実施主体である市

町や関係機関と連携しながら、その活用を推進

するよう努めているところです。 

 今後とも、健康被害を受けられた方がより円

滑に救済制度の支援を受けることができるよう

取り組んでまいります。 

【まきやま委員】 ご対応ありがとうございます。 

 次に、新型コロナｍＲＮＡワクチンの技術的

問題点に関する県の認識をお伺いします。 

 一つ目、スパイクタンパク質と血栓リスク。 

 ｍＲＮＡワクチンにより体内で生産されるス
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パイクタンパク質がＡＣＥ2受容体に結合し、血

管内皮への炎症、血栓形成リスクを高めるとの

論文報告が複数存在します。心筋炎リスク、特

に若い男性については、ほぼ確立された副反応

として国内外で認められていますが、把握はさ

れていますでしょうか。 

【長谷川地域保健推進課長】 新型コロナワクチ

ン接種後の心筋炎・心膜炎につきましては、副

反応疑い事例として継続的な評価が行われてお

り、令和6年4月開催の厚生労働省の厚生科学審

議会予防接種・ワクチン分科会副反応検討部会

においては、新型コロナウイルス関連の心筋炎・

心膜炎の既往を有する方に対する注意喚起や、

接種後に心筋炎・心膜炎を疑う症状が生じた場

合の速やかな受診について注意喚起を行うこと

とされたと認識をしております。 

 新型コロナウイルス感染後とｍＲＮＡワクチ

ン接種後の心疾患の発症の比較については、米

国ＣＤＣから、全ての年齢層の男女で、新型コ

ロナウイルス感染後の方がｍＲＮＡワクチン接

種よりも心合併症のリスクが有意に高いと報告

をされており、令和4年4月開催の同検討部会に

おいても、この報告を踏まえて、引き続き全て

の年齢層において新型コロナワクチンの接種体

制に影響を与えるほどの重大な懸念は認められ

ないとされたものと承知をしているところです。 

【まきやま委員】 次に、ＬＮＰ、脂質ナノ粒子

に含まれるＰＥＧは、接種後15分以内のアナフ

ィラキシーショックの原因として疑われていま

す。また、政府は、当初、接種部位にとどまる

と説明しましたが、ＬＮＰは、血流により、肝

臓・脾臓・卵巣を含む全身に分布することが動

物実験・人体研究で確認されています。その説

明との乖離について、県として国に確認を求め

たことはありますか。 

【長谷川地域保健推進課長】 ＰＥＧ、ポリエチ

レングリコール修飾の脂質ナノ粒子を添加して

ありますｍＲＮＡワクチンであります新型コロ

ナワクチンにつきましては、令和7年11月の厚生

労働大臣記者会見におきまして、ＰＭＤＡ、医

薬品医療機器総合機構での審査及び厚生労働省

の審議会における審議を経まして、科学的知見

に基づいて、品質・有効性及び安全性を確認し

た上で薬事承認をされており、承認後もワクチ

ン接種後の副反応疑いの報告の評価や、国内外

の情報の収集・評価を継続して行った結果、現

時点でワクチンの安全性に係る重大な懸念は認

められていないとの見解が示されております。 

 また、同会見におきまして、ワクチンの安全

性に関する様々な知見について引き続き収集・

評価を行い、新たな知見が得られた場合には速

やかに情報提供を行ってまいりたいとも述べら

れております。 

 県としましては、国においてワクチンの安全

性に関する評価が継続して行われていると認識

をしておりまして、国に対し、個別の認識を求

めたことはありません。 

【まきやま委員】 次に、ｍＲＮＡワクチンの頻

回接種、何度も繰り返し接種することによって、

ＩｇＧ4抗体が上昇し、免疫抑制が行われると示

す査読つきの論文が複数発表されています。こ

の免疫抑制が帯状疱疹をはじめとする感染症増

加と関連している可能性があり、県としての把

握はされていますか。 

【長谷川地域保健推進課長】 厚生科学審議会な

どの専門家会議におきまして一部のワクチン接

種後にＩｇＧ4サブクラスのスパイク抗体が上

昇し、免疫寛容を招く可能性について議論がさ

れておりますが、現時点では、すぐに中止する

状況にはないと判断されたものと認識をしてお
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ります。 

 県としましては、専門的知見に基づく国の方

針を踏まえて対応してまいりたいと考えており

ます。 

【まきやま委員】 最後ですけども、今回のｍＲ

ＮＡワクチンは、シュードウリジンを用いてＲ

ＮＡを修飾しており、通常より分解されにくい

特性を持ちます。 

 政府は、約2週間で消失すると説明していまし

たが、接種後3年を経過した後も、ワクチン由来

のスパイクタンパク質が検出されたとの報告が

あります。この政府の説明との乖離について、

県として国に説明を求めたことがありますか。 

 また、複数の研究機関がｍＲＮＡワクチンに

ＤＮＡの混入を報告しています。ＤＮＡの細胞

核内への取り込みによるゲノムへの影響が懸念

されており、この点について、国がどのような

安全性評価を行っているか、県として把握して

いますか。 

【長谷川地域保健推進課長】 先ほどお答えした

内容と重複はするのですが、新型コロナワクチ

ンにつきましては、国の審議会等での審議を経

て薬事承認をされ、承認後も継続して評価が行

われており、現時点でのワクチンの安全性に係

る重大な懸念は認められていないという見解が

示されているところです。 

 県としましては、国においてワクチンの安全

性に関する評価が継続して行われていると認識

しておりまして、個別に国に確認を求めたこと

はありません。 

 また、ＤＮＡの混入の報告があることで国が

どのような安全性の評価を行っているかという

ご質問についてですけれども、新型コロナワク

チンの安全性については、新型コロナ予防接種

を受けたことによるものと疑われる症状につき

まして、予防接種法の第12条第1項の規定により

まして、医師等から厚生労働大臣に報告されて

いるほか、医薬品、医療機器等の品質、有効性

及び安全性の確保等に関する法律第68条の10第

1項及び第2項の規定によりまして、製造販売業

者等から同大臣に報告をされているところです。 

 これらの制度により収集した情報等に基づき

まして、厚生科学審議会予防接種・ワクチン分

科会副反応検討部会及び薬事審議会医薬品等安

全対策部会安全対策調査会において継続的に評

価が行われると認識をしております。 

【まきやま委員】 では、これらの知見を踏まえ

た上で、県民への情報提供、健康相談体制の整

備をどのように考えているか、福祉保健部長に

お聞きします。 

 追加で、先ほどから言われている審議会は、

製薬会社から利益相反が半数以上明らかになっ

ています。 

【新田福祉保健部長】 ただいまお尋ねがありま

した県民への情報提供、健康相談体制の整備、

こちらについてお答えをさせていただきたいと

存じますが、ホームページ等を活用いたしまし

て、新型コロナワクチンでありますとか、健康

被害救済制度、あとは、健康被害に関する相談

先などの案内を行っておりますほか、市町担当

者向けの説明会を開催するなど、実施主体であ

る市町から、住民に対する適切な情報提供を県

といたしましては支援をさせていただいている

ところでありまして、今後とも県民の皆様が新

型コロナワクチンを含む予防接種などについて

主体的に判断ができるよう、情報提供に努めて

いくとともに、予防接種により健康被害を受け

られた方々が円滑に相談や申請につながるよう、

予防接種救済制度の周知なども図ってまいりた

いと考えております。 
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【まきやま委員】 続きは2巡目で行います。 

【前田委員】 簡潔に質問したいと思います。そ

の前にちょっと1件だけ、先ほどのこども政策局

の答弁もそうですけども、新しく知事が代わっ

て意気込みは分かるんですけども、何か予算だ

け上程されて、後のことはちょっとまたこれか

ら検討しますというのが他部局でも少し見受け

られます。議会としては、内容があっての予算

上程ですから、本来それは認められないと思う

んですけども、意気込みを込めて出しているも

のについては是としますけども、速やかに次の

議会で、内容等についてしっかりとした提案を

してくれることを要望しておきたいと思います。 

 まきやま委員の質疑の後でやりづらいんです

けども、県内の市町における予防接種の助成状

況について、実態としてどういうのがあるのか、

まずご答弁いただきたいと思います。 

【長谷川地域保健推進課長】 独自でワクチン接

種に対する助成を行っている市町についてです

が、令和8年度におきましては、大村市と波佐見

町が、50歳以上を対象に帯状疱疹ワクチンの接

種費用を助成しております。また、時津町にお

いて、妊娠を希望または予定している女性や妊

娠している女性の配偶者に対し、風疹ワクチン

の助成を実施しております。このほか、季節性

インフルエンザワクチンにつきましては、12市

5町が主に高校生以下を対象として接種費用を

助成しているところです。 

【前田委員】 その上で、県として、予防接種、

ワクチンの接種について、基本的にどういう考

え方を持っているのかを確認したいと思います。 

【長谷川地域保健推進課長】 予防接種施策につ

きましては、予防接種法に基づき、感染症の発

生及び蔓延を防止し、公衆衛生の向上と国民の

健康保持に資することを目的として実施してい

るものです。 

 予防接種は、感染症の発生抑制や死亡者の減

少、個人の重症化予防など、疾病予防や感染症

対策上極めて大きな役割を果たしていると認識

をしております。 

 一方で、ワクチンを接種することにより、極

めてまれではありますが、重篤な健康被害が発

生することも避けることができないということ

も事実であります。 

 このため、国家補償の観点から、法的な救済

措置として健康被害の救済が行われているとこ

ろです。 

 このような事実についての十分な認識を踏ま

えまして、県民の予防接種及びワクチンに関す

る理解と認識を前提に、県としましては、予防

接種ワクチンで防げる疾病は予防するというこ

とを理念とし、予防接種施策の推進に取り組ん

でいくことが重要と考えております。安心して

接種していただけるよう、実施主体である市町

と連携しながら取り組んでまいりたいと考えて

おります。 

【前田委員】 その答弁で了としますけども、

1948年に予防接種法が定められて、それから定

期的に、当然、法的な定期接種が追加されてき

ていますけども、取り巻く環境が変わる中で、

任意の接種による、今おっしゃったような病気

を予防するということを含めたところでの予防

接種は、僕は積極的に推進すべきだと思ってい

ますし、県もそんな認識を示されたんだなと思

います。 

 そのことによって、今回提案したいのは、市

町が独自にやっているような助成状況がある中

で、県として、特定の政策的なことも含めて推

進の立場で、県自身も予防接種に対する助成を

考えていい時期じゃないかと思うんです。先ほ
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ど言ったような地域間の格差がなくなるという

こと、それから、県全体として集団免疫が取れ

るということ、市町の財政負担が軽減する、そ

れから、医療費が削減するという効果をかんが

えると、県として、全国の中でどこもやってい

ないのかもしれませんけども、健康長寿日本一

を目指す長崎県として、知事も代わる中で、予

防接種に対する支援があっていいと思うんです

けども、その見解について問いたいと思います。 

【長谷川地域保健推進課長】 予防接種につきま

して、県独自で対象者の範囲を拡大するかどう

かにつきましては、慎重な検討が必要であると

考えております。 

 一方で、接種機会の確保や負担軽減の観点と

いうのは重要な課題であると認識をしておりま

す。しかし、国がそれぞれの疾病ごとに科学的

な知見に基づき個別に検討して決定すべきもの

と考えております。 

 委員ご指摘のとおり、一部の市町村において

定期接種の対象外となる方に対して独自に助成

を行っている事例もあり、自治体の財政力等に

よって対応の差が生じている状況も見られてお

ります。 

 このような状況を踏まえまして、県としまし

ては、予防接種の対象年齢の在り方や必要な財

政措置につきまして、国において適切に検討さ

れるべき課題であると考えておりまして、昨年

の8月には、九州各県保健医療福祉主管部長会議

から国に対して、定期接種の対象年齢の再検討

や実施主体である市町に対するさらなる財政措

置を要望してきたところです。 

 今後とも国の動向を注視するとともに、必要

な働きかけを行ってまいります。 

【前田委員】 次の質問に入ります。 

 先週の雨で、3日間、長崎市の場合は小学校が

休校になりました。警戒レベルが4になったら休

校するということで休校になったんですが、一

方で、ちまたで見られたのは、保育園の休園は、

それぞれの保育所の独自の判断ということで、

大方、そのままこどもを預かっているという役

割もある中で、通常どおりやっていたところも

あると聞いております。 

 一般の方から見て、小学校と保育園でどうし

て扱いが違うんだということと併せて、市町に

よっても取扱いが違うということで、この際、

県として、保育園、要は未就園に対する災害発

生前に事前に決めておく事項というのは承知し

ておりますけども、県がイニシアチブを取って

一定の基準を設けるべきじゃないかということ

を、保育会も含めて意見として出ておりますの

で、この際、現状と今後の考え方についてお尋

ねしたいと思います。 

【中村こども未来課長】 ご指摘のとおり、今、

保育園につきましては、厚生労働省の通知に基

づきまして、各市町村が一定の基準を設けて、

それに基づいて、各保育所で臨時休園、あるい

は縮小した形での保育というものを決めている

状況でございます。 

 保育というものは、先ほどお話があったとお

り、こどもさんを預かるということで、市町村

が責任を持って行うということが法律上に書い

てある手前、やっぱり福祉的側面から、どうし

ても学校とは取扱いが違うという現状にござい

ます。また、市町村においてもなかなか立地状

況とか、山だったり、平地だったり、川だった

り、そうした災害の発生要因の状況も異なりま

すので、なかなか都道府県レベルで統一感とい

うものをどこまで持てるかというのは難しいか

と思いますけれども、ご指摘を踏まえて、恐ら

く隣接した市町村の状況も今は知らないという
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ようなところがあるかと思いますので、今回、

市町を集めての会議を開催しますので、情報共

有を図って、どういった形でお互いのレベル感

が分かるかというのを、そういった部分につい

てはしっかり検討してまいりたいと思っており

ます。 

【前田委員】 まさしく言われたように、隣接す

る市町で違うところに、やっぱり一般の方も含

めてどうしてという疑問があるんですね。保育

園は親御さんがお仕事をしている共働き家庭が

多くて、こどもを預かるという役割が違うとい

うことと、小学校と違って、通学じゃなくて、

送迎をするからということも含めて、そういう

判断になってるということで、市町ごとに対応

基準が警戒レベルごとに違いますけども、そう

いうのも含めて一遍、学校関係者、もしくはそ

ういった幼稚園とか保育園の関係者と少し密に

協議をしてみて、できるならば県として一定の

基準がある中で、それでも市町で少しケース・

バイ・ケースで差があるのは構わないと思いま

す。一般の方から見て、また、預けてる方から

見て納得のいくような対応というものを今後検

討してほしいということを要望しておきたいと

思います。 

 歯科保健とがん検診の向上もあったんですけ

ども、個人質問でも再質問するということでや

り取りしてますから、後ほど、データの方でい

ただければなと思います。 

 質疑を終わります。 

【中村(俊)委員長】 ほかにございませんか。 

【堀江委員】 私は1点だけ、県民から寄せられ

た苦情に基づいて質問したいと思います。 

 長崎市内にあります長崎こども・女性・障害

者支援センターの3階に、長崎県視覚障害者情報

センターがございます。視覚障害者が主な利用

対象となります。利用された視覚障害者より、

「歩いてセンターに行った。暑かった。職員に

エアコンは節約している、辛抱してくれと言わ

れた。」そういう声が届きました。利用した際

に空調が入っていなかったという苦情なんです

けれども、本日は、県議会委員会中継をお聞き

されています。こうした苦情は障害福祉課に届

いていると思いますが、指定管理者制度導入施

設でもあるので、今後の対応も含め、見解を求

めたいと思います。 

【町田障害福祉課長】 視覚障害者情報センター

の空調に関するご質問に対してご回答させてい

ただきます。 

 委員ご指摘のとおり、同様のご意見が本課の

方にも寄せられているところでございます。 

 そのため、速やかに視覚障害者情報センター

及び建物の全体を管理しております長崎県こど

も・女性・障害者支援センターの両センターに

当時の状況について確認をさせていただきまし

た。 

 ご意見をされた方は、5月31日日曜日の午前中

に、会議のため視覚障害者情報センターの会議

室を利用しており、会議室自体には空調が入っ

ていたものの、視覚障害者情報センター全体と

しての空調が入っていなかったことから、会議

室を出たところ不快に感じられたということで

ございました。 

 当時、5月末ということで空調を入れるかどう

か微妙な時期でございましたし、平日は、気温

の上昇に伴い、個別に両センターで協議を行い、

利用者の方が不快にならないよう、空調を入れ

ているということでございましたが、当日は日

曜日ということもあり、長崎こども・女性・障

害者支援センターの職員が休みで協議ができな

かったことから、空調を入れる判断が遅くなっ
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たということでございました。 

 そのため、今後は土日や祝日の場合でも、気

温や湿度の上昇などにより、不快に感じられる

場合は、それぞれの判断で速やかに空調を入れ

ることができるよう、両センターと調整し、改

善を図ったところでございます。 

【堀江委員】 平日は不快にならないようにとい

うふうな対応をしているんだけれども、たまた

ま日曜日であったということで、利用者が不快

に取られたということで今後は改善しますとい

う答弁だったんですが、指定管理者制度という

こともあって、一定の財源も決められておりま

すし、いろんな状況の中で対応できない部分も

あるかと思うんですけれども、言われましたよ

うに、改善されたということですので、ぜひそ

の方向でお願いしたいと思います。 

 私がなぜこうした問題をわざわざ委員会で質

疑をするかというと、やはり当事者の声という

のはとても大事だというふうに思っております

し、しかも、わざわざ市外から来られているん

ですよね、視覚障害の情報センターということ

で。長崎市内だけではなくて、県内から利用す

るセンターであるということも踏まえますと、

やはりきちんと議会の上で一つの議題として上

げていただいて、今後の対応を組織的に検討し

ていただきたいと思いまして質疑をしたところ

です。今後、改善の方向で検討するという内部

的な協議も踏まえての答弁だと理解しておりま

すので、細かいことと思わずに、ぜひ対応して

いただきますように、現場の方にもよろしくお

伝えをしていただきたいと思います。 

 以上で終わります。 

【中村(俊)委員長】 ほかにございませんか。 

【中島委員】 1件だけですけども、ドクターヘ

リについてです。 

 12月から事業者が、運航業者が替わるという

ことなんですけども、この業者選定において、

入札には何社参加されたのか。そしてまた、総

合評価一般競争入札ということでお聞きしてい

ます。どういった点を評価されて落札業者を決

定されたのか、お伺いいたします。 

【髙見医療政策課長】 まず、入札なんですけど

も、やはり全国的に操縦士とか整備士の確保が

困難になってるということと、もう一点が、物

価高によって機体の確保にも多大な経費が発生

するということで、落札できない場合のリスク

というのがやはり運航業者にもございますので、

そういった事情から、結果的には1者のみの参加

ということになってございます。 

 もう一点の入札でどういった点を評価したの

かということで、技術評価点の評価においては、

昨年度の整備士不足というところも踏まえまし

て、人員体制とか、あとは安全管理といった点

を重点的に審査をしております。 

 人員体制につきましては、操縦士、それから

整備士、運航管理担当者を十分に確保して、安

全に運航できる体制が整備されているというと

ころです。 

 それから、安全管理につきましては、過去の

不具合データの分析を基に、あらかじめ予備の

部品をストックされて、故障が発生しても、早

期に修理・復旧できる体制を整えられていると

いう点なども評価をして落札業者を決定いたし

ました。 

【中島委員】 これまでの事業者が整備士を確保

できていない、条件がそろっていなかったとい

うことで運休になった件が多々あったと思いま

すけども、その辺の確保ができるのかというの

をちょっと確認したいんですけども。 

【髙見医療政策課長】 新たな契約業者におきま
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しては、先ほども部長からもご説明を差し上げ

たように、現在、九州5県、福岡県、佐賀県、熊

本県、大分県、宮崎県の5県でドクターヘリを運

航されておりますが、これまで整備士不足とい

う状況は発生してございません。 

 今回の評価の中でも、体制については確認を

しておりますけども、本県の運航に当たっても、

3名程度の整備士というのを配置できる十分な

人員体制となっていることを確認しております。 

【中島委員】 最後にしますけども、2機目の運

航業者がヒラタ学園ということなんですけども、

これまで、それこそ整備士不足ということで心

配があったんですけども、今の状況としてはど

うなんでしょうか。 

【髙見医療政策課長】 ヒラタ学園におかれまし

ては、昨年度の整備士不足の状況を踏まえまし

て、令和8年度は、令和7年度10か所運航されて

いたところを、今年度は本県も含めまして6か所

に運航箇所を見直しをされている状況でござい

ます。 

 ですので、そういった中で、体制そのものは

改善を図られた結果、1機目というのは今問題な

く運航しておりまして、このたび2機目も、週1

日ではありますけども、運航が開始できたとい

うことでございます。 

 ただ、報道にもありますように、兵庫県のと

ころは人員が厳しいという報道もありますので、

その点は本県としましても、しっかり状況を確

認しながら、より安定的に運航できるように働

きかけをしてまいりたいというふうに考えてお

ります。 

【中村(俊)委員長】 ほかにございませんか。 

【まきやま委員】 前田委員の後でちょっとやり

づらいんですけども、帯状疱疹なんですけども、

帯状疱疹というものは、例えば、小さい頃に一

度かかった水ぼうそうが自分の免疫が落ちたと

きに動き出して発症するという理解をしている

んですけども、先ほど述べたように、新型コロ

ナワクチンを何回も打つと、ＩｇＧ4が出て、免

疫が落ちます。 

 日本人は8割ワクチンを打っている中で、免疫

が落ちた状況の中で、帯状疱疹の生ワクチンを

打つことが、逆に発症の原因になるのではない

かと、今、私の知人のお医者さんもおっしゃっ

ています。 

 そこで質問なんですけども、第一に、長崎県

における帯状疱疹の患者数・受診者数は、コロ

ナワクチン接種開始前後でどのように推移して

いますか。また、免疫力が落ちた中で生ワクチ

ンを打つということの県としての意見を求めま

す。 

【長谷川地域保健推進課長】 県内の帯状疱疹の

患者数・受診者数の推移につきましては、把握

をしておりません。 

 また、帯状疱疹ワクチンの接種方法について

のご質問についてですが、この接種方法につき

ましては、国の厚生科学審議会予防接種・ワク

チン分科会において検討がなされており、異な

る種類のワクチンとの同時接種については、医

師が必要と認めた場合に行うことができるとさ

れております。 

 県としましては、専門的知見に基づく国の方

針を踏まえて対応しており、安全性について県

独自の検討・評価は行っておりません。 

【まきやま委員】 ワクチンを推奨する以上、患

者数・受診者数の把握は行ってください。要望

として上げておきます。 

 続きまして、診療記録（カルテ）の保存期間

の延長についてです。 

 現行の医療法施行規則において、診療録（カ
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ルテ）の保存期間は、最終記載から5年間と定め

られています。 

 しかし、ワクチン接種後の健康被害は数年に

わたって症状が顕在化する場合があり、また、

因果関係の検証・救済申請には、接種時の医療

記録が不可欠です。5年という保存期間は、長期

的な健康被害の検証・救済という観点からは不

十分であり、特に、令和4年以降の超過死亡の原

因の究明のためにも、診療記録の保全が急務で

す。 

 診療記録の保存期間について、現行の5年間か

ら大幅に延長するよう、県として国に働きかけ

る考えはありますか。 

【髙見医療政策課長】 診療記録の保存期間につ

きましては、医療の安全性の確保ですとか、患

者への適切な説明責任の観点から、その重要性

については、私どもとしても十分認識をしてい

るところでございます。 

 一方で、現行のこの保存期間につきましては、

医師法等に基づき、国において全国一律で基準

が定められている状況でございますので、県と

いたしましては、現時点で保存期間の大幅な延

長と、そういったところに関する具体的な要望

を行うというところは、そういう段階には至っ

ていないのかなというふうに考えているところ

でございます。 

【まきやま委員】 現時点でそのような考えはな

いとおっしゃいましたが、今現時点で申請中が

20件あってる状況です。そういったことは言え

ないと思うんですけども、いかがでしょうか。 

【髙見医療政策課長】 県としましては、やはり

医師法に基づいてしっかりと今は適切に運用し

ていくことが重要かなと思っているところでご

ざいます。 

【まきやま委員】 全く答えになってませんけど

も、ほかの自治体では30年に延ばしているとこ

ろもありますけども、本県においては、例えば、

10年とか、ほかの自治体に要請・指導する考え

はありませんか。 

【髙見医療政策課長】 繰り返しで恐縮ですけど

も、やはりそこは規定に基づいてしっかり運用

していくというところがまずあるかなと思って

おりますので、今のところそういった指導につ

いては考えておりません。 

【まきやま委員】 救済制度というものは、国が

進めた、例えば、ワクチンならワクチンで、接

種して被害が出た場合に救済する制度です。こ

れを救うためにはカルテ保存がないと申請すら

できません。ほかの自治体では延ばしています。

延ばしていただけるよう要望します。 

 続きまして、世界の動きに逆行した新型コロ

ナワクチン定期接種継続の根拠についてです。 

 日本における新型コロナワクチンの累計接種

回数は、令和5年度末までで最大7回、令和6年10

月からの定期接種を加えると、8回に達する方が

存在します。欧米主要国の多くは3回から5回程

度で追加接種を事実上終了・縮小しており、年

1回の定期接種として継続しているのは日本の

特徴的な政策です。 

 複数の学術論文では、ワクチンの頻回接種に

よってＩｇＧ4抗体が上昇し、免疫抑制が起こる

可能性が指摘されています。 

 世界各国が慎重な姿勢に転じる中、日本のみ

が継続する科学的根拠について、県民への説明

が不十分と言わざるを得ません。 

 既に我が国でも、ｍＲＮＡワクチンの中止を

求める請願が議会を通って国へ提出されている

ところが増えてきています。欧米主要国が追加

接種を縮小・終了する中、日本が定期接種とし

て継続している科学的根拠について、県として
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国に説明を求めたことがあるか。また、県民に

対して、接種継続の利益とリスクをどのように

説明しているかお尋ねします。 

【長谷川地域保健推進課長】 コロナワクチンの

定期接種につきましては、厚生科学審議会予防

接種・ワクチン分科会において、公表されてい

る学術論文等から、その有効性・安全性に係る

国内外の知見や諸外国の接種方針等について情

報を収集し、専門家による議論が行われ、令和

6年度から開始をされております。 

 また、令和7年10月以降の定期接種につきまし

ても、令和7年9月に開催されました厚生科学審

議会予防接種・ワクチン分科会においても最新

情報を同様に収集をしており、コロナワクチン

の有効性については、国内外の複数の報告にお

いて、入院等の重症化を予防する効果が示され

ており、安全性については、現時点で新たな懸

念は認められていないと評価をされているとこ

ろであり、県としては国に説明を求めたことは

ございません。 

 また、県民の皆様に対しましては、国や市町

と連携しながら、ホームページ等を活用して、

新型コロナワクチンについて、重症化予防効果

等のメリットと副反応のリスク等のデメリット

の双方の正しい知識を持っていただけるよう、

各種情報の発信に取り組むとともに、健康被害

救済制度の概要や申請窓口、副反応に関する相

談先について案内を行っているところです。 

【まきやま委員】 ありがとうございます。県民

の命と健康を守る福祉保健部として、今回、様々

要望しましたけども、前向きに動いていただく

ことを期待して質問を終わります。ありがとう

ございます。 

【中村(俊)委員長】 ほかにございませんか。 

【饗󠄀庭副委員長】 皆さん大変お疲れさまです。

簡潔に2点だけお伺いしたいというふうに思い

ます。 

 最初に、スケッターについてお伺いします。 

 介護人材不足が深刻な中、介護人材を確保す

るために有償ボランティアを活用したスケッタ

ーが行われています。前回3月議会で、西海市が

今行っているというところでしたけれども、現

在、市町でどこまで拡充できているのかお伺い

します。 

【久間長寿社会課長】 スケッターでございます

けれども、西海市の事業者グループさんが昨年

度から、県の補助金を活用して、福祉介護専門

の有償ボランティアグループのマッチングに取

り組んでいるところでございます。 

 ほかの市町につきましては、県の事業、本年

度実施する介護サポーターマッチング促進事業

を活用しまして、他の市町にも呼びかけようと

いうふうに考えておりまして、来月、再来月に

は市町等と実施をしたいというふうに考えてい

るところでございます。 

【饗󠄀庭副委員長】 これからかというふうに思い

ますけれども、その予算としては、何市町分あ

るのかお伺いします。 

【久間長寿社会課長】 広く全体に募集をかける

形となりますので、何市町分というところで決

めているところではございません。 

【饗󠄀庭副委員長】 有償ボランティアということ

ですから、動く方にはお支払いをされるのかと

いうふうに思いますけれども、有償ボランティ

アに、時給と言っていいのかあれなんですけれ

ども、対価として発生するのはどれくらいなの

かお伺いします。 

【久間長寿社会課長】 雇用という形態ではなく

ボランティアになりますので、あくまで謝金と

いう形になります。例えば、今実施する西海市



令和８年６月定例会・文教厚生委員会・予算決算委員会（文教厚生分科会）（７月１日） 

- 158 - 

の例で言いますと、例えば、食器洗いとかお話

し相手などの補助で3時間で3,000円とか、利用

者の生活支援、見守りのお手伝いで2時間で

2,000円とか、時間で1,000円ぐらいのところで

設定されていて、それを直接、施設側からご本

人さんにお渡しをするという、そういうやり方

で行われております。 

【饗󠄀庭副委員長】 最低賃金よりは若干低いかな

と思うんですけれども、隙間で仕事ができると

いうのもあるかと思いますので、今後、これが

増えていくと、介護人材不足が少しでも軽減で

きるというふうに考えておられるのかお伺いし

ます。 

【久間長寿社会課長】 この取組が直接的に介護

人材の雇用につながるものではございませんけ

れども、掃除・洗濯などの周辺業務を切り出し

て、ボランティアの方などに担ってもらうとい

うことが、現場の負担を減らして、それが介護

職員の専門性を発揮するというところにつなが

るものになるというふうに思っております。 

 また、昨年度実施した西海市の事業所さんに

お聞きをしたところ、スケッターを利用された

方が実際に介護事業所での就職につながった、

そういった例もあるというふうにお聞きをして

いるところでございます。 

 介護事業所さんの業務に触れたということで、

介護の仕事の理解が進んだということで、就職

につながったのではないかなというふうに考え

ておりますので、地域のみんなで介護を支える

という、そういう仕組みづくりを進めていきた

いと考えております。 

【饗󠄀庭副委員長】 就職にもつながったというこ

とですので、ここから少しでも介護人材不足が

軽減されることを願っております。 

 もう一点、これまでも一般質問とか委員会で

ずっと質問させていただいている、自殺者ゼロ

を目指しての自殺防止というところでは、現在、

自殺防止策でどのようなことに取り組んでおら

れるのかお伺いします。 

【小田障害福祉課企画監】 自殺者ゼロを目指し

て、障害福祉課では、先ほども申し上げました、

保健所等での電話対面による相談支援、ＳＮＳ

相談支援を行っているところでございます。 

 このほか、令和7年度から、自殺未遂者に対す

る本人・家族のフォローアップを行う支援事業

や、自殺予防週間・自殺対策強化月間における

広報活動などに取り組んでいるところでござい

ます。 

【饗󠄀庭副委員長】 様々な相談体制で取り組んで

おられるということですけれども、その効果を、

県としてはどのように把握しているのかお伺い

します。 

【小田障害福祉課企画監】 人口動態統計により

ますと、本県の自殺者数は、10年前の平成27年

の232人から、令和7年には、概数ではございま

すが、151人と約35％減少しております。 

 また、人口10万人当たりの自殺死亡率につき

ましても、16.9人から12.4人と減少している状

況から、部局横断的に取り組んだ結果、一定の

効果を上げているものと認識しております。 

 一方で、自殺実態白書2013年という調査にお

きまして、自殺で亡くなられた方の約7割が、生

前に専門機関等への何らかの相談をしていたと

いう報告もなされており、今後とも現行の相談

支援体制の着実な運用を図りながら、より実効

性の高い自殺防止対策に取り組んでまいりたい

と考えております。 

【饗󠄀庭副委員長】 一定人数が減っているところ

には効果が見られているかというふうに思いま

す。しかしながら、大事な命ですので、自殺者
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はゼロにしていただきたい。 

 それと、せっかく相談したけれども7割の方が

自殺してしまったというところでは、やはり相

談体制ももっともっと強化していくことが必要

かというふうに思いますので、ぜひ今後とも、

1人も自殺することがないように、自殺者ゼロを

目指して取り組んでいただきたいことを要望し

て終わります。 

【中村(俊)委員長】 ほかにありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【中村(俊)委員長】 それでは、そのほか質問が

ないようですので、こども政策局を含む福祉保

健部関係の審査結果について整理したいと思い

ます。 

 しばらく休憩いたします。 
 

― 午後 ３時４６分 休憩 ― 

― 午後 ３時４６分 再開 ― 
 

【中村(俊)委員長】 委員会を再開いたします。 

 これをもちまして、こども政策局を含む福祉

保健部関係の審査を終了いたします。 

 引き続き委員間討議を行いますので、理事者

退席のため、しばらく休憩いたします。 
 

― 午後 ３時４６分 休憩 ― 

― 午後 ３時４８分 再開 ― 
 

【中村(俊)委員長】 委員会を再開いたします。 

 閉会中の委員会活動について協議したいと思

いますので、しばらく休憩いたします。 

― 午後 ３時４８分 休憩 ― 

― 午後 ３時４９分 再開 ― 

【中村(俊)委員長】 委員会を再開いたします。 

 閉会中の委員会活動について何かご意見はあ

りませんか。 

〔「正副委員長一任」と呼ぶ者あり〕 

【中村(俊)委員長】 それでは、正副委員長にご

一任願いたいと存じます。 

 以上をもちまして、文教厚生委員会及び予算

決算委員会文教厚生分科会を閉会いたします。 

 大変お疲れさまでございました。 
 

― 午後 ３時４９分 閉会 ― 
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